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第1章 序 文 

 

第１節 問題意識とその背景 

今日、資本主義経済の高度化に伴う企業環境の量的・質的な激変によって、利潤性

のさらなる強調は言うに及ばず、企業を取り巻く環境の量的・質的な激変は、企業に

おける社会性を不可欠な問題とすることから、社会における企業のあり方が新たに問

われている。 

企業は本来、利益を効率的に追求することを目的として自主的に構築された組織体

であるとされるのであるが、資本主義が高度に進行してきた経済社会において、企業

規模の拡大に伴う生産や販売や財務などの各分野での経営職能的分化、さらには経営

と所有の分離により、株主から経営権を移譲された専門経営者による専門的な経営知

識を基礎とした経営活動へと移行してきた。しかしながら、そうした専門経営者によ

る経営活動とはいえ、自己の地位保全やそのために起こる株主への極端な利益中心主

義に陥った反社会的行為も後を絶えない。そのため、企業がその本来の企業性を発揮

し、企業目的としての利潤を追求することは当然である一方で、従来の利益の追求を

中心とした経営方式の内容自体が問題視され、いわゆる企業の社会責任が主張され、

かつその実践の必要性が求められてきたのである。こうした企業の社会的責任の問題

は、単に経営の環境問題のレベルを超えて拡散することから、企業経営の問題にとど

まらず、企業経営の社会的位置づけや社会的評価に関連した社会問題を企業経営に直

面させ、要求することになるのである。このように見れば、今日の経営問題は、激動

する環境条件と経営との相互依存関係を中心にして展開していると言える。それゆ

え、経済と経営、社会と企業の関連から発生する問題を通じて、企業は社会的責任の

問題を考察することが必要不可欠となるのである。 

しかしながら、こうした企業の社会的責任は、国やその他の公的活動との規制と助

成に関連的手段を持つことから、必然的に自制と協力という相互的接近が求められる

とともに、法律的にも財政的にも制約と限度があり、私的活動を行う企業に対して社

会的責任への積極的姿勢が求められるとは言え、おのずと限界があることは言うまで

もないことである。企業の社会的責任という概念については、いまだ厳密な意味で定
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義されていないとも言われる。一方でこの不明確な概念を構成する考え方やその必然

性は、現代の経済社会に依然として根強く存在し、特異な意味と役割をもって存在し

続けているのである。こうした企業の社会的責任の不明確性に正面から、かつ多面的

な議論をいどみ、その主張を論文形式の報告書として編集されたのが、ホワイトハウ

ス産業社会会議編、『企業の責任と限界』（ダイヤモンド社、1974）であったと言え

る。この報告書には、社会的責任の定義に関する議論だけに止まらず、社会的責任に

関する賛成論と否定論の主張が非常に論理的に展開されているのである。そこから得

られる結論は、企業の社会的責任に対する否定論、賛成論のどちらを取るにしても、

また社会的責任そのものの賛否よりも、社会的責任を企業の主体あるいは経営の主体

の概念との関連から考察することが重要な問題点となることであった。ところが近年

における企業の社会的責任を論じる場合、特徴的なこととして指摘できることは、企

業環境論が経営外部の環境主体の視点から主張されるのと同様に、企業の社会的責任

も経営外部の社会的視点から問題提起され、理解されてきているということである。

A.B.キャロル( A. B. Carroll)が企業の社会的責任を構成する要因を重層的構造モデ

ルとして指摘した『企業の社会的責任のピラミッド』（1991）はその代表的な研究成

果であったと言える。企業の社会的責任の構造を「経済的責任」を 第 1の基本とした

うえで、「法的責任」、「倫理的責任」、「社会貢献的責任」へと最上部に位置づけ

られる社会的責任へと構造的に区分している。こうした重層的構造区分の明確さは、

企業の社会的責任、さらには企業の社会性をどの段階にまで求めていくべきかを考察

するうえで大きな貢献を果たす一方、社会が要請するもの、あるいは要請していると

されるもの、要請していないが必要なものを区分し、判断するとともに、企業が果た

すべきもの、果たさなくてもよいもの、果たさなくてもよいけれども果たした方がよ

いものをいかに判断し、結合するかが問われることになる。ここに企業の社会的責任

を選別し、意思決定する主体である経営者の機能的役割の重要性を再認識せざるを得

ないのである。 

現在では、人が社会の中で社会人として責任を負うように、企業も社会の中で社会

的責任を負う存在であるという主張が大勢を占めていると言える。その場合において

さえ、社会的責任そのものが重要なのではなく、社会が本当に要請する社会的責任を

いかに理解し評価することによって、それをどのように基本的な経営活動に取り入れ

るかといった経営の主体である経営者の持つ理念や哲学こそが重要であることを再認
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識することが課題となるのである。こうした企業の社会的責任に対する思考に変革を

もたらす契機となったのが、M.ポーター(Michael M. Porter)と M.クラマー(Marks R. 

Kramer)による「競争優位の CSR戦略」（2008）と題した論文であったと言える。この

中では、企業の社会的責任を総体的に捉えるのではなく、「受動的 CSR」と「戦略的

CSR」に区分し、より良く社会をよくすることで企業の経営戦略を強化するものとして

主張されている。すなわち、企業と社会の接点を受動的にではなく、積極的・戦略的

に捉える企業の社会的責任に対する考え方は、独創的で新しい視点を指摘したものと

して注目を集めることになった。そして、この戦略的社会責任の主張が、後に企業が

追求する経済価値（利潤性）と社会的価値（社会性）を同時に解決させるという「共

通価値の創造（CSV）」（2011）という概念に繋がっていったことは良く知られてい

る。 

企業の社会的責任に関する研究文献は無数に発表されていることは承知の上で以上

のような限られた文献を歴史的な視点から見れば、「企業の社会的責任に対する問題

提起」、「企業の社会的責任の構造と形態の分析」、「企業の社会的責任の積極的・

戦略的適応」へと議論の内容は進化してきたことが概観できるのである。一方で、歴

史的にも内容的にも共通したある注目すべき記述が見られる問題点というか、課題が

存在していることも理解できるのである。すなわち、いかなる企業であれ、全ての社

会問題を解決したり、そのコストを引き受けたりすることはできない。それゆえ、自

己の事業内容との関連性が高い社会問題だけを選択せざるを得ない。そのほかの社会

問題は、体制が整っている他の産業、NGO、政府機関に任せるべきであるという記述で

ある。こうしたところに、企業の利潤性と社会性の相関を問題にするとき、後に指摘

する公企業や公益企業の存在と役割を考察する必要が課題となるのである。さらに

は、社会における企業の存続と経営行動を認識することから積極的で、戦略的な社会

的責任を果たすことが企業の存続と発展にとって不可欠であるとしても、企業の本質

的な経済目的との均衡あるいは結合を誰が主体となり、どの程度まで、いかに対処す

べきかの問題解決には依然としていたってはいないという事実である。 

確かに、企業の社会的責任が近年重要なテーマとして論じられてきてはいるが、そ

の多くは資本主義社会における私企業が利潤性を過度に追求する過程で、変化する企

業環境との間に生じる矛盾、特に利害関係者の概念が拡大し、広域化するとともに複
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雑化することに原因を持った矛盾や損害を回避させることを中心としている。そうし

た受動的社会的責任を超えた戦略的社会的責任の推進といえどもその対象領域は利潤

を生み出せる領域に限定されることになる。その意味では、企業の利潤性を追求する

私企業に本質的な社会性を求める方法としては限界があり、これまでの様な社会的責

任論主張するだけでは利潤性と社会性の両立は困難な状況であると言える。こうした

現状を基礎とする時、企業における利潤性と社会性の内容とその関係のあり方をより

適切に考察する際の視点を変え、従来とは異なる方向から考察する必要があるのでは

ないかと思われる。すなわち、現代企業に見られる利潤性と社会性の両立的矛盾とい

う状況においては、歴史的にも企業の社会的責任の中で記述されていたにも関わら

ず、これまでの考察では忘れられ、見落とされてきた公企業・公益企業における社会

性と利潤性、さらには社会主義企業経営での社会性と利潤性などの視点からの考察に

注目することがある種の解決の糸口を見出す契機になるのではないかということであ

る。 

公企業・公益企業は現代資本主義体制においてさえ特殊な概念とされてきたが、経

済社会の発展の中では相当に長い歴史をもち、その役割の重要性と存在を否定するこ

とはできない。しかも資本主義とは対蹠的な体制概念である社会主義社会において

は、公企業の概念とともに中心的な存在となる位置を占めてきた。一方で、我々が暮

らしている資本主義経済社会の構造は、言わば「生産手段の私的所有のもとで、私的

利潤の獲得を目的として、商品生産を行う」ものであると言われる。さらに、この資

本主義経済体制の中心を構成するのは、私的企業である。まさに、「生産手段の社会

的所有のもとで、社会の需要の充足を目的として、計画的生産を行う」ものとして定

義することのできる社会主義制度においては、その目的は根本的に相違するとは言

え、私企業と同様に財及びサービスを生産・供給するのは、公企業・公益企業である

と言える。一見して、公企業・公益企業という概念は社会主義体制に特有の存在であ

り、資本主義とは相容れない体制関連的存在と言うことができるのである。しかしな

がら、ガーシェンクロンの指摘する後進国工業化パターンの特徴に代表されるよう

に、後進国の先進国化、南北問題の顕在化、グローバル社会の水平化や分担化などの

現象が顕著になるにしたがって、経済社会における政府の介入が不可欠となり、私企

業の発展を補完するためにも、公企業・公益企業の果たす役割と存在感が著しく拡大

してきているのである。こうした公企業・公益企業の分野で重要な役割を果たしてい
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る幾つもの産業を指摘することが出来るのではあるが、その中でも今日、最も代表的

な存在として指摘することができるものの一つが電力産業であると考えられる。 

特に、アメリカや日本の電力産業の歴史を振り返る時、電力産業は当初、民間資本

による私企業として発足しているのである。そして、その後の経済環境に対応するこ

とから、国有化、規制化、公益企業化、自由化などの段階を経て、今日、資本主義経

済体制における公益企業の代表的な存在としての大企業に発展を遂げている。その経

営活動は社会・経済のエネルギー需要を安定的かつ経済的に充足するという公益的社

会性を実現することに目的が置かれている。資本主義経済社会において、私的資本に

よって設立されたことを思えば、利潤性の原理を中心とすることなく、社会性の原理

を中心に企業としての存在を同時に追求する電力会社の経営は、利潤追求の私企業に

比べて、さらに多くの障害と困難性を伴ってきたことも事実である。このような課題

を抱えながらも、公益企業としての電力産業は発展を遂げるだけでなく、さらに社会

の需要を満たすことから、経済発展への貢献とその役割を果たしてきたと言えるので

ある。 

そこで、こうした公企業・公益企業の経営行動を、社会主義企業の経営と社会主義

経営学の論理を基礎に、歴史的な視点から体系的に考察を行い、その経営行動に見ら

れる社会性と利潤性の相関関係を検討することは意味のあることと言える。そこから

現代資本主義経済社会における企業が直面せざるをえない利潤性と社会性の同時的実

現に関する矛盾的現状を歴史的かつ論理的に理解するとともに、資本主義経済体制に

おける私的企業が将来にわたり直面する社会性と利潤性に関する問題点やその両立可

能性を解決する糸口を探ることが本論文の問題意識なのである。 

以上述べてきたように、資本主義経済社会における企業経営は利潤性の追求が基本

であることは否定できない一方で、社会性を果たすべきであるとの社会的要請が日増

しに強くなってきている。逆に経済社会を維持・発展させるには不可欠な要素を補完

することを目的とした公益企業では社会性の追求だけに満足せず、利潤性の必要が強

調されてきていると言える。利潤性、社会性と言う言葉は同じでも、その時々に使用

される言葉に内包する意味は相違しているのであるが、特に今日注目されているのが

社会性という言葉であることは言うまでもないことである。そして企業の社会性の内

容はそれを取り巻く環境によって相違するとともに変化している。公益企業である電
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力産業の場合においてさえ、その社会性の内容は過去的には社会における需要の充足

と経済政策の一環に関連した基本的なものから、今日では地球環境の問題や社会問

題、さらには労使関係に至る人的な内容にまで多様的に拡大している。 

ところが、社会主義経済体制における企業経営に見られたように、公企業・公益企

業といえども社会の需要を安定的に満たすと同時に、企業はその存続と発展のため、

利潤も無視することができないという課題が存在している。特にアメリカや日本の電

力会社のほとんどが私的資本によって設立され、運営されている現状においては、株

主や投資家の期待に適切に応えなければ、資本の論理から言っても企業そのものは投

資対象としては不適切とされ、株式は売却されることになる。このような株式の売却

が多量かつ全面的に行われるとすれば、資本主義経済体制のもとでは、企業自体の信

用は低下し、借入資金の金利はより上昇することから、資本調達は困難となり、経営

そのものも危うくなることは周知のことである。加えて、私企業である電力産業は社

会的要請という需要を充足するという社会的責任も達成できなくなることは言うまで

もない。とはいえ、公益企業における長期的で、非投機的な利潤動機が私企業にも経

済社会にも良いサービスをもたらすといわれてきたのではあるが、逆に公益企業が巨

大かつ短期的な目的から投機的利潤を追求する場合にはしばしば大きな弊害をもたら

すことも事実である。すなわち、企業は目的として、利潤を追求することが当然であ

るが、その利潤動機の中味には多種多様なものがあり、社会に与える影響は全く異な

るのである。したがって、公益企業である電力会社の経営活動とはいえ、社会性と利

潤性を同時に達成しなければならないと言う矛盾を当初から抱えているのである。そ

して、社会性や利潤性の内容自体においても、またその比重においても企業を取り巻

く環境によって変化するだけでなく、その相互関係を形成する状況にも影響を与えて

いるとすれば、その変化の中に現代資本主義企業が直面している利潤性と社会性の問

題に対する解決の糸口としての両者の共存、あるいは共生の可能性を見出せることが

できるかもしれないと言うことができる。 

言い換えれば、「低廉で安定的な電気の供給」にしても「国家公共性」や「利用大

衆の利益」という言葉にしても、いずれも社会性の概念を企業外部の社会的利益に結

びつけてはいるものの、企業の社会性が利潤性に与える影響やその関連性についての

検討はほとんど行われていない。これに対して、利潤を上げることを社会的責任の本
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質的なものと見なし、それを経営行動の基準に明記する現代企業経営では、かつての

「社会性＝企業外部の利益」あるいは「利潤性＝企業内部の利益」という視点に終始

するとすれば、企業の社会性や利潤性の意味だけでなく、その相互関係を重視せざる

を得ない方向を模索する必要性さえ理解できなくなってしまうのである。むしろ言葉

を変えれば企業における社会性と利潤性の関係はそうした過去の歴史的状況の中で出

現する矛盾的関係から、今日においてはその融合的ないし共生的関係を模索せざるを

得ない時代に移行しつつあると言える。 

このように私企業、公企業、公益企業に限らず、資本主義経済体制における企業全

般において経営活動における社会性と利潤性の内容、そして両者の関係はどちらに中

心が置かれるかに限らず、量的かつ質的な変容を見せているのである。その背景とし

て考えられるものが企業を取り巻く環境の変化とそうした環境と企業の目的と役割と

の関連性の変化にあると思われる。すなわち、従来の資本主義経済社会に内在する私

企業での社会性と利益性に関する分析は特に競争環境、市場環境、技術環境等が重要

視されてきたのであるが、今日における企業の利潤性と社会性の意味や関連の変容を

理解するためには分析の視点を政治環境、経済環境、社会・文化環境、自然環境など

の要因を含めた多面的な視点に拡大する必要がある。 

言うまでもなく、資本主義経済社会における企業が持続的かつ安定的に発展してい

くためには、利益を出し続けることが必要であり、不可欠である。ところが、この利

益を追求するという企業の本質的な経営行動が利潤性の実現にマイナスの影響をもた

らすとすれば、結果として企業が存立する経済社会が崩壊することから、企業に社会

性の責任が求められることになる。とはいえ、社会性と利潤性の両立は企業経営にお

いて極めて矛盾をもたらす重要な課題となるのである。まさに企業がその生成期、発

展期、成熟期といった発展過程を経過するにつれ、企業に求められる利潤性と社会性

の内容と関係は常に量・質ともに変化し、多くの矛盾をももたらせてきている。さら

に企業を取り巻く外部環境の多様性と複雑性が構造的な問題をますます増大させてい

るのである。 

そこで本論文ではあくまでも資本主義経済社会における現代企業経営が直面する利

潤性と社会性の相関に問題意識を置きながら、考察の視点を変えるという意味におい

て、また比較対象を可能にする歴史的事象という観点から社会性・公益性を経営の中
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心的な経営理念に置く社会主義企業経営と公益企業経営を取り上げ、そこでの社会性

と利潤性の関係を検討することにしたい。そこから過去・現在・未来という時間経過

を軸に比較経営史的な考察を通して、現代資本主義経済における私企業経営に強く求

められている利潤性と社会性との両立的相関関係という矛盾する経営問題にその調和

関係、あるいは共生的関係を構築するための解決策をさぐる糸口を見出すことに目的

を置くことにしている。 

 

第２節 論文構成と概要 

以上述べてきたように、企業の目的あるいは理念とも言える利潤性と社会性の内容

とその関連性は、その企業を取り巻く一般的な環境と特殊的な環境とともに変化して

いる。資本主義経済社会での企業活動において、本来は矛盾すべき概念でもある利潤

性と社会性の両立を必要不可欠な経営問題として認識し、実現可能なものにさせるた

めには、企業の外部環境と内部環境から与えられる影響、さらに両者の間の関係とそ

こに発生する矛盾とその共生の可能性を単に現在時点にのみ注目する視点ではなく、

時間をさかのぼってその原点あるいは源流を歴史的かつ理念的に明らかにする必要が

ある。そこで、本論文の研究方法と論文構成を次のように設定することから問題の解

明を進めていくことにしたい。 

第 1章 序論 

第１節 問題意識とその背景 

第２節 論文構成と概要 

第２章 社会主義経済体制における企業経営の特性とその限界 

第１節 社会主義経済体制の形成と経営的特性 

第２節 社会主義経済体制における生産特性と企業経営の特質 

第３節 社会主義経済社会における独立採算制と企業経営の限界 

第 3章 資本主義経済体制の源流と経営者精神の変遷 

第 1節 近代資本主義経済体制の源流と「ロビンソン的人間類型」 
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第 2 節 近代的資本主義の確立と「資本主義の精神」―「プロテスタンティズム

の倫理と資本主義の精神」を中心としてー 

第 3節 「資本主義の精神」が企業経営に与える歴史的意義と役割 

第 4節 「資本主義の精神」の消失と資本主義経済体制の高度化との矛盾の出現 

第 4章 資本主義経済体制における公企業と公益企業の発展と存在意義 

  第 1節 資本主義経済社会における公企業経営の特徴と目的 

  第 2節 資本主義経済社会における公益企業経営の必要性と特徴 

  第 3節 アメリカ経済社会における公益企業経営の源泉と定着化 

  第 4節 日本電力産業における社会性と利潤性に関する問題意識 

       ―――事例研究として――― 

第 5章 結語にかえて 

 

第 1章では序論として本論文の問題意識と研究方法を取り上げ、すでに指摘してき

たところである。 

第２章ではそうした問題意識を踏まえたうえで、社会性の原理といえば、当然のこ

とに社会主義経済社会での中核的経営理念であったことが思い出されることから、社

会主義経済体制での企業経営の特徴を中心に、歴史的な視点と理論的な視点の両面か

ら取り上げることにしたい。純粋な社会主義経済が崩壊した現状ではあれ、経営の社

会性とは何かを考察する上で、体制と関連した社会性の内容と意義を、現代の資本主

義経済体制での社会性を考察するためにも、まずそれに先立って歴史的な視点から振

り返ることは避けて通れないところである。それゆえ、まずは社会主義経済体制にお

ける企業の成立と崩壊、そしてそこでの社会性と利潤性の相関関係と問題点について

考察を行うことにしている。 

社会主義経済社会における企業経営の目的は、社会的要請に基づく需要に対して計

画的かつ安定的に供給をするということにおいては資本主義経済社会における企業と
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本質的に同様である。ところが、大きく相違するのはこの目的が生産手段の全てを国

有化し、統制された計画経済の実施によって需要と供給のバランスが達成されること

にある。こうした社会主義経済社会のもとでの企業を取り巻く経済環境や政治環境

は、当然のことながら資本主義経済社会とは大きく相違している。それゆえに、その

経営活動において社会性を絶対的な経営理念として重視しながらも、潜在的には利潤

性との調和をはからざるを得ないと言う困難な問題に直面しなければならないという

体制関連的な特性をもった矛盾する課題が本来存在したのである。資本主義経済体制

に内在化する構造的な欠点や弱点を批判することから、その未来的崩壊を結論付け、

理想的とも言える「完全な社会性」を追求しようとして、社会主義経済体制が形成さ

れた初期には貧困と不平等のない社会全体の豊かさを最大の目的として、企業活動の

社会性を最大化しようとしたのである。この試みは結果として企業性、言い換えれば

利潤性を大きくそこなわせ、かえって社会全体に不利益をもたらしたことは周知のと

ころである。この「完全な社会性」の実現に必要とする費用の莫大な増大と社会的不

利益は、その後に見られる企業性を回復させるための方法として、独立採算性の原理

を導入することに至ったのである。こうした歴史的現実である社会主義経済における

企業の社会性と利潤性の相関がもたらせた成果と矛盾をその歴史的変遷に従って考察

することにより、体制関連的な経済環境が社会主義経済での本質的な経営理念である

社会性の原理に矛盾を発生させ、結果的には崩壊の道を進むことから企業経営におけ

る社会性と利潤性の関係が重要な意味を持っていたことを指摘することにしたい。 

第３章では、資本主義経済社会の発展過程と経済活動に対する人間の価値観の変化

を中心に、企業を取り巻く外部環境と企業経営者の経営理念との相互作用によって形

成される資本主義的企業経営の特徴とその目的について考察を行う。というのも、資

本主義経済体制という聞き慣れた言葉ではあるが、その形成過程やその源泉に関して

はほとんどあるいはそれほどの知識や理解を持っているとは言えないのである。それ

ゆえ、歴史的な視点に立ち通って資本主義経済社会の成り立ちの中で、企業活動の動

向を再検討することから始めたい。例えば、共同体社会の概念を基盤とした中世の経

済社会においては、現代資本主義社会の私的利潤の極大化という利潤性を追求する意

識は薄かったことから、経済活動の重心は集団の安定的な生計維持に置かれていたの

である。こうした経済的伝統主義を基礎とする中世経済社会を今日に至る資本主義経

済社会へと移行させたのは、地方的な農村における近代工業都市の出現と自由に生産
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活動を行える中間的生産者層の形成に加えて、最も重要な要因として指摘すべきは過

去の商業的経済社会に存在しなかった「ロビンソン的人間類型」に分類される人間の

出現現象であったと言うことができる。中世以来の一か八かの一攫千金にかける投機

的な行動傾向の強い冒険的商人主義に対し、合理的で経営的な思考と行動様式を持つ

「ロビンソン的人間類型」を持つ人々の出現現象は、経済活動を伝統主義的非合理性

から解放させ、資本主義経済体制の発展を促進させる大きな契機となったのである。

その後、こうした「ロビンソン的人間類型」は経済社会において拡散し、「プロテス

タンティズムの倫理」による宗教的エートスと結合して、合理的で経営的な行動様式

に禁欲、節約そしてひたすら経済社会に奉仕する新たな価値観が付け加えられること

になった。こうした合理的行動様式と宗教的エートスからなる経営哲学は、アメリカ

の広大な農村市場と結合して、資本主義経済社会の高度な発展を可能にさせるのであ

る。しかしながら、資本主義が高度に発達するとともに、本来経営者の経営理念に内

在していた禁欲、節約、そして社会に奉仕するという内的・宗教的社会性の概念が次

第に抜け落ちることになるのである。そうした背景のもと、資本主義経済社会の存続

と発展を維持するために、公企業・公益企業が私企業では遂行し得ない社会性を分担

せざるを得なくなることになるのである。こうした現代資本主義経済体制の源流をた

どりながら、資本主義経済体制における企業活動での利潤性と社会性の相関とその変

遷を指摘することにしたい。 

第 4章では、資本主義経済体制における私企業との対比から公企業・公益企業の成

立、さらに両者が混在する意義と役割分担について考察を行う。資本主義社会は社会

主義社会とは対照的に、「資本の論理」を基礎とした私企業を中心に構成され機能し

ているとされている。ところが、市場の不効率を補完し、経済が安定的に循環する対

応策として、公企業・公益企業の概念が利用されることから、私的・公的経済部門の

混在が見られることになる。ところが、資本主義経済の高度化に伴う社会環境や経済

環境などの変化により、経営活動におけるこれまでのような私企業と公的企業との社

会的分担によって、社会性や利潤性が均衡を保つと見られていた内容的概念が変化

し、私企業には社会的責任に代表されるような社会性が強く求められ、公企業・公益

企業には費用を軽視した社会性は理解されず、企業性すなわち利潤性が求められるよ

うになってきた。こうした状況では、かつて対照的な位置に存在していた私企業と公

企業・公益企業における社会性と利潤性に対する考え方は、純粋に両極端に位置して
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いることは不可能であり、現実には次第にその両極端の中間に収斂する動きが見られ

ると言うこともできる。一般的には資本主義の社会主義化とも言われるものである。

そこで、第 4章ではこの私企業と公企業・公益企業の利潤性と社会性の関連に対する

収斂現象を踏まえて、企業環境の変化がどのようにその方向性や動きに影響を与てき

たのかについて考察を行い、資本主義経済体制における社会性と利潤性の関係に見ら

れる矛盾的現象とその問題解決の必要性を明らかにしたい。 

特に、資本主義経済体制における企業が直面している利潤性と社会性との矛盾的関

係を共生させる糸口を求める対象として現実に存在するアメリカや日本の電力産業の

発展過程を歴史的にかつ体系的に整理し、その発展の各段階における社会性と利潤性

の相関関係の変遷をまとめることにする。周知のように、アメリカや日本の電力産業

は公益企業の代表的な存在であるが、私企業として発足している。その後は国有化や

規制化を経て、資本主義経済社会での公益企業として発展・存続してきた。こうした

電力企業の歴史を振り返ることから、電力産業はその時代に特有の企業環境である社

会的要請に大きな影響を受け、その経営活動に占める経営理念や政府の経済政策を基

盤に、経営方針や考え方を左右されながらも社会性と利潤性の内容を変化させてい

る。こうした公益企業としての電力産業の事例を対象に考察を行うことから、電力企

業に限らず他の一般的な私企業における経営目的に関連する社会性と利潤性の内容に

おいても不変ではなく、常に環境に影響されている状況を明らかにしたい。そこから

資本主義経済社会における現代企業が直面している利潤性と社会性に関する矛盾的経

営問題を解決する糸口を見出し、両者の調和的関係、さらには共生的関係のあり方へ

の接近を試みる方向性を探ることにしたい。 

第５章では、第２章から第４章までの考察を踏まえ、社会主義経済社会の台頭と崩

壊、資本主義経済社会の生成と発展、さらには公企業・公益企業の出現と発展過程を

通して社会性と利潤性の意味する内容の変遷、そして両者の相関関係の変化を歴史的

かつ体系的にまとめ、過去・現在・未来をつらぬく比較経営史的考察を基礎としなが

ら、最終的に企業経営における社会性と利潤性を共生させる新しい経営理念と方向性

の必要性を検討し、指摘することにしたい。 

以上のような論文構成全体を通して、概略次のようなことを主張したいと思ってい

る。近代資本主義の形成は、どこにその源流を求めることができるのか。この疑問
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は、今日においてはほとんど忘れ去れていると言ってもいい。ヨーロッパや特にアメ

リカで出現し、発展する近代資本主義には「資本主義の精神」と言われる禁欲的プロ

テスタンティズムの倫理が存在していた。そこには隣人愛の実践という宗教的社会性

が中核を占めながら、その成果としての利潤が認められたのである。本来、資本主義

イコール利潤の追求ということではなく、宗教的倫理に支えられた「資本主義の精

神」によって、社会性と利潤性の均衡が図られていたのである。しかしながら、企業

の外部環境である経済体制の変化にともなって、資本主義経済体制の発達は、資本の

蓄積を絶対的に重視し、資本の力によって労働者の権利を極力抑え、資本が労働を支

配するようになっていた時、社会性の極大化を図り、利潤性を副次的な存在とする社

会主義経済体制が次第に出現したのである。しかしながら、その後の社会主義経済体

制が崩壊した歴史的な経験から、利潤性を軽視する経済体制では持続的な経済発展は

不可能であることが証明され、再び成長を中心とする資本主義経済体制が回復し、し

かも利潤性をより重視する高度資本主義の時代にまで発展してきたのである。こうし

た利潤性を重視する資本主義経済体制が過度に展開され、企業の発展過程の基盤であ

る外部環境との間に矛盾を発生させることになった。その矛盾を回避するために、経

営活動における社会性の範疇は初期の資本主義経済体制での労使問題から今日の地球

環境問題や社会貢献活動にまで拡大し、さらに膨大化する動きが見られるようになっ

てきたのである。ところが、これらの社会性の範疇の多くは利潤性を追求する経営活

動との直接的な関連性が薄い存在であり、企業本来の目的である利潤の追求とは相容

れない関係にあるとも言える。したがって、かつての利潤性を中心とする経営に対し

て、社会性を求める調和方法はもはや限界に達しており、これまでとは視点を異にし

た斬新な調和方法を見出す重要性がますます高まる傾向にあることを強調することに

した。 

一方、こうした社会性と利潤性との矛盾は企業の外部にだけでなく、その内部環境

においても発生しているのである。経済社会は一つ一つの企業が構成すると同様に、

企業は個々の人間によって構成されるのである。言い換えれば、企業外部の「経済社

会のもとの企業」という相互関係と同様に、その内部には「企業のもとの人間」とい

う組織的関係が存在しており、企業内部の小さな社会と言えるのである。ところが、

こうした「企業—人間」の相互関係においては、企業の外部関係と同様に、社会性と利

潤性との調和問題が存在している。すなわち「組織である企業の存続」と「個人の利
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益」との矛盾である。この矛盾は従来の「企業が存続するための利潤」や「労働者の

ための給与」という簡単な関係にとどまることなく、経営活動の細分化と専門化が進

むとともに、専門経営者が自己の利益や地位を保全することから、組織の存続と反す

る行動を取ることなどが見られるようになるのである。こうした企業の内部環境にお

ける矛盾に関しては、本論文で取り上げる公益企業である電力産業でもしばしば見ら

れ、電力会社の労使問題や、株投資家が待望する電力自由化による利潤性への接近

や、福島原発に対する電力会社の経営陣による事故隠しなどがその一例である。すな

わち、企業の外部環境と同様に、その内部環境における社会性と利潤性との関連性や

調和方法を究明する必要も高まってくるのである。 

こうした外部環境と内部環境に発生する社会性と利潤性の相互関係とその調和問題

を歴史的な視点から検討することが、現代企業経営にとって将来に渡る発展と存続を

可能とするには極めて重要な問題である。そこで、「経済社会—企業—人間」という構

図を基盤としながら、企業の外部環境である「経済社会—企業」と内部環境である「企

業—人間」といった 2つの要素から社会性と利潤性の相関に関連した問題を検討し、最

終的に新しい資本主義経済体制を形成するとされる経営者資本主義の本格的な到来と

そこでの新たな経営理念や経営哲学の必要性を主張することから、現代企業における

利潤性と社会性の共生可能性を探ることにしたい。 
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第２章 社会主義経済体制における企業経営の特性とその限界 

 

第１節 社会主義経済体制の形成と経営的特性 

資本主義経済体制は利潤性の原理を中核に置きながら、急速な経済成長を達成する

ことから今日に至っている。とはいえ、現代資本主義経済体制が利潤性に依存しなが

ら、これまでのように、またこれからも経済成長を可能とし、企業経営も安定的に存

続・発展できるかと言えば、不可能であることは明白である。ここに資本主義経済体

制の内在的な矛盾が指摘され、とりわけ企業における利潤性と社会性の共存・調和と

いった考え方や言葉が出現していることは現実的事実である。特に社会性や社会性の

原理という言葉が、頻繁に使用されている反面、その意味する内容に関しては今もっ

て不明確とも言える。一般的には社会性、社会性の原理は社会主義経済体制での中核

的概念であったことを思えば、資本主義経済における企業が直面している大きな経営

問題であるとされる利潤性と社会性の共生的可能性を探る本論文の目的を追求する前

提としては、何よりもその比較可能な対象物として、まず社会性、社会性の原理を中

核に置く社会主義経済体制の台頭と、そこでの経営活動の出現と形成、さらにはその

限界と崩壊の過程を検討し、概観しておくことが必要であるといえる。 

 

１．産業革命と初期資本主義経済体制の特質 

18 世紀半ばから 19世紀にかけて、イギリスを中心とする産業革命の発生により、

経済社会には一連の大きな変化がもたらされた。その中で社会構造に大きな影響を与

え、最も重要とみなされるものは、「生産の機械化」、「蒸気機関の開発」、「工場

制度の確立」を基礎とする企業の成長と生産技術の進歩による生産性の増大またはそ

れに伴う近代的資本主義の確立にあったと言える 1。このイギリス産業革命を取り上げ

るとき、まず思い浮かべるのはアーノルド・トインビー(Arnold Toynbee)の『十八世

紀のイギリス産業革命史講義』であり、その内容がイギリス産業革命の歴史像を通説

                            

1 M.G ブラックフォード著（三島康雄監訳）『ビッグ・ビジネスの比較経営史：イギリ

ス、アメリカおよび日本』同文館（1988）pp.38-39. 
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化された形で理解され「トインビー伝説」と言われていることは周知のところであ

る 2。一方で、「トインビー伝説の打破」といわれるイギリス産業革命の時期や内容や

影響に関して再検討を試みた多くの研究成果が近年になって存在するのではあるが 3、

産業革命初期における綿織物産業に見られる生産技術の革新を皮切りに、工業部門に

は機械の導入や蒸気機関という新たな動力源の採用などが、一連の生産技術に大きな

革新をもたらせたとされることは良く知られている。これによって工業部門の生産形

態は大きく変化し、従来の小規模な手工業生産から大規模な工業生産に移行し、生産

性が飛躍的に成長したのである。そして、より効率的かつ大規模的な生産を遂行する

ためにも、機械の購入や工場の建設が促進されることから、いわゆる資本の調達や蓄

積が必要とされるとともに、その運用と配分にも注意が向けられ、さらなる近代的な

資本主義の形成を促進させたと言われる 4。それと同時に社会構造が変化することから

も、生産活動に従事する労働者は機械や工場を所有する資本家層と、資本によって工

場で雇用される賃金労働者層に分化され、いわゆる経済社会における階級的分化が発

                            

2 Arnold Toynbee, Lecture on the Industrial Revolution of the Eighteenth century 

in England, 1884 (アーノルド・トインビー著（原田三郎・他訳）『イギリス産業革命

史論』世界古典文庫) この書物は、若くして亡くなったオックスフォード大学の俊秀

トインビーの遺作集であり、公刊後の約一世紀にわたり学会での産業革命史像に大きな

影響を与えた。 

3 大塚久雄著『大塚久雄著作集（第 5巻）資本主義社会の形成 2』岩波書店（1969）pp.424-

427. 

 「トインビー伝説」とか「トインビー伝説の打破」が問題とするのは、（1）産業革

命の始期および終期と（2）その速さおよび激しさの再吟味、という相互に関連し合う

二つの論点を含んでいた。トインビーは、産業革命と呼ばれる時期は 1760年から 1830

年に至るまでの約 70 年間であり、かつその間変化は突如として始まりまた極めて激変

的に進行したとしている。それに対して「トインビー伝説の打破」の結果は、産業革命

は 1760 年の依然「二世紀の間に準備され、それから一世紀にわたって継続する革命的

変化であり、その歴史的究明は穏やかな運動の急調化の研究とする見解が支配的といわ

れる。 

4 M.G ブラックフォード著（三島康雄監訳）『ビッグ・ビジネスの比較経営史：イギリ

ス、アメリカおよび日本』p.41. 

産業革命によって、生産性の追求とともに規模の経済による生産量の拡大のために、

企業の内部留保が企業規模への資本投資に向けられる傾向になったのである。 
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生したのである。こうした歴史的経緯が、後の資本主義経済社会に激しい資本による

支配と被支配による階級分化と階級闘争をもたらすことから、企業経営に労働問題あ

るいは労使問題などの重要な人間に関する経営問題をもたらす原因になったことはよ

く知られているところである。 

 

（資本主義初期の賃金制度の特性と限界） 

産業革命により経済社会における資本家層と労働者層との階級分化が発生したので

あるが、そうした資本主義経済の発展は、マックス・ウェバー（Max Weber）が「プロ

テスタンティズムの倫理と資本主義の精神」で指摘するように投機的な貿易や商取引

に投資して莫大な利益を得るのではなく、正当で適正な利潤の追求と所有を認めるプ

ロテスタントの宗教観、すなわち禁欲的プロテスタンティズムを基盤とした宗教的エ

ートス（資本主義の精神）5が強く花開いたイギリスよりもアメリカにおいて顕著であ

った 6。言い換えれば、イギリスであれ、アメリカであれ、産業革命に伴う産業の工業

化過程において、生産活動を行う際に必要とされる生産要素の質と量、さらにはその

結合方法に変化が起き、機械や工場などへの投下資本の問題だけでなく、より多くの

労働力を投入することによる人的資源の問題が出現することになったのである。こう

                            

5 大塚久雄著『社会科学における人間』岩波新書（1977）pp.112-205 

大塚久雄著『社会科学とウェーバー的方法』岩波書店（1986）pp.187-205 

ウェーバーは、その中で企業家の営利心や賃金操作などのおよび得ない、その奥底あ

るいは彼方にある企業家や労働者の行動様式の性格、あるいは、それを奥底で方向づけ

ている精神あるいはエートス、そして、資本主義的産業あるいは近代的産業経営をすく

すくと成立させるような起業家や労働者の行動様式あるいはそれを支える精神あるい

はエートスを「資本主義の精神」と呼んでいる。「資本主義の精神」は、それを資本家

も持っている、また労働者も持っているものであり、そのエートスはプロテスタンティ

ズムの倫理からきている。「資本主義精神」ないし「資本家精神」とは相違するもので

あるとしている。 

6 M.G ブラックフォード著『ビッグ・ビジネスの比較経営史：イギリス、アメリカおよ

び日本』pp.60-61 

当時のアメリカにおいて、大企業を経営する資本家は、比較的に上流社会の仲間入り

ができることは指摘されている。 
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した中で、資本を持たない労働者は唯一の価値である労働力を販売し生計を立てるの

に対し、資本家はその労働力を得る対価としての賃金を支給する。すなわち、後の労

働をめぐる大きな議論となる「労働者は商品ではない」という命題と「労働力は商品

である」という命題との両立を図る矛盾を抱えた労働の商品化によって 7、資本家と労

働者との相互関係は、労働力と賃金との関係からのみ理解され、成り立つことになっ

たとも言い換えることができるのである。 

古林喜楽教授によれば、こうした労働力の商品化とそれに伴う賃金との交換関係

は、社会が封建制度からの解放を実現し、私的所有制度を確立することにより、労働

者が自由に自己の労働力を他人に売ることができるようになった以降に確立されたこ

とを指摘している 8。このため、封建時代から解放されたばかりの資本主義初期におい

て、労働力の取引が可能となる社会構造のなかでも、賃金制度そのものが大きな影響

と意味を持つことになることは言うまでもないことであった。そこで初期資本主義社

会での労働力の商品化に伴って重視される賃金制度の特徴と発展に関しては、次のよ

うに整理することができる。 

第１に、労働力と賃金の交換関係がいわゆる労働市場で行われるが、その使用価値

の実現と対価である賃金の支給は一般の商品取引とは異なり、後払いの形式で行われ

ることである。普通の商品取引の場合、買手は商品を購入する際にその場で対価の支

払いを済ませてから、その後においてその商品の使用価値を実現させるのが普通であ

る。しかしながら、労働力は普通の商品取引の形を取らず、また人間としての労働者

から労働力のみを切り離すことができないため、労働力と労働価値の区別が困難であ

る。すなわち、一定の期間に労働力を提供し続けることと、その労働力が一定の期間

に果たせる機能や成果を明確に区別し評価することは別のことであり、非常に困難で

                            

7 古林喜楽著『経営労働論序説』ミネルヴァ書房（1967）pp.1-11 

小林教授は結論として、「資本主義社会における労働は、売られていない労働者（し

たがって商品でない）が売られた労働力（したがって商品である）を、現場で発揮する

ことである。このような労働は、言うまでもなく資本主義社会を置いて他には存在しな

い」としている。 

8 古林喜楽著『賃銀論』千倉書房（1986）pp.145-147 
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ある 9。このため、その差の溝を埋めるために賃金制度が漸次に形作られ、導入される

ことによって、労働の対価である賃金の支給は労働が遂行された後、その労働によっ

て実現された使用価値が確認されることから、日給制や月給制という後払いの形が一

般的に取られることになるのである。 

以上のように、労働力による使用価値の実現と対価である賃金の支給が同時に行わ

れないということは、賃金の金額を決定する際に、一般の商品引取とは異なる何らか

の制度を必要とすることである。そうした事情から資本家が求める労働による成果

と、労働者が最も関心を持つ賃金額との適正な相互関係を明確にしなければならない

のである。そこで、資本主義経済社会の企業経営では賃金の支払い前において、労働

者の労働する意欲をより起こさせようとするインセンティブ制度が賃金の考え方の中

に自然に採用され、次第に経営の効率を向上させる手段として重要な地位を占めるよ

うになってくるのである。こうしたインセンティブ制度としては当初、労働の成果に

基づき賃金を支給する出来高給制度としてアメリカ企業に顕著に見られたのである

が、経営者側の度重なる単位当たりの賃率切り下げに直面することから、労働者側が

賃率の切り下げを防止するために自主的かつ集団的に出来高を抑制するように調整す

るなどの「集団的怠業」すなわち「組織的怠業」の発生と原因 10をもたらせたのであ

る。そこで企業は 1日の標準生産量をあらかじめ決定し、経営が目指していた労働の

目標を達成できない場合にも、労働者の生活を守るといった一定の金額を保証する保

証賃金制度（生活給）や、労働の分業化に伴う仕事内容の多様化や複雑化に伴う集団

的な協働化を促進させる賃金制度などが漸次に発展してきたことを指摘することがで

きる 11。その成果が能率増進運動での刺激的賃金支払い制度の出現であり、経営活動

の合理化や能率化の一環として初めて体系的管理の構成要素として賃金支払い制度が

                            

9 古林喜楽著『賃銀論』pp.146-147. 

10 古林喜楽著『賃銀論』p.103. 

賃率切下げを防止するために、労働者における出来高の抑制（組織的怠業）が普及し、

労働組合が組合員労働者に出来高の抑制を強制し、違反したものには制裁を加えること

があった。 

11 古林喜楽著『賃銀論』p.110. 
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議論されたことは周知のことである
12。具体的には、H.タウンの「分配金制度」、

F.A.ハルセーの「割増金制度」、J.ローワンの「割増金制度」などを指摘することが

できる 13。 

第２に、労働力の商品化により、その対価は賃金の形で支払われることから、労働

力の現実的な価値と賃金価格との間に乖離が発生することになる 14。すなわち、資本

主義経済社会では労働者が自由に自己の労働力を他人に売ることができるのである

が、こうした取引関係が労働市場で行われる以上、労働力は他の商品と同様に労働市

場の需要と供給の関係に影響されることから、その価格は価値以上に、あるいは価値

以下に評価が変動することにもなる。まさに労働力を提供する労働者による労働と、

その対価である賃金の支給という賃金制度は、経済社会の発展とともに漸次に確立さ

れてきたといえる。ただ、そのいずれの賃金制度も労働そのものがもたらす成果ある

いは労働の時間によって賃金を決定する仕組みであったことから、賃金を決定する基

準は労働力の再生産費、言い換えれば生活の改善による労働力の再強化などとは関係

なく、労働の成果が労働市場で実現できる労働力の使用価値に依存することになっ

た。 

第３に、資本主義経済の仕組みにおいては、商品化される労働力は一般の商品と同

じように、その価格である賃金は生産する際に必要とする使用価値によって決定する

ことから、その過程は労働力の再生産とも言われる。言い換えれば、労働力を提供す

                            

12 古林喜楽著『賃銀論』pp.107-110. 

 藻利重隆編『経営管理総論』千倉書房（1967）pp.187-244. 

能率増進運動では、生産活動での人的資源に関する無駄を排除することを目的として

体系的管理が形成されたのであるが、その構造は、生産管理制度、原価管理制度、刺激

的賃金支払い制度から成り立っていた。労働に対する賃金の支払い方の問題が議論され

たのは初めてであったと言える。 

13 古林喜楽『賃金形態論』森山書店（1952）pp.83-93. 

 タウン、ハルセー、ローワン著（三戸公・他訳）『賃金論集：分益制・割増賃金制』

未来社（1967）には各賃金制度に関する論文が集められている。 

14 古林喜楽著『賃銀論』pp.236-239. 
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る労働者は何らかの形でその費やした精神や体力に新たな補給をすることなしに、再

び労働力を提供することは不可能であり、ありえないとすれば、労働の対価として支

給される賃金は、こうした労働力の再生産過程に必要とする費用を上回らなければな

らないことになる。すなわち、賃金の中には、労働力の再生産費用が含まれるべきで

あるということになる。さらに労働力は人間が提供する以上、肉体の衰退と寿命の制

限が不可避であるとすれば、一人の労働者が同様の労働力を無限にわたって提供する

ことは不可能であり、そこに経済社会の発展を維持するため、次の世代の労働力を育

成しなければならないのである。このため、労働者に支給する賃金にはその労働者自

身の労働力の再生産を補給する分だけでなく、その家族の暮らしに必要な生活維持の

費用が含まれることは当然でもある 15。 

こうした労働力の提供と賃金の支給という循環は、生産システムにおける労働力の

再生産だけでなく、人間社会の再生産に繋がるとも言えるのである。ここに賃金が人

間社会に深く関わるようになり、そこから賃金が果たすべき社会性が現れ、それを実

現することが賃金の持つ本来の意味と特徴ということができるのである。ただ資本主

義初期の賃金制度は、労働者に対して労働意欲を掻き立てる刺激的賃金支払い制度を

模索したとはいえ、その賃金支払い形態が経営の合理性や能率性を実現し、利潤に直

結するものでなければ常に賃金は費用と考えられ、賃金が果たすべき本来の社会性は

利潤性の中に埋没したということができるのである。 

 

（資本主義初期の労働関係と問題点） 

産業革命直後の初期資本主義社会において、経済社会の生産性は飛躍的に成長を遂

げた。こうした進展を可能にさせたのは、労働力の商品化と賃金制度の進展であった

ことは言うまでもないが、忘れてはならない要因として生産技術の一連の革新や生産

の大規模化によるものが指摘される。生産の機械化の導入や工場制度などの企業経営

には、多額の資本の調達と運用が必要とされ、それによって利益を得る資本家層の形

                            

15 古林喜楽著『賃銀論』pp.234-236. 

海道進著『社会主義賃金の理論』ミネルヴァ書房（1970）pp.37-46. 
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成を促進させた。一方、資本を持たず、労働力を販売する以外に経済的手段を持たな

い者は工場に集中し賃金労働者として雇用され、いわゆる賃金労働者層が次第に形成

されていった。こうした労働力の商品化は、資本家と労働者との間で行われる契約的

取引であったが、特に初期資本主義経済社会のイギリスでは国家の政治力の介入によ

り、資本家がより有利に、労働者が不利に取り扱われたことはよく知られている 16。

加えて、アンドレ・ガボール(Andre Gabor)が『価格決定の原理と実践』の中で指摘す

るように、現実的には市場に関連した情報を多く所有するものが指導権を握ることが

できることになる。すなわち、資本家と労働者との間の自由な契約取引であるとはい

え、生産手段の所有者である資本家は次のような点で、明確な目的と情報おいて優位

性を持っていたのである 17。 

①企業家は唯一の目的を持っていた。それは短期的にも長期的にも利益の総合計

を極大化すること。 

 ②企業は唯一の製品生産をしている。複数の製品を生産する場合には、常に同じ

比率で生産され、販売されること。 

 ③企業家は各生産高の水準に応じて生じるコストを正確に理解していたこと。 

 ④企業家は販売可能な価格で製品のそれぞれが幾つほど売れるかをも知っていた

こと。 

このような資本主義初期に、国家が植民地支配などの政治的理由から、企業経営に

よる利潤の追求を促し、資本の蓄積を奨励し生産性の向上に力を貸していたことか

ら、資本家が求める低廉でかつ豊富な賃金労働者の供給を積極的に推し進めた結果、

厳しい労働条件が規定され、資本家と労働者との間には不平等で隷属的な労使関係が

構築されることになった。大英帝国のバックアップを背景に、世界で最初の株式会社

                            

16 古林喜楽著『賃銀論』pp.150-156. 

17 アンドレ・ガボール著（市川貢訳）『価格決定の原理と実践』ミネルヴァ書房

（1986）pp.11-12. 
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と言われる東インド会社はその良い事例であった 18。言い換えれば、国家と資本家が

求める資本の蓄積を達成するため、労働時間とそれによる成果を最大化する一方で、

その対価である賃金の支給を最小化するように抑えられたのであった。こうして政治

の介入により、労働力の商品化や賃金制度の明確化は不平等な労働関係を定着させる

ことによって、利潤の追求を目的とした企業経営の成長とともに、重商主義をはじめ

とした近代的資本主義の特徴を形成することになった。一方で、利潤性の極大化を追

求する資本主義経済社会には潜在化した問題が多く含まれていたことから、資本主義

が促進されればされるほど矛盾をもたらす要因が表面化し、その健全で安定な発展を

妨げる批判的な要因になるのである 19。 

こうして、資本家と労働者の間に形成される不平等と格差は政治の介入によって拡

大し、両者の対立は階級分化をますます促進させ、階級闘争としてさらに深まること

になった。こうした状況をラルフ・ダーレンドルフ(Ralf Dahrendorf)は『産業社会に

おける階級および階級闘争』のなかでカール・マルクスの言葉を借りて次のように指

摘している 20。 

「階級を構成する基礎をなす諸要因に関しては、近代ブルジョア社会が実際われわ

れの固有の主題である。賃金・利潤・および地代を各自の収入源泉とする、たんなる

労働力の所有者、資本の所有者、および土地所有者、すなわち賃労働者・資本家・お

                            

18 大塚久雄著『大塚久雄著作集（第 1巻）株式会社発生史論』岩波書店（1969）pp.437-

521. 

イギリスにおける株式会社形態の展開としての東インド会社の記述が詳しく述べら

れている。加えて、専制型株式会社としてのオランダ東インド会社の発展と限界の記述

もあり、比較的に読み比べることができる。 

19 古林喜楽著『賃銀論』pp.157-160． 

ジェフリー・G・ウイリアムソン著（安場安吉・水原正亨訳）『不平等、貧困と歴史』

ミネルヴァ書房（2003） 

本書は、工業化は不平等を作り出し、貧困を増大させるか。不平等や貧困は蓄積を促

進するかを命題に英米を中心にその歴史的答えを追及している。 

20 ラルフ・ダーレンドルフ著（富永健一訳）『産業社会における階級および階級闘争』

ダイヤモンド社（1974）pp.12-13． 
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よび土地所有者は、資本制生産様式にもとづく近代社会の三大階級をなす。」「生産

手段をますます労働者から分離すること、および分散した生産手段をますます大きな

群れに集積させること、つまり労働を賃労働に転化させ、生産手段を資本に転化させ

ることは、資本制的生産様式のたえざる傾向であり、発展法則である。」 

こうした資本家と労働者との社会的・経済的矛盾は労働関係に大きな影響を与え、

企業経営における労使関係が労務問題をもたらす源泉であり、さらには資本主義経済

体制の根本的な問題とされていくのである。 

 

（資本主義経済社会における「利潤性と社会性」） 

資本主義初期におけるイギリス産業革命やアメリカにおける「分業の概念」と「単

能型専用機械」の結合によるアメリカ的生産方式（アメリカン・システム）による生

産システムの急速な成長には、その根底に継続的で追加的な資本の増大が不可欠の要

素であった 21。言い換えれば、新たな生産技術の発明や改善が実行され、その成果が

導入されるに伴って、生産活動に投入する資本や資金の量はさらに拡大するのであ

る。こうしたいわゆる拡大再生産方式を維持する過程において、企業が継続的な成長

を達成するためには、資本の調達や運用に常に注意を注がなければならず、おのず

と、初期資本とともに運転資本の調達や生産活動に伴う総費用に見合った利潤の確保

は経営の最も重要な課題とならざるを得ないと言える 22。こうした状況では、資本家

は生産コストの中でも直接費用とみなされる賃金をできるだけ抑制するのが当然の行

動となる。一方、資本を持たず労働力の販売を唯一の経済的手段として生活を営む労

働者は、その労働に見合う賃金以上の収入を得ることによって、自己や次に続く人々

のための労働力の再生産を行い、人間としての生活水準を確保しなければならないの

である。こうして賃金制度や賃金問題をめぐる資本家と労働者の意識間には階級分化

                            

21 オットー・マイヤー、ロバート・C・ポスト著（小林達也訳）『大量生産の社会史』

東洋経済新聞社（1984）pp.162-180、pp.181-196． 

22 上林貞治郎著『新版現代企業発展史論』森山書店（1971）pp.332-333． 

上林教授によれば、この時期は経済社会の発展と変化により、資本の性格は「問屋制

商業資本」から「商業資本の産業資本」に転化したのである。 
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とともに大きな相違が存在することとなり、特に資本主義経済社会における企業経営

の中に利潤性と社会性をめぐる相関と矛盾という問題意識の出現を促進させることに

なったと言える。 

こうしたことから、初期資本主義の経済社会における利潤性の中味は、資本家によ

って所有される資本の調達と運用に対する利益の獲得を第一のものとしたと言える。

一方、この時期の社会性を意味するものは、労働者側が求めている人間的な生存や労

働力の再生産や生活水準の確保に見合う賃金水準そのものであった。しかしながら、

資本家と労働者の関係が賃金を要因として構成される以上、相方が求める利潤性と社

会性は費用と収益を意味するものであり、お互いに相反するものであることから、経

営活動の中で調和させるという問題解決は簡単とは言えないものであった。古林教授

によれば、こうした両者の求めるものが対立するといった矛盾関係は、資本主義経済

社会である限り、解消されえないとしている 23。その理由は海道教授が指摘されてい

るように、資本主義経済体制における労働力の価値は、資本家と労働者の階級間の力

関係によって決定されるからであった 24。それゆえ「労働者がその意識においていか

に満足し自由と感じていようとも、資本主義企業における労働は、資本によって強制

される労働としての客観的性質（本質）を止揚するものではない。資本主義企業にお

ける労働者の自由労働の現象の本質は、資本による強制労働にある」25ということに

なる。  

まさに資本を中核とする資本主義経済社会では、資本を所有し、提供する資本家

が、資本を持たない労働者を支配するという支配と被支配の関係が明確に形成され、

企業経営においても資本の論理に基礎を置いた費用と収益の関係に重点が置かれるこ

とになる。こうした資本主義経済社会の発展と展開を背景に拡大を続ける貧困と不平

等による富の蓄積を基礎とした利潤性と社会性という矛盾的な問題解決を試みる新た

な経済体制が登場することになるのであった。それがマルクスやエンゲルスに代表さ

                            

23 古林喜楽著『賃銀論』p.196． 

24 海道進著著『社会主義賃金の理論』p.41． 

25 海道進著著『経営労働論（第 1巻）方法論（上）』千倉書房（1974）p.71． 
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れる社会主義経済体制の概念であることは一般的に良く知られている周知のことであ

る。 

 

２．社会主義経済体制の台頭と社会性原則の概念 

これまで指摘してきたように、初期資本主義の経済社会においては、労働力の商品

化と私的所有に基づく企業経営での私的利潤の強調と追求いった要因により、資本と

労働との関係は緊張的かつ敵対的な状況が高まり、いわゆる利潤性と社会性という言

葉が相方によってそれぞれに求められ、まさに矛盾した問題意識が発生したと言え

る。こうした敵対的、矛盾的関係を不可避とする資本主義経済体制を結果的にはマル

クスの『資本論』に代表されるように、継続不可能な経済体制であると結論づけ批判

することから、人間にとってより平等で貧困のない経済体制の追求が必要であるとの

認識から、社会主義経済体制が台頭することになったのである 26。まさにマルクスの

『資本論』は、資本主義経済そのものをめぐる問題に集中することによって、資本家

的経済の運動法則を究明しながら、合わせて唯物史観の科学的根拠を証明する鍵をも

提供するものであったと言われる 27。ただマルクスの『資本論』は著名な書であるだ

けではなく、その内容は奥が深く多くの議論がなされていることからも、ここで検討

や分析を試みたり、解説したりすることはとうてい困難であり不可能なことである。

そこで他のマルクス関連の研究者の研究成果から少しばかり引用をすることにした

い。 

（1）大塚久雄著『社会科学における人間』岩波書店（1977）p.77． 

  『資本論』の『第一版序文」の中に、こういう有名な一節があります。 

  「ここではそうした人々〔資本家や労働者や地主〕は、経済学的諸範疇の人格

化として、一定の階級関係と利害の担い手である限りにおいて問題とされる。経

済的社会構成の発展は一つの自然史的過程であって…諸個人は、主観的には諸関

                            

26 ミシェル・ボー著（筆宝康之、勝俣誠訳）『資本主義の世界史（増補新版）』 藤原

書店（2015）pp.177-188． 

27 林道義編『現代のエスプリ：マックス・ウェーバーNo.54』至文堂（1972）p.126． 



 27 

係を超えていると考えていても、社会的にはどこまでも諸関係の被造物だとする

のが私の立場なのである。」つまり『資本論』の叙述の中に、人間がまったく現

れてこないのではないが、出てくる限りにおいても経済学的諸範疇の人格化、そ

れにまつわる利害関係者を表現する抽象的概念にすぎない。 

（2）小倉利丸著『支配の「経済学」』れんが書房新書（1985）ｐ.87． 

  『資本論』第一巻二十四章「いわゆる本源的蓄積」の最後の節で「資本主義的生

産様式が自分の足で立つようになれば、それから先の労働の社会化も、それから

先の土地やその他の生産手段の社会的に利用される生産手段への転化も、したが

ってまたそれから先の私有者の収奪も、一つの新しい形態をとることになる」そ

して「生産手段の集中も労働の社会化も、それがその資本主義的な外皮とは調和

できなくなる一点に到達する」と「資本主義的私有の最後を告げる鐘が鳴る」と

いう、かの有名な「収奪者が収奪される」というくだりで”社会化“の表現を用

いている。 

（3）林道義編『現代のエスプリ：マックス・ウェーバー No.54 』至文堂（1972）

p.126． 

   ウェーバーの『社会主義』論の中からウェーバーのマルクス観を探ろうと思

う。そこではマルクスは、唯物史観一般に対するコメントというよりは、より

範囲が限定されて、資本主義経済そのものをめぐる問題に集中している。マル

クスの『資本論』は、資本家的経済の運動法則を究明しつつ、あわせて唯物史

観の科学的根拠を証明すべき鍵をも提供するものであった。その鍵ともなる資

本主義経済をどのように理解していたのかは、大略三点にわたっている。その

三点とは、「貧窮化理論」、「企業間の淘汰論」、「恐慌論」である。ウェー

バーはこの三点に、宗教的情熱にも似た予言性と単純なる法則史観を読み取り

極めて挑戦的かつ冷笑的に論及している。 

 

このように私的所有制度と自由な市場経済を特徴とする資本主義経済社会において

は、生産手段のほとんどは資本の所有者である資本家が所有し、そこに私的利潤の最

大化を目的とする妥当性が存在している。これに対し資本を持たない者は自己の労働
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力を商品として販売し、その対価としての賃金を得て生存を図るのであるが、市場経

済のもとでは労働力の価値と価格の乖離がしばしば発生し、人間としての基本的な生

活水準を確保のできない状況に陥るとされたことはよく知られている。いわゆる資本

主義経済社会においては「生産物は労働者のものにはならず、労働をしない資本家に

よって私有・独占されるため、労働者は自己実現できず、疎外されている」28と言わ

れるゆえんである。こうした中で、一部の国や地域においては、自由な市場経済と私

的所有制度を全面的に否定し、資本主義経済体制と根本的に異なる社会主義経済体制

を理想的な経済体制と考え、移行することになった。 

私的所有制度や市場経済を基礎とする資本主義経済社会とは対蹠的に、社会主義経

済体制のもとでは、生産手段のすべてが国有化・公有化され、さらに労働力の商品化

が制度的に禁止される。これによって、市場における労働力の価値と価格との乖離は

解消され、そうした乖離が発生することはなくなることが主張されることになる。海

道教授によれば、「社会主義のもとにおける賃金は、もはや労働力の価値の法則によ

って規定されるものではないし、商品労働力の価値ではない。それは、必要生産物の

価値の転化された形態ではあるが、商品労働力とは無関係である」29として、それを

論理的に規定するのは労働力再生産の法則、労働者の生活条件の最適拡大の法則、労

働に応じた分配の経済法則などであるとしている 30。すなわち、社会主義経済体制に

おいては、賃金の決定要因はいわゆる労働力の価値対応ではなく、計画された必要生

産物の量的対応と社会主義的な平等的分配の原理に置かれることになるのである。 

これを言い換えれば、資本主義経済体制のもとでは、労働の成果である生産物は厳

密に言えば、必要生産物と余剰生産物の２種類に区別することができる。前者は労働

者が労働力の対価である賃金として受け取れるものであり、労働力の再生産に最低限

度に必要な生産物を示している。すなわち最低賃金に当たる部分である。一方、後者

は労働者が労働力の対価の賃金としては受け取れない生産物を示している。すなわ

ち、労働力の賃金を超えた生産価値の実現であり、資本家が獲得し所有するべき私的

                            

28 城塚登著『若きマルクスの思想』勁草書房（1970）p.139． 

29 海道進著『経営労働論（第 1巻）方法論（上）』p.78． 

30 海道進著『社会主義賃金の理論』pp.37-38． 
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利潤を構成する部分を意味している 31。資本主義経済体制における必要生産物は資本

にとって実質的には費用を構成する要素であるが、社会主義のもとでは、生産手段の

すべてが社会的所有、すなわち社会に帰属することから、必要生産物は労働者の生活

水準の向上、生産性の発展、社会の富の増大をもたらすべき利益を構成する要素とな

ることを考えれば、資本家の利益となるべき剰余生産物そのものが存在しないことに

なると言える。こうした点に、資本主義経済社会とは相違する社会主義経済社会の台

頭と特徴の一端を垣間見ることができるのである。 

 

３．社会主義経済体制における社会性概念の中味 

以上のように、初期資本主義経済社会においては、私的所有を基礎とした私的利潤

の過度な追求により社会性が軽視され、いわゆる資本と労働力に対する所有と支配の

明確な階級分離とそれに伴う貧困と不平等による階級闘争といった矛盾が発生したの

である。こうした資本と労働との矛盾を解決する方策として生まれる社会主義経済社

会においては、基本的な原理・原則と規定とされる社会性の概念がより一層強調され

ている。そして、こうした社会主義経済社会における社会性の概念に対する強調は資

本主義経済体制と同じく賃金の領域に顕著に現れることになるのである。 

経済社会においては、価値の交換は主に貨幣を媒介として行われる。このため、労

働力の対価である賃金も同様に貨幣を通して支給されることになる。ところが、こう

した貨幣を基礎とする賃金構造は、資本主義経済社会と社会主義経済社会では全く異

なる性質を持ち、そこから社会主義経済社会における社会性の特徴を垣間見ることが

できることになるのである。 

資本主義経済社会においては、賃金を決定するのは労働力の市場価格である。言い

換えれば、資本主義経済社会のもとで、労働力は商品化され、その対価である賃金は

依然として資本の所有者側に優位な条件が存在するとはいえ、基本的には市場メカニ

ズム（労働の需要と供給の相関）に依存している。そこで、生産活動の成果に占める

                            

31 海道進著『社会主義賃金の理論』pp42-46． 
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必要生産物（費用）と剰余生産物（収益）の度合は、労働力の市場価格、すなわち賃

金に強く関連することになる。 

しかしながら、資本主義経済社会のもとで、必要生産物は労働の対価である賃金を

構成するのに対し、剰余生産物は資本家の私的利潤を構成する部分であり、両者は敵

対的な関係にあるとすれば、資本家と労働者の力関係のもとで、前者は抑制される傾

向となる。賃率の切り下げ、単価の切り下げ、標準生産量の切り上げなどはその例と

して指摘することができる。したがって、労働力の現実的な価値と賃金価格との間に

乖離が発生することになり、労働者の最低限の生活水準、労働再生産に必要な費用は

次第に保証されなくなる。すなわち、市場における労働力の価値に対する過小評価が

意識的に行われることにより、賃金問題を中心とした社会性の内容や考え方は確保さ

れなくなるのである。 

一方、社会主義経済社会における賃金の原理は、すでに指摘したように労働力支出

塡補の法則、労働者生活条件の最適拡大の法則、労働に応じた分配の法則によって規

定されるのである 32。これらの規定により、社会主義経済社会のもとでの必要生産物

と剰余生産物の関係は資本主義経済社会と異なり、それによって賃金構造も相違する

特徴を持っているとされている。こうした社会主義経済社会と資本主義経済社会にお

いて賃金構造を左右する必要生産物と剰余生産物の関係について、海道教授は次のよ

うな指摘をしている 33。 

第１に、社会主義経済社会における生産手段の社会的所有により、必要生産物と剰

余生産物との間の敵対的な関係が解消される。 

第２に、労働力の商品化を全面的に否定することにより、必要生産物の価値は労働

力商品の市場価格に制限されないのである。 

                            

32 海道進著『社会主義賃金の理論』pp.37-38． 

33 海道進著『社会主義賃金の理論』pp.40-42． 
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第３に、必要生産物の大きさは、社会全体の計画によって決定される。その計画に

おいては、賃金の量は社会全体の労働生産性に依存し、個々の人が提供する労働の

量と質に応じて決定される。 

このように、社会主義経済社会のもとでは、資本の増大が特に資本の構成、さらに

はその蓄積過程の進行中に及ぼす様々な変化が労働者階級に及ぼす影響、すなわち資

本主義経済の矛盾から労働者の運命をどのように変えることができるのかといった究

極の意図をもって労働力の商品化が全面的に否定されるのである。それゆえ、賃金を

規定するのは労働市場における労働力の価格ではなく、社会の発達水準と社会の消費

水準といった要因によって規定されることになる。したがって、社会主義経済体制で

は計画化された社会の発達水準と社会の消費水準の上昇に従って、賃金は名目的、実

質的に拡大していくと言うことになる 34。 

すなわち、社会主義経済体制における賃金は、資本主義経済社会と同様に労働の対

価として支払われるのであるが、その量は労働力の市場価格に制限されないことにな

る。こうした社会主義経済社会における賃金制度に現れる社会性の特徴については、

次のように整理することができる。 

第 1に、労働力の価値が労働市場の変化によって過小評価されることなく、社会に

おける最低限の生活水準、すなわち労働者個人とその家族の労働再生産の可能性が

保障される。 

第 2に、賃金は必要生産物の価値に制限されることなく、生産物を計画的かつ持続

的に拡大させることより、労働力の質的向上、労働者の生活水準、文化水準などの

持続的な上昇が実現される。 

このように社会主義経済社会においては、資本主義経済特有の私的所有制度と労働

力の商品化を全面的に否定し、生産活動に伴う利潤の社会的所有化と労働力の価値に

対する人間的で平等的な評価を通して体制関連的な意味での社会性の最大化を図るこ

とを目的としたことは明らかである。こうした労働力の価値に対する人間的で平等的

な再評価と言われるものによって、剰余価値の法則（利潤の極大化）を基礎とした資

                            

34 海道進著『社会主義賃金の理論』pp.38-39． 
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本による労働の搾取といわれる支配と被支配の関係が解消され、労働者の利益を最重

要視する社会性の追求を中核とした経済体制の実現を目指したということができる。 

 

4．社会主義経済体制における利潤性概念の中味 

生産手段の社会的所有を基礎とする社会主義経済体制のもとでは、「資本主義と

は、一方の極での富の蓄積が、同時に他方での極での、すなわち自分の生産物を資本

として生産する階級の側での、貧困、労働苦、奴隷状態、無知、粗暴、道徳的堕落の

蓄積を生み出す社会である」35とすることから、国民経済の全体的な計画化が必然的

前提として存在している。この計画経済を基盤にした企業の利潤を意味するものは、

当然ながら計画的かつ限定的な利潤の特性を持つことになるのである。言い換えれ

ば、私的資本を基盤に市場の需要と供給のバランスを基礎に生産活動を合理的かつ能

率的に行う過程において私的利潤の極大化を目的とする資本主義経済社会とは対蹠的

に、社会主義経済社会における利潤の意味するものは、生産物の生産量、販売量、価

格、原価などと同様に、生産活動そのものが実行される前にすでに計画策定の中にあ

る程度限定された形で含まれることになる。 

ここで注意すべきことは必要とする生産量や原価そして利潤の計画化が事前になさ

れているにもかかわらず、社会主義経済体制のもとでは何故か計画的な赤字企業が数

多く存在していることである。そこには、常に市場での需要と供給を基礎にした費用

と収益のバランスを利潤性の追求という視点から考えるのではなく、社会主義経済社

会におけるすべての経済活動が国の国民経済計画の統制を受けることから、経済発展

の特定段階において、特定の部門の発展をより最優先に促進させる必要が不可欠であ

る場合には、計画された社会的成果の実現が第一であり、生産物の価格を生産原価以

下に引き下げ、計画した利潤性を追求することよりも、いわゆる当初から赤字の経営

を余儀なくする計画への変更が頻繁に行われることである 36。すなわち、社会主義経

済体制における利潤性の概念は個別の企業、あるいは一人の資本家によって追求され

                            

35 林道義編『現代のエスプリ：マックス・ウェーバー No.54』p.128． 

36 海道進著『現代社会主義企業論』有斐閣（1966）pp.6-7． 
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るものを意味するのではなく、社会全体にわたって共通し、共有される社会性の概念

に付随した利潤性の概念と言うことができるのである。さらにこうした社会性の概念

に付随した利潤や赤字経営の妥当性を不可避なものとする計画化が意味するものは、

社会主義経済体制における企業の経営活動が経済社会全体の発展と需要に対応した使

用価値に見合った生産に重点を置くことであり、資本主義経済社会でのような私的利

潤の極大化を追求するためのより合理的で能率的な生産活動を実行し、創造すること

が企業の主体的かつ主要目的ではないことも顕著な相違であると言えるのである。こ

うしたところに資本主義経済体制での企業経営に見られた管理の概念や組織の概念が

ほとんど展開されなかった原因があったといえる。 

しかしながら、社会主義経済体制における企業の経営活動が社会性の原理を基本と

することから、また利潤の極大化を目的としないからと言って、利潤あるいは利益そ

のものを完全に無視したのではなく、無視することができないことも事実であった。

先にも指摘したように、社会主義経済体制においては、実質賃金の継続的上昇による

労働者の生活水準の確保、黒字部門より赤字部門への財務的な資金の填補などが行わ

れるのである。仮に社会全体の経済活動において総合的には費用に対して収益がマイ

ナスになる場合には現実として社会性の原理を持続的に維持することは不可能とな

る。言い換えれば、社会主義経済体制のもとではあれ、企業は社会性原理の追求を基

本としながらも、一定の収益を確保し、それが社会全体の生産性の拡大や労働条件の

改善、さらには次の計画経済を実現するための国家予算の収入の増大などをもたらせ

るのに重要な意味を持っているのである。したがって、社会主義企業が利潤の極大化

を目的にしないとはいえ、利潤そのものの存在を否定し、あるいは企業経営の効率性

を否定して計画的な社会性の実行のみを目的に経営を行うことは非現実的であり、意

味しないことは言うまでもないことである 37。もし、国の計画経済に従うということ

から計画に不可欠な利潤を達成できない場合、他の企業が得た収益から赤字の資金を

填補し、また経済資源の追加投入を必要とするとすれば、結果として国の財政状況を

悪化させることになり、かえって社会主義経済体制が強調する計画された社会性を達

成できなくなることは言うまでもないことである。こうした現象によるマイナス面の

                            

37 海道進著『現代社会主義企業論』p.5． 
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矛盾は歴史的事実として現在に至るまで、多く見ることができる。こうしたことか

ら、社会主義経済体制における社会性の概念には、その実現を目的とする時、企業活

動においても単に計画された生産を単に実現させるということだけではなく、資本主

義経済体制における企業活動と同様に、生産性を継続的に向上させる必要があること

になる。すなわち、社会性の実現に必要とする計画的費用をまかなえるに足る利潤性

の達成を前提としなければ、社会性の原理そのものが成り立たないと言うことができ

るのである。 

 まさに社会主義経済体制における社会性の概念は、資本主義経済体制での私的利潤

性の追求から出現する経済社会の矛盾を解決するための理想的な内容を内包しながら

も、逆の視点から資本主義経済体制と同様ともいえる矛盾を抱えるという弱点が存在

していたことになる。 

本節では、資本主義経済の形成と社会主義経済の台頭という歴史的視点を基礎にし

ながら、資本主義初期の経済社会での賃金問題に由来する資本と労働の矛盾、またこ

うした矛盾の解決を図る社会主義経済体制における、社会性の概念を中核とした賃金

制度と計画化された利潤性の関係を比較・検討する形で概観してきた。資本主義初期

の経済社会において、企業成長の拡大とともに、資本蓄積の重要性の上昇と労働力の

商品化などの経済社会における一連の変化に伴い、資本家と労働者という社会的階級

分化と階級闘争がもたらされると同時に、資本と労働との相互関係を再構成する刺激

的賃金制度も次第に形成されることとなるのである。こうした中で、経済社会におけ

る資本家と労働者との力関係の不均衡と不平等の拡大に対して、資本の私的所有と労

働力の商品化を全面的に否定する社会主義経済体制の発展が促進されたのである。こ

うした私的利潤への追求を原則とする資本主義初期から、社会性の原理をより重視す

る社会主義経済体制の出現する歴史的な変化過程において、企業は経済社会を構成す

る一生産単位として、その経営における社会性と利潤性の概念、または両者の共存と

調和に関する問題意識の出現とその内容の変化に対し、いかに対応したのであろう

か。 

資本主義経済体制においては、企業の経営は私的所有制度と市場経済に規定され、

私的利潤の極大化と資本の蓄積がその中核をなすのである。こうした資本主義企業の

経営のもとでは、生産の成果に占める必要生産物と余剰生産物の度合、言い換えれば
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企業経営における私的利潤の追求に代表される利潤性と、労働の対価となる賃金に代

表される社会性の間に矛盾関係が存在することはすでに指摘したところである。とこ

ろが、資本主義初期の企業経営では利潤性と社会性との調和という問題意識の重要性

が広く認識されていないことから、利潤性のための経営活動の合理化や能率化、すな

わち経営に関する管理の概念、組織の概念の進展が急速に見られることから、経済社

会における階級間での貧困と不平等などの現象がさらに拡大し、その結果として、逆

の考え方に立った全面的な社会性の原理を追求する社会主義思想が台頭し、一部の国

や地域が社会主義経済体制へ移行したのである。 

こうした社会性を優先とする社会主義経済体制においては、社会主義企業の経営は

社会的所有制度と計画経済に規定され、私的利潤の極大化を原則とする資本主義経済

社会と異なり、計画化された社会性の追求を基本原則とし、国家に指示され、計画化

された範囲内で生産を行い、経済社会の需要を充足しながら、労働者に対して労働再

生産に必要とする以上の賃金水準を確保することになるのである。 

このように、社会主義経済体制は全面的な社会性の実現を目標としているとは言

え、社会全体の支出が生産価値を上回る場合、社会構成員の生活水準や福祉の確保の

みでなく、経済社会の発展と存続も不可能となるのである。そのため、経済社会、産

業部門、企業ないし企業内部門などの各レベルの生産組織において、いかにして、必

要とされる利潤性を確保するかは社会主義企業の経営にとっても極めて重要な課題で

あったといえる。したがって、計画化された社会性を追求しながら一定の利潤性を維

持せざるを得ない社会主義経済体制のもつ特性のもとで、社会主義企業は資本主義企

業と根本的に異なる理念のもとで経営を行わざるを得ないことは当然のことであっ

た。そこで、社会主義経済企業が社会的所有制度と計画経済のもとで、どのようにし

て本来の目的である社会性を追求すると同時に必要とされる利潤性を維持し、またそ

れを実現化させる過程で経営が直面してきた課題や矛盾をどのように解決しようとし

たのかを明らかにするためには、社会主義経済体制における生産特性と企業経営の特

質について改めて検討し、考察を行う必要があると言える。 

 

第２節 社会主義経済体制における生産特性と企業経営の特質 
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イギリス産業革命は、特に機械技術の進歩による生産性の向上と生産規模の飛躍的

拡大と同時に社会構造にも変化をもたらせることになった。すなわち、工場や機械を

所有する資本家層と、工場で雇用される賃金労働者層という経済社会における階級的

分化が発生したのである。前者の資本家層は自己の私的資本のさらなる蓄積を追求

し、後者の労働者層は、経済的手段を得るために労働力の商品化を余儀なくされ、次

第に階級の固定化、貧富の差の拡大などの社会的不平等な問題をますます顕在化さ

せ、そうした社会的問題の解決が必要であるとの認識から、結果的に社会主義経済体

制が台頭する起因となったことはすでに述べてきたところである。 

私的所有制度と市場経済を特徴とする資本主義経済体制とは対蹠的に、社会主義経

済体制は生産手段の社会的所有と計画経済を基礎とし、経済制度における社会性の概

念を強調することによって、人々のより公平で理想的な社会を目指すものであったと

言える。言い換えれば、社会主義企業の経営は資本主義企業と異なり、その目的は利

潤の追求ではなく、経済社会に必要とする計画的需要を充足することに置かれること

から、そのための生産手段の社会的所有と計画経済の策定と実施を不可欠とすること

から、国家の一元管理のもとに置かれることになった。当然ながら、その収益は社会

全体に共有されることになるのである。とはいえ、決定された計画生産に単純に従っ

て行われるというのではなく、実際には企業への一定の自主性が与えられ、自己の収

入でその支出を補填し、さらに得られた利潤の一部は企業内部に蓄積され再投資ない

し労働者の報酬に当てるという、まさに、資本主義企業に見られる拡大再生産方式に

類似した独立採算制が導入されたのである。したがって、生産手段の社会的所有と国

民経済の統一的結合を強調する社会主義経済社会においても、その程度に差はあると

は言え企業は独立して存在する生産組織体と考えることができるのである。また、社

会主義企業とは言え、労働力を使用し、商品の生産を行い、それを経済社会に提供す

るという過程において、賃金の支払いと収支の計算は基本的に貨幣によって計算され

るのである。すなわち、社会主義企業と経済社会と労働者との関係は、資本主義企業

と同様に貨幣を介して理解することができることになる。 

このように、社会主義経済社会と資本主義経済社会では、経済体制と所有制度に根

本的な相違が存在しているのではあるが、個々の企業が独立して存在すること、さら

に貨幣を介して理解される経済社会と労働者との相互関係という視点では、かなりの



 37 

共通点を見ることができるのである。それでは、そうした共通点を踏まえた上で、社

会主義経済体制における企業経営の特徴をどのように捉え、その相違をどのように理

解すればよいのであろうか。 

こうした問題を究明するためには、①社会主義企業が独立して存在する生産組織体

であること、そして②社会主義企業と経済社会と労働者との３者間にある関連性を体

系的に整理すること、③そうした分析や検討から社会主義企業とその経営の全体像を

つかむ必要がある。そこで、本節においては、次のような項目を検討することから、

社会主義経済体制における生産活動の特性とその相違性を把握し、それを踏まえ社会

主義企業の経営における社会性と利潤性のもつ内容を明らかにすることにしたい。 

（１）社会主義企業と経済体制との関係―独立採算制の導入とその意味。 

（２）社会主義企業と経済社会との関係—外部経済社会と生産・利潤との関連性。 

（３）社会主義企業と労働者との関係—内部経済社会と労働・賃金との関連性。 

 

１．社会主義経済社会における独立採算制の導入とその特徴 

社会主義経済体制と言えば、何と言っても旧ソ連を思い起こすと同時に独立採算制

の導入と実践の関係を取り上げざるを得ない。というのもカール・マルクス（K. 

Marx）が『経済学批判要綱』で指摘しているように「個人の場合と同じく、社会にと

っても、その消費と活動とが全面的なものになるかどうかは、時間の節約にかかって

いる」とすれば、労働時間の節約こそが経済の中心課題であり、このことは社会主義

経済においても同様であると言える 38。ところで、世界最初の社会主義国家であるソ

連において、企業への独立採算制の導入は 1921年の新経済政策への移行により開始さ

れたとされている。当時は独立採算制が全面的に導入され実施されていたわけではな

                            

38 藻利重隆編『経営学辞典』東洋経済新報社（1967）p.922． 
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かったが、1929年にかけて全ての国有企業に導入され普及することになったのであ

る 39。 

資本主義経済体制における独立採算制は、一般的に「私有財産制、自由競争、契約

の自由を基盤として、投下された資本で経営資源である生産手段（施設・機械・原材

料）と労働力を商品として購入し、それらを有機的に結合させることによって不可価

値の増大した新商品を継続的に生産することによって、最大利潤の実現を目的とする

意思的、統一的、計画的な資本の単位体である」40と理解されている。 

一方で、社会主義経済社会における独立採算制は、一般的には各企業に一定の経営

的自主権が与えられ、自己の収益でその支出を補填し、その経営活動で得られた利潤

の一部が企業内部に蓄積され利用されるものと考えられるのであるが、その具体的な

内容と役割に対する理解は統一されず、その時代の政治的・経済情勢とともに変化し

ていたのである。その一例として、ソ連においては 1921 年に企業経営の基本原則とし

て導入された独立採算制という言葉は、1965 年の経済改革以降には、独立採算制に代

わって完全独立採算制という言葉が使用され、その変化を指摘することができるので

ある 41。 

こうした独立採算制の概念変化を理解するうえで、森章教授は「広義の独立採算

制」と「狭義の独立採算制」という二つの定義を示している。広義の独立採算制は

                            

39 上島武稿「独立採算制の歴史的地位：社会主義企業経営の一問題」『経済論叢』第 89

巻（第５号）京都大学経済学会（1962）pp.465-472． 

藻利重隆編『経営学辞典』pp.932-933． 

 ソ連での独立採算制の発展の歴史は概略次のように示すことができる。（1）独立採

算制の経済的基礎の確立する段階（1917-1920）、（2）新経済政策に始まりトラストを

中心に独立採算制が導入されるようになる段階（1921-1928）、（3）5か年計画の開始

による独立採算制の確立の段階（1929-1945）、（4）企業単位から企業内部部門別への

独立採算制の進化の段階（1946-1961）、（5）利潤論争に始まり新利潤政策に至る独立

採算制の新展開の段階（1962-1965）。 

40 藤田正一稿「企業形態の分類方法」『経済と経営』第 2巻（第 2号）札幌大学経済・

経営学会（1982）p.67． 

41 笹川儀三郎、海道進、林昭著『社会主義企業の構造』（1985）p.39． 



 39 

「生産の改善と経済関係の組織化において企業の自主性を確保させ、生産拡大と従業

員の報酬のために企業に保留される資金を増大させ、契約義務遂行に対する企業の物

的責任を強化し、従業員の個々の労働の結果だけでなく、企業全体の総合的活動に対

する物質的関心を強めるところの企業の計画的管理方法である」42であると定義され

ている。すなわち、広義の独立採算制の概念は、社会主義企業の経済的、法律的独立

性の原則を基礎に、企業経営の自給性及び収益性に焦点を置いたものとして捉えられ

ているのである。一方、狭義の独立採算制の概念は「当座費用のみならず資本的費用

の自己財源方式による企業の補償であり、生産的固定フォンドの価値の循環を企業の

自己資金の回転の範囲で実行できるような経営上の自主性をもった企業の計画的管理

方法」43であると定義されている。すなわち企業が自己の投資資金及び拡大再生産資

金を、自己の権限と責任によって調達かつ運用することを意味しているのである。 

以上のような森教授の指摘を踏まえるとき、独立採算制の一般的な概念は、「社会

主義企業が法律的、経済的独立性、物質的責任及び物質的関心に基づき、社会主義的

所有の物的、財務的フォンドを利用し、自己の支出を売上によって補填し利潤を獲得

しさらに拡大再生産資金を原則として自分で調達すること」44であるということにな

る。 

他方、小田福男教授は、第二次世界大戦以降のソ連経済社会に導入され実行された

独立採算制は、当時の企業運営方式としては限定的に認識されたものであったとして

いる。それゆえ、当時においては社会主義企業の運営に独立採算制がとられていたと

しても、その客観的な意義や役割に関してほとんど注目を集めることがなかったと言

えるのである。ところが、ソ連経済社会における独立採算制の浸透につれて、ソ連の

独立採算制に関連する分野における代表的な研究者であるシビリョーフ、コンドラー

                            

42 森章稿「完全ホズラスチョートの概念について」『明大商學論叢』第 55巻（第 5号）

明治大学商学研究所（1973）p.47． 

43 森章稿「完全ホズラスチョートの概念について」p.48． 

44 笹川儀三郎、海道進、林昭著『社会主義企業の構造』（1985）p.26． 
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チェフ、アガフォーノフがそれぞれの研究成果を発表したのを契機に、独立採算制の

発生原因とその役割に関する議論が盛んに行われることになった。45 

（1）シビリョーフの独立採算制 

1950 年代以降、ソ連の経済学者であるシビリョーフは、独立採算制を企業の運営方

式としてのみに限定的して把握することは不十分であることを初めて指摘したのであ

る。このシビリョーフの見解を契機に、社会主義経済社会における独立採算制は企業

の運営方式であると同時に、経済社会での生産関係を代表する形態として認識される

ようになるのである 46。経済社会における独立採算制のもつ客観性や重要性が認識さ

れることから、次第に独立採算制そのものの内容と役割に関する研究の焦点はその発

生原因の解明に移ったのである。 

こうして、独立採算制と社会主義経済社会の生産関係との関連性を初めて指摘した

シビリョーフは、社会主義経済体制における独立採算制の発生原因とその必然性を経

済社会の発展水準、生産活動の社会化の程度、特に労働の異質性に求めたのである。

その理由として、社会主義経済社会の発展段階では、次のような事情が同時に存在し

たことを指摘している。 

① 重労働、有害労働、手工労働の割合がかなり高いこと。 

② 個々の企業の技術水準、労働条件が異なること。 

                            

45 経営学史学会編『経営学辞典』文真堂（2002）pp.74-75． 

 社会主義経営学は、テイラー・システムの「批判的」摂取を指示したレーニンの指導

によって、1920年代に科学的労働組織（ノット）運動としてその第一歩を踏み出してい

る。そこでは労働生産性の向上・生産過程の合理化といった当時の時代的要請の中で、

テイラー・システムの詳細な研究や管理に関する独創的な概念が生まれている。1930年

代から 1940年代にかけては、国家レベルで計画化が推進された時代であり、1920 年代

に提起された独創的概念が批判かつ無視され、独立採算制、人材の養成などの部門別管

理に関する実践的問題の解決が重要視され、かつ 5か年計画を促進するための組織の合

理化を中心とした「生産組織の理論」が提示された技術的経済学が構想された。 

46 小田福男稿「ソ連企業の独立採算制の理論的諸問題」『商学研究』第 31巻（第 1号）

小樽商科大学（1980）pp.90-99． 
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③ 人間を生涯にわたって縛り付ける古い労働分野が残存していること。 

④ 精神的労働と肉体的労働との間には、本質的な差異が存在すること。 

⑤ 人間の能力の発展、つまり労働の質的素養がまだ不十分であること。 

シビリョーフには、労働にはこうした差異が存在することから、労働が人間の第一

の生活欲求にはならないとしている。こうした状況の中では、個々の労働者だけでな

く、個々の生産者集団に対しても経済的刺激を与える何かが必要であることになる。

言い換えれば、シビリョーフは社会主義経済社会における企業の独立採算制とその発

生原因を、労働の異質性を前提とした生産者集団への経済的刺激の必要性に求めたの

である。こうした社会主義経済社会における労働の特質と、生産者によって構成され

る集団である社会主義企業に経済的刺激を与え、その運営に経済的独立性をもたらせ

る手段として、独立採算制の導入が行われたとしている 47。 

（2）コンドラーチェフの独立採算制 

コンドラーチェフは、社会主義経済体制における独立採算制の発生とその原因を、

社会主義経済社会の二つの所有形態、すなわち社会的所有と集団的所有による社会全

体と集団との利益概念の相違に求めている。コンドラーチェフは、「独立採算制は社

会的生産物の一部、要素の再生産過程において生じる、集団的及び全人民的諸利益の

間の非敵対矛盾によって引き起こされる新しい関係である」、さらに「独立採算制諸

関係において全人民的及び集団的諸利益の統一が実現され、それらの間の非敵対矛盾

が解決されるのである」と述べている。すなわち、コンドラーチェフの見解では、社

会主義経済社会の所有制度を特徴づける社会全体の利益と集団的利益との矛盾関係が

独立採算制の発生原因としているのである 48。 

さらに、アガフォーノフはその内容をより発展させ、独立採算制の発生原因を、社

会主義経済体制の社会的所有制度との関連性からさらに詳細に検討しているのであ

る。 

                            

47 小田福男稿「ソ連企業の独立採算制の理論的諸問題」pp.98-99． 

48 小田福男稿「ソ連企業の独立採算制の理論的諸問題」pp.99-100． 
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（3）アガフォーノフの独立採算制 

アガフォーノフの見解によれば、社会主義経済社会とはいえ、生産手段や利潤の社

会的所有が全面的に浸透しているのではなく、国有企業をはじめ、コルホーズ、協同

組合などの個別的集団が同時に存在していることを指摘している。こうした社会的所

有制度の発展度合が相対的に低い段階においては、生産手段や生産結果の社会的所有

と同時に集団的所有が併存することは必然的であるとする。 

例えば、コルホーズと協同組合の場合、その集団的所有の範囲は生産結果の一部の

みでなく生産手段にも及ぶことになる。一方で、国有企業の場合には生産結果の一部

のみが集団的所有の対象になる。言い換えれば、生産結果の社会的所有と同時に集団

的所有が存在することから、社会主義経済体制における企業に経済的独立性が生じ、

独立採算制はこうした経済的独立性を具体化するための形態であると理解するのであ

る 49。 

 

２．社会主義企業の経済的独立性と独立採算制との関連 

社会主義経済社会では、概念上、生産手段の私的所有が否定され、経済活動の全て

が計画的管理のもとに置かれることになる。一見して、特定の生産組織、例えば企業

などには生産手段を所有する現象はもはや存在せず、生産手段が社会全体に共有さ

れ、すべての生産活動は計画に従い、僅かな誤差もなく精密に実行されるものである

と思われがちである。ところが、現実の社会主義経済社会においては、産業部門、企

業、企業内部門といった各生産組織が依然として存在するのである。また、生産手段

は実際に社会全体に共有されるのではなく、その使用権限は特定の生産組織、とりわ

け企業に固定されることが一般的な現象であったと言える。また、こうした生産手段

の使用権限を持った社会主義企業は、国家的に計画的された策定の範囲で、その経営

は一定の権限を持ちながら、計画目標の達成のため経営活動を行うのである 50。すな

                            

49 小田福男稿「ソ連企業の独立採算制の理論的諸問題」p.101． 

50 海道進著『現代社会主義企業論』pp.28-29． 
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わち、生産手段の社会的所有と計画経済を特徴とする社会主義経済体制とは言え、社

会主義企業はある意味で経済的独立性を持っていたと言うことができるのである。51 

ところで、社会主義経済社会における独立採算性に関する、シビリョーフ、コンド

ラーチェフ、アガフォーノフ３者の見解を先に指摘しておいたが、いずれの見解にも

共通しているのが、こうした社会主義企業の経済的独立性について触れている点であ

る。それでは、社会主義経済企業の経済的独立性とはどのような内容として捉えるこ

とができるのであろうか。 

シビュリョーフは社会主義企業での経済的独立性の発生原因を社会的所有制度に求

めている。シビリョーフの見解によれば、社会主義経済社会における企業の生産手段

と資金の循環は、一般的な経済社会から分離・切断されているとしている。すなわ

ち、社会主義経済社会において生産手段が社会的所有されるとはいえ、実際にそれが

各企業に所有され、固定化され、社会全体の資金の循環から独立しており、そこに社

会主義企業の経済的独立性が生まれるとするのである。こうした社会主義企業の経済

的独立性の一つの特徴として社会的所有物の効率的利用のために、経営資源である生

産手段の占有、利用、処分の権限が与えられることになるとしている 52。 

一方、ソ連経済社会における経済的利益論と独立採算制の経済学者であるラダーエ

フも、社会主義企業の経済的独立性は社会的所有制度に密接に関連していると指摘し

ている。すなわち、社会主義経済社会における社会的所有制度は経済社会の統一化を

                            

社会主義企業の経営計画の作成に関して、海道教授は、「社会主義工業企業の技術・

生産・財務計画は、企業長の指導のもとにその企業の従業員の広汎な積極的な参加のも

とで作成される」と指摘している。 

51 藻利重隆編『経営学辞典』ｐ.887． 

経済的独立性の存在を端的に示すものとして経営問題の研究領域の拡大傾向に見る

ことができる。テイラー・システムの研究に端を発する科学的労働組織すなわちノット

の研究に始まり、1930 年代には経営問題の研究は単に労働組織のみならず、独立採算

制、計画化、労務などの分野にまで拡大され、1940 年代には財務の研究も行われてい

る。1930 年代から第 2 次世界大戦までの間に、管理の各論領域が広く研究されること

になった。 

52 小田福男稿「ソ連企業の独立採算制の理論的諸問題」p.102． 
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目的としているとはいえ、それが全面的に浸透しているのではなく、一定の未完成性

と未成熟性な存在であることに注目しなければならない。こうした未完成性と未成熟

性を示すものこそが、社会主義企業の経済的独立性であるとしている。そしてラダエ

ーフは社会主義企業の経済的独立性の要因を、経営資金の循環の分離に求めているの

である 53。 

このように、シビリョウーフとラダーエフの両者は、社会主義企業の経済的独立性

の原因を社会的所有制度の未完成と未成熟に求めるのである。すなわち、社会主義企

業の経済的独立性とは、経済社会のもとで一定の資金と生産手段を特定の企業に所属

させ、その排他的かつ独占的な利用を認め、経済社会から独立した形態を取ることか

ら経済的かつ自立的な行動を行う経営的現象と言うことができるのである。 

それゆえに、社会主義企業は形式的にはそれぞれ独立した独立採算性を原則として

経営することになる。そのため、計画された生産量に従って生産物を作るためには、

その生産活動において消費する原材料と労働力、すなわち生産費用を賄うことが最終

的に不可欠なものとなる。それゆえ、社会主義企業間での生産物の移動は無償で行わ

れるのではなく、資本主義経済体制に見られた事業部制組織における独立採算制と同

じく有償によって実行されるのである。それゆえ、社会主義経済体制は社会的所有制

度を基礎としているにもかかわらず、個々の企業は経済的独立性を持ち独立採算制を

とることから、有償の製品を生産し、交換するのであり、資本主義経済社会と同じよ

うな商品の生産活動を必然的に不可欠とすることになるのである 54。 

生産物を有償で他に提供する場合、その交換のための価値の計算が必要であること

は言うまでもないことである。ところが、社会主義の古典的定義によれば、労働生産

物の分配は、貨幣形態を取らず、個々の労働者が経済社会に提供する労働、労働時間

                            

53 小田福男稿「ソ連企業の独立採算制の理論的諸問題」p.102-103． 

54 藻利重隆編『経営学辞典』p.918． 

1929 年 12月、工業管理機構の再編に関する党の決定が出され、その中で各工業企業

が例外なく独立採算制に移行することが決められた。バインゾフ（M. I. Vainzof）は、

1932 年の『独立採算制の理論と実際』の中で、独立採算制の目的が最小の支出で最大の

成果を上げることにあるとして、その方法として生産過程への参加者の強い関心、大衆

の経営主体への結集、資金利用の自主性、計画と計算の徹底化が必要としている。 
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によって計算するとされる 55。とはいえ、すでにシビリョーフが指摘したように、現

実の社会主義経済社会の発展段階においては労働者の能力や労働条件に本質的な差異

が存在するため、こうした従来の方法による分配を行えば、実際に行われる労働の内

容と労働時間を正確に反映できないことになる。このことから、商品の交換が行われ

る場合、その価値を測定する尺度として、社会主義経済社会においてもいわゆる貨幣

による計算が必要になることは当然のことと言うことができるのである。 

加えて、社会主義企業は経済社会に商品を提供、販売すると同時に、商品の生産に

費やした労働力を補填するためにも労働者に対して報酬を支払わなければならない。

その際、社会主義経済社会における労働に差異性が存在することから、あらゆる分野

のあらゆる職種の労働を同じ時間単位によって計算することは不可能であるため、労

働に対する報酬は労働時間以外の尺度、すなわち貨幣で計算されるようになるのであ

る。それに伴い、社会主義企業と労働者との間に社会主義経済に特有の賃金関係が形

成されるのである。 

以上のように、社会主義経済社会の国家的所有と集団的所有という二つの所有制度

を基礎に、社会主義企業は経済的独立性と独立採算性を原則とした商品生産と貨幣決

済を必然的な前提とする経営を行うことになったと言える。 

こうした貨幣を媒介として構成される社会主義企業の社会的関係は、資本主義社会

での資本の論理を想起させるものがあると言えるのであるが、資本主義経済社会にお

ける資本の蓄積過程に見られた様々な矛盾を批判し、計画的な生産と平等な分配によ

り社会性の最大化を目指すとした社会主義経済制度のもとでは、資本の論理の現象で

ある私的利潤の追求が全面的に禁止されていることは言うまでもないことである。そ

れでは、社会主義経済体制の概念のもとでは、こうした資本や資金に対して社会主義

企業の経営にはどのような規範が与えられ、その規範をどのように理解し、捉えるの

であろうか。そして社会主義企業は経済社会の需要を計画的かつ安定的に充足すると

いう本来の役割を果たすと同時に、その経営活動における費用をまかなうに必要とさ

                            

55 海道進著『社会主義賃金の理論』pp.6-8． 
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れる利潤性とそうした本来の社会性との問題を、どのように両立させ、調和させてき

たのであろうかという興味ある疑問が出で来ることになる。 

 

３．社会主義企業経営の社会性と利潤性の関連性 

これまで述べてきた社会主義経済社会のもとでは、三種類の利益すなわち社会全体

の利益、企業の集団的利益及び労働者の個人的利益が存在すると言うことになる。こ

のことに関連して、シビリョーフ、コンドラーチェフ、アガフォーノフのいずれも、

社会主義経済社会における社会的利益と企業の集団的利益の間には一定の矛盾関係が

存在していることを認め、独立採算制の発生や社会主義企業の経済的独立性の原因を

この矛盾関係そのものに求めているのである。それゆえ、社会全体の利益と企業の集

団的利益の調和、すなわち利潤性と社会性の調和は、社会主義企業の経営にとって重

要な問題意識として提起されることになるのである。 

シビリョーフによれば、社会主義企業は社会全体の利益の所有者であると同時に、

企業の集団的利益の所有者として存在するとしている。そして、その社会全体の利益

は一般的に「生産諸力の全面的な発展に基づいた、社会及び各々の成員の要求の完全

な充足の確保」あるいは「社会の全成員の完全的な福祉、彼らの全面的な、自由な発

展の確保のための、科学技術の最新の成果の利用に基づく社会的生産の絶え間ない向

上と改善及び生産効率向上による、社会的富の量の絶え間ない増大と構造の改善」と

規定している 56。したがって、社会主義企業の生産活動及び生産性の改善、言い換え

れば経営そのものは、最終的に企業の外部社会の全構成員の経済的利益、すなわち社

会性の最大化を図ることであると理解することができることになる。 

一方、シビリョーフは、企業の集団的利益とは社会主義企業の商品生産者としての

主体的側面から生じる利益であると指摘している。その具体的な内容は「自分で処理

しうる所得を最大限に獲得しようとする志向」あるいは「費用よりも収入が上回るこ

と、つまり利潤を獲得すること」であると指摘している 57。また、コンドラーチェフ

                            

56 小田福男稿「ソ連企業の独立採算制の理論的諸問題」pp.106-107． 

57 小田福男稿「ソ連企業の独立採算制の理論的諸問題」p.107． 
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は、こうした企業の集団的利益の概念には企業内の労働者に対する物質的報酬、労働

条件と生活水準の改善及び生産の発展と改善のための資源が含まれるとしている 58。

つまり企業の集団的利益は企業内部の構成員が所有、処理、支配しうる利益として理

解するという点では、シビリョーフとほぼ同じ内容であると言える。それでは、社会

性と利潤性という２種類の利益は、社会主義企業においていかなる関連性にあると考

えれば良いのであろうか。 

シビリョーフは、社会主義企業の社会全体の利益の所有者という側面は生産手段の

社会的所有と関連することから、社会主義経済社会の経済的統一性を表現するもので

あり、他方、社会主義企業の集団的利益の所有者という側面は、独立採算制と関連

し、そこから社会主義企業の経済的独立性が出現することになったとしている。その

上で、社会主義経済社会の所有関係で指摘される経済的統一性が主導的、規定的なも

のであるとみなしているのである 59。こうしたシビリョーフの主張に従えば、社会主

義企業は社会全体の利益の所有者としての規定が主導的かつ、優先的なものとなるこ

とから、国家が定めた計画目標の遂行をまず追求し、その枠内で計画目標に反しない

方法で企業の集団的利益を追求することになる。 

したがって、社会全体の利益と企業の集団的利益、すなわち社会性と利潤性の調和

が不可能である場合には、社会主義企業は利潤性よりも社会性を優先的に実現させる

ための経営行動を取らなければならないことになる。 

 

（計画経済のもとでの生産と利潤との相互関係） 

社会主義経済社会においては、経済的な資源の配分は資本主義経済社会でのように

市場の需要と供給を基礎とした価格調整メカニズムに任せるのではなく、国家が定め

た経済計画に基づいて行われる。その中で、独立採算制を原則として経営を行う社会

主義企業は、一般的には商品を経済計画に基づいて生産し、それを経済社会に安定的

に供給、販売し、そこから得た利潤によって生産活動に費やした原材料と労働力を補

                            

58 小田福男稿「ソ連企業の独立採算制の理論的諸問題」p.107． 

59 小田福男稿「ソ連企業の独立採算制の理論的諸問題」p.108． 
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填するとともに、企業の内部構成員の生活水準をも改善するのである。したがって、

社会主義経済社会における社会主義企業と経済社会との相互関係は、資本主義経済社

会と同様に商品取引関係と貨幣関係によって説明され、評価されることになるとも言

うことができるのである。それでは、社会主義企業の経営において、生産活動と利潤

との間にはどのような関連性が存在し、それをどう理解し捉えるべきであろうか。 

これまで指摘してきたように、社会主義企業は社会全体の利益の所有者であると同

時に、集団的利益の所有者でもある。その上で、社会主義企業はまず社会全体の利益

を優先的に実現させ、それに反しない範囲で集団の利益を追求しなければならないと

言う社会性優位の原則が社会主義経済社会の計画経済制度に見ることができた。すな

わち、社会主義企業での経営計画に従った生産量の実現が第一義的な存在意義であ

り、生産量が設定された後に、利潤額が決定されることになる。したがって、社会主

義企業の生産計画の中で最も重要な部分を占めるのは生産物の産出量ということにな

る。すなわち、生産高は独立変数であり、販売高及び利潤額は従属変数であるといわ

れるゆえんである 60。 

ところが、資本主義経済社会においては、逆に生産物の販売量あるいは利潤額が経

営計画の基礎になる。それゆえ、その経営計画において、販売計画あるいは利益計画

が生産計画に優先することになる。すなわち、計画的生産量が利潤を決定する前提と

なる社会主義企業と、現実的販売量が利潤を決定する前提となる資本主義企業との経

営計画における生産と利潤との相互関係の相違は、生産の目的が利潤の最大化にない

社会主義経済社会と、利潤を最優先とした販売のための生産を追求する資本主義経済

社会との根本的な相違に存在しているのである。 

 

（社会主義企業の生産計画と生産活動の特徴） 

言うまでもなく社会主義企業は国家が定めた生産計画をもとに経営計画を作成する

ことになる。したがって、社会主義企業の経営計画において最も重要な部分を形成す

るものが、生産品の品目と計画された生産量をいかに生産するかを決定することであ

                            

60 海道進著『現代社会主義企業論』p.55． 
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る。それゆえ、社会主義企業の生産計画の作成と遂行は、経済社会の需要を安定的に

充足すると同時に、その企業の集団内部の利益、すなわち利潤性にも大きな影響を与

えるのである。 

このことに関連して、社会主義企業が経営計画を作成するに当たって守らなければ

ならない原則について、海道教授は次のようなものを指摘している 61。 

第１は、労働生産性を向上させながら、生産物を持続的に増大させる原則である。

この原則は、社会主義企業の労働者一人当たりの生産物の量的増大と、社会主義社

会の総生産物の増大として現れ、それによって経済社会の拡大する需要を充足する

というもの。 

第２は、生産物の原価の引き下げと資金の蓄積増大の原則である。この原則は労働

生産性の向上と原材料の合理的な購入と利用よって達成されというもの。 

第３は、社会主義企業の専門化と協業化を拡大させる原則である。この専門化と協

業化を深め拡大することによって、社会主義企業は同種類の生産物の生産に集中

し、そこから企業の専門化が自然発生化することによって、費用の低下と企業経営

の効率化の上昇がもたらされるとするもの。 

すなわち、社会主義経済社会における生産計画の原則は、生産量の向上、コストの

引き下げ、効率的な生産への集中を内容とする原則であった。それゆえ、生産計画の

遂行分析と統制は、（1）商品生産高と総生産高についての生産量の分析、（2）生産

物の産出高の増大テンポの分析、（3）生産物の品目と品種の遂行の分析、（4）生産

物の部品完備性の分析、（5）企業の生産活動の均衡性の分析と統制、（6）生産物の

                            

61 海道進著『現代社会主義企業論』pp.57-59. 

藻利重隆編『経営学辞典』p.935-936． 

社会主義企業における経営計画は、一定の国家指標に基づいて企業従業員の集団的な

参加のもと企業長の責任において作成される。その場合の指標としては、（1）生産物

の生産量、（2）新技術の採用、（3）原料と設備の利用の基本的な技術的・経済的指数、

（4）労働生産性・労働者・職員数、賃金フォンドの額、（5）生産原価、原価引き下げ

率、（6）収入と支出額、（7）基本投資と住宅建設の指標、などがある。 
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質の計画の分析と統制、などについて行われた 62。こうした社会主義企業の生産と経

営の合理化原則は一見して資本主義企業と同様であるが、その動機には根本的な差異

が存在していることに注意しなければならないのである。すなわち、社会主義企業は

単なる私的利潤の追求を目的として生産と経営の合理化を行うのではなく、その主要

な目的は社会性の原理に基づく社会の需要をより経済的に、効率的に達成し、充足す

ることであり、利潤の追求は副次的な目的であるということである。この点は、私的

利潤を第一目的とする資本主義経済社会との間に根本的な相違を見るところである。 

以上のように、社会主義企業の生産計画の作成は労働生産性の向上とコストの引き

下げという生産活動の合理化を特徴としていた。他方、社会主義企業と経済社会との

間に商品取引関係が存在することから、社会主義企業の生産計画にはもう一つの側

面、それが生産物の量を決定する生産計画である。ここでいう、社会主義企業の生産

物の量を決定する生産計画とは、商品生産物の生産計画と、総生産物の生産計画に分

けられる。前者は企業を取り巻く外部の経済社会に引渡される生産物の量と金額を計

画化することを意味し、後者は企業が生産する生産物の総量と金額を計画化すること

を意味していると言われる 63。 

こうして、社会主義企業は経済的独立性を基礎に経営をしながら、生産物を経済社

会に計画的に提供する際に商品取引関係を形成しているのである。それゆえ、社会主

義企業の専業化と協業化という原則を踏まえれば、総生産物に占める商品の量は社会

主義企業がどれだけ経済社会に参加し、貢献するかを表しているのである。また、経

済社会の需要を安定的に充足するために生産活動を行うという前提のもとで、経済社

会に商品を提供することは、社会主義企業の社会性の一部分を実行していると言うこ

とになる。このため、商品生産物の量を決定する生産計画は、社会主義企業の生産計

画の中心的部分を構成するのである。そして、社会主義企業における総生産物の量と

金額は、社会主義経済社会における全体的な経済活動の計画化の際に基礎となる数値

であり、労働者数、原価などの決定に重要な意義を持っているのである 64。 

                            

62 藻利重隆編『経営学辞典』pp.955-956． 

63 海道進著『現代社会主義企業論』p.61． 

64 海道進著『現代社会主義企業論』pp63-64． 
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（社会主義企業経営の利潤性に関する評価基準） 

以上のように社会主義経済社会で販売される生産物、すなわち総生産物に占める商

品生産物の割合は、企業がその経営計画と生産計画を作成するに当たって極めて重要

な基準である。ところが、この割合は社会主義企業がどの程度社会的生産に参加して

いるのを知ることができる一方で、その企業における経営と生産の相関的な効率を知

ることができない欠点が存在していると言われる。なぜならば、独立生産性を経営の

原則とする社会主義企業では、その生産に費やした原材料と労働力を独自に補填しな

ければならない。それゆえ、商品の販売によって実現される利潤が生産コストを上回

っているかどうかは、企業経営の効率性を把握するための重要な指標であることは言

うまでもないことである。すなわち、商品の生産と販売から得られる利潤は企業活動

の収支を釣り合わせ、その存続と経済社会の豊かさを圧迫しないためには不可欠な要

素ということができる。 

ところが、社会主義経済社会の代表的な存在であったソ連においてさえ、1960 年代

まで総生産高指標を利潤性の評価基準としていたのであるが、その後はフォンド利潤

率、すなわち一定の期間において生産活動に投入された生産資源ないし資金に対する

利潤が占める割合という評価基準に移行したとされている。ここで言う総生産高指標

は、商品生産高、仕掛品残高、自己製半製品の残高などの変動部分から構成されてお

り、海道教授によれば、総生産高指標の中でも商品生産高と仕掛品残高には次の問題

点が内包されていることが指摘されている。 

第１は、商品生産高指標における原料密度、すなわちその原料の生産過程に消費

されたエネルギー、物質的材料、労働力の価格ないし量的集約度に関する問題であ

る。社会主義経済社会のもとでは、企業は国家による経済計画の遂行のために生産

活動を行い、計画的に決定された目標を達成しなければならない。その際、商品の

原料密度は計画目標の達成に大きな影響を与えることになる。その理由は製品の価

格形成が労働必要量に応じて決定されるのではなく、いわゆる「価値生産物」と
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「生産物価値」との相違に応じて決定されるからである 65。言い換えれば、原料密

度の高い製品を生産する場合、最終製品の価格は高くなることから、生産計画の遂

行は比較的容易にできることになる。総生産高指標によって企業の利潤性を評価す

るとすれば、労働必要量が低く価格の高い商品と、労働必要量が高く価格の低い商

品がある場合、企業は総生産高指標の計画を遂行するために前者の生産に集中する

ことから、各企業に対して計画され、割り当てられた商品によっては生産を遂行す

る関心や刺激を損なう可能性が表面化することにもなる。すなわち、社会主義企業

の利潤評価基準において原料密度の問題が存在する限り、商品総生産高指標によっ

て企業の実際の活動量を示すには刺激や動機づけの観点から見て限界が存在するこ

とになるのである。 

第２は、商品総生産高に内包される仕掛品残高の問題である。この問題は、仕掛

品が会計上では生産高そのものを増大させる特性を持つことから、意図的に悪用さ

れる可能性があった。すなわち、総生産高指標のもとで計画目標を達成するため、

計画期間の終わりに仕掛品の残高を増やすことによって、会計上の生産高を増大さ

せることができることになる。しかしながら、こうした仕掛品残高の増大による総

生産高の上昇は、企業が実際に経済社会に提供し、販売する生産物の量の実質的な

増大とは言えない 66。したがって、仕掛品残高が悪用された場合には、企業活動の

実態を正確に示すことは不可能であることは言うまでもないことであった。 

以上のように、総生産高指標に内包される様々な問題点を見る限り、社会主義企業

における経営や生産の効率性を正確に把握することは事実上不可能である。そこで、

社会主義企業における新しい利潤指標の導入が不可欠であることから、生産に投入さ

れた資源に占める利潤の割合、いわゆるフォンド利潤率という考え方が導入されるよ

うになるのである 67。 

                            

65 海道進著『現代社会主義企業論』pp.13-14． 

66 海道進著『現代社会主義企業論』pp.14-15． 

67 藻利重隆編『経営学辞典』p.942． 

フォンドが意味するものは、形態的には資本主義企業の資本に相当する意味でつかわ

れていると言えるが、本質的にはフォンドと資本とは異なっている。形態的にいって、
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海道教授は、社会主義企業への利潤評価基準としてフォンド利潤率が採用される理

由について、次のような指摘をしている。 

第１に、社会主義経済社会における生産フォンドが偏在することである。生産フォ

ンドの偏在に対しては、次のような事情にその原因を求めている。 

①社会主義経済社会のもとでは、基本計画に対しては国家が無償投資を行うた

め、企業への建設資金は無償で提供されることになる。こうした資金が無償で得

られる場合、企業は得られた資金を補償する義務を負っていないので、建設資金

を経済的かつ合理的に使用しない傾向が見られるのである。 

②基本的な建設への投資は国家によって決定され、行われるため、その投資は新

しいあるいは特別に指定された企業に集中されることから、現在操業中の既存企

業では、必要とされる設備を適時的に更新できない場合がある。 

③生産計画を遂行する際、企業は計画された生産を超える超過生産と、それによ

る原価の引下げを達成するため、より能率的で新しい設備のみを利用する傾向が

ある。 

④企業は計画を遂行するに際して、国家からの無償で得られた資金で、生産設備

を実際の必要以上に購入することがある 68。これらの指摘のいずれもが、社会主

義経済社会における生産フォンドを、必要でない分野に流用したり、浪費したり

する現実を示している。こうした問題の改善策として、資本主義経済社会に見ら

れるような生産フォンドをより合理的かつ能率的に配分することが不可欠となる

のである。 

第２に、社会主義経済社会における生産フォンドの使用に見られる不経済である。

従来の総生産高指標のもとでの原価指標は、生産活動への原料と資金の投入量に対

                            

資本主義企業で言われる資本金に相当するものは定款基金と呼ばれ、固定資本、流動資

本に相当するものは固定ファンド、流動ファンドと呼ばれる。フォンドは形態上資本と

類似した意味でつかわれるほか、一般的に資金の意味でつかわれたり、純粋に基金の意

味でつかわれたりする。 

68 海道進著『現代社会主義企業論』p.18． 
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する産出量を示すことが可能であったが、生産フォンドの利用効率を示すことは困

難である。言い換えれば、原価指標のもとでは、未利用設備の存在は単なる減価償

却の形として表れることになり、それが企業の生産性に与える影響を正確に反映で

きないのである 69。 

第３に、社会主義企業では生産フォンドを過剰に抱えることである。計画経済のも

とで利潤額を上昇させるためには、相対的に少量の生産フォンドを利用して計画目

標を達成することである。しかしながら、社会主義経済社会における計画経済に対

する利潤計算制度は、生産フォンドの量を縮小させることに対して企業の関心を特

に刺激しないという欠陥を持っている。その結果、企業が生産フォンドを過剰に蓄

積したとしても、それが企業の財務を圧迫することにはならないことから、こうし

た未利用の生産フォンドが存在する場合であるとしても、それが生産物の原価と収

益性の改善に反映されることなく、経済的な経営行動を刺激しない欠陥を持ってい

る 70。 

以上のように従来の総生産高指標による利潤率評価基準には、生産フォンドの偏

在、利用の不効率、過剰な蓄積などの問題点が存在していたことが理解できるのであ

る。しかしながら、総生産高指標に代わってフォンド利潤率が企業活動の利潤評価基

準として導入されるためには、それが企業の生産計画の範囲を超えた概念であるこ

と、すなわちフォンド利潤率における分子は総販売価格マイナス総原価であることか

ら、生産領域の問題以外に権限の及ばない販売領域の問題をも含むことを理解し、社

会主義経済における企業といえども、社会全体の資源を合理的に利用する経営者意識

ともいうべき経営志向が不可欠であることは言うまでもないことなのである。 

 

（社会主義企業経営における新たな社会性と利潤性の関係） 

社会主義企業は資本主義企業と同様に、経済社会に生産物を供給することにより外

部社会との間に、生産物の提供と貨幣関係が形成されることになる。こうした外部社

                            

69 海道進著『現代社会主義企業論』pp.18-19． 

70 海道進著『現代社会主義企業論』pp.19-21． 
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会との相互関係は計画経済の中に規定されるとともに、社会主義企業経営における社

会性と利潤性の調和として理解することになるのであるが、一方では独立採算制と経

済的独立性という経営の原則、さらには新たな利潤性の評価基準が導入されることに

より、従来の社会性と利潤性との間に新たな矛盾関係を出現させるのである。こうし

た社会主義企業と外部社会との相互関係に見られる社会性の概念と利潤性の概念、さ

らには両者の相互関係を整理するとすれば、次のように指摘することができる。 

第１に、社会主義企業の生産活動は、計画化された経済社会の需要を満たすことを

最も重要な原則としている。この原則が社会主義企業における生産量と利潤との関係

を規定するのみでなく、社会主義経済体制の社会性と利潤性との相互関係、すなわち

「利潤性より社会性を重視する」という経済原則を示している。 

第２に、社会主義経済社会における生産活動は、計画化された経済社会の需要を充

足するという前提のもとで、独立採算制の導入によって社会主義企業間の生産物の有

償的な交換に伴う利潤の発生という現象が存在しているとはいえ、その利潤性がもた

らす重要性は限定的であったと言える。言い換えれば、可能かつ極大的な私的利潤の

追求を目的として生産活動を行う資本主義経済社会とは対蹠的に、社会主義経済社会

における利潤は計画化された生産活動に付随する限定的な範囲内での利潤の追求であ

ると考えられる。したがって、社会主義経済社会のもとでは、利潤を生み出す生産

物、すなわち商品の範疇も限定的であるということになる 71。 

第３に、社会主義経済体制の生産計画は同種類の生産物を少数の特定企業に生産さ

せ、生産活動の専門化と協業化の拡大によって生産コストの低下と経営の効率化を図

ることが特徴的である。こうした社会レベルでの生産の集中化と協業化は、資本主義

経済体制においては企業の市場独占を形成させ、資本家の私的利潤の追求により社会

全体の利益を損なう可能性があるとされている。一方、社会主義経済体制のもとで、

                            

71 海道進著『社会主義賃金の理論』p.11．  

海道教授は「社会主義のもとでの商品関係は一般的ではないし、一定の枠内に制限さ

れ、社会主義的生産の発達に合理的な役割を演ずるかぎりにおいて、その存在が許され

ているにしか過ぎない」と指摘している。この点は本論文の研究対象として取り上げる

公益企業の経営にも関連している。すなわち、一般大衆の生活に対する不可欠な財・サ

ービスを、私的利潤を追求するための一般的商品として扱うのは妥当でないのである。 
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生産手段の私的所有が排除され、また生産物の流通とその価格は国家によって計画的

に決定されることから、生産活動が高度に集中する場合であっても、生産独占や市場

独占という資本主義経済社会に見られるような弊害が生まれないことになる 72。した

がって、こうした生産活動の集中化と協業化を特徴とする計画的な生産活動は、社会

主義経済体制の社会性と利潤性との融合関係を一種実現した形態を表していると考え

ることができる。 

第４に、社会主義経済体制の経済原則は、社会構成員の生活水準の確保と向上とい

うまさに人間に関連する基本的な社会性の追求を基本としているとはいえ、こうした

社会性の概念は利潤性を抜きにして実現できないことはすでに指摘してきた。それゆ

え、社会主義企業の生産計画に含まれる生産性の向上、コストの引き下げ、経済的資

源の合理的配分などの経営活動からもわかるように、社会主義経済体制は本質的な社

会性の追求に関する規定に違反しないという原則の下で、生産性の持続的向上、言い

換えれば利潤性の最大化を追求していることになる。 

第 5に、社会主義経済社会のもとでは、経済資源の配分を自由に行う市場メカニズ

ムが存在しないとはいえ、その経営活動における利潤性の評価基準が総生産高指標か

らフォンド利潤率に移行したことからもわかるように、社会主義経済体制は資本主義

経済体制と同様に、経済社会の資源の合理的な配分と運用の実現を図らざるを得なか

ったと言える。また、こうした経済資源の配分と運用の合理化は、各社会主義企業の

利潤性のみでなく、経済社会全体の利潤性を追求するものでもあったと考えることが

できる。 

第６に、社会主義企業が利潤率評価基準としていた総生産高利潤率は指標の意図的

な悪用により、社会主義企業本来の役割である社会性の実現に悪影響を与えたことか

ら、フォンド利潤率への移行を余儀なくされてきた。すなわち、社会主義経済体制は

                            

72 海道進著『現代社会主義企業論』pp.22-23． 

海道教授によれば、この点は社会主義企業の経営計画の特徴と内容にも見られる。つ

まり、「資本主義企業における経営計画が利潤追求を目的とする個別資本の枠内におけ

る私的な秘密的性格を持った計画であるのに対して、社会主義工業企業の経営計画は国

家的社会的な・企業相互間の・関連性を持った経営活動の発展計画である」。 
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社会性の追求を第一の基本としているのであるが、一部の経営者は社会的利益より集

団的利益すなわち特定企業の利潤を重視する傾向を持つことから、利潤評価制度の改

正や改革によって社会主義企業本来の機能を回復させる必要があった。こうした経営

現象が社会主義企業における社会性と利潤性との矛盾関係が常に内在化していること

を示すものであり、それが顕在化することになったと言うことができる。 

 

４．社会主義企業における外部経済社会と内部経済社会の意義 

以上のように、社会主義経済社会における社会主義企業と外部経済社会との相互関

係は商品関係と貨幣関係によって構成される社会性と利潤性の相関としてみることが

できる。一方で、その内部構成員である労働者との相互関係は内部経済社会として労

働力の供給と賃金関係によって関係を持つことになる。それゆえ、前者の内容はこれ

まで説明してきた生産計画、後者の内容は労使関係として具体化されることにな

る 73。言い換えれば、社会主義企業の経営に独立採算制や経済的独立性などの制度が

存在したとはいえ、その運営あるいは生産活動はまずは全般的には国家の計画に規定

される。したがって、社会主義企業の経営において、生産活動を行うための労働力の

利用と補充の計画化、すなわち労働計画が不可欠となるのであるが、その労働計画の

内容と構成そのものが、社会主義経済社会の経済法則と労使関係を示していることに

なると言えるのである。 

海道教授によれば、社会主義経済体制における労働計画には、（1）労働生産性の向

上計画、（2）労働者数の計画、（3）賃金計画が含まれることが指摘されている 74。

その基本的な内容は、次のように要約することができる。 

                            

73 藻利重隆編『経営学辞典』p.973． 

社会主義企業における労使関係には次のような特質が存在しているとされる。（1）統

一目標の存在、（2）同志的援助と相互扶助の関係、（3）非敵対的矛盾の存在、（4）労

使間の立体的結合。 

74 海道進著『現代社会主義企業論』p.115． 
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第 1の労働生産性の向上計画は、労働者一人当たりの生産高の増大を目的とするこ

とである。具体的な内容は資本主義企業と同様に、生産方法に対して組織的かつ技

術的な合理化政策を行うことによって、労働生産性の改善ないし向上を図ることで

ある。ただ相違するのは、こうした労働生産性の向上計画は、国家が定めた一定の

生産高、または比率で示される目標を達成するために社会主義企業の生産現場の状

況に適合した形で、遂行されることである。最終的には、労働者が労働力を提供す

る際の損失時間を少なくし、生産単位あたりの労働時間の効率を高めることから、

労働力の合理的利用を実現することに重要な意義を持っている 75。その意味では、

労働生産性の向上計画は社会主義企業と労働者との相互関係を規定すると同時に、

社会主義経済社会の経済法則と資本主義経済社会における利潤性概念をも反映した

ものであった。 

第 2の労働者数の計画は、生産計画を遂行する際に必要な総労働量と労働者数を決

定するのである。ところで、発展段階の社会主義経済社会では労働者の持つ労働能

力に異質性が存在することから、労働者数の計画は労働者の数と種類を規定するこ

とにとどまらず、経済社会の発展に応じた労働者の能力的・技術的資格の向上を目

的とする方策にも関連している 76。また、生産計画が生産手段の配分を規定するの

に対し、労働者数の計画は労働者すなわち労働力を経済社会にいかに合理的に配置

するかを決定することであり、労働生産性の向上計画と同様に社会主義経済社会の

経済法則と資本主義経済社会の利潤性概念をも反映するものである。 

第３の賃金計画は社会主義企業における構成員の労働に対する報酬である賃金の実

質的金額、またその水準を規定するものである。そして社会主義経済社会における

企業と労働者との相互関係は労働力の供給と賃金との関係によって維持されること

になる。先に指摘したように、社会主義経済社会の労働計画の構成からもわかるよ

うに、労働生産性の向上計画と労働者数の計画は、経済社会への労働力の供給を規

定するのに対し、賃金計画は経済社会における労働の報酬すなわち労働者の生活水

                            

75 海道進著『現代社会主義企業論』pp.132-145． 

76 海道進著『現代社会主義企業論』pp.146-185． 
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準を決定するものである 77。したがって、賃金計画の内容は先に述べてきた他の二

つの計画とは異なり、社会主義経済社会の社会性概念により深く関連していると言

うことができる。 

以上のように社会主義経済体制の労働計画は、社会主義企業とその内部構成員であ

る労働者との相互関係を規定するものであり、その社会性と利潤性に関連している部

分は労働生産性の向上、労働力の合理的配置、労働者の生活水準・福祉の確保をもた

らす賃金に要約されることになる。ところで、社会主義経済社会の労働計画の最も重

要な前提として「労働生産性の向上が平均賃金の上昇を若干追越す」という規定が存

在していることが指摘される 78。この規定は一見して、社会性より利潤性を追求し、

社会主義経済体制の社会性の最大化という経済法則と矛盾しているのではないかと思

わせるものでもある。しかしながら、社会主義経済体制における社会性の概念は資本

主義経済社会とは根本的に異なり、その社会性は所有制度と賃金制度によって実現さ

れると言うことができるのである。社会主義経済社会の所有制度が社会主義企業の形

態とその経営における社会性と利潤性に大きな関連性を持っていることはすでに指摘

してきたところである。その意味において、ここでは労働生産性の向上と労働者の生

活水準との関連性に基礎を置いた内部経済社会における利潤性と社会性との相関を明

らかにするために、社会主義経済社会の労働と賃金制度を改めて検討しておく必要が

あると言うことになる。 

 

（社会主義経済社会における労働と賃金の支払形態） 

社会主義経済体制は資本主義経済体制のもとでの労働に対する搾取と、それによる

不平等と貧困に対する批判から、生産手段の社会的所有と労働力の商品化を廃止する

                            

77 海道進著『現代社会主義企業論』pp.186-228． 

労働の報酬である賃金は労働者の生活水準に深く関連しているが、賃金の水準が労働

の内容を正確に反映しない場合、「労働生産性向上に対する刺激的役割を引き下げ、そ

の向上に否定的な影響を及ぼす」であることから、社会主義経済社会における賃金支払

の平等化の予防、言い換えれば「労働に応じた分配」という法則は極めて重要である。 

78 海道進著『社会主義賃金の理論』pp.146-147、158-160． 
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ことによって、より平等で貧困のない社会を実現しようとするものであった。したが

って、社会主義経済社会において、企業と労働との相互関係は資本主義経済社会と同

様に貨幣を介する賃金関係として捉えられるとはいえ、その内容と構成は資本主義経

済社会とは根本的に異なる、あるいはことならざるを得ないと言うことができる。そ

の最大の相違と言える特徴は、労働力の再生産、すなわち労働者とその家族の最低限

の生活水準が保証され、次世代の労働者の育成が確保されることを目的としているこ

と、そして労働の対価である賃金の支払いは、常に平等の概念の基で行われると言う

ことである 79。前者は本章の第１節ですでに指摘したように、生産活動の成果に占め

る必要生産物の割合として説明される。後者は賃金の支払い形態、いわゆる「労働に

応じた分配」として説明されることになる 80。この「労働に応じた分配」という言葉

の内容は、発展段階にあった社会主義経済社会の労働条件と密接に関連していたので

ある。 

海道教授によれば、賃金の支払基準としての「労働に応じた分配」は、社会主義経

済社会において必然的なものであったとしている。というのも、社会主義経済体制は

社会構成員の必要不可欠な需要を満たすことを主要な目的としているとはいえ、発展

                            

79 海道進著『社会主義賃金の理論』pp.42-43． 

労働の対価である賃金の価値内容について、海道教授の研究は従来の（1）労働者自

身の労働再生産に必要な価値部分、（2）労働者の家族の生命、また次の世代の労働者

の育成に必要な価値部分の他に、さらに（3）労働者の技能養成に必要な生活価値部分

が含まれると指摘している。 

 藻利重隆編『経営学辞典』p.965． 

社会主義企業における賃金は、労働の量と質が異なれば異なる。労働の質と量が同一

であれば賃金は等しくなり同一労働・同一賃金の原則が貫かれる。社会主義経済での平

等は、賃金の一律平等を意味するものではない。社会主義経済における平等は個人的な

消費対象の平等な分配、個人的欲望の均一化、消費の平等を意味するのではなく、社会

的・経済的に生産手段に対する全労働者の平等な関係を意味している。 

80 藻利重隆編『経営学辞典』p.965． 

 「労働に応じた分配」は、労働の量と質に応じて行われる。労働の量は、労働時間と

生産物量と労働エネルギーの支出量を意味している。労働の質は、労働者の熟練資格あ

るいは技能資格、労働の複雑性、困難度、精密性、危険性、責任度、社会的重要度を意

味する。 
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段階の社会主義経済社会においては、こうした社会構成員の需要を完全に満たすほど

の、豊かな供給力や生産力は発展していないのが事実であった。また、労働の質と量

にも相互に大きな異質性が存在したのである 81。こうした状況では、社会構成員の主

観的欲望に応じて生産物・サービスを配分することは不可能と言える。それゆえ、主

観的欲望以外の基準、すなわちより客観的な基準によって分配を行う必要があること

から、社会構成員が経済社会に提供した労働力、言い換えれば経済社会の全体的生産

活動に占める割合に応じて分配することが妥当であるとされたのである。また、先に

指摘したように、社会主義経済社会における労働の質と量の異質性が存在していたこ

とからも「労働に応じた分配」によらず、他の何らかの基準で分配を行えば、労働者

の労働への刺激を減少させ、結果として労働意欲が消滅されるとともに、生産力の低

下がもたらされ、経済社会の維持と発展に必要とされる生産・再生産過程を崩壊させ

る可能性があった。それゆえ、社会主義経済社会における生産物の分配は、経済社会

に提供した労働力を基準にするのは必然的なことであったと言えるのである 82。 

こうした「労働に応じた分配」は、労働者が提供する労働の質と量に応じて、労働

の成果すなわち賃金が分配されることを意味するのではあるが、労働者が経済社会に

提供できる労働量と、経済社会が労働者に要求する労働量とに相違が存在しているこ

とはすでに知られているところである。なぜなら、労働者が経済社会に提供できた労

働量のうち、社会の将来にそなえた拡大再生産のための蓄積、すなわち福祉・保険・

行政・国防に関する労働量が控除された後の労働量に対して、労働の成果が分配され

ることになるからである 83。それゆえ、社会主義経済社会の賃金支払制度では、「労

働に応じた分配」が大前提とされるのではあるが、労働者が経済社会に提供した実質

                            

81 海道進著『社会主義賃金の理論』pp.55-63． 

労働の量の異質性について、労働時間の長さ、ノルマの基準、労働者の生理的エネル

ギー支出量などが存在する。また、労働の質の異質性については、熟練資格あるいは技

能資格、労働の困難度、労働の危険性、労働の複雑性、労働の精密性、労働の責任度、

労働の重要度、遠隔地の労働、生産物の品質などがあげられる。 

82 海道進著『社会主義賃金の理論』pp.46-55． 

83 海道進著『社会主義賃金の理論』pp.156-159． 
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的な労働量よりも、社会が労働者に還元する労働量の方が当然ながら小さくなるので

ある。 

こうして社会主義経済社会体制においては、各労働者が経済社会に提供した労働力

に比例して労働の成果が分配されることになるのであるが、こうした分配の手段は資

本主義社会と同様に主に貨幣、すなわち賃金によって行われる。一般的に賃金の支払

形態は、資本主義経済社会では出来高給制賃金と時間給制賃金が存在してきた 84。前

者は実質的な作業量に対して賃金額が計算される一方、後者の水準は各労働者が生産

活動に費やした時間の長さによって計算される。海道教授によれば、社会主義経済社

会において最も基本的な賃金支払制度は出来高賃金であるとしている。その原因とし

て、出来高賃金制度のもとでは、賃金の額は労働者が生産した生産高の増加に応じて

上昇するため、労働者の労働意欲を刺激することから、経済社会における労働生産性

の向上がもたらされることが指摘される 85。このことが、社会主義経済社会の「労働

に応じた分配」という賃金法則に合致しているとするのである。こうした賃金に対す

る考え方は、資本主義経済社会における能率の向上や無駄の排除を目的とした刺激的

賃金支払制度の概念とまったくと言っていいほど相違するところはないと言える。し

かしながら、こうした出来高賃金制度の運用は、労働の異質性を無視して行うことが

できないのである。すなわち、労働者の労働意欲を刺激することによって、生産物の

生産高を増大できるという意味では、こうした出来高賃金制度は社会的生産の拡大に

プラスの効果をもたらすことになるのであるが、高度化した機械化生産過程が整備さ

れるにつれて、労働者が生産活動に提供した労働力が直接的には全くと言ってもいい

ほど生産量とは無関係なものになるに従って、時間賃金の支払形態の方がより合理的

                            

84 海道進著『社会主義賃金の理論』p.91． 

 古林喜楽著『賃金形態論』森山書店（1952）pp.1-38． 

85 海道進著『社会主義賃金の理論』pp.91-93． 

藻利重隆編『経営学辞典』p.968-969． 

 社会主義企業での出来高賃金には幾つかの類型が存在していた。（1）単純出来高払

い制と累進的出来高払い制、（2）個人的出来高払い制と集団的出来高払い制、（3）

割増金付出来高払い制と間接的出来高払い制。 
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な賃金形態となってくることになる 86。それゆえ、生産技術の進歩や発展により、生

産活動における機械化・自動化が進むにつれて、賃金の支払い形態における出来高賃

金の割合は次第に低下するのである。このことは、資本主義経済社会、特にアメリカ

企業の成長過程におけるアメリカ的生産方式（アメリカン・システム）の確立と刺激

的賃金支払制度との間に矛盾と問題をもたらせた事例が、その妥当性と限界を歴史的

にも明確に示して来たことは周知のところでもある 87。 

ここで注意を払う必要があるのは、発展段階における社会主義経済社会での出来高賃

金の特徴は、外見的に見れば資本主義経済社会のそれと同様であり、労働者個人によ

る生産量の増大に比例して賃金が向上する個別的かつ公平的な賃金支払い制度といえ

るのである。ところが、社会主義経済体制と資本主義経済体制の間には、同様の出来

高賃金とはいえ、その特徴と内容には若干異なるところが存在するのである。例え

ば、資本主義経済社会のもとでは、賃金は労働者の労働による生産量の向上に伴い、

一般的には無限大に上昇することになるのである。ところが労働力の商品化という特

徴を持つことから、賃金の上昇そのものの水準は労働力の需要と供給のバランスとい

った労働力の市場価格や経営者による費用と収益の概念に影響され、かつ制限される

ことから、実際に生産活動に提供した労働力の量と質を反映し得ないという現象がし

ばしば発生したのである 88。一方、社会主義経済社会のもとでの出来高賃金制度は、

労働力の商品化の廃止と「労働に応じた分配」を前提にするため、提供した労働の量

に応じて賃金が支払われることからも、現実的には労働と賃金の相関関係が労働生産

性の向上を刺激する要因として良い機能を果たすことになると強調することになるの

である 89。こうしたところに、出来高給制 90という同じ用語の賃金支払い方法ではあ

                            

86 海道進著『社会主義賃金の理論』pp.105-108． 

87 古林喜楽著『賃金形態論』pp.39-54． 

 タウン、ハルセー、ローワン著（三戸公・他訳）『賃金論集：分益制・割増賃金

制』を参照。 

88 海道進著『社会主義賃金の理論』pp.39-41． 

89 海道進著『社会主義賃金の理論』p.92． 

90 藤芳誠一稿「経営合理化における組織と労務の問題」『経理知識』第 6巻（第 3-4 号）

明治大学経理研究所（1954）p.42-47． 
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れ、体制関連的な要因として見る場合、その内容と性格、さらにはその賃金制度が経

営に果たす役割や評価に対して大きな相違が存在していることに注意することが必要

と言える。 

 

（社会主義経済社会における労働・生産・賃金の関連性） 

このように、社会主義経済体制における社会主義企業の最も重要な役割は計画化さ

れた経済社会の需要を充足することであるが、当然のことながらその経営と生産活動

は労働者が提供する労働力に依存している。その意味において、労働と生産と賃金の

３つの要素に見られる関連性には重要な意味があると言える。そこで、この３つの要

素間の関連性を整理・指摘するとすれば、次のように要約することができる。 

第１に、社会主義企業は独立採算制のもとで、自ら労働力を調達・運用・補充する

と同時に、企業と労働者との間に存在する労働力の提供と賃金関係という相互関係

を明確にする必要がある。 

第２に、経済社会のために計画化された需要を、安定的かつ持続的に満たすために

は、労働者は労働力を単に量的に提供するのみでなく、その労働力の質すなわち労

働生産性を持続的に向上させる必要がある。 

第３に、そのためには、労働者の労働意欲を刺激し、労働生産性を上昇させること

が不可欠であることから、発展段階の社会主義経済社会における生産物の分配形態

としての「労働に応じた分配」を定着させることになる。 

以上のような特徴は、社会主義経済社会の発展段階すなわち経済制度としては未

成熟な状況の中で、言い換えれば物質的生産性の未発達、労働能力の差異性、社会的

所有の未完成性などの過程の中で発生したものであったことはすでに指摘してきたと

ころである。それゆえにこそ、発展段階の社会主義経済社会の生産計画と労働計画の

構成と内容からも分からように、社会主義企業が経済社会の需要を充足するために

                            

ここでの資本主義経済体制の出来高給制とは、「個々の労働者を中心とする労務を対

象として、その時間と動作の研究を基礎として、労働者の能率は最短時間において過失

なく遂行すること」を基礎に決定される賃金制度である。 
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は、資本主義経済社会に特有と考えられている合理性や能率性を重視した生産性の持

続的な向上が不可欠な要素であり、社会主義経済体制にとっても重要な経済法則とな

るのであった 91。それでは、経済社会における生産性の向上につれて、発展段階の社

会主義経済社会がより発達した社会主義経済社会あるいは生産性のより向上した資本

主義経済社会とは相違する理想的な経済社会に発展した場合、労働と生産と賃金の３

つの要素間に見られる相互関係はいかに変化するのであろうか。 

一般的には、発展段階の社会主義経済社会においては、資本主義経済社会で理解さ

れるような生産性の概念が必要とされるとはいえ全面的には発達しておらず、労働の

異質性の存在を強く認識せざるをえないことから、「労働に応じた分配」が必然的な

現象となったとされる。こうした中で、政府の文化・福祉・厚生などの企業経営や生

産とは直接関係しない間接的な外部領域への分配以外に、労働者の生活水準に密接に

関連する労働への報酬である賃金に注目することになったと言える 92。したがって、

社会性の原則を基礎とする社会主義経済社会の発展に伴い、結果として経済社会の向

上を維持するためには、同時に賃金水準の持続的な上昇が不可欠な前提となる 93。海

道教授は、こうした社会主義経済社会における賃金水準の向上を貨幣賃金高の上昇に

とどまらず、実質賃金高の上昇、時間賃金高の上昇なども賃金水準を構成する重要な

要因であるとし、その内容を次のように指摘している 94。 

第１に、社会主義企業と労働者との相互関係が賃金関係によって構成される以

上、当然のこととして賃金の上昇は貨幣を介して実現される。ところで、社会主義

経済社会における生産成果の分配は「労働に応じた分配」を原則とすることから、

生産性の向上は労働者の労働に対する対価である貨幣賃金の上昇をもたらすことに

                            

91 海道進著『現代社会主義企業論』pp.123-125． 

92 海道進著『社会主義賃金の理論』pp.37-42． 

93 藻利重隆編『経営学辞典』p.969． 

1913 年のソ連の工業労働者の月賃金は 24 ルーブル、1928 年には 72 ルーブルになり

3 倍となっている。小売物価は同時期に 2.2 倍になり実質賃金は 2.1 倍であった。第 1

次 5 か年計画中（1933－1937）には賃金は 1.8 倍になり、第 2 次 5 か年計画（1938－

1940）では賃金は 2.2倍になっている。 

94 海道進著『社会主義賃金の理論』pp.145-152． 
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なる。言い換えれば、企業の組織変革や管理技術の改善、または新しい技術や機械

の導入が生産物の生産量の上昇をもたらす場合、それに伴う利潤の上昇といえど

も、労働者の賃金水準に反映されることになる。ここで注意すべきは、こうした労

働者自身の実質的労働とは直接関連しない条件による生産性の向上に対しても社会

主義経済社会の経済法則に従って支払うとすれば、いわば経済社会全体における労

働生産性の上昇率は貨幣賃金の上昇率を上回ることになるのである 95。それゆえ、

この生産性の向上と賃金の上昇率に関する問題点は、資本主義経済社会における生

産の機械化の成熟と刺激的賃金支払い制度の中でも最大の矛盾点であり、問題点で

あったことは経済体制を問わず議論されることになるのである。 

第２に、社会主義経済社会における実質賃金の上昇は物価の引下げによっても実

現される。社会主義経済社会における生産性の向上は生産計画に対して生産量の増

加と生産原価の引下げをもたらすことになる。こうした生産計画の超過的な生産量

の遂行は、経済体制の如何を問わず、需要と供給のバランスから経済社会に提供す

る生産物の量の増加と価格の引下げを意味することは当然の成り行きといえる。そ

して、社会主義経済社会においても、生産物の流通と労働への対価が貨幣によって

示されることから、生産量の増加と価格の引下げは労働者が実質的に支配できる賃

金の増加、すなわち生活水準の上昇をたらす実質賃金の増加を可能にすることにな

るのである 96。 

第３に、社会主義経済社会における時間賃金の上昇は、労働時間の短縮と単位時

間あたりの賃金水準の上昇によって可能となる。というのも社会主義企業の生産活

動は生産計画に従い、経済社会の需要を満たすことを目的に遂行されるのであるか

                            

95 海道進著『社会主義賃金の理論』pp.49-51、146． 

96 海道進著『社会主義賃金の理論』pp.152-160． 

ただし、社会主義経済社会のもとでの実質賃金の増大は、単に名目賃金の上昇と物価

の引下げによって行われないのである。その理由に関して、海道教授は「名目賃金だけ

で実質賃金の増大が行われる場合に、農民と年金生活者の実質賃金が増大しないことに

なる」、また「物価の引下げだけによる場合に、労働者の労働結果に対する関心を刺激

しなくなる」と指摘していることから、経済社会の発展に応じて公共サービスの無料化、

無償配分制度の拡大なども重要である。 
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ら、事前に計画される生産量を一定とした場合、生産性の向上は当然ながら単位時

間当たりの賃金水準の上昇、または労働時間の短縮をもたらすことを意味する。言

い換えれば、生産性の向上に伴い、労働者はより短い労働時間で同一のノルマ、す

なわち生産量を達成し、その賃金水準を維持することができることになる。こうし

た生産過程の中で生まれる余剰時間を生産的労働への追加ではなく、文化的・創造

的な活動に使用することのできる余裕が生じることになる。すなわち、生産性の向

上による労働者の生活に占める労働時間の短縮と生活水準の向上は、時間賃金の上

昇として、言い換えれば社会性の追求をも実現することになるのである 97。 

以上のように、社会主義経済社会においても生産性が向上するに伴って、労働の報

酬である賃金が上昇する。こうした生産性の追求とその利点は、私的資本による利潤

の追求を目的とした資本主義経済における企業においても同様のことが言えるのであ

る。ところが、社会主義経済社会においては生産技術の改善や進歩に対する速度の遅

さによる生産性の未発達、さらには労働者への教育や訓練の未発達による労働の異質

性が強く存在したことから、貨幣を介して「労働に応じた分配」を行わざるを得なか

ったのであるが、生産性の概念が全面的に発達する計画的経済社会に近づくにしたが

ってその必要性は次第になくなり、それまでのような「労働に応じた分配」とそれに

伴う賃金関係は消滅されることになる 98。 

それゆえ、生産性の概念が全面的に発達した社会主義経済社会の最終的発展段階で

あるとされる共産主義社会においては、計画的な経済社会の需要に対して計画された

全ての生産物を生産することができるようになり、必然的に労働の異質性もなくなる

とされる。言い換えれば、そうした状況下では貨幣を介して「労働に応じた分配」を

行う必要性がなくなることになる。それに代わって、生産性概念の全面的な発達によ

り、「労働に応じた分配」から「需要に応じる分配」に移行するのである。まさに、

計画的経済社会の生産形態及び分配形態は社会主義の最も古典的な形態に戻り、労働

と生産と賃金という３つの要素の相互関係の中から賃金の要素が果たす役割が消滅

し、労働と生産との関係は労働者が経済社会に提供した労働時間によって評価される

                            

97 海道進著『社会主義賃金の理論』pp.160-163． 

98 海道進著『社会主義賃金の理論』pp.163-166． 
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ことになるのである 99。そこから、経済社会の全ての構成員の需要が満たされる、す

なわち計画的な生産と需要に応じて分配が行われる理想的な経済社会が実現されるこ

とが強調されるのである。 

 

（労働・生産・賃金の相互関係から見た社会主義企業の社会性と利潤性） 

これまで社会主義経済社会における労働計画の構成と内容、また労働と生産と賃金

の相関関係について考察を行ってきたのであるが、ここではその考察を基礎に、労働

と生産と賃金の相互関係から見ることのできる社会主義企業における社会性と利潤性

の関連に注目するとき、次のような指摘と整理をすることができる。 

第１に、社会主義企業の経営とその生産活動は、経済社会への計画的需要を満たす

ことを中心としていた。ところが、社会主義経済社会が発展するとともに、経済社

会が必要とする需要は量的かつ質的に拡大し、多様化することから、そうした拡大

かつ多様化する需要を充足するためには、生産形態の変革や生産性の持続的な向上

が必要とされる。社会主義経済社会における生産性向上の必要性は、生産計画の構

成と内容に規定されるとは言え、こうした生産性の向上は資本主義経済社会と同様

に生産活動の中核をなす労働の質、すなわち労働生産性の向上によって達成しなけ

ればならないのである。したがって、労働計画を基礎に実践される労働生産性の向

上は、つまるところ社会主義経済社会における利潤性への追求を具体化したものと

考えることができるのである。 

第２に、社会主義経済企業と労働者の関係は、労働力の提供と賃金関係によって構

成されてきた。それゆえ、労働生産性の向上に伴って利潤が増加する場合、労働へ

の報酬である賃金の上昇がもたされることになる。こうした賃金の上昇は、貨幣賃

金の上昇、実質賃金の上昇、時間賃金の上昇といった賃金の持つ特性と内容によっ

て実現されることになるのであるが、そのいずれもが労働者の生活水準や福祉の向

上をもたらし、結果的に社会主義経済社会における対労働関係に関連する社会性の

概念を具体化することになると考えることができることになる。 

                            

99 海道進著『社会主義賃金の理論』pp.6-8． 
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第３に、社会主義経済社会においては、企業の生産活動は経済社会の計画的需要を

充足することを中心としていることは幾度となく指摘したところである。それゆ

え、社会主義経済社会における生産活動または生産物の生産量は当然のことながら

私的利潤の追求を前提とするのではなく、生産計画によって規定されることにな

る。そして生産計画が決定した生産量を前提とする場合、労働生産性の向上そのも

のが労働時間の短縮、休憩時間の延長、さらには労働者の精神的・文化的生活水準

の向上などの要素と正の相関関係を持つことになるのである。また、こうした労働

生産性の向上と労働者の生活水準の向上との相関関係の実現は、社会主義経済社会

における社会性と利潤性との融合を意味していると考えることができることになる

のである。 

第４に、社会主義経済社会の「労働に応じた分配」という分配制度のもとでは、労

働再生産に必要な報酬が確保されるとはいえ、そうした労働と分配の関係が必ずし

も正比例的な関係にあるとは言えない。言い換えれば、その実現のためには、常に

労働生産性の上昇率が賃金水準の上昇率を上回らなければならないことになる。こ

の点は資本主義経済社会と同様であるが、こうした労働生産性の向上と賃金水準と

の差は私的資本あるいは利潤として蓄積される資本主義経済社会とは対蹠的に、社

会主義経済社会においては社会的に所有され、その後社会的再生産に当てられこと

になる。こうした視点は、社会主義経済社会における社会性と利潤性との関係から

みる時、ある意味において社会性と利潤性との部分的調和が実現されているという

ことができるのである。 

本節では、社会主義企業と外部経済社会との相互関係、さらには、社会主義企業と

労働者との相互関係（内部経済社会）という視点から、社会主義企業経営における社

会性と利潤性との関連性に関して考察を行ってきた。 

本節の内容からも理解できるように、資本主義経済社会における資本と労働との敵

対的な矛盾問題の存在に対して、社会主義経済体制は資本の私的所有を否定した計画

経済によって、社会主義企業経営における社会性と利潤性との部分的調和の実現を追

求してきたと言える。両者による部分的融合関係についてはすでに指摘したところで

はあるが、その内容をもう少し詳しく指摘するとすれば、は次のようにまとめること

ができる。 
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第１に、社会主義経済体制のもとでは、資本主義経済社会に見られる各企業間の競

争関係は原則として存在しないことから、社会主義企業は国家による計画に従い生産

活動を遂行し、計画された生産量と価格で生産物を経済社会に提供するためにも、各

社会主義企業は形態的にも相互的にも協力的関係を持っているのである。したがっ

て、理想的な意味において社会主義経済体制における社会レベルの生産活動の集中化

と専門化によって、生産コストの削減と経営の効率化が実現され、また市場独占の弊

害が生まれないことになるのである。 

第２に、社会主義経済体制のもとでは、労働の対価である賃金を中心とする社会性

がより重視されるのである。従来の資本主義社会でのような私的利潤を追求するため

のいわゆる労働に対する搾取は存在せず、労働者の労働再生産費用に必要な賃金が確

保されると同時に、名目賃金、実質賃金、時間賃金などの上昇によって、物質的生活

水準の向上と労働時間の短縮の実現が追求されている。すなわち、資本主義経済社会

に内在する資本と労働との敵対的矛盾関係は、社会主義経済社会においては必然的に

解消されることになるのである。 

ところが、こうした社会主義企業経営のもとでの部分的融合関係の実現に対して、

社会性の原理を基礎とした本来の社会性と利潤性との完全的融合関係はいまだに実現

できず、両者の矛盾関係は依然として存在しているのも事実である。こうした矛盾関

係を依然としてもたらす原因としては、次のような点を指摘することができるのであ

る。 

第１に、計画的経済社会の発展過程において、社会的所有制度の非完全性や労働の

異質性といった経済条件の制限や限界の存在から、独立採算制の導入と運用の必然性

が発生したことはすでに指摘していたところである。この独立採算制は、企業が自ら

労働力や経営資源の調達や運用を行うことだけを意味するのではなく、企業の内部構

成員の生活福祉にも深く関連していた。その意味では、社会主義経済体制のもとで社

会性の原理を優先とする規定が存在するものの、各企業においては「社会全体の利

益」と「集団的利益」との矛盾関係は依然として存在している。言い換えれば、社会

主義企業における経営活動での外部経済社会と内部経済社会の両側面にいて同時に社

会性と利潤性との完全的調和関係はいまだ実現されていないと言えるのである。 
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第２に、社会主義経済体制のもとでの独立採算制度は、生産手段の使用権限を特定

の生産組織、すなわち企業に移譲したとはいえ、こうした生産組織すなわち企業その

ものは資本主義経済社会でのように特定の個人または集団により私的に所有される生

産組織体を意味しないのである。このことから、企業の構成員による経営資源の効率

的調達や運用への関心が弱いため、経営資源の調達・分配・運用に不経済がもたされ

るのである。これを解消するために、社会主義経済体制での利潤評価基準が生産高利

潤率からフォンド利潤率へと移行したのであるが、社会的所有を前提とする限り、企

業構成員への刺激や動機付けには当然ながら限界が存在したことから、それによって

経営の効率をどれだけ改善できるのかは不確実なものであった。 

以上のように、社会主義経済体制のもとでの社会主義企業経営には、常に社会性と

利潤性に関連した融合関係と矛盾関係が内在化してきたことを指摘することができる

のである。こうした社会主義企業での経営活動における社会性と利潤性に関連した調

和と矛盾の現象に関する歴史的な存在と現実に関する理解が、現代資本主義企業が今

日直面する利潤性と社会性の問題をより良く理解し、対応するための糸口を提供して

くれているとも言える。そのためにも次に取り組むべき課題としては、社会主義経済

体制の代表的な存在であったソ連経済社会における企業活動と独立採算制の発展と崩

壊の歴史を事例として概観することである。 

  



 72 

第３節 社会主義経済社会における独立採算制と企業経営の限界 

資本主義社会における私的資本の私的利潤に対する過度な追求によって表面化する

最大の社会問題とされる貧困と不平等を解消させることを実現しようとした社会主義

経済体制は、資本の私的所有と市場経済を廃止すると同時に、生産手段の社会的所有

によって労働再生産の可能性を確保し、さらに計画的生産によって経済社会が必要と

する需要を満足させることから、理想とする「全面的社会性」を追求することを目的

としていた。したがって、そうした社会性の追求を最優先とする社会主義経済体制に

おける企業経営での社会性と利潤性との相互関係は概略次のように指摘することがで

きる。 

第１に、社会主義企業の経営は労働再生産の可能性を確保し、さらに経済社会の需

要を満たすことを前提とした上で、必要とされる利潤を決定する仕組みになってい

る。すなわち、社会主義企業の経営における社会性への追求は利潤性よりも優先的と

されている。 

第２に、社会主義企業の経営は「全面的社会性」を達成することを目的としたとは

言え、それと同時に副次的位置ではあれ、利潤を追求することも必要である。しかし

ながら、こうした経営活動における利潤性の追求は当然のことながら、社会性のため

に存在することから、経営活動で得た利潤は社会主義経済社会の法則に従って分配さ

れ、社会性の実現を確保する役割を持っていた。 

こうして社会主義経済社会での計画的かつ社会的生産力が全面的に発展を遂げた段

階において、経済社会の需要に応じることのできる必要な消費生産量が全て生産され

ることから、いわゆる貧困と不平等という資本主義経済社会の矛盾は次第に解消され

ることになる。 まさに、こうした社会主義経済社会における「欲望に応じる分

配」100の実現によって、「全面的社会性」が達成されると考えることができると言わ

れる所以である。 逆に、社会的生産力の全面的発達にいまだ至っていない社会主義

                            

100 海道進著『社会主義賃金の理論』（1970）pp.163-166． 

社会的生産力の発展に伴って、社会に必要とする生産物がありあまるほど生産され

ることになる。その段階では、労働の質と量が消費の尺度として利用されるのでなく、

必要に応じて、あるいは欲望に応じて分配が行われることになる。 
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経済社会の発展段階においては、経済社会のあらゆる需要を満足させることは事実上

不可能であると言える。それゆえやむを得ず「労働に応じた分配」を行うことになる

のであるが、そこでの社会性は「全面的社会性」ではなく、「限定的社会性」である

と考えられている。したがって、社会主義企業の経営は社会性を優先としているとは

言え、こうした「限定的社会性」から「全面的社会性」に移行するためには、社会的

生産力の継続的な向上を不可欠とすることになるのである。この視点において社会主

義企業経営における利益性への追求が必要不可欠であり、現実的にも利潤性の追求が

具体化される原因であると言える。 

ところが、社会主義経済社会の代表的存在であったソ連は 1922 年の社会主義革命を

契機に成立したが、その後の 69年間の発展と衰退を経て、1991年には終焉を迎え、

崩壊している。こうしたソ連経済社会の崩壊には、ソ連特有の歴史的、政治的な要因

が存在していたと指摘されるが、最大の原因としては経済的な要因、すなわち「全面

的社会性」という理想的な社会主義経済社会の形成に必要とされる社会的生産力の未

成熟性の存在が指摘される 101。また、こうした社会的生産力の未成熟性が存在するこ

とによって、ソ連が社会主義経済体制に移行して以降、社会主義企業の経営は常に利

潤性の追求に関連した経営問題に直面していたのも事実であった。 

こうして「全面的社会性」を目標としているソ連の社会主義経済体制において、

「社会性を実現させる利潤性」を確保するため、その後の社会主義企業経営の特徴と

も言える独立採算制の導入が試みられ、その内容は経済社会の変化とともに一連の変

化を不可欠としながら発展することになるのである。こうした流れは、社会主義企業

の経営形態にとどまらず、経済社会の所有制度そのものへの変化などに拡大し、影響

を与えることから、次第にソ連経済社会の解体をもたらした要因の一つとなったと考

えられている。したがって、効率的な経営方法として取り入れた独立採算制と、社会

性を優先とする社会主義経済社会の生産組織との関連に対する考察から、社会主義経

済体制における社会性と利潤性との相関関係や調和関係、またその矛盾関係を検討す

ることは、現代資本主義経済体制での企業経営が直面している「利潤性と社会性」に

                            

101 小野一郎稿「ソ連の社会経済体制とその崩壊原因」『立命館経済学』第 44巻（第６

号）立命館大学経済学会（1996）pp.93-94． 
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関する矛盾や問題点を解明する糸口を探るということにおいては、一定の意義がある

と考えられる。 

そこで、本節では、ソ連経済社会の発展過程における社会主義企業の経営形態であ

る独立採算制の導入と内容に焦点を置くことから、その制度的、構造的変化の過程を

整理し、各段階での特徴とその経営学的意義を検討することにしたい。そうしたソ連

における独立採算制の歴史的発展過程に関する考察から、社会性と利潤性との調和関

係を追求する必要性にせまられた社会主義経済体制の現実、さらには社会主義企業経

営における社会性と利潤性との関係に対する矛盾と困難を再認識することが出来るこ

とになる。そのことが、今日の資本主義経済社会における企業が直面する社会性と利

潤性の問題に歴史的な視点から解決や対応の糸口を与えることにもなると言える。 

 

1.ソ連経済社会における独立採算制の導入とその経済的背景 

 19世紀末から 20世紀初頭に至るロシア資本主義の特徴は、当時の先進資本義、

特にイギリスでの発展過程と比較して「転倒的資本主義」とか「跛行的資本主義」と

言われるようにドイツとの貿易や通商条約に大きく依存した「後進的資本主義」であ

ったと言われる 102。そうした中で、ロシア経済に対する革命前のマルクス主義者によ

る反体制的な議論と研究が行われてきたのである。そして、1917年の社会主義革命以

降、ソ連の経済社会は社会主義経済体制に移行することから資本の私的所有が廃止さ

れ、生産手段の社会的所有が確立された。社会主義経済体制における独立採算制に関

する研究者である大島教授は、この時期に行なわれたソ連の工業部門と金融部門の国

有化が、後の社会主義的独立採算制の第一の基礎を築いたものとして指摘している。

それと同時に、生産手段の社会的所有化と並び、当時のソ連政権が行った都市と農村

                            

102 冨岡庄一稿「20世紀初頭のロシア経済」『社会経済史学』第 61巻（第 2号）社会経

済史学会(1995) p.49． 

20 世紀初頭のロシア経済における工業、農業、貿易の各方面にわたり、主として統

計資料の分析にもとづく実証的な検討から、その全体像の把握と問題点を指摘している。 
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との間での商品交換による売買関係の変化が、独立採算制の第二の基礎になったと指

摘している 103。 

具体的には、1917年 11月の全露中央執行委員会の命令により、ソ連の企業に労働

者統制機関が設けられ、各企業の財務活動、生産ノルマ、原価の設定に対して統制が

行われた。この労働者統制制度の確立によって、1918 年までには社会主義経済体制の

特徴である計画と統制の体制が全国に広がったのである 104。しかしながら、ソ連の社

会主義革命に対して諸外国の軍事干渉と内戦を契機として、中央に集権化された現物

供給制度すなわち戦時共産主義政策が実施されたことから、農村と都市との間で従来

から行われていた商品交換関係に変化がもたらされたのである。その原因は、当時の

社会主義企業の生産物と生産活動に必要な原材料は中央で統制され、無償で提供さ

れ、調達されることになったからであった。それゆえ、1918年から 1920年にかけて

工業企業国有化の法令のもと、国民経済の計画的指導の中心機関として最高国民経済

会議が設立され、その中に総管理局（グラフキ）が作られ、それらが企業管理を集中

的に行い、原材料資源の計画的な配分、生産物の販売、工場設備の保護にあたるとい

ったように、ソ連の工業生産の特徴は中央集権的統制経営であったと言うことが出来

る 105。 

こうした革命初期の戦時共産主義政策を背景に、ソ連の工業生産と社会主義企業の

経営は大きな影響を受けたのでる。当時のソ連の最高経済管理機関は国民経済最高会

                            

103 大島国雄著『ソヴェト企業の独立採算制』森山書店（1960）pp.21-22． 

104 藻利重隆編『経営学辞典』p.910． 

1918 年 5 月までは一産業全体が国有化されたものは存在しなかったが、5 月以降砂

糖工業の国有化をはじめとして、石油、マッチ、コーヒー、紡績、調味料などの国内取

引と外国貿易が独占され、国有化されることによって資本主義企業が消滅し新しい形の

社会主義企業が発生することとなった。 

105 大島国雄著『ソヴェト企業の独立採算制』p.22． 

戦時共産主義政策によって、独立採算制の第２の経済基礎である商品交換は行いえ

なくなった。すなわち、工業管理は弾力性なき中央に集権されることから、企業経営形

態としての独立採算制は第２の経済基礎を失ったため不可能となったのである。 

藻利重隆編『経営学辞典』p.911． 
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議であり、その下に各工業部門を管理するグラフキといわれる機関が設けられ、各社

会主義企業はこのグラフキに統制され、管理されたのである 106。グラフキが主導する

ソ連の工業生産は過度な集権的統制管理を行い、各企業には経営に関する権限が与え

られないことから、経営活動に関連した効率的経営、生産の合理化という本来の経営

意識が不足せざるを得ないのも必然的なことであったと言える。 

まさにソ連が社会主義経済社会に移行した 1918-1920 年の間、この時期は社会主義

企業の外部環境、すなわち国家の経済発展より戦争という国策の影響もあり、工業生

産を主導・統制する機関であったグラフキでさえ、経営に関する合理性や利潤性には

無関心であった。それゆえ、その後の経営構造を形づくる独採算制を採用することも

なく、また各社会主義企業には経営の自由と権限が与えられないのも当然であった。

とは言え、この時期に確立された生産手段の社会的所有と生産関係の社会主義化その

ものは、その後の社会主義経済社会における独立採算制の導入、特に企業への導入に

基礎を築いたものと考えられる。 

 

（ソ連における工業経営への独立採算制の導入） 

社会主義革命に対するソ連への諸外国からの干渉戦争と内戦終了後、ソ連経済社会

の最も重要な課題は経済の復興であった。こうした背景のもと、1921年にネップと呼

ばれる新経済政策が実施されたのである。ネップ（新経済政策）は、プロレタリア国

家が主導権を把握しながら資本主義を許容し、一方で資本主義的要素の役割を抑制す

ることから社会主義的要素の役割を増大させていくといった特殊な経済政策であっ

た 107。このソ連経済社会の新経済政策のもと社会生産システムの構築を目指して都市

と農村、労働者と農民、工業と農業の統合が強調され、それに伴い工業製品と農産品

との商品取引関係、さらには経済社会での市場取引関係が次第に整備されることにな

                            

106 大島国雄著『ソヴェト企業の独立採算制』p.23． 

当時、ソ連の工業最高管理機関である国民経済最高会議の下に、工業の個々の部門

を管理するための総括的部局として、グラフキがおかれたのである。 

107 藻利重隆編『経営学辞典』p.911． 
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った。こうした経済社会における一連の変化の中で、グラフキによる戦時中の中央集

権的管理方式はもはや経済社会における商品取引関係や市場取引関係に対応できなく

なり、トラストの編成による新たな管理方式への移行が不可欠な状況となっていた。

言い換えれば、ネップと言われる「新経済政策」108を背景にソ連経済社会における商

品取引関係と市場取引関係の新たな体系の整備により、この時期のソ連社会主義企業

経営は大島教授が指摘するように「支出を生産物の販売による収入でカバーし、さら

に蓄積を形成する、そしてその場合企業の無欠損性や収益性のための闘争を行う」と

いう課題とその解決に直面していたのである 109。また、こうした無欠損性と収益性を

追求するソ連社会主義企業の新しい経営目標は、その実現を可能とするための経営手

段として独立採算制の導入を促したと考えることができるのである。加えて経営管理

の問題に対しても関心を寄せていたのである。経営管理の問題は、テイラー・システ

ムの導入といった労働の科学的組織の問題から始めている。ソ連では科学的管理法と

呼ばないで科学的労働組織（ノット）と呼ばれ、O.A.エルマンスキーによる『科学的

労働組織とテイラー・システム』（1922）、『合理化の理論と実際』（1928）、A.A.

ソコーロフによる『生産の合理的管理』（1928）などの労作が存在していることはあ

まり知られていない 110。 

そして、1921年の「新経済政策」に関する法令の中で、ソ連社会主義企業は独立採

算制を経営原則として導入し、国家が決定した計画に従って生産活動を行い、生産活

動に必要とする原材料は国家機関または自由市場で調達するという指示と命令が示さ

れている。この法令によって、生産手段の社会的所有を実現したソ連経済社会に、初

めて社会主義企業の特徴となる独立採算制の概念を導入することを意味したと言え

る。そして、1929年には工業管理機構の再編に関する決定が出され、その中で工業企

                            

108 上島武稿「ネップはいつ終わった：過渡期経済の研究（10）」『大阪経大論集』第 58

巻（第４号）大阪経済大学（2007）pp.136-141． 

109 大島国雄著『ソヴェト企業の独立採算制』p.25． 

110 経営学史学会編『経営学史辞典』文眞堂（2002）p.74． 

藻利重隆編『経営学辞典』pp.917-918． 

その後の社会主義経営学あるいは経済学に関する学説史に関しては、経営経済研究

所編『経営全書』税務経理協会（1959）pp.56-72 を参照。 
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業は例外なく独立採算制に移行することとなり、1930 年代には独立採算性が企業の総

合的管理の形態として採用されることになった。とは言え、この時期のソ連社会主義

企業の経営は、原材料の調達、製品の生産と販売など市場関係と関連する側面におい

て資本主義企業のような完全的な自主性が与えられたとは言えず、それに関する絶対

的な権限は国有調達機関であるシンジケートがいまだに持っていたのである。さらに

は、ソ連社会主義企業経営における製品の生産活動に対する最終的な管理権限はトラ

ストが持っていたと言われる 111。言い換えれば、社会主義経済革命後の経済復興期

に、ソ連経済社会における商品取引関係の整備によって、生産組織すなわち企業は生

産活動に必要とする原材料を自ら調達し、補填する必要性から、独立採算制の導入と

発展を促進させたとはいえ、原材料の調達、製品の販売、さらには生産活動に対する

管理権限は、それぞれシンジケートとトラストといった国の特別な組織集団が持って

いたのである。したがって、この時期のソ連社会では独立採算制が導入されたとはい

え、独立採算制の基本単位あるいはその運用領域を決定する権限はシンジケートとト

ラストにとどまり、ソ連社会主義企業自体が主体的に独立採算制を導入・実行できる

ほどには全面的に浸透するには至っていなかったと言える。 

 

２.ソ連社会主義企業経営への独立採算制の導入と実践的役割 

ソ連の経済社会はアメリカ・ウォール・ストリートの株式暴落に端を発する世界恐

慌の始まる 1929年に新たな転換期を迎え、ソヴィエト政権最初の 5カ年経済計画が策

定され開始された。これを背景に、ソ連経済社会では大規模な経済投資が行われ、工

業生産の規模は大きく拡大することになった。 

かつての経済復興期においては、ソ連社会主義企業経営の市場関係に関する領域と

生産関係に関する領域は、それぞれ国家的統制機関であるシンジケートとトラストが

管理することによって、社会主義革命後の経済復興の活動が遂行されてきたのである

が、1929年のソヴェト政権による 5カ年計画の策定を実現するためには、これまでの

ような中央集権的管理体制ではもはや国家の工業化政策が直面する課題に対応できな

                            

111 大島国雄著『ソヴェト企業の独立採算制』pp.26-27． 
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くなるのである。それゆえ、ソ連経済社会の生産組織とその体系は、経営権限の分権

化と企業への独立採算性の導入という新たな経営手法によって表面化する課題に立ち

向かうことになったと言える。すなわち、国民の需要を充足するという社会主義体制

での経済目的を達成するためには、国民経済だけでなく企業組織の段階においても、

資本主義のそれよりも高い生産性を実現し、経済の効率化を促進する必要があった。

そして、企業としては、個別的に、かつ、総合的に経営活動を合理化するためにも生

産性と利潤性の向上を指標とした経営管理の格段の強化を不可欠としたのである 112。 

具体的には、1929年には工業管理機構再編の命令が出され、工業管理の基本単位が

従来のシンジケートとトラストから企業自体に移行することが決定されたのである。

この命令の実施によって、ソ連社会主義企業のすべてが計画、独立採算、単独責任、

経営参加の 4つの管理原則を中心に、中でも例外なく独立採算制を経営の原則とする

ことになったのである 113。この時期の独立採算制の意味する内容は、「もっともいい

方法で、計画達成の方法を決め、資産を機動的に運用し、内部予備を利用し、原価を

引き下げるために、国家計画の範囲で企業に自主性を与える」といったものであっ

た 114。まさに、資本主義企業の大規模化に伴う組織的問題に対応して出現する事業部

                            

112 藻利重隆編『経営学辞典』p.921． 

経済経営研究所編『経営全書』pp.58-61． 

社会主義企業の経営管理の在り方すなわち管理原則は、資本主義企業と同じく経営

的生産に伴う一般管理原則に従うとともに、他方では社会主義体制下での企業として要

請される独自の社会主義的管理原則に従うという特質を持っている。例えば、ソ連の経

営学者であるカメニツェール（S. E. Kamenitser）は社会主義的管理原則として（1）

民主主義的中央集権の原則、（2）政治的指導と経済的指導の単一化、（3）単独責任の

原則、を指摘している。 

113 大島国雄著『ソヴェト企業の独立採算制』p.30． 

藻利重隆編『経営学辞典』p.923． 

企業経営の基本方式としての独立採算制とは、経営活動の費用と成果を貨幣形態、

価値形態を共通の単位で測定し、企業の支出をその収入で賄い、生産の利潤性を保証す

ることを要求する経営制度である。その経営的意義は、社会主義企業がその経営活動の

価値計算をし、収支をバランスさせ利潤性を向上させるとともに、計画の枠内で経営上

の自主性を持ち、責任を取る分権的価値的管理を実施するところにある。 

114 大島国雄著『ソヴェト企業の独立採算制』p.30． 
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制組織に見られた独立採算制の概念と同様の概念を持つものといえる。それゆえ、ソ

連経済社会における工業生産の大規模な発展にともない、生産組織の管理・決算の単

位は企業そのものに任されると同時に、経済社会における生産管理の分権化、それに

よる企業経営の自主性が強化されたのである。 

こうして企業経営の管理原則の確立と自主性が拡大する中で、ソ連経済社会におけ

る信用改革と税制改革も同時に実行されるのである。すなわち、ソ連経済社会におけ

る工業生産の拡大のための資金需要の増加につれて、工業、農業、商業そして公共事

業の資金需要に対応するために、工業銀行、農業銀行、商業銀行さらには公共事業銀

行がそれぞれ設立されるようになった。それと同時に、過去 86種類あった税は「取引

税」と「利潤控除」に改正されている 115。こうした税制改正がソ連社会主義企業経営

の独立採算制度の導入と実行の促進と強化に、大きな影響と効果を与えたと言われて

いる。 

こうしたソ連経済社会における工業化の促進、生産管理の分権化、信用と税制の改

革が進む中で、1935年に重工業を対象にする補助金制度が廃止され、さらに 1936年

には企業自らの経営・管理権限を拡大する「企業長基金制度」が設けられている 116。

こうした一連の改革過程の中で、ソ連の社会主義経済社会では、企業を経営の基本単

                            

この時期の独立採算制の意味する内容に関して、大島教授は「ソ同盟共産党および

政府の経済問題に関する指令集」での定義を取り上げている。 

115 大島国雄著『ソヴェト企業の独立採算制』p.31． 

従来極めて複雑であったソ連社会主義企業に対する税制は、1930年の税制改革によ

って非常に簡単になり、企業は国家予算へ取引税と利潤控除という二つの基本形態で支

払を行うこととなった。 

116 大島国雄著『ソヴェト企業の独立採算制』pp.121-124． 

大島教授によれば、企業長基金とは「計画利潤および計画超過利潤から控除され、

あるいは計画欠損のある企業では、原価引下げによる節約額から控除されるものである」

である。また、企業長基金の利用については、「企業長基金は住宅建設に使用され、残

りの部分が従業員の文化生活条件その他の改善、従業員に対するプレミアム、追加的建

設の支出、合理化、技術宣伝などに使用される」と指摘している。 
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位とする独立採算制の導入と実践が名実ともに確立されることになったと言えるので

ある 117。 

 

（主体的独立採算制の導入と実践的役割） 

ソ連経済社会では、第 2次大戦の間に生産組織の中央集権的管理体制が一度復活し

たものの、戦後の経済復興に対して、生産組織、特に企業における経営の管理権限の

分権化が再開されている。戦後の経済復興にあたって、戦争中に破壊された生産手段

や流動的金融資産などの経済資源を再調達・再配分・再運用するための調整を行うと

同時に、生産に関する経営的権限は中央から生産組織の下部部門すなわち企業に移行

するとともに、その領域はさらに拡大されていったのである 118。 

こうした戦後の経済復興という環境状況を背景に、ソ連共産党中央委員会は 1955 年

7月、中央政府による生産組織への過度な中央管理的集権体制を批判し、企業長、職

場長、職長などの現場責任者による管理的権限の拡大、さらにはそうした現場責任者

が企業と職場において、経営のイニシアチブを発揮できる環境的条件を整える必要性

を主張したのである。こうして生産企業の組織構造は、国家の管理機関によって任命

され、単独責任制のもと企業のあらゆる生産活動、財務活動を指導する企業長をトッ

プに、生産過程の継続的な遂行を行う基本的生産単位ついての職場に単独的責任を持

つ職場長、さらにはそこでの管理業務を分担する各種の職長部門が存在する体系的な

形態となっていった（図 1）。すなわち、生産組織の最前線においてさらなる経営管

理の分権化を行なわない限り、ソ連社会主義企業における生産の能率化と拡大は困難

であることを認識したと言える。こうしたソ連共産党中央委員会の生産組織に対する

改革主張の影響を受けて、1955年 8月に企業長の経営的権限を拡大する命令が発表さ

れ、また 9月に職長と生産区職長の管理的権限も拡大されたのである 119。 

                            

117 大島国雄著『ソヴェト企業の独立採算制』p.35． 

118 大島国雄著『ソヴェト企業の独立採算制』p.36． 

119 大島国雄著『ソヴェト企業の独立採算制』pp.37-38． 
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こうして、ソ連社会主義企業の経営責任者となった企業長、いわゆる経営責任者で

ある経営者は生産活動において、国家が策定した生産計画に従うとともに、経営の運

営に関しては財務の領域においても自由裁量権を相対的に持つこととなり、原材料の

調達と運用さらには追加製品の生産決定も可能となった。加えて、企業の基本方針の

決定に対して、企業長はそれまでより大きな経営的意思決定の権限を持つようになる

のである。そこで企業の単独最高責任者である企業長の権限と責任を具体的に指摘す

るとすれば次のようなものを上げることができる 120。 

（1）企業の生産経済活動の計画化と国家の計画課題の目標に関する遂行を組織する

こと。 

（2）科学・技術の最新化、先進的経験を生産に導入し、労働と生産の組織を改善す

ること。 

（3）製品の品質向上、労働生産性の促進と利潤性の増大を図ること。 

（4）物質や技術を調達し、製品の販売を組織すること。 

（5）国家予算・納入請負機関及び銀行に対して、企業としての義務を適時履行する

こと。 

（6）企業の総経営活動に関して、計算と報告を組織すること。 

（7）労働者を選択・雇用し、労働者の労働および生活条件を系統的に改善するこ

と。 

他方、生産現場での職長と生産職区長の管理権限も強化され、生産現場における全

権限をもつ経営者・管理者となると同時に、自らの担当職区において生産を自主的に

組織し、管理することができるようになったのである 121。 

                            

大規模企業での管理職能部門としては、計画部、労働・労賃部、財務部、機械主任

部、技術統制部、人事部、主計、調達販売部、総務部などが存在している。 

120 藻利重隆編『経営学辞典』p.927． 

121 大島国雄著『ソヴェト企業の独立採算制』pp.39-40． 
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こうして生産組織における経営の分権化の推進に伴い、ソ連経済社会の独立採算制

は次第に企業内部の構造体系としてだけではなく、経営管理体系を総合的に具体化さ

せる生産理念として浸透することになったと言える。そして「社会主義における競争

の拡大と工場内における独立採算性の広汎な導入」という特徴を持つことになった。

これを背景に、一連の社会主義的な競争運動が展開されるのであるが、例えば 1948年

の計画超過節約のための愛国的運動、1949 年の流動資産回転促進運動や固定資産利用

改善運動がそれである。また、1951 年には各生産活動の原価引下げ競争が出現し、さ

らには 1953年に作業場や設備の利用改善などに関連した社会主義競争がそれぞれ行わ

れている。こうした社会主義競争運動は、企業内部への独立採算制の導入と確立にと

もない推進されたと言うことができる。こうしたソ連社会主義企業における独立採算

制の発展とその意義について、大島教授は「価値的思考と組織的思考を中心とした企

業の分権的財務管理方式に到達した」と結論づけている 122。ただこうした社会主義的

な競争は、資本主義経済社会に見られる資本の原理に基づく企業間競争の原理とは形

態上は同類のように見えるのではあるが、その競争の前提条件や内容には大きな相違

が存在していたことに注意する必要があることは言うまでもないことである。 

 

３.ソ連社会主義企業にみる独立採算制の内包的拡大 

ソ連経済社会において、独立採算制は 1950年代までに企業組織および企業活動の

内部部門へと普及するにしたがって、社会主義経済体制における社会的生産力の継続

的向上という経済原則のもと、ソ連社会主義企業がそのための利潤を追求する行動と

して、独立採算制の導入と実践をますます促進させ、ソ連経済社会と企業経営の理念

として定着していったのである。 

そして、1962年のリーベルマン（E. Liberman）の論文「計画・利潤・賞与」に端

を発する利潤論争とその成果から新利潤政策が主張され、1965年にはソ連共産党中央

委員会総会での「工業管理と計画化の改善、工業生産の経済的刺激の強化について」

という決議によって、従来の独立採算制を基礎に、利潤性への追求をよりいっそう徹

                            

122 大島国雄著『ソヴェト企業の独立採算制』p.43． 
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底することが決定されたのである 123。この決議の中で、従来の独立採算制に対して

「形式的独立採算制」という言葉が使用され、従来のような単に計画を形式的に達成

するのではなく、新しい状況の中で国民の需要を充足することに直接役立つ企業活動

に直結するところの新しい独立採算制とは区別されたのである。そしてソ連社会主義

企業の経営管理における矛盾と欠陥を改善するために、新たな独立採算制の推進を徹

底するために「完全独立採算制」という用語を使用することになった。森章教授によ

れば、こうしたソ連経済社会における「完全独立採算制」が意味する内容としては、

（1）企業活動の義務的指標の改革、（2）生産フォンドの利用効率の向上、（3）生産

物の実現と経済との相互関係の改善、（4）収益性と物質的刺激の改善、といった内容

が存在していたとしている 124。その具体的な内容をもう少し詳細に説明するとすれ

ば、次のように指摘することができる。 

第１に、社会主義経済体制のもとで、ソ連社会主義企業は国家が策定した計画に従

って経営活動を行い、経済社会に必要とする生産物を供給するのである。言い換えれ

ば、ソ連社会主義企業の経営は国家の計画に規定され、計画目標すなわち義務的な生

産指標の達成を第一の原則としている。ところが、1960年代以降、こうした義務的生

産指標が大幅に削減されると同時に、その内容も大きく変化したのである。すなわ

ち、義務的生産指標の改革は「生産物実現高」と「利潤および収益率」という二つの

指標の変化から理解されることになったのである。すなわち、「生産物実現高」は従

来の不良品の滞留を増大させる原因であった「総生産高」と「商品生産高」という指

標に代わって導入されたのである 125。こうした生産物実現高に対する変革によって、

ソ連社会主義企業が生産する生産物の社会的有用性が認識され、より質のいい生産物

を経済社会に供給するという刺激を与えることになったのである。加えて、「利潤率

および収益率」指標の改革に関しても、収益率は従来の生産原価に対する利潤の比率

                            

123 利潤論争に関しては、藻利重隆編『経営学辞典』pp.900-905 を参照。 

124 森章稿「完全ホズラスチョートの概念について」『明大商学論叢』第 55巻（第５号）

明治大学商学研究所（1973）p.26． 

125 森章稿「完全ホズラスチョートの概念について」pp.27-29． 

ここで、「総生産高」指標には完成品生産高と仕掛品の変動が含まれる。「商品生

産高」には、総生産高から仕掛品の変動を控除した分が含まれる。 
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から、生産資金に対する利潤の比率、すなわちファンド利潤率に変更されている 126。

こうした収益指標の変革によって、最小の生産資金から最大の利潤を生み出すという

資本主義企業が目的とする生産性の概念とほとんど相違しない利潤性への追求が具体

化されることになったと言うことができる 

第２に、生産資金の利用効率の改善には、次のような項目が具体策として実行され

ることになった。①企業で未利用とされる余分な固定資産や流動資産を、他の企業に

売却することができるようにすること。②企業長自らの判断で行う新技術の導入、新

たな設備の更新などの投資を可能にするために「生産発展基金」を設置すること 127。

③ソ連社会主義企業における固定資本の修繕や入れ替えのための減価償却基金の利用

をより自由にすることから、この基金を単なる大修繕に利用するだけでなく、新設備

の取得の財源に迅速に充てる権限が与えられること 128。④ソ連社会主義企業の経営に

おける流動資産の補充に関する財源は、従来と同様に企業の利潤に依存することを前

提としながら、さらには企業の責任によって生じた財源の不足分は国家からの安易な

支出とすることが禁止されること。その代わりに、不足の資金は企業自らが銀行信用

のもとで借入れ調達しなければならないこと 129。⑤ソ連社会主義企業の運営に対して

「生産資金使用料」制度が導入され、生産資金は従来の無償から有償に変化したので

ある 130。 

第３に、ソ連経済社会における生産物の実現と経済との相互関係に関しての改革が

行われたのである。言い換えれば、資本主義経済社会では当然と思われるものではあ

るが、生産組織である企業間での生産物の納品や支払いについて、厳しい規律と義務

が課せられることになったのである。こうした改革によって、ソ連の社会主義企業経

                            

126 森章稿「完全ホズラスチョートの概念について」p.28． 

127 森章稿「完全ホズラスチョートの概念について」p.32. 

128 森章稿「完全ホズラスチョートの概念について」pp.32-33． 

129 森章稿「完全ホズラスチョートの概念について」p.33． 

130 森章稿「完全ホズラスチョートの概念について」p.34． 
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営における企業経営者の果たす経営責任はよりいっそう強化されたと言うことができ

る。 

第４に、収益性と物質的刺激の改革に関して、ソ連社会主義企業の全般的活動に対

して企業構成員の関心を高めるため、利潤の分配に関連する改革が行われた。具体的

には、社会主義企業の利潤は、国への納入と前述した生産資金の利用料金の返済に加

えて、それを企業構成員に分配する「物質的報奨基金」、「社会文化施策・住宅建設

基金」といった社会に対する刺激基金制度が確立されたのである 131。 

以上のように、ソ連の経済社会における「完全独立採算制」への実践とさらなる促

進によって、ソ連の社会主義企業経営における権限は一層企業経営者側に委譲され、

かつ拡大したと理解することができる。この時期の「完全独立採算制」の具体的な内

容について、森教授は「生産の改善と経済関係の組織化において企業の自主性を確保

させ、生産拡大と従業員の報酬のために企業に保留される資金を増大させ、契約義務

遂行に対する企業の物的責任を強化し、従業員の個々の労働の結果だけでなく、企業

全体の総合的活動に対する物質的関心を強めるところの企業の計画的管理方法」と結

論づけている 132。また、従来の「形式的独立採算制」に相違する特徴として、「完全

独立採算制」は「生産フォンドとりわけもっとも厳密な意味で社会的所有の財産であ

る生産的固定フォンドに対して採算性の原則を適用しようとする思考」を強化したも

のと指摘している 133。このように見れば、ソ連社会主義企業における「完全独立採算

制」の実践とその促進は、本来の社会性の原理を構成する社会性の実現を追及するた

めに必要不可欠な利潤の確保を実現するための利潤性の追求であったと言える。そし

                            

131 藻利重隆編『経営学辞典』p.934． 

企業利潤の配分方式は概略次のようである。企業の利潤は、計画利潤と計画超過利

潤に分かれる。計画利潤の配分は、企業基金へ 1～6％、財務計画所定の額を流動資産増

と基本建設へ、残り 10％以上を国庫へ納入する。地方所属の企業は、計画利潤の 1％を

企業基金へ、25～35％を地方工業配分基金と住宅文化施設の建設へ、残りを地方予算に

納入する。計画超過利潤については、社会主義競争賞金は全額を賞与に、新技術・新工

学の採用による節約分は国立銀行借入金の返済に、その他の超過利潤は住宅建設（30％

以内）に配分される。 

132 森章稿「完全ホズラスチョートの概念について」p.47． 

133 森章稿「完全ホズラスチョートの概念について」p.48． 
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て、その具体的な内容は、資本主義経済社会での企業経営による利潤性の追求に見ら

れる内容と大きく相違するというものではなく、逆に経済体制の相違という体制関連

的な前提を除けば同様の内容を持った方法であり、手段であったということができる

のである。 

 

（社会主義企業経営の資本主義的独立採算制への接近） 

社会主義経済体制における社会的所有と計画経済制度に関する歴史的事実を基礎

に、現代資本主義企業の経営が直面する社会性と利潤性という相入れない矛盾的な相

互関係を解消するためにも、ソ連の社会主義企業経営が社会性を優先目的としなが

ら、その実現のために利潤性を追求する姿は大いに参考になるものである。特に、こ

うした社会性を優先目的としている社会主義企業経営の基本原則が、利潤性を完全に

無視することを意味していないということを理解できたことである。言い換えれば、

企業は本来、経済活動を効率的に行うために形成される組織体であり、その経営活動

において採算性の維持または必要不可欠な利潤の追求、すなわちここで課題として取

り上げてきた独立採算制の導入と運用は必然であり、必要でもあった。ところで、社

会主義企業の経営にこうした利潤性を追求する側面が存在するのであるが、資本主義

企業経営の利潤性と異なる点は、社会主義企業の利潤は社会主義経済社会の経済法則

に従って、分配・運用しなければならないことであった。こうした社会主義企業の利

潤の分配・運用の中味としては既に指摘したように、労働力の提供に見合う賃金とし

て労働者に分配し、労働再生産を可能とする生活水準を確保すること，また利潤を企

業の内部に蓄積し、再生産に運用し経済社会の新たな需要に備え、それを充足するこ

となどをあげることができる。したがって、社会主義経済体制における経営の採算

性、言い換えれば利潤性の追求を基本目的とする独立採算制は労働再生産の可能性、

企業自体ないし経済社会の維持と存続、さらには全面的な社会性を実現させるにため

には必要不可欠であり、かつ必然的な現象であり、手段でもあったということができ

るのである。一方、その独立採算制は、経済情勢の変化や生産力の発展にともない、

その内容に一連の変化がもたらされるのである。例えば、社会主義経済社会の代表的

存在であったソ連における独立採算制の導入と発展は、経済情勢の変化と生産力の発

展段階に応じた生産を中核とした経営管理組織としての変革であった。それと同時
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に、社会主義企業が「社会性のための利潤性」という社会主義経済社会の経済法則の

もとで、利潤の追求を現実のものとして認識したものであったと言うことができる。 

このように社会主義経済社会における独立採算制は「社会性のための利潤性」を原

則としているのであるが、その内容と役割は常に変化し、単一の概念として理解する

ことは困難である。そこで、ソ連経済社会での独立採算制の歴史的発展の現象を時系

列的に再度概観することから、独立採算制の内容と役割、さらにはその限界をできる

限りにおいて整理し、指摘しておきたい。 

すでに述べてきたように、ソ連経済社会における独立採算制の導入の歴史的展開を

たどる時、独立採算制の導入と実行単位は初期のトラストから、次第に企業、企業内

部門へと導入されるようになり、最終的に独立採算制が生産組織すなわち企業の基本

的な内部体系として浸透し、確立されていった。 

さらにソ連経済社会における独立採算制の深化にともない、企業への国家からの補

助金の減少ないし無償的な国庫支出が中止され、資本主義企業に見られるものと同様

に企業の拡大再生産は自ら蓄積した内部保留金を使用するか、あるいは企業の信用制

度を通して銀行や他の金融機関からの借入による調達をしなければならない。こうし

て拡大再生産に必要な資金は企業自体の自己負担となることから、その経営は常に内

部蓄積の増加、または借入金の返済を配慮せざるを得なくなることから、生産組織の

利潤への関心が高まることになった。 

こうしたソ連経済社会における独立採算制の深化は、国家による規制と指導を減少

させ、企業が果さなければならない計画的義務指標が削減することになる。言い換え

れば、企業長（経営者）ないし生産現場の管理者による意思決定の権限が次第に強

化・拡大し、いわゆる資本主義経済社会における「資本と経営の分離」に例えるなら

ば、経済社会における政府からの経営の分権化が促進される傾向が見られたのであ

る。 

こうして社会主義経済体制は生産手段の社会的所有を基本原則としているにもかか

わらず、ソ連経済社会において独立採算制が導入されて以降、生産手段はまずトラス

トさらには特定企業に帰属することになり、その結果として企業の間での生産手段に

関連した売買が可能になるとともに、最終的には国有企業の株式会社化への転換にま
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で発展するのである。まさに、ソ連経済社会での独立採算制は、生産組織としての企

業が利潤を効率的に追求することになったというだけでなく、基本的原則でもある社

会的所有制度の質的変化さえもたらせることになった。そして、ソ連経済社会への独

立採算制の浸透につれて、企業、企業内部、さらには個人に与えられる権限、義務、

報酬に関する意思決定の領域がさらに拡大されることになった。言い換えれば、独立

採算制は生産組織（企業自体）に、効率的な生産すなわち利潤性の追求に対する関心

を自発的かつ自然的に持つように刺激を与えるだけでなく、経済社会そのものに利潤

という概念を認識させることになったと言える。 

 

４.社会主義的独立採算制と社会主義企業経営の限界 

本章においてこれまで、（1）社会主義経済体制における社会性と利潤性との相互関

係、（2）社会主義的独立採算制における企業と経済社会と労働者との３者の相互関

係、という２つの問題を考察して来たところである。これらの考察からもわかるよう

に、社会性の実現を最優先とする手段としての社会主義的独立採算制は、私的利潤の

最大化を目的とする資本主義的独立採算制と比較して、その形態は同じようであって

も目的の相違からその中味は根本的に異なり、「計画的生産制度を前提とする独立採

算制」また「計画的賃金制度を前提とする独立採算制」として理解することができ

る。換言すれば、社会主義企業経営における計画的生産と計画的賃金は、それ自体が

最大の社会性を意味しており、その実現が目的として決定されているということがで

きるのである。また、こうした計画的生産と計画的賃金を実現させるために、ソ連社

会主義企業の経営に導入された独立採算制は、経済情勢や経済発展に対応して一連の

内容的変革が行われてきたのである。しかしながら、ソ連経済社会は最終的に終焉を

迎え、崩壊に至っている。こうしたソ連社会主義企業での独立採算制の歴史的変革を

概観することから、社会主義経済体制下での企業経営における社会性と利潤性の調和

に関する矛盾や欠陥を見出すとすれば、（1）経営目的である社会性の設定に関する問

題点、（2）賃金制度に関する問題点、という２つの問題点をあげることができる。そ

の理由と具体的な内容は、次のように指摘することができる。 

第 1に、社会主義経済体制では一貫して、労働者の労働再生産を拡大的に循環させ

ることから、その実現に不可欠な経済社会の需要を計画的に策定し、生産し、供給す
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ることに至るまで、いわゆる企業経営の内部と外部にわたった「全面的社会性」の達

成を目標としていた。しかしながら、こうした全面的な社会性を実現させるために

は、社会的生産力の全面的発展、例えば生活水準の向上、労働力の再生産、生産力の

向上や労働技術の向上を可能とするための刺激や動機付けなどが不可欠な要素とな

る。したがって、社会的生産力の全面的な発達に至っていない途中の段階において、

「全面的社会性」の実現という無限の理想とも言える社会性を追求することは企業や

経済社会の発展と存続のために独立採算制度といった利潤性を追求する手段を導入し

たとはいえ、そこには矛盾や問題点をもたらすマイナスの潜在的要因が存在していた

ことは当然のことと言える。 

第２に、先にも指摘しているところであるが、貨幣を媒介とする経済社会において

導入される独立採算制は、特定の経営主体の貨幣収入が貨幣支出を上回ることを目指

しているものとして理解できる。この意味からして、資本主義経済体制であっても、

社会主義経済体制であっても、企業の生産成果による貨幣の収入（利潤）は、原材料

と労働力の調達のための貨幣の支出（費用）を超えなければならない。ここで注意す

べきは、企業の全体的支出に占める労働力調達の支出に関して、資本主義経済体制に

おいては労働力市場での需要と供給の関係から決定される価格を基準とするのに対し

て、社会主義経済体制においては計画賃金を基準として決定されていた。それゆえ、

社会主義企業経営に導入された独立採算制の内容に一連の変革が行われてきたとは言

え、労働者の最低限の生活水準を確保するための社会性、言い換えれば「労働に応じ

た分配」は依然として計画的賃金制度の中心とされていたのである。しかしながら、

こうした「労働に応じた分配」を基本とする賃金制度には、①物質的生活水準との関

連性が弱いこと、②労働力への増大する需要や技術水準の変革に対してすばやく対応

できないこと、③労働の差異性を完全に反映できないこと、という３つの問題点が内

在していることから、社会主義企業経営における独立採算制の実践と成果にマイナス

的な要素をもたらすのも事実であった。 

そうしたマイナス的な要素をもたらす原因となる具体的なものを指摘するとすれ

ば、まず社会主義経済社会の計画経済制度のもとでは、企業に所属する労働者には一

定のノルマが与えられることである。社会主義企業における労働のノルマは、平均的

労働者が遂行できる水準で決定され、資本主義企業でのように資本の論理や利潤の法
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則に規定されて一流労働者による高水準のレベルで決められたり、人間性や疲労度を

無視した水準で決定されるのではなく、労働者の利益が第一義的に考えられていたと

される 134。また、労働に対する報酬である賃金は、こうしたノルマを基準とする出来

高払制になっていたことである。その上で労働者がノルマを達成した場合に、労働再

生産に必要な水準以上の賃金が支給されることとなる。一見した場合、アメリカ企業

における能率増進運動での「刺激的賃金支払制度」や F.Wテイラーの『科学的管理

法』での「差別的出来高制賃金」の内容に非常に類似したものと言える。ところが、

こうした計画的ノルマを基礎とする賃金制度は社会主義経済社会の本質的目的である

社会性を確保する一方、労働生産性に対してマイナス的な影響を与える可能性を内在

させていたと言える。なぜならば、多くの労働者が決められたノルマを達成できない

場合、労働生産性の向上が不可能となるだけでなく、労働再生産に必要な賃金を確保

するために、資本主義企業に見られた標準生産量の切り上げ、あるいは、単位当たり

の賃率の切り下げではなく、ノルマ自体の引下げが行われることになるからであっ

た。計画的ノルマの決定、言い換えればそれが経験的であれ、科学的であれ標準生産

量の決定を基礎とした賃金制度は、一見同様の内容を持つように見えるのであるが、

その決定の目的や手段の相違が社会主義企業と資本主義企業の制度的相違にあること

が理解できるのである。 

とはいえ、社会主義企業においても労働生産性を高めるために、ノルマを超過させ

る生産方法や生産効率の改善に関する特別な賃金制度が存在したのである 135。 ま

た、社会主義経済体制の「労働に応じた分配」という経済法則を基礎とした一般労働

者の技術水準の向上に対する関心を刺激するために、熟練労働者の賃金を高く設定す

る差別的賃率制度が設けられている。しかしながら、こうした社会主義経済社会にお

ける特殊な賃率制度の労働への刺激的効果は、現実の社会生活の中での生活必需品の

価格と、高級品・贅沢品との間の大きな価格格差で相殺されることから強い刺激を与

                            

134 社会主義企業におけるノルマの定義や特質・方法に関しては、藻利重隆編『経営学

辞典』pp.952-954を参照。 

135 海道進著『社会主義賃金の理論』pp.109-110． 

社会主義企業において、資源の利用の改善、生産効率の上昇、生産原価の引下げ、

原料の節約のための労働者に対するプレミアム賃金制度という賃金制度である。 
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えるものではなかったことも事実である。その事実は、ソ連経済社会における高級

品・贅沢品の価格が国家の政策により決定されたことから、資本主義経済社会に比べ

て遥かに高く、社会主義企業の熟練労働者の収入でさえ容易には購入できないほどの

高価格がつけられていたことからも見ることができるのである 136。一方で、家賃、水

道、ガス、電気などの料金は賃金収入の 5％以内にとどまり、かつ家賃は収入に比例

して徴収され、医療費・教育費は無料であった。それゆえ、労働者はノルマを超過す

るための生産方法を自主的かつ積極的に考え、遂行をすることから、より多くの高い

差別的賃金を得るよりも、むしろ計画的なノルマをギリギリ達成し、労働再生産に必

要な賃金水準を得ることを選択することになる。まさに資本主義経済社会で見られた

企業経営における「組織的怠業」そのものということができる。すなわち、本来社会

性を実現するために設定される社会主義経済社会のノルマ制度と商品価格との相関は

人間性の弱点、言い換えれば「人間の欲望と損得」により、社会主義企業の利潤性を

大きく阻害することとなるのである。そして、社会主義経済社会の「社会性のための

利潤性」という経済法則のもとで、こうした社会主義企業での利潤性への阻害は、結

果的に、本質的目的である社会性の原理の実現にマイナス的な影響ももたらせること

は当然の帰結であったことと言える。 

次に、社会主義経済社会における賃金の配分は、「労働に応じた分配」を基本とす

るのであるが、具体的には賃率制度に従い、労働者の「熟練資格等級」と「職務等

級」を基準とし、「賃率係数」と「賃率額」に応じて計算されたのである 137。資本主

義経済社会における労働力の商品化により、一般労働者の賃金水準が市場価格、すな

                            

136 坂本安一著『ソ連の企業と社会』同朋舎（1982）pp.40-49． 

ソ連経済社会の高級労働者と一般の労働者との賃金格差は当時の先進資本主義諸国

に比べて著しく大きいとはいえ、高級労働者がその余剰所得で高級品を購入する場合、

その高級品は自由主義諸国で購入できる価格よりもはるかに高価となる。 

137 海道進著『社会主義賃金の理論』pp.68-90． 

労働者の熟練資格の等級と職務の等級とは、賃率等級表において序列づけられ、労

働者の資格の等級と職務の等級を示すものである。賃率係数は、最高の熟練資格の労働

者の賃金と最低賃金との間の相互関係、熟練資格による労働者の養成期間、作業の困難

性、責任の程度、作業条件、労働者の文化的要求、または職種の希少性などが考慮され

る係数である。 
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わち労働市場の「需要と供給」の関連に制限されることに加えて、重要性・稀少性を

有する高級かつ熟練技術を持つ労働者の賃金が評価され、高い報酬を得ることができ

るのも事実である。こうした資本主義経済社会における労働市場の労働力に対する価

格メカニズムと比較して、社会主義経済社会の「熟練労働等級」、「職務等級」、

「賃率係数」、「賃率額」は計画化された一定の経済環境と技術水準を前提としたう

えで決定されるものであり、労働者の賃金水準が経済社会の発展に刺激された労働へ

の増大する需要や技術進歩の速度による合理性や能率性に応じてすぐに対応できない

ものであった。このことから、労働者はより生産性の高い労働の必要性や移動に関す

る動機付けや刺激を持つことなく現状維持に満足し、高賃金が本来は期待できる熟練

や技術のより進んでいる分野に移動するという関心もなくなるという人間の持つ欲望

や損得との間に大きな乖離と欠陥を持ったのである。 

最後に、社会主義経済体制の賃率制度のもとでは、同じ等級や職種の分野の中にお

いてさえ、こうした同様の問題が存在したのである。なぜならば、社会主義経済社会

の賃金制度は計画的・段階的に構成されたことからも、労働の質が類似する等級や職

種では、同じ賃金水準が適用されるのは当然であった。このことから、労働の質の類

似に対して各等級の内部における労働の類似的な差異性を正確に測定評価されない可

能性が残されることになるからであった。 

このように考えれば、社会主義経済体制においては賃率制度を常に経済や社会や技

術の変化に対応して改定しなければ、経済社会における労働力の希少性や重要性を正

確的に反映させることは困難であり、労働者の生産性の向上と技術水準の向上に対す

る欲望と刺激を弱めることとなる。言い換えれば、こうした社会主義経済体制の計画

的・段階的賃金制度の欠陥は、逆に人間の欲望と刺激が利潤性の追求のための重要な

要因であり、それを手段として考えることから生成した管理制度によって資本主義経

済社会のような飛躍的発展を現実化させた歴史的経緯からみれば、まさに労働力の質

と量の発展を制限する大きな体制関連的原因であったと言える。 

 

以上のように、独立採算制の発展とソ連経済社会崩壊の歴史的事実を踏まえる時、

社会的所有制度のもとでの生産組織（企業）と個人（労働者）の両方に生産活動の効

率性とそれによる生産成果の実現に対する無関心が存在していたことが知れる。ま
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た、ソ連経済社会の崩壊は、社会的生産力の全面的発達を遂げていない段階で、理想

的な「全面的社会性」を達成しようとする経済体制の矛盾と失敗を意味していたと言

える。一般的に、ソ連経済社会の崩壊は、社会主義経済体制の基盤をなす社会的所有

制度と社会性の追求に対する実現不可能な理想的理念への否定であったともいうこと

ができるのである。とわいえ視点を変えれば貧困と不平等という弊害をもたらせてい

ると言われる資本主義経済社会の矛盾を理解し、その解決に立ち向かう必要に迫られ

ていることを思えば、社会主義経済体制と社会主義企業の経営目的である社会性の原

理を追求した歴史的事実は、今日の現代企業における利潤性と社会性の関係を考察す

る上で、全く価値がないとは言えないのである。まさに、社会主義であれ、資本主義

であれ、経済体制を超えたいわゆる体制無関連的な現代の経済社会における社会性と

利潤性との調和的関係を実現させるには、生産組織体としての企業経営に過大な負担

や統制を与えない社会性すなわち「限定的社会性」と、私的利潤への過度な追求によ

り経済社会の人間による構造基盤を崩さない「適切な利潤性」の意義と役割について

改めて考察する必要を暗に示すとともに、その糸口を歴史的事実が内在化させている

ということができるのである。こうした「限定的社会性」と「適切な利潤性」をいか

にとらえ、さらに企業の経営哲学や経営理念の中にどのように取れ入れていくかは、

資本主義そのものの内容を常に変化させながら、いわゆる高度資本主義経済社会への

段階を進んできた現代経済社会における企業経営においては無視できない課題となっ

ていることは周知のことである。こうした社会主義経済体制における企業の「社会性

と利潤性」に関する歴史的考察を踏まえる時、次の認識課題としては当然ながら資本

主義経済社会における企業の「利潤性と社会性」の関係に考察の対象を移行させるこ

とになる。 

 

 

 

 

 

第 3 章 資本主義経済体制の源流と経営者精神の変遷 
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第 1 節 近代資本主義経済体制の源流と「ロビンソン的人間類型」 

社会主義経済体制の出現と形成は、すでに存在し発展した資本主義経済体制とそこ

での企業経営がもたらす必然的とも言える資本家と労働者の間に見られた階級、貧

困、不平等に対する批判が根底に存在していたことに大きな原因があったと言える。

それゆえに統制的計画性と社会性の概念を基盤とする新たな経済体制の形成が資本主

義経済体制に内在する大きな矛盾を解決する方法であったのではあるが、結果的には

成果をあげずに消滅する道をたどったと言える。逆に、経済社会での矛盾や不平等を

指摘された資本主義経済体制とそこでの中心的役割を担った企業経営は、今日に至る

までたえまない成長と存続を保持してきた。そしてこの資本主義経済体制の中心を占

めるのが企業であり、資本主義経済での企業目的は利潤性中心主義が当然のように言

われ、それを否定したり、再検討したりすることはほとんどなかったと言える。まし

てや今日まで資本主義経済体制ではなぜ利潤性の追求を唯一の目的として人々や企業

が活動してきたのか、社会性の側面はどのように考えられてきたのかなどは、ほとん

ど注目や興味が示されてこなかったことも事実である。それゆえ、経済社会の体制と

しては崩壊したのではあるが、その社会主義における社会性と利潤性の相関に対する

比較対象として資本主義の経済体制や企業経営の歴史的展開に今一度目を向けて見る

ことが必要でもある。 

企業は社会主義経済体制におけると同様に、資本主義経済体制においても経済社会

に必要とする生産物やサービスを生産し提供する役割を果たすと言う意味において、

現代文明における最も重要な組織であると言える。そして、この企業組織は経済社会

の最も特徴的な自由市場を基盤としながら、人間の持つ自由な理念や哲学によって意

思決定されて、運営されてきた。言い換えれば、企業は外面的に資本主義経済体制に

依存する体制関連的存在であり、内面的には経済生活に対する人間の理念や哲学に基

づいて目的を遂行する組織であり、体制無関連的な存在でもある。それゆえ、現代資

本主義企業の存在意義とその目的を利潤性と社会性の相関関係から究明するために

は、（1）資本主義経済社会の発展過程とその特徴、（2）資本主義的経済社会におけ

る人間の価値観の変化、そして（3）両者の相互作用によって形成される資本主義的企

業経営の特徴とその目的を歴史的な視点から理解することが不可欠である。 
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1.資本主義経済社会の発展過程とその特徴 

（初期資本主義生成期の生産理念と目的） 

資本主義経済社会の初期段階での経済活動は農業生産が中心であり、現代のように

組織化された工業生産は未発達の状態であった。栗田真造教授によれば、この段階の

経営主体は村落経済と荘園経済によって構成され、経営活動の担い手は農民と領主で

あるとされる 138。 

そしてこの時期の村落経済は家族を主体として構成されることから、生産過程にお

ける労働力の補充は農村社会の構成員から調達されるのである。また、生産技術の未

発達により、生産活動は過去の経験に基づく伝統主義的生産活動を踏襲することか

ら、村落経済は集団内部の消費量を上回る余剰を生産することは困難であり、他の集

団との間で生産物を交換する余地もなかったのである。したがって、生産と消費はそ

れぞれの集団内部で完結され、各集団は独立した自己完結型の経済的経営をとってい

たと言うことができる。その意味からして、村落経済における経営活動の理念と目的

は、集団内部の構成員の欲求原理に基礎を置いた共同体社会 139としての生活維持の理

念に立脚していたと言える。 

一方、領主に支配された荘園経済の構成員は村落経済とは異なり、家族構成員に加

えて、荘園外部の賃労働者とも関係が存在していた。言い換えれば、生産過程におけ

る労働力の調達と運用において、荘園経済では集団外部の労働力とも関連していたの

である。そして、荘園経済の技術水準は村落経済に比較して多少なりとも発展してい

たことから、生産活動は農業生産を補完するものとして、鍛治、織工、大工などの特

                            

138 上林貞治郎、栗田真造、井上忠勝、笹川儀三郎著『経営史の研究』ミネルヴァ書房

（1969）p.39. 

139 大塚久雄著『大塚久雄著作集、第七巻；共同体の基礎理論』岩波書店（1971）

pp.40. 社会の「共同体」的構造には固有の法則があり、「共同体」の構造的二重性

の理論が指摘される。①「共同体」の内部過程は連結体としての基本的道筋をもって

絶えず再生産され、「共同態規制」を媒体として維持されていく。②「共同体」内部

における絶え間なく再生産される基本的道筋は、当然に、外部からの侵害や攪乱に対

して「共同体」全体によって絶えず防衛し維持されていかなければならない。 
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殊化した職種が若干存在したのである。すなわち、こうした初期的工業生産の目的は

他の集団との生産物交換のためではなく、集団内部の限定される需要に応えて行われ

ていた。他方、例え各集団の外部から少量の生産物が入ってきたとしても、それは他

の集団が消費して余った余剰物であり、本来交換や販売を目的として生産されたもの

ではなかった 140。したがって、荘園経済は村落経済より、集団外部の経済社会との関

連性が高いとは言え、生産と消費は村落経済と同様に、そのほとんどは集団の内部で

行われるのである。このように、初期資本主義の生成期と言えるこの時期の生産物に

対する価値観は集団外部との「交換価値」よりも、特定集団内部の「使用価値」を重

視したものであったと言える。こうした価値観のもとでは、経営に対する費用的な思

考の展開を必要としないことからも、現代的な意味での費用意識や原価計算に基づく

経営概念も存在しなかったことは当然のことでもあった。すなわち、全ての経営活動

の理念と目的は、共同体社会としての集団内部の自給性を前提としていたのであ

る 141。その意味では、初期資本主義経済の生成期とはいえ、生産者の目的は経営の利

潤性よりも、共同体社会全体の維持と安定を目的とした社会性が強く強調されたと言

うことができるのである。 

 

（近代資本主義経済の過渡期における経営理念と目的） 

封建社会が安定的に発展し、ヨーロッパにおいては商工業、宗教、政治などの拠点

として中世の都市が現れることになった 142。中世の都市は従来の自給的経済社会とは

                            

140 上林貞治郎、栗田真造、井上忠勝、笹川儀三郎著『経営史の研究』pp.40-41. 

141 上林貞治郎、栗田真造、井上忠勝、笹川儀三郎著『経営史の研究』p.61． 

  栗田真造著『経営構造の類型的研究』森山書店（1979）p.1. 

 栗田教授は、経営の社会的構造が経営共同体から経営利益体へ、さらには経営協成体

へと移りゆく過程を理想型的発展の形で描き出そうとしている。そして、経営内部の社

会関係を歴史的に考察するとき、それは原始的には人間に本来的な性格の一つである親

和性によって結ばれたものであり、このような自他の共同に基づいて自然的に成立する

経営形態を共同社会的経営構造として特徴づけている。 

142 増田四郎稿「ドイツ中世都市の起源について」『一橋論叢』第 26巻（第 5号）東京

商科大學一橋論叢編輯所（1951）pp.503-528. 
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異なり、定期的な市場取引が行われることから、他の経済集団との関連性が高くなる

のである 143。すなわち、中世都市の経済活動はこれまでの農村経済とは異なり、都市

人口の増大と集中によって直接的に土地に依存しないことから、自給経済に変わるい

わゆる交換経済を基盤に存在することになった。そうした、経営活動の中心的役割を

担ったのが手工業的小生産者と商人である。 

中世都市の手工業的小生産者はおおむね一つの仕事に集中し、荘園経済の中で見ら

れた工業生産者より専業化の進んだ作業者としての特徴を持つ職業であった。こうし

た特定の生産物を中心とする生産体制の確立に伴い、自己の生産物のみでは経済生活

を維持できないことから、他の生産者から必要とする生産物を購入することが不可欠

になった。そのため、手工業的小生産者はそうした需要の増加が高まるにつれて自己

の生産能力を上回る生産物を生産せざるを得なくなるのである。販売を目的とした生

産を行う交換経済の確立であり、利潤性の概念が出現するする大きな原因をもたらす

現象でもあった。 

ところが、手工業的小生産者は自ら資金を調達して生産活動を行い、交換経済で得

た利益で生活を営むとは言え、当時の手工業的小生産者は個別の経営理念と意思決定

権を持つ経営者として直接的かつ自由に市場に参加したのではなく、職人の組合であ

るクラフト・ギルドに組み込まれていた。144ギルドのもとでは、生産者は相互に連帯

                            

中世都市の起源につて、当時の政治条件や経済条件などの相違により、手工業の生産

機能を持つ都市の他に、生産機能を持たない仲介的な商業都市も一部存在したが、ここ

では前者を指す。 

大塚久雄著『大塚久雄著作集、第四巻：資本主義社会の形成Ⅰ』岩波書店（1971）ｐ

71－72． 「中世都市」を特徴づけるものは「都市経済」であるが、こうした「中世都

市」の発達過程において、同じ西ヨーロッパでも南方と北方ではかなりの重要な差異が

見られる。南方、特にイタリアの諸都市では「古代都市」からの遺制がある程度まで残

存していた（ベネチア、ジェノバ、フィレンツェなど）。北方では「古代都市」の遺制

は極少であり、従って北方型では「中世都市」とその都市経済はより典型に近いもので

あった（リューベック、ハンブルク、ダンツイヒなど）。 

143 山田雅彦稿「中世盛期・後期西ヨーロッパの市場をめぐる諸問題 : 1990 年代以降

の欧米学界を中心に」『史窓』（第 70号）京都女子大学史学会（2013）pp.1-30. 

144 大塚久雄著『大塚久雄著作集、第四巻：資本主義社会の形成Ⅰ』p.74. 
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感情を持ち、相互扶助が義務つけられ、生計を維持できる範囲で生産が行われること

が普通であった。こうしたギルドの生産体制において、手工業的小生産者は生産量や

販売量に関連した相互的競争から免れ、必要とされるだけの生産活動を行い、自らの

経営成果を評価する基準として、生産物の量よりも質を重視する傾向を持ったのであ

る。そして生産物を販売する際にも、価格の決定は本格的な市場原理によるのではな

く、欲求原理に基づく「公正価格」によって行われることになる。すなわち、中世の

手工業的小生産体制のもとでは、生産者は生産量や販売価格の面において相互間の競

争が排除される一方、生産規模の自主的な拡大は大きく制限されていたのである 145。 

こうして、この時期の手工業的小生産経営においては、各経営者の生計がギルド制

度によって保証される反面、生産の重点は生産物の質、すなわち「使用価値」の創造

に置かれることから、生産規模の拡大や生産効率の改善への関心は比較的に弱かった

のである。それゆえ、この時期の手工業的小生産の経営理念と目的は、依然として共

同体概念に基づく生産者集団に対する生計の原理を基礎としていることから利潤性よ

りも社会性に傾くものであったと言うことができるのである。 

他方、この時期の商業経営者においても手工業的小生産者と同様に組合に組み込ま

れていたことから、経営規模や事業領域の拡張は全ての構成員の合意で決定されてい

た。それゆえ、大規模な卸売業を営む商業経営者はいまだ経済社会に出現せず、商業

経営の内容は小売の領域にとどまり、その利益は平均 10-20%に過ぎなかったことが指

摘されている 146。それゆえ、商業経営者でさえ商取引で大きな不労所得を得ると言う

                            

  例えば 15世紀の初頭におけるドイツの自由都市バーゼルには 15の商工業者の同

職ギルドがあり、裕福な「都市貴族」を頂点に、どのギルドにも所属しない貧民たち

を最下層に序列が組まれていた。そのうち 2位から 5位までは社会的に裕福な商人か

らなる「商業ギルド」、他の 11ギルドは手工業者を中心に局地内の小売りしょうにん

をも内包する「手工業ギルド」であった。 

145 上林貞治郎、栗田真造、井上忠勝、笹川儀三郎著『経営史の研究』pp.42-44. 

個々のギルドは部分的共同体として、対内的には経営上の諸条件を統制することから

構成員の伝統的な生活水準とその平等をできるだけ維持する。対外的には都市の禁制

領域内における一定の職業分野の営業を独占し、ギルド外の人々がそれを営むことを

努めて排除する。これを「ギルド強制」という。 

146 上林貞治郎、栗田真造、井上忠勝、笹川儀三郎著『経営史の研究』pp.44-46. 
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利潤性の追求より、むしろ安定的かつ限定された利潤を得る商業知識を身につけた労

働者と言うことができるのである。そして、この時代には簿記技術の未発達により、

複雑な原価計算や損益計算は行われていない状態であり、管理費、減価償却、販売費

などに対する費用認識が非常に薄く、その計算も記録の保管もほとんど行われなかっ

た。このことから、商業集団そのものが継続的でかつ拡大的な利潤性を追求する性格

を持っていなかったのも当然と言える現状であった。 

こうしたことから、この時期の商業経営は商業という形態を持ったとはいえ、その

中身は手工業的経営と同様の特徴を持っていたと言うことができる。言い換えれば、

当時の商業経営者の経営理念と目的には、その後に歴史的な商業活動の特徴をもたら

す非合理的な冒険的行動理念は言うに及ばず、精密な資本計算に基づく経営活動の長

期的な計画化、いわゆるゴーイングコンサーンの概念も確立していなかったと言うこ

とができるのである。 

 

（近代資本主義経済の生成に見る経営理念と目的） 

中世の経済社会における経営理念と目的は一般的に言って、共同体社会概念を基盤

とした集団の安定的な生計維持に重点が置かれ、私的利潤の極大化という利潤性を追

求する意識の存在はいまだ低かったことはすでに指摘してきた。こうした経済的伝統

主義を基礎とする初期資本主義体制での経営理念は、経済社会が封建体制から近代的

な資本主義体制に発展する過程において大きな変化を見せることになるのである。 

資本主義経済体制とは何かに関しては色々な定義がなされているが、例えば「生産

手段を私有する資本家が、労働力以外に何物も所有しない二重の意味で『自由』な労

働者を雇用して、つまり、特殊な商品である労働力商品を購入し、この商品の使用価

値を消費することによって、利潤追求のための商品生産、社会的生産を行っている社

会」147と定義することができる。それゆえ、資本主義経済体制の成立要件には（1）資

                            

147 永田啓恭著『経済史総論』世界思想社（1970）p.26. 

 大塚久雄著『大塚久雄著作集第四巻：資本主義社会の形成Ⅰ』pp.7-8. 
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本の私的所有制度のもと、生産手段が少数の経営者（資本家）に私有されること、

（2）経営者は労働力商品によって、持続的、かつ組織的拡大再生産を行うこと、

（3）経営者は資本主義経済体制の確立以前と比較して、より合理的な思考と行動を基

礎にした資本計算のもとで、より多くの私的利潤を効率的に追求するため、販売を目

的とした大規模な商品生産を行うこと、をあげることができる。しかしながら、資本

主義経済体制はある特定の時点に突如として成立したのではなく、長い歴史的時間の

中で資本主義そのものの内容変化とともに、今日の姿へと発展してきたと言える。こ

のことは社会主義経済体制が形成された原因と崩壊の歴史的背景を思えば、容易に理

解できるのである。こうした歴史的変化の中で、資本主義経済を支えてきた経営理念

はどのようにして形成され、発展してきたのであろうか。そして、特に近代資本主義

経済を支える経営理念と目的は、中世以前の経営と比較してどのような相違点が存在

するのであろうか。さらには、資本主義経済は、多くの矛盾や批判に直面しながら

も、なぜ崩壊・消滅せず、存続し継続してきたのであろうか。これらの問題を明らか

にするためには、資本主義経済社会における資本の蓄積過程、生産技術と資本計算の

進展、人間の価値観・文化観・宗教観の変容、経済秩序の形成などの要因、さらには

その相互関係を概観した考察を行う必要があると思われる。 

 

2.資本の本源的蓄積と中産的生産者層の分化―ロビンソン的人間類型の出現 

歴史的には封建経済体制の崩壊とそれに伴う資本の蓄積現象に関する要因として、

人口増加説、貴金属の流通による資本の蓄積と価格革命説、私有財産権の成立による

制度的革新説などの諸説が存在しているとされる。その中でも最も有力な学説は貨幣

経済と商業の発展によって、富の私的所有と蓄積が加速され、それまでの封建体制そ

                            

  今日でこそ、マルクス主義経済学においても「資本主義」は述語として一般的に

使用されるようになってきているが、「資本論」においては「資本主義」という用語

はまだ使用されていない。ちなみに「資本主義」が術語として今日のような普及を見

るに至るきっかけを作ったのは、おそらく「近代資本主義」の表題を持つベルナー・

ゾンバルトの大著に出会ってからと思われる。 
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のものとそこでの生産様式の崩壊が促進されることから、近代資本主義体制の基盤が

築かれたとする説である 148。 

13 世紀以降、経済社会への貨幣の浸透により、封建体制の典型であった領主と農民

との間の土地を基盤とした支配・被支配関係を表す労働地代と賦役の形態が、貨幣地

代の形態に転化することになった 149。これを背景に、従来のような領主による農民へ

の直接的かつ絶対的支配力が弱まり、次第に農民に対する封建的な身分支配からの解

放とともに封建制度の解体が促進したのである。こうして封建制度の崩壊により、農

民は市場で生産物を自由に販売することができ、より多くの余剰労働すなわち可処分

所得となる利潤を得ることが可能となり、それを蓄積するようになったと言える 150。

他方、それと同時に、中世都市の手工業生産を統制してきたギルド制度の硬直化によ

り、従来の手工業的小生産者を中核に置いた「親方、職人、徒弟」との間に形成され

た徒弟制度による階級的流動が困難になったのである。例えば、貨幣経済の浸透によ

り高額の加入料を払うか、世襲的にその地位を得るかしなければ、一般の職人が親方

になることは不可能な状況になるなどの事例が指摘されている。それゆえ、親方にな

れない職人は都市のギルドの規制制度から離れ、本来、生産環境の未整備な農村に移

動するようになったと言われている 151。 

こうした農民の封建的身分からの解放とギルド制度から分離した職人の都市から農

村への移動を背景に、手工業的生産活動は都市から農村に移動することになり、農村

は工業と市場、いわゆる商品の生産と流通の集積する新たな商工業の拠点として、そ

                            

148 長岡新吉、石坂昭雄著『一般経済史』ミネルヴァ書房（1983）p.70. 

  

149 林善義著『一般経済史序説』晃洋書房（1984）pp.63-65. 

貨幣の広汎な流通により、封建社会の貢納制度の存立を揺らぐに至り、荘園制度は従

来の物納から金納へ移るようになる。 

150 堀江保蔵、角山栄著『一般経済史』青林書院（1977）pp.52-57. 

151 堀江保蔵、角山栄著『一般経済史』p.64. 

  大塚久雄著『大塚久雄著作集第四巻：資本主義社会の形成Ⅰ』p.76. 
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の後の経済活動を代表することになるのである 152。こうした中で、農民と手工業者に

よって構成された新たな農村社会で生産活動を行う生産者のことを、大塚久雄教授は

「中産的生産者層」と定義しているのである 153。そして、この「中産的生産者層」の

特徴として（1）生産手段を実質的に保有する生産者、（2）自主的かつ固定的に生産

物を販売する小商品の生産者、（3）商品生産を自己労働、また家族労働に依存して行

う生産者、（4）商品生産を行うと同時に、農業を兼業する生産者など、が指摘される

のである 154。 

こうして新たな農村社会における手工業生産と商業活動の発展に伴い、「中産的生

産者層」と市場との間に、商品・貨幣関係が次第に形成されていくことになるのであ

る。そして、市場経済の中では、商品の価格は生産方法の優劣と商品の品質によって

決定されるとされることから、市場競争での利潤はその市場競争に勝利した少数の生

産者に集中し、蓄積されることになるのである。すなわち、「中産的生産者層」とい

えども、より多くの剰余価値（利潤）を手に入れることのできた競争の勝利者と、剰

余価値を獲得できない競争の負者に分化されることになる 155。こうした「中産的生産

者層」の分化現象がもたらす最も重要な影響が、まずは従来の経済社会に比較して、

資本の蓄積と集中が顕著に見られるようになったということである。こうした貨幣経

                            

152 堀江保蔵、角山栄著『一般経済史』p.67.  

しかしながら、農村における手工業の発展は順調な発展を示したのではなく、当時の

政府は農村工業を積極的に取り締まり、織機の数を制限する「織布工条例」などの法律

が実施される。 

153 大塚久雄著『西洋経済史』筑摩書房（1968）pp.10-11. 

  大塚久雄著『大塚久雄著作集第四巻：資本主義社会の形成Ⅰ』pp.111-112. 

 「農村工業」の発達に関して、イギリスとうぶのノーフォーク州フォーンセット荘園

では、1400年から 1574年の間に 169人の｢農奴｣が逃亡している。そのうちの 126人は

近隣の農村に移住しており、しかも彼らは織布工、仕立屋、鞣皮工、馬具工、靴屋、家

事屋、大工、その他多数の日雇や常雇としてであった。 

154 長岡新吉、石坂昭雄著『一般経済史』pp.74-75. 

155 長岡新吉、石坂昭雄著『一般経済史』pp.96-97. 

  大塚久雄著『大塚久雄著作集第四巻：資本主義社会の形成Ⅰ』p.113. 
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済を基礎とした資本の蓄積と集中という現象を背景に、資本を所有する者が資本を所

有しない者を経済的に支配する、いわゆるマルクスが指摘する資本主義経済の形態で

ある資本による支配と被支配の関係が強まって行くことになったと言うことができる

のである。 

ここで注意すべきことは、近代的な資本主義経済体制が成立する前の段階には、そ

うした資本の蓄積過程が存在していなかったということではないことである。その理

由として、蓄積された資本の大部分が経済社会における生産に対する拡大再生産を実

現させる循環的な投資に向けられることなく、土地への投資に当てられたからであっ

た。当時、一般の利子率は土地投資の利子率を上回っており、土地投資より商業活動

による利潤の方が高かったにもかかわらず、封建制度下での土地所有に伴う社会的地

位と特権への魅力が生産による利潤極大化の原理よりも優位なものとして認識されて

いたからである 156。この意味からして、資本主義経済体制初期の経済社会では、手工

業的生産は古い形で存在し、生産者の独創的な思考、いわゆる資本主義的生産方式は

おろか、私的利潤を極大化する利潤性の概念もいまだ成立していなかったと言えるの

である。ところが、こうした資本の蓄積と中産的生産者層の分化による所有者（資本

家）・生産者・生産手段の分離過程は、封建的生産様式から資本主義的生産様式に移

行する基礎を築いたと考えることができるのである。このことを端的に示すものとし

て、大塚久雄教授は、ダニエル・デフォー(Daniel Defoe)の『ロビンソン・クルーソ

ー漂流記』157に見ることのできる新しい経営者像として、ロビンソン的人間類型を指

摘するのである。 

 

3.ロビンソン的人間類型の特性と新しい経営者像 

ダニエル・デフォー（Daniel Defoe）が『ロビンソン・クルーソー漂流記』を書い

たことは、よく知られており、多くの人々が子供時代にロビンソンの孤島における冒

                            

156 堀江保蔵、角山栄著『一般経済史』p.64. 

157 ダニエル・デフォー著（平井雅穂訳）『ロビンソン・クルーソー （上）（下）』

岩波文庫（1967）。なお原文は、The Life and Strange Surprising Adventures of 

Robinson Crusoe である。 
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険物語として読んだ経験を持っていると言える。孤島に漂着したロビンソン一人の生

活に関する冒険物語である反面、経営史や社会経済史の視点からロビンソンの生活パ

ターンを再検討する時、ロビンソンの行動様式には何かしらの社会的モデル、すなわ

ち著者であるデフォーが生きた 17世紀末から 18世紀前半にかけての社会的背景を読

み取ることができるのである 158。大塚久雄教授によれば、それが当時のイギリスにお

いて都市を離れ、広く農村地帯に移り住み、色々な工業生産、特に毛織物製造に従事

した中小規模の生産者であった「中産的生産者層」の人々の生活様式そのものである

と指摘している。農村工業の発達が都市からの人口流出を招き、「都市の衰退」とと

もに新しい近代的工業都市がそうした農村工業の中に生まれることになったのが、ま

さに『ロビンソン・クルーソー漂流記』が刊行された時期でもあった。そして、イギ

リス産業革命期に台頭した工業都市のほとんどが、実にそうした農村地域での新興都

市であったことは非常に興味深い所でもある 159。 

デフォーは『ロビンソン・クルーソー漂流記』の中で、当時のイギリスにおける中

産的生産者層の理念像を描くとともに、中産的生産者層に見られる経営的資質とも言

える合理的な行動様式を通して、将来にわたるイギリス人のあるべき理想とする人間

像を示したと言うことができるのである 160。 

                            

158 大塚久雄著『大塚久雄著作集、第八巻：近代化の人間的基礎』岩波書店（1971）

pp.216-217. デフォーの『大英帝国周遊記』に付された G.D.H.コールの解説を引用

している。「デフォーはイギリスの中産的社会層の最初の偉大な代弁者であった。彼

の心引かれた人間といえば、気取らず、愚かしいわざをなさず、有能な技能で財貨を

作り、日用必需の品物の売買を行う中流の人々であった。―――ヨークシャーの工場

を工場制度と蒸気力に転じさせた産業資本家たちは、このような人々の中から出てき

た。個の小ブルジョア層こそ、彼の目にはイギリスの背柱と映じていたのだった」 

159 大塚久雄著『社会科学における人間』岩波書店（1977）p.33. 

 新興都市としては、マンチェスター、バーミンガム、ハリファックス、さらにはヨ

ークシャー西部のリーズ、ブラッドフォード、ウエスト・ライディングなどがあげら

れる。 

160 大塚久雄著『大塚久雄著作集、第八巻：近代化の人間的基礎』p.216-217. 

D.デフォー著（平井雅穂訳）『ロビンソン・クルーソー（上）』p.12-13. 

 父親の言葉は次のようなものであった。「運を賭して、外国に行って一旗揚げ、尋常

一様で無い仕事をやって名前を挙げようなんていう連中は、どん底生活にあえいでい
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それでは、孤島におけるロビンソンの行動様式には、どのような特徴が存在してい

たのであろうか。大塚教授の説を基礎にすれば、ロビンソンの思考と行動は今日の優

れた経営者の経営行動そのものであり、同時に優秀な労働者そのものであったと言う

ことである。 

孤島での生活が一人きりであったことを思えば、最大の目的はできるだけ安全に生

き続けることが可能となるためには、何をどのように行うかと言うことになる。その

目的を達成する過程にこそ、経営者としての資質を身につけたロビンソンの思考と様

式を見ることができたのである。 

例えば、ロビンソンは生き延びると言う目的のため、難破船をすみずみまで調べ

て、目的を達成するために必要なものを計画的に集めるのである。調達した資源は単

に蓄蔵するのではなく、また単に消費するのでもなく、目的を達成するために、計画

的に自分の労働力と結合することによって使用したのである。すなわち、需要と供給

による生産であり、今日的に言うならば、人的・物的経営資源を目的の達成のため、

計画的かつ合理的に配分かつ結合することを実行しているということになる。当然そ

うした思考と行動から余剰が生み出され、それをさらに計画的かつ合理的に再配分す

ることにより、拡大再生産が実行されることから、初期の目的はより確実に達成され

るのである。このようにロビンソンの思考と行動には、近代資本主義を形づくる中核

ともなる合理的な企業経営を特徴づける経営者と労働者という二つの資質が結合され

た形で共存していたことになる。こうした孤島でのロビンソンの思考と行動に特徴づ

けられる人間的資質を持つ人々を、「ロビンソン的人間類型」とするのである。 

このような合理的で経営的な思考と行動の様式を持つ「ロビンソン的人間類型」を

評価し、そこで見られた目的合理的思考を超えて、形式合理的思考という言葉を使っ

てさらに高い評価と分析を示しているのが、社会学者として著名なマックス・ウェー

                            

るような連中か、さもなければひどく野心的な、金と運に恵まれた連中かそのどちら

かなのだ。こういうことはおまえなどの手の届くことでも無いし、またそこまで身を

落としてやるまでのことでも無いことなのだ。つまり、おまえの身分は中くらいの身

分で、いわば下層社会の上の部にいるという訳なのだ。自分の長年の経験によるとこ

のくらいいい身分はないし、人間の幸福にも一番ぴったり合っている。」 
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バー（Max. Weber）であったということができる 161。一般的に思考と目的の目的合理

性とは、目的と手段の関係を形づくる手法として、手段の選択をより的確な拠り所と

なる因果関係を正確に、そして明確に捉えている状態であることを示していることは

よく知られている。ウェーバーはそうした目的合理性の概念を超えて、形式合理性と

言う概念を指摘するのである。そこには目的合理性の内容に加えて、色々な事象を数

理的あるいは数学的な視点から捉えることによって、事象に対する的確な判断にとど

まらず、的確な予測を可能にし、目的を実現するための能力と効率をより高水準に高

めるという結果をもたらすものであった。具体的には、形式合理性は、歴史上におい

て企業簿記の出現や近代の法論理の基礎であるとともに、科学や技術的な思考として

も応用され、近代文化の重要な特質であり原理であるとされていることは周知のとこ

ろである。 

それでは、ウェーバーの言う形式合理性の思考と行動の原理が、ロビンソンの孤島

での生活のどのようなところに見ることができたのであろうか。ロビンソンは孤島に

漂着後すぐに、船から持ってきたインクや紙を使って日記をつけ、毎日の記録を正確

に記しているのである 162。加えて、日時計を作り、時間を正確に知ることから、まさ

に形式合理的な時間の観念を持っていたことは、古代以来の星占い的観念とは相違し

た近代的な自然科学に基づく観念と本質的に同じものであったと言える。こうしたロ

ビンソンの思考と行動は、孤島に漂着した一年後に、その 1年間の生活を振り返り、

何が自分自身にとってプラスであり、あるいはマイナスであるかを整理することか

ら、今日で言うバランス・シート（賃借対照表）を作り、損益計算をすることから、

プラスの方が多いことを確認して、神にこれだけの儲けがあったとして感謝をしてい

                            

161 Max. Weber（1864～1920）：19世紀から 20世紀初頭に活躍したドイツの社会科学

者。著書には、『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精神』や『儒教と道

教』、『古代ユダヤ教』などの比較宗教社会学、さらには、『支配の社会学、『社会

学の基礎概念』、『法社会学』など後に『経済と社会』としてまとめられる膨大な研

究を残している。 

162 D.クルーソー著（平井雅穂訳）『ロビンソン・クルーソー』pp.97-98. 
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るのである 163。まさに形式合理的な基礎付けの上で、神に感謝するということは非常

に興味のあることと言える。 

こうしたロビンソンの孤島での生活は、彼の思考と行動の様式に見られた目的合理

性とそれをより数理的に確実なものにする形式的合理性という特徴を持っていたこと

が指摘されるのではある。その特徴の背景にはそれまでの商人を中心とした経済社会

での非合理性からの解放願望が存在していたことが「ロビンソン的人間類型」を形づ

くる重要な視点であったと言うことができる。すなわち、（１）初期資本主義を特徴

付けてきた一か八かの一攫千金を目指す投機的かつ非合理的な冒険的性格を帯びた商

人の活動が、歴史的に重要な経済活動への営みとして一般的であった時代に、孤島に

おけるロビンソンの生活は、そうした冒険商人的な非合理性から全く解放されていた

という点、（２）初期資本主義を代表した冒険商人の商業活動は、歴史的な経緯の中

で形作られてきた伝統主義的な思考と行動の様式を基盤としていたのであるが、ロビ

ンソンの孤島での生活は、近代資本主義になるまで歴史上未だ見られない、そうした

伝統主義的な非合理性からも解放されていたという点である。 

こうしたデフォーによる『ロビンソン・クルーソー漂流記』が書かれた時代は、い

まだ冒険商人的な伝統的で非合理的な活動に強い憧れが残っていた一方で、イギリス

とアメリカ植民地にいわゆる中産的生産者層が出現したり、移民したりすることか

ら、孤島におけるロビンソンのような合理的な思考と行動を取る人々が経済社会の中

で、次第に決定的な部分を占め始めた時でもあった。まさに「ロビンソン的人間類

型」に分類される人々であったが、冒険的商人による目的達成の方法のように、でき

る限りの正確な予備知識や将来への合理的予測もなく、一か八かの一攫千金に賭ける

という投機的・非合理的な行動に出るのではなく、あらゆる条件を詳細に調査・観察

                            

163 D.クルーソー著（平井雅穂訳）『ロビンソン・クルーソー』pp.154-157. 

 「2年目の 9月 30日には、前年どうりに厳粛に一日をおくった。自分の孤独な境遇

に与えられた多くの恵みを深く心に銘じ、謙虚と感謝の念に満ちあふれた心を持って

この 1日を暮らした。3年目の 9月 30日には、Ⅰ年目のようにこの年のいろいろな仕

事のことをくどくどと述べる気は無い。ただ大雑把に言えることは、この年のも決し

て怠けるどころでは無かったということ、つまりその日その日のいろいろな仕事に応

じて規則正しい日課を作って懸命に働いたということである。」 
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し、分析することから得られた合理的予測を基礎に行動する人々であったと言える。

しかしながら、いかに詳細に調査・分析したとしても、将来を完全に予測することは

不可能であり、そこには必ず不確実性が存在することが避けられないとすれば、そう

した未知の部分に対しては冒険をすることにならざるを得ない。言い換えれば、投機

的・非合理的な行動は行わないが、必要不可欠な冒険は行うと言うのが「ロビンソン

的人間類型」に見られる思考と行動の合理性と言うことができるのである。 

以上のような歴史的経緯を背景とする時、資本の私的所有や自由競争を基礎とした

金儲け、すなわち利潤の追求を求める経済社会を資本主義とすれば、資本主義は商人

や金融業者による投機的かつ冒険的な行動が金儲けの典型を示すものであることか

ら、非常に古い時代から、どの国のどこにでも存在していたと言える。しかしなが

ら、近代資本主義、すなわち近代ヨーロッパやアメリカに端を発する今日の現代資本

主義の源流を特徴付ける基礎になった厳密な意味での資本主義は、全くと言っていい

ほどその内容や様式に相違が存在していたことが理解できるのである。 

例えば、利潤の追求を意味する金儲けは、金儲けとしては一見同じように見ること

ができるのではあるが、正確な記録に基づく合理的な簿記、特に正確な原価計算の実

行、それに伴う結果としての合理的な予測と判断（意思決定）などを踏まえた生産経

営を不可欠の要素とすることであった。これこそが近代特有の合理的な企業経営に独

自の資本主義であり、後の産業革命以降の経済社会を牽引し、資本主義の存続と継続

を可能にさせることになったと言える。まさに、こうした近代的な産業（経営）資本

主義が確立されるまで、商人の思考と行動に基づく根本的に伝統的で非合理的な特徴

を持った資本主義が存在したのであり、それを大きく変革することになったのが、

「ロビンソン的人間類型」であったと言える。この「ロビンソン的人間類型」が現実

の歴史の中でどのような役割を実際に果たしたのかと言うことになれば 164、（１）ロ

ビンソン的人間類型以外の人々（特に商人階級）の投機的かつ伝統主義的な非合理性

が多分に存在する経済社会の中で、ロビンソン的人間類型に基礎を置いた中産的生産

者層が近代資本主義を代表する合理的な産業経営を生み出す源泉となったこと、

（２）生産企業の経営が成長するためには、資本が必要とされるのであるが、冒険商

                            

164 大塚久雄著『社会科学における人間』pp.59-62. 
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人的な人間類型の人々による商業資本の産業資本化ではなく、資金の産業への自生的

投下が社会的な動向へと促進することになったのも、ロビンソン的人間類型が社会的

投機の領域にまで拡大し、確立したこと、（３）さらに、簿記や原価計算や損益計算

による数理的な裏付けによる経営者の思考や行動に止まらず、そうした経営者の思考

と行動による技術や合理的な経営計画に従って、労働を行う資質と能力が労働者にも

求められるのであるが、「ロビンソン的人間類型]が近代の産業経営に対して、経営者

だけでなく、労働者にも「訓練された」資質が基本的に不可欠であることを認識させ

たことなど、歴史上において資本主義の自主的な発展を押し進めるという重要な役割

と意義をもったと言える。その意味では、デフォーの『ロビンソン・クルーソー漂流

記』に描写されたロビンソンの思考と行動は、近代資本主義が形成される歴史的源泉

を示していたと言えるのである。 

 

第 2 節 近代的資本主義の確立と「資本主義の精神」―「プロテスタンティズムの倫

理と資本主義の精神」を中心としてー 

1.マルクスの資本主義観とロビンソ的人間類型への評価 

近代資本主義の源泉として、「ロビンソン的人間類型」の台頭と拡散を指摘してき

た。ロビンソン的人間類型とは、いわば経済生活の中で、それまでの冒険的で、非合

理的な思考と行動とは相違した、まさに計画的で合理的な思考と行動をするタイプの

人間のことであったと言える。そうした人々が相互に関連をもって形成する社会現象

とも言えるものが、一般的に資本主義と称される近代社会の経済現象であることは否

定できない。しかしながら、この「ロビンソン的人間類型」を中心に形成される経済

行動や経営行動には、目的に対する目的合理性や形式合理性という思考と行動が明確

に理解できる反面、資本主義経済社会の矛盾や貧困・不平等といった指摘や批判を生

み出す根本的要因とも言える利潤性の概念には、ほとんど触れていないと言うよりも

存在していたとは言えないものであった。この点に関しては、資本主義経済を詳細に

分析し、その矛盾や弱点を指摘することから、その崩壊と社会主義経済社会台頭の必

然性を予言したマルクスでさえ、デフォーの『ロビンソン・クルーソー漂流記』に高

い評価を示していたことからも理解できるのである。大塚久雄教授は、マルクスが
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『資本論』第 1部第１章の第四巻「商品の物神性とその秘密」165で、ロビンソン物語

を引き合いに出して評論していると指摘している。それでは、一般的には利潤の追求

を資本主義の本質として認識するのが通常であるにもかかわらず、その近代資本主義

形成の源泉とされる「ロビンソン的人間類型」をマルクスはどのように理解し、評価

していたのかを、大塚久雄教授の指摘を基礎にその内容を概観することにしたい 166。 

マルクスによれば、資本主義社会とは、それが自然発生的分業という基盤の上に成

り立ったことから、本来人間の活動であり、人間と人間の社会関係である経済現象が

あたかも物質自体の動力、いわゆる物と物との社会関係として認識されるといった逆

転した形で理解されているとしている。この自然発生的分業が意味するものは、社会

的分業であり経営の内部に見る職能分化や作業分業の関係ではなく、社会における

様々な労働がどのように職業的に分割され、遂行されているかといった職業的分業関

係であった。加えて、「自然発生的」が意味するものは、例えば、第 2章ですでに指

摘したような社会全体の規模で、あらかじめ政府によって計画的に政策決定され、そ

こに諸個人が計画的にかつ適切に配置されるということではなく、自然の成り行きの

中で、諸個人の能力と機会に従ってそれぞれの職業につくということである。こうし

た自然発生的分業は社会主義社会での計画的かつ強制的に分業化されたものではな

く、偶然的な事情と能力によって諸個人に与えられたものを分業的職業として受け入

れ、その中に没頭するという職業分化であったと言うことができる。そうした自然発

生的な分業を基盤とする資本主義社会では、当然ながら諸個人の意思決定が行われる

のではあるが、現実的には自然の成り行きで自主的に出現する職業分化が進めば進む

ほど人間諸個人にとって自分たちが社会全体の中で、どのような人々とどのような関

係や割合で、この職業に配置されているのかはほとんど理解できないだけでなく、自

                            

165 大塚久雄著『大塚久雄著作集、第十二巻：社会科学とウエーバー的方法』岩波書店

（1986）p.73.   「物神性」の物神とは、わかりやすくいえば偶像のことです。商品

は偶像崇拝の愚像と同じ性質を持って、人間の手で作られたものであるのに物象化現

象の中におかれると、偶像と同じように転倒した性格を示すことになる。つまり、商

品が一人で動いており、そして人間たちはその動きに支配されているように見えるこ

とをいう。 

166 大塚久雄著『大塚久雄著作集、第十二巻：社会科学とウエーバー的方法』pp.79-

81. 大塚久雄著『社会科学における人間』pp.96-104. 
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分にとってはさほど問題とならないことになる。すなわち、個人として理解できる範

囲は自分達周辺の関係者といった狭い範囲に限られ、社会全体の職業分化や配置の全

体像とはさしあたり無縁のものとなる。ここに共同体社会の崩壊と新たな利益体社会

への移動を促進させる原因の一端を見ることができるのである 167。そして、人間諸個

人の経済的活動は「物象化」の現象を引き起こし、人間の営みであるものが物の動き

のように、さらには人間と人間の関係が物と物との社会関係のように見えてくること

から、「独自な、人間の意欲や行動から独立な、いなこの意欲と行動をまず支配する

ような一系列の位相と発展段階をたどる」168として客観的な過程の様相を示す経済現

象の需要と供給、物価、利子、景気の変動などに見られる様々な規則性や法則が指摘

されることになるとしている。こうした資本主義社会の特性が商品生産を中心とする

近代資本主義社会に内包化され、拡大発展することから現代資本主義に至って、そう

した特性の極点に達していくことは周知のところでもある。 

さて、以上のようなマルクスの資本主義観を踏まえた上で、マルクスの『ロビンソ

ン・クルーソー漂流記』、すなわち「ロビンソン的人間類型」に対する評価を見て見

ることにしたい。マルクスはロビンソンの孤島での思考と行動に対して、（１）彼は

種々様々な生産的機能を必要不可欠としたのであるが、そうした生産的機能がロビン

ソン一人によって遂行されたことは、そうした生産的機能が人間労働の様々な様式に

すぎないことを理解していたこと、（２）ロビンソンは、そうした各種の生産機能を

結合するために労働時間をどのように配分すれば良いかを、仕事の困難さに依存して

いることを理解していたこと、（３）各種生産機能を結合する生産のためには、資源

と労働力をどのように配分し、結合すれば良いかを経験的に知っていたことなどを指

                            

167 栗田真造著『経営構造の類型的研究』pp.4-5.  

 「全体としての経営共同体の実在性が強力である限りは、その内部に生活する各成

員の自我意識は微弱であるが、その部分である個人の自覚が高まるにつれて、経営は

その原初的なあり方である経営共同体としての性格を失い、変わって個人と個人との

合理的な打算と計画によって意識的に作り出される。これを経営利益体と名づける。

経営利益体の持つ歴史的性格は近代資本主義の発達とその軌を一にするものであり、

とくに近代における代表的な企業形態である株式会社は利益体社会の典型である。」 

168 大塚久雄著『社会科学における人間』p.86 
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摘している 169。すなわち、ロビンソンは経験から生活を維持するに必要な財貨を生産

するには、どのような作業にどのような資源をどの程度の割合で投入すべきか、ま

た、そこにどのような労働を、どのような割合で配分すべきかを知っていたというの

である。孤島でのロビンソンの思考と行動には、自然発生的分業を基盤として成り立

つ社会に特有の経済現象である真実の姿を示すものを、本質的かつ基本的な事実とし

て見ることができるだけでなく、そこには価値に関する本質的な諸規定が全て含まれ

ていたとしている。言い換えれば、マルクスは、「ロビンソン的人間類型」の中に、

物的資源と人的資源の配分と結合という事実こそが、実は人間の経済活動が存在する

ところでは、どこにでも見ることのできる事実であり、この資源配分をめぐって行わ

れる人間と人間の間での社会的行動とその軌跡が、どのような社会形態のものであっ

ても、経済現象の本質をなす事実そのものであるとして、「ロビンソン的人間類型」

を捉えていると言うことができる。 

経済現象の本質が資源配分にあるという考え方には歴史的に長いものがあるのに加

えて、資源配分が行われる社会は、資本主義社会に限らず、社会主義社会つまり全社

会的規模のもとで計画的な経済が行われる社会にも存在することになる。ロビンソン

のように孤島でのただ一人だけの社会から、集団を形成して生産する諸個人による社

会も存在することになるのであるが、生産は常にその裏側に分配の問題を伴わざるを

得ないことから、マルクスは「ロビンソンの労働に見られるような諸特徴がやはり単

純明快な形で社会的に反覆されることになる」170と、全てが資源配分の問題であり、

ただ発展段階の相違に応じて、その資源配分の原理を異にする社会的形態をとること

になると、結論付けているのである。 

 

2.プロテスタンティズムの精神と経営者・労働者の価値観の変容― 

                            

169 大塚久雄著『社会科学における人間』pp.98-99. 

170 大塚久雄著『社会科学における人間』pp.100-101. 

  大塚久雄著『大塚久雄著作集第十二巻：社会科学とウエーバー的方法』p.82. 
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さて、資本主義社会における経済現象の源泉を「ロビンソン的人間類型」の思考と

行動に求めてきたのであるが、マルクスさえもが「ロビンソン的人間類型」の思考と

行動を、経済的価値に関する本質的な諸規定を全て含んだ基本的なものとして評価し

ていたことを指摘した。しかしながら、経済社会を歴史的視点から見る場合、原始経

済、封建経済、そして資本主義経済、その後に出現する社会主義経済といった発展段

階を異にした様々な経済社会の諸形態が姿を現すことは周知のところである。とすれ

ば、資本主義経済社会はそうした経済諸形態の一つである歴史的な事実にすぎないと

言うことになる。とすれば、資本主義以外の経済社会の諸形態を支えている人間類型

も全て「ロビンソン的人間類型」であり、言い換えれば「ロビンソン的人間類型」は

歴史的に見ても、全ての時代に共通する人間諸個人の思考と行動の様式を示したもの

と考えることができるのかと言う疑問が出てくることになる。資本主義社会に限ら

ず、様々な社会の諸形態が相違する形や内容で存在したことを考えれば、当然ながら

「ロビンソン的人間類型」が本質的な諸規定を持っていたとしても、そのほかの相違

する人間類型が存在すると考えたほうが妥当であると思うのである。ここに資本主義

社会においてさえ、「ロビンソン的人間類型」の思考と行動に、その実践を実行させ

る際に他の経済形態には見られなかったあるいは相違する何かが存在するのであり、

存在する必要があることになる。その何かが思考と行動を結合させることによって、

より独自の人間類型を展開して行くことから、資本主義経済社会が変容し、発展し、

存続することが可能になった原因とも言えるのである。 

例えば、中世の封建経済社会における経営の理念と目的は経済的伝統主義、すなわ

ち慣習に基づく生計の維持を基盤としてきた。こうした封建体制の崩壊が、経済社会

における資本の蓄積を促進させる大きな契機となったことは否定できない反面、必ず

しも非合理的な伝統主義を打破し、すぐさま合理的な近代資本主義を生成させること

になったことを十分に説明できないことは言うまでもないことである。経済社会の歴

史的な発展過程からもわかるように、資本主義経済体制自体も長い時間を経過しなが

ら形成されてきたのであるが、実際にはイギリスやアメリカのように比較的に早いス

ピードで発達した国と、イタリアやスペインといった発達の速度が比較的に遅れた国

が存在したことは事実である。マックス・ウェーバーがこうした経済現象の発展段階

の相違は偶然のことではなく、そうした歴史的相違をもたらす重要な事実要因として

「プロテスタンティズムの倫理」という言葉を指摘することから、人間諸個人の思考
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と行動を結合させる精神（エートス）を形作り、経済活動を遂行する人間の「宗教へ

の信仰心による経済生活に対する価値観」の相違に求めたことはよく知られてい

る 171。すなわち、歴史的に古くは 16世紀のヨーロッパで、宗教改革が起こり、カト

リック教会から離れてプロテスタントと呼ばれる新しい宗派が出現する歴史的出来事

はよく知られている。この新しいプロテスタント達が心の拠り所とする宗教的エート

スこそが、プロテスタンティズム、厳密には禁欲的プロテスタンティズムと呼ばれる

ものであった。ただ、同じプロテスタンティズムに属するとされる集団の中でも、禁

欲的色彩が少なかったり、ほとんどないようなルター派に対して、禁欲的な色彩が強

い二つの流れにカルヴィンニズムと洗礼派と呼ばれる宗派が存在していた 172。こうし

た宗教改革後の諸宗派の状況を背景として、当然のことながら、従来のカトリックの

影響力の強い地域よりも、カルヴィニズムいわゆるプロテスタントの影響力の強い地

域においてより資本主義経済体制の発展を顕著に見ることができたのである。そこで

の「ロビンソン的人間類型」を源流とする目的合理的な経営と労働を、特に人々の内

的・心理的な側面に重点をおくことから、思考と行動を結合させ、促進させた「資本

主義の精神」173と呼ばれるものが、近代資本主義の発生とその後の資本主義の発展と

継続を可能とするのに、重要な要因ともなる価値観の形成をもたらせることになった

                            

171 マックス・ウェーバー著（中山元訳）『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精

神』日経 BP 社（2010）pp.94-95. 「新しいスタイル」の実業家には、損失をこうむ

っても冷徹に事故を制御でき、道徳的および経済的な破綻を防ぐことのできる強固な

性格が必要である。こうした革新者には、明晰なまなざしと実行力と断固とした顕著

な「倫理的な」資質が備わっていなければならないとしている。 

172 大塚久雄著『大塚久雄著作集、第八巻：近代化の人間的基礎』pp.404-420. 

 ルッターとカルヴアンに関する宗教と近代社会との関連に関しては、Ⅲ章の「ルッ

ターの背景」と「ジャン・カルヴァン」を参照。 

173 大塚久雄著『社会科学における人間』p.154. 

  大塚久雄著『大塚久雄著作集、第八巻：』近代化と人間的基礎』pp.446-447. 

   「マックス・ウエーバーが「資本主義の精神」という言葉で表現する根源的事態

は、それは営利欲でも無く、また営利心一般でもない。極端に言えば、営利の「倫理」

であり、いわば営利遂行のためにはあらゆる人間的・感性的な欲求を押さえつつ総てを

捧げるところの禁欲的・倫理的態度、あるいはそうした近代西ヨーロッパに特有な倫理

的雰囲気なのである。」 
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のである。それゆえ、「資本主義の精神」とカルヴィニズムに代表されるプロテスタ

ンティズムの宗教的エートスとの間には、より深密な相関関係が存在していることが

指摘されるのである。 

すなわち、宗教改革によって生まれた禁欲的プロテスタンティズムと「ロビンソン

的人間類型」の源泉とされる中産的生産者層が独自の特性、具体的にはプロテスタン

ティズムの信仰自体の深みから湧き出る内面的形態と、中産的生産者層の社会的・経

済的な利害環境条件からの外面的形態が互いに影響し合って、それまでにない特有と

も言える新しいエートス（精神）、すなわち「プロテスタンティズムの倫理」を生み

出したことが主張されるのである。それでは、そうした新しいエートスが、逆になぜ

カトリックの教義から生まれたものではなかったのか。プロテスタンティズムとはど

こに相違が存在していたかと言う疑問が当然に湧き上がることになる。そこで、プロ

テスタンティズムの倫理を構成する顕著な特徴というものを整理すれば、概略以下の

ようなものを指摘することができる。 

第１に、禁欲的プロテスタンティズムのエートスは、非常に強い反営利性、より具

体的には反商人的、反高利貸的な色彩を帯びていたことが指摘される。中世のカトリ

ック教会は利子を禁止していたのではあるが、カルヴィンは利子の取得を認めたこと

が知られている。しかしながら、その利子に対する実行姿勢には「建前で禁止する」

という立場と「ほとんど禁止する」という現実社会での相違には明確なものがあった

ことが確認されている。 

第２に、禁欲的プロテスタンティズムの特徴として指摘しなければならないもの

は、非常に強い隣人愛への実践思考であった。しかも、この隣人愛の内容そのものが

歴史的に見てこれまた非常に特殊的な姿をとって実践されたことである。その背景に

は、プロテスタンティズムの宗教的予定説が存在していたとされる 174。予定説によれ

                            

174 大塚久雄著『大塚久雄著作集、第八巻：近代化の人間的基礎』pp.404-405. 

  「預定」の説教といえばジャン・カルヴァンを想起する。「神は己が栄光を顕さ

んとして、世界の礎がなる前に、自らの意思によってある人々を永遠の生命に預定

し、多の人々永遠の死滅に預定した。」それは「すべて神の自由な恩恵と愛」に基づ

くものである。「神への服従こそ真の自由」である。これが「預定」の教説の基本的

論点である。 
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ば、人間が死後救済されるかどうかは、あらかじめ決定されている。ところが、神の

意志を知ることは不可能であることから、人間が死後救済されるかどうかをあらかじ

め知ることも不可能である。こうした宗教的予定説の影響によって、人間諸個人が救

済されないかもしれないという恐怖心から、「神によって救われている人間ならば、

神の御心に適うことを行うはずだ」という論理に到達することになったのである。こ

うした予定説が人間の経済的価値観に大きな影響をもたらし、そこから欲望、浪費、

贅沢といった行為を一切禁じて、信仰と労働、すなわち神が定めた天職にひたすら奉

仕するというエートスを形成したのである。 

こうして禁欲的プロテスタンティズムの人々は、隣人愛の実践によって自分たち自

身が神によって救われる証としたいという願望から、隣人愛の実践思考を異常に強く

認識していたのである。そうした実践思考を持ったプロテスタンティズムの人々の多

くが中産的生産者層に属していたことが、隣人愛の内容に特殊な社会的意味と経済的

意味を与えたと言えるのである。すなわち、様々な商品を生産して市場に供給する職

人と農民から構成される中産的生産者層にとって、隣人が本当に必要とし、手に入れ

たいと思っているものをできるだけ良質で、できるだけ安価に供給することをまずは

実践することこそが隣人愛の実践内容であると考えたのである。 

第３に、禁欲的プロテスタンティズムの特徴を端的に指摘するものが数理化的傾向

である。ロビンソン的人間類型で示された数学的あるいは数理的思考と行動は、対象

の操作やその効率性を重んじることから、ますます合理的かつ経営的になっていった

ことはすでに指摘したところである。その原因の一つは個人と言っても、禁欲的プロ

テスタンティズムの担い手が中産的生産者層であったことが、従来の伝統的で非合理

的な環境から分離されていたことから合理的な思考様式を受け入れ、さらにそれを発

展させるのに都合の良い経済的・社会的環境、すなわち農村社会にあったことであ

る。そして、そうした環境が開かれた性格と生活そのものの必要からあらゆるものを

できる限り計算し、そして合理的に物事を考え、遂行しようとする合理主義を受け入

れ、かつ育成するのに、都合の良い環境であったと言える。 

以上のような禁欲的プロテスタンティズムの特徴が、歴史的な経済的・社会的環境

の中で、出会い結びつくことから「世俗内的禁欲」と呼ばれるエートスが形作られ、

それが近代的資本主義の形成と発展を支える「資本主義の精神」へとつながっていた
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といっても過言ではないと言える。そうした所に、カトリックの教義から生まれた

「世俗外的禁欲」と呼ばれるものとは相違したエートスを見ることができるのであ

る。 

 

3.プロテスタンティズムの倫理と「資本主義の精神」 

近代資本主義経済社会を特徴付ける源泉を、「ロビンソン的人間類型」に求め、そ

うしたロビンソン的人間類型を現実の経済社会の中で実践させる要因として、プロテ

スタンティズムの倫理が結合することを、中産的生産者層を中心に置いて説明してき

た。こうした新しい人間類型の出現と存在が重要な現象的事実であることは否定でき

ないのであるが、それだけにとどまらず、そうした人間類型がもたらす思考や行動様

式を内面から支える、あるいは促進させる意識形態、社会形態、特に倫理意識の問題

を結合したものとして指摘したのが、マックス・ウェーバーの言う「エートス論」で

あったことは、宗教社会学の分野に限らず、よく知られたところでもある 175。このマ

ックス・ウェーバーの「エートス論」は、近代資本主義は言うに及ばず、現代資本主

義の特徴でもあり、問題点となる企業の利潤性と社会性の関係を理解する上で、非常

に有益な概念と言うことができる。経済とか、社会といった人間の内面から湧き出る

内的・心理的な側面により重点を置いた人間類型論を展開とするところから、「資本

主義の精神」というエートスが生まれ、近代的資本主義経済が発生することになるこ

とが指摘されるのである。まさに、この「資本主義の精神」はイギリス、後にはイギ

リスの植民地であったアメリカで生まれてくる過程で、「プロテスタンティズムの倫

理」、より正確的には「禁欲的プロテスタンティズム」に内在的に関連した宗教的エ

ートスから、重要な要素を吸収し、現象化されたということができる。こうした近代

資本主義生成の根幹を発生史的に指摘したのがマックス・ウェーバーによる「プロテ

スタンティズムの倫理と資本主義の精神」であることはよく知られている。そこでマ

ックス・ウェーバーの論文を基に、「資本主義の精神」とは何かをもう少し詳しく見

                            

175 大塚久雄著『大塚久雄著作集、第八巻、近代化の人間的基礎』pp.446-448. 

  「エートス」とは、倫理的雰囲気あるいは倫理的諸特性のことであり、それが営

利「心」と立体的に結びつき包含されているものが「資本主義の精神」である。 
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ておくことにしたい。その際に、「資本主義の精神」に対するルヨ・ブレンターノ

（Lujo.Brentano）の批判を比較対象としながら整理することにしたい。 

 

（「資本主義の精神」と「資本主義精神」の相違） 

「資本主義の精神」とは何かを整理する前に、その特徴や特異性をより理解するた

めに、ルヨ・ブレンターノの批判を比較対象として概観することにしたい。ブレンタ

ーノは、ドイツの新歴史学派の経済学者であり、「ピューリタリズムと資本主義」と

いう論文によって、ウェーバーの論文を批判している 176。その中で、ブレンターノは

ウェーバーの「資本主義の精神」という表現ではなく、「資本主義精神」という言葉

を使用していることからも、考え方に大きな相違が存在している。ブレンターノの批

判内容を非常に簡略化して整理すれば、次のように指摘することができる 177。 

① 資本主義は利潤の追求を目的とした経済である。それゆえ、資本主義経済を作り

出したのは資本家であり、正確に言えば企業家である。 

② 資本主義経済社会において、「最大限の利潤を獲得しようとする努力」へと駆り

立てる精神、言い換えれば、貪欲こそが「資本主義精神」の本質である。 

③ 「資本主義精神」はキリスト教からきたものではない。キリスト教自体が営利欲

を推奨したとか、金儲けをしなさいとか、欲深みになりなさいとかを教えたこと

                            

176 大塚久雄著『社会科学における人間』pp.116-120. 

  大塚久雄著『大塚久雄著作集、第十二巻：社会科学とヴェーバー的方法』pp.94.  

ヴェーバーの所論に対しては反対が非常に多かったといわれる。特に、経済学者や歴

史学者の間での反対が多かった。その反対の論旨はほとんどが同じものであり、その

原型をなすものは、ドイツの新歴史学者として有名なルヨ・ブレンターノの批判の諸

論文特に「ピュウリタニズムと資本主義」だといえる。 

177 大塚久雄著『大塚久雄著作集、第十二巻、社会科学とヴェーバー的方法』pp.94-

98.  

  大塚久雄・安藤英治・内田芳明・住吉一彦著『マックス・ヴェーバー研究』岩波

書店（1973）pp.101-119. 
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はない。逆に、中世のカトリック教会は、利子を取ることや暴利を貪ることを禁

止し、取り締まっていた。 

④ 宗教改革の後、プロテスタントの教会が従来のカトリックの宗教的束縛から解放

され、自由に羽を伸ばした結果、宗教的束縛などものともしない自由な営利欲の

芽生えが「資本主義精神」であり、それが資本主義を作り上げることになった。 

⑤ 資本主義経済の特徴を、営利経済、利潤追求の経済であるとすれば、資本主義経

済は、宗教改革よりも、さらに以前から存在していることになる。メディチ家な

どのフィレンツェの商人活動がそれに当たるとすれば、資本主義の方が、それを

生み出し、形成させたことになったとする「資本主義精神」の出現よりも先とい

うことになる。 

このようにブレンターノは、近代の資本主義経済が基盤としている原則は営利であ

り、資本主義は利潤追求を本質とした経済であると考えている。そして、資本主義経

済を作り出してきた人々は資本家であり、正確には企業家たちであり、そうした人々

の心の中に存在するものこそ営利欲である。ブレンターノは、この営利欲を「最大限

の利潤を獲得しようとする努力」へと駆り立てる精神である貪欲こそが「資本主義精

神」の本質であると考えていたと言える 178。 

こうしたブレンターノによる批判は今日の資本主義経済を基礎とする時、しごく妥

当な内容であり、理解することに何の抵抗もないもののように思われる。企業の目的

が利潤の追求であり、利潤性をその本質とし、社会性はその補完的存在であることも

しごく自然なことであると言える。ところが、ブレンターノが「資本主義精神」とし

て批判したウェーバーの「資本主義の精神」は、用語の相違以上に意味する内容に大

きな相違が存在していたのである。そこで、ブレンターノの批判を踏まえながら、ウ

                            

178 大塚久雄著『大塚久雄著作集、第八巻：近代化の人間的基礎』p.113. 

  「およそ資本主義は歴史上商業とともに始まり産業に根を下ろすにいたるのであ

って、どの時代の資本主義も本質上の差別があるわけでは無く、近代の資本主義はそ

うした古来からの資本主義が自由に成熟した姿に他ならない。したがって資本主義の

精神もまた、古来からの資本主義の「精神」が自由に成熟した姿に他ならなかったの

である。」 
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ェーバーの「資本主義の精神」とは何かを同じように整理し、列記することにした

い 179。 

① 「資本主義の精神」の担い手には、資本家と労働者、正確には企業家と賃金労働

者の双方が含まれる。ブレンターノの場合は資本家（企業家）のみで、賃金労働

者は含まれていない。 

② 担い手に関して、さらに拡大して考える場合「資本主義の精神」の担い手には、

小生産者層である商品生産者としての農民や職人が含まれる一方で、「資本主義

精神」の担い手には、商人が含まれることになる。 

③ 「資本主義の精神」の本質は、営利欲とか最大限の利潤を追求することではな

く、ある一つの特有なエートスである。すなわち、近代資本主義の基盤でもある

土台を形成する企業経営とその合理的組織を作り上げた人々、それが資本家であ

れ、労働者であれ、全ての人が共通に抱いていたエートスのことを意味してい

る。 

④ 労働者が担い手である場合の「資本主義の精神」とは、ウェーバーによる産業労

働調査が示したように 180、伝統主義のエートスの中で生きている限り、近代的、

合理的な産業経営は発達しづらく、合理的産業経営の建設に対して積極的に反応

するエートス、すなわち「伝統主義」にとらわれず、「ロビンソン的人間類型」

を内面から支え、突き動かすエートスを意味している。 

                            

179 大塚久雄・内田芳明・安藤英治・住吉一彦著『マックス・ヴェーバー研究』

pp.101-119. 

  大塚久雄著『社会科学における人間』pp.120-129. 

180 大塚久雄著『社会科学における人間』pp.125-127. 

  ヴェーバーは早くから産業労働の調査を行っており、その調査の中から今のポー

ランドにあるシュレージェンの農業労働に関する事実を基礎に「資本主義の精神」が

一つの特有なエートスであるという意味を説明している。すなわちシュウレージェン

の農業労働者のエートスは「伝統主義」とも呼ぶべきエートスであり大きな相違があ

ることを示している。 
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⑤ 資本家が担い手である場合の「資本主義の精神」とは、従来の商人たちを突き動

かしてきた貪欲、営利欲が、近代資本主義とその中核を占める産業経営を形成し

たのではなく、そうした商人に対して強い敵対関係を持った中産的生産者層を内

面から動機付けたエートスを意味している。中産的生産者層は「ロビンソン的人

間類型」の思考と行動の典型的な持ち主であり、そうした思考と行動を内面から

押し動かす。それも伝統主義から完全に解放され、その形跡をも残さないような

合理主義的なエートスを持った人々である。この中産的生産者層が徐々に近代資

本主義の発展と共に資本家ないし産業企業家と残された人が賃金労働者とへ分化

することから、それぞれの階層の中核を形成することになる。 

⑥ 「中産的生産者層」は手元に蓄積された貨幣と資金を、従来の商人のようにぼろ

儲けすることを目的として商業活動などに投機するのではなく、当時としては堅

実な産業経営の建設に振り向ける思考と行動を押し進めるエートスを持ってい

た。「資本主義の精神」とは、単に資本家を担い手とする精神というのではな

く、中産的生産者層のような小ブルジョア的な小経営者達を内面的に支え、行動

させる精神である。 

⑦ 「資本主義の精神」は、隣人が本当に必要とするもの、手に入れたいと思ってい

る財貨を生産し、供給する。それも正常価格で供給して得た適正な利潤を手に入

れることは、貪欲の罪ではなく、倫理的に善行であるとしている。すなわち、隣

人愛の実践で得た事後的な利潤は、商人達による投機的な暴利や高利貸ではな

く、利潤の獲得そのものが隣人愛の実践の後で、事後的に判明することから、利

潤そのものは隣人愛の実行の度合を判定する基準でもある。それゆえ、こうした

形での利潤の追求は、倫理的な義務と考えることができる。 

⑧ 「資本主義の精神」は、隣人愛の実践を強調するとともに、その実践のための日

常における仕事への献身さを要求している。金儲けではなく、仕事そのものに全

力を尽くすことが大事であり、その結果が利潤として現れてくることになる。そ

こには、隣人愛の実践という倫理的義務をもっとも効率的に、いわば目的合理性

に遂行するためにも、日常の仕事に励むだけでなく、無駄な浪費を抑え、蓄積し

た財貨を再投資に振り向け、慎重さと周到さを身につける徳性を重んじることか

ら、目的合理性の意義を重要視することになる。すなわち、「資本主義の精神」
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とは、伝統主義やそれに関連した非合理性から脱皮し、近代的で合理的な産業経

営の形成に適合した思考と行動の技能を身につけさせる方向に作用する内面的な

精神であると言える。 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ 「資本主義の精神」には、現実に二つの中心を持った楕円形のようなものであ

る。一つが「隣人愛の実践」という思考（社会性）に当たるもの、もう一つが

「結果としての利潤の獲得」という行動の評価基準（利潤性）に当たるものであ

る。禁欲的プロテスタンティズムのもとでは、この二つの中心のうち隣人愛の実

践を主目的とし、利潤の実現を副次的評価基準として相互に引かれ合いながら、

調和を保つものと考えられていた。「資本主義の精神」が隣人愛の実践を主目

的、その成果として獲得する利潤を副次的評価基準として、近代資本主義の形成

に、内面的な影響を与えることは、資本主義の本質は利潤の追求であるとするブ

レンターノの「資本主義精神」とは大きく相違している。加えて、資本主義経済

における企業の利潤性と社会性の相関を考える上でも、それまでとは相違する視

点の存在を意識することが必要であることにもなる。というのも、主目的である

隣人愛の実践にそれぞれの職業領域で、最善の努力をするのであるが、その努力

をいかにして認識するのか。その方法であり、評価基準となったのが事後的に発

生する利潤であり、その量であった。こうした隣人愛の実践と利潤との関係にお

いて、禁欲的プロテスタンティズムでの利潤の獲得が認められることになったと

言える。 

利潤の獲得 

副次的成果

 

隣人愛の実践 

主目的 

○ 
✕ 



 124 

⑩ 「資本主義の精神」には、近代資本主義を形成するのに重要な役割を果たした二

つの中心となる核が存在していた。その二つの要因が相互に引き合いながら、一

つになることは不可能なものではあることは認識しながら、禁欲的プロテスタン

ティズムの倫理を基礎に安定的な方向性が保たれるものと考えていたことは、先

に述べたところである。ところが、新約聖書に「神と富とに兼ね仕えることをえ

ず」という記述が存在するそうである。まさに隣人愛の実践という宗教的社会性

と、その社会性の実践と献身の成果である評価基準としての利潤量という利潤性

に求められた主目的と副次的成果の関係は、その調和を保つことはできなくな

り、目的と手段の関係、ここでは目的と成果の関係が逆転する可能性が潜在化し

ていたと言える。こうした逆転の潜在化を回避するために、「資本主義の精神」

の内容から金儲け（最大利潤の追求）という要素を取り除いた純粋の意味での

「資本主義の精神」エートスを「世俗内的禁欲」と呼び、それを生み出したもの

が、「プロテスタンティズムの倫理」であったということができる。 

以上のように、ウェーバーの「資本主義の精神」は、歴史的には 16世紀から 18世

紀にかけてのイギリスやアメリカに見られた合理的な価格メカニズム、正常価格シス

テムから成り立つ市場構造を作り上げ、それを土台として合理的な企業経営とその労

働組織を構築していく方向に、人々の思考や行動を推し進めていったエートス、すな

わち「ロビンソン的人間類型」の思考と行動を実践するエートスそのものであった。

そして「資本主義の精神」は、当初禁欲的プロテスタンティズムの信仰とその信仰の

担い手であった中産的生産者層を取り巻く経済的・社会的な外部環境との相互関係か

ら生み出されたことから、「世俗内的禁欲」という考え方が「資本主義の精神」にと

って不可欠な構成要素であった。ところが、中産的生産者層による生産規模の拡大と

利潤の私的所有の差は、次第に信仰との結合を失い、隣人愛の実践よりも、その判断

基準とされる利潤の方に目的が移り、営利そのものに重点が置かれて行くことになる

のである。こうした歴史的な経緯を持つエートスが「資本主義の精神」であり、近代

資本主義経済の形成と発展を推し進める源泉であったと言える。 

 

第 3 節 「資本主義の精神」が企業経営に与える歴史的意義と役割 
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こうした中産的生産者層を中核とした禁欲的プロテスタンティズムに見られる「世

俗内的禁欲」のエートスが、「資本主義の精神」として当時の経済活動の担い手であ

る経営者と労働者に新しい価値観を形成させることに大きく関連したことが、近代資

本主義経済体制の形成に大きな役割を果たしたと考えられる。プロテスタンティズム

の倫理が経営者や労働者の価値観にもたらした影響としては（1）利潤や富は罪でない

という価値観を提示したこと、（2）経営者に限らず、労働者にも目的達成について積

極的かつ計画的に行動することを促進させたこと、（3）世俗内の禁欲と節約という価

値観のもと職業倫理の思想を定着させたことなどを指摘することができる。 

 

1.利潤の追求と蓄積に対する価値観の変化 

これまでのカトリックが宗教的教義の中核としてきた経済社会の価値観では、利潤

の追求と蓄積による富そのものが罪悪の一種とされていたため、経営活動において利

潤を追求するという動機や刺激が大きく制限されていた。しかし、宗教改革後のプロ

テスタンティズムの倫理がそうした利潤に対する価値観に、従来とは異なる考え方を

提示したのである。例えば、ウェーバーが『プロテスタンティズムの倫理と資本主義

の精神』の中で、「富が危険なものと見なされるのは、怠惰な休息や罪深い生活の享

受の誘惑となる場合だけなのである。そして富の追求が危険なものと見なされるの

は、将来を心配なしに安楽に暮らすことを目的とする場合だけである。職業の義務を

遂行することによって富を獲得することは、道徳的に許されているだけでなく、まさ

に命じられているのである」181と述べているように、神に奉仕する目的で利潤や富を

獲得することは罪ではなく、それは人間の義務を果たした証拠なのである。とはい

え、プロテスタンティズムの倫理では、反営利性、反商人的行動という非常に強い色

彩を持っていたことも事実である。そこには既存の商業活動に顕著に見られた伝統主

義に対する批判が存在していたのであり、「ロビンソン的人間類型」の特徴を重視し

たことからもうかがい知ることができる。加えて、非常に強い隣人愛の実践志向を持

っていたことも重要であった。隣人愛の実践は、神の栄光を増大させ、その神によっ

                            

181 マックス・ウェーバー著（中山元訳）『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精

神』pp.419-420 
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て救われているという証を得たいと願望するプロテスタンティズムに特有の精神であ

ったと言える 182。それゆえ、プロテスタントの中核をなす中産的生産者層や農民は、

隣人愛の実践のために献身するためにも隣人が本当に必要とするものを良質かつ安価

に生産して市場に供給する行動を積極的に押し進めたのである。 

こうした市場経済での専心的な仕事が、暴利を貪るものでなく、隣人愛の実践に貢

献したかどうかは、仕事の成果として発生する事後的な利潤量で判断せざるを得ない

ことになる。それゆえ、利潤を生む仕事は善い仕事であり、結果として利潤の追求に

対する行動にも積極的な倫理的意味が与えられることになるのである。こうした利潤

や富に対する新たな解釈によって、経済社会における利潤への追求が善行として倫理

的にも解禁されるようになるのである。そして利潤に対する価値観の変化は経営活動

の重心を従来の熟練職人による「使用価値の創造」から販売を前提とした「交換価値

の創造」へと移行させる原動力となり、近代資本主義経済体制の基盤となる市場経済

の形成へと大きく前進させることになったと言える。 

 

2.生産活動における伝統的非合理性に対する価値観の変化 

プロテスタンティズムの倫理が経営者と労働者の価値観にもたらせたさらなる影響

が、利潤を生み出す仕事への積極的かつ計画的な行動を取る目的合理性の行動にあっ

た。これまでの経済社会における商人的非合理性を持った伝統主義の制約の中で、生

産活動に従事してきた小生産者は目の前に現れる経済的機会や危機に対して全くと言

っていいほど積極的に対応することなく、投機的に思考し、行動する傾向が強かっ

た。ところが、プロテスタンティズムの倫理の浸透と実践に伴う結果として、そうし

た経営における伝統的な非合理性は大きく改善されることになる。この点についてウ

ェーバーは「生活のあらゆる出来事のうちに神の働きをみいだすのであり、神が信徒

の一人に利益を獲得する機会を示したのであれば、それもまた神の意図であるに間違

いないからである。だから信心深いキリスト者であれば、神のこうした『召し』に応

                            

182 大塚久雄著『社会科学における人間』p.134-136. 
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じて、その機会を活用しなければならないのである」183、そして「政治や投機を志向

する『冒険商人的な』ユダヤ的資本主義に対して、ピューリタン的なエートスは合理

的で市民的な事業と労働の合理な編成のエートスだった」184と指摘している。まさに

プロテスタンティズムの倫理は、隣人愛の実践内容として適正な正常価格での売買に

よる市場メカニズムの形成を目指したのであるが、その前提として、合理的な原価計

算を基礎とした近代的な企業経営の確立が不可欠であったと言える。それゆえ、生産

活動をできうる限り数字で表し、客観化することから、生産活動全体を合理化させる

といった数理化傾向の強い経営を促進させることになった。特に、中産的生産者層は

歴史的に見ても伝統主義にとらわれず、生活や生産に必要とするすべての事柄をでき

うる限り数値化することから計算し、合理的に物事を考え、実行しようとする合理的

な思考様式を受け入れた人々であった。そして、伝統主義が歴史的にしみついた都市

ではなく、伝統主義とは無縁の農村地帯において、そうした合理主義を実行したこと

は、近代資本主義の形成にとどまらず、その後のアメリカ社会における資本主義の生

成と発展を理解する上で非常に重要な事象であると言える 185。 

こうしてプロテスタンティズムの倫理は非合理的伝統主義に基づく経営者の思考と

行動を大きく変化させ、かつての「投機的経営」という傾向から、目的合理性さらに

は形式的合理性とも言える自生的な「計画的経営」に移行させていくのである。そう

することによって、経営活動に必要とする資源や技術の操作や手法の選択、さらには

その効果と効率を重視する近代的な資本主義的経営への内容と方向性を、よりいっそ

う明確にしたということができる。 

 

                            

183 マックス・ウェーバー著『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精神』p.419 

184 マックス・ウェーバー著『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精神』p.432 

185 大塚久雄著『社会科学における人間』p.135. 

  ベンジャミン・フランクリンは勤労と質素という徳性を非常に重んじた。つまり

ひたすら勤労に励むのでは無く、できるだけ無駄な浪費を控え、その貯蓄を投資に振

り向けよというのである。それだけでは無く、慎重と周到とかのとくせいを重んじて

いた。つまり目的を達成するための手段の選択やその実践の手順などが、誤った因果

関連の認識の上にたっていてはならないとしている。 



 128 

3.禁欲と節約の考えに対する価値観の変化 

プロテスタンティズムの倫理が、資本主義経済体制の基盤を形成させるもう一つの

重要な役割は、禁欲と節約に対する経済的価値観の変化を強調したことである。中世

の経済社会において、販売活動であれ、生産活動であれ、蓄積された利潤は必ずしも

拡大再生産に投入されなかったことはすでに指摘したところである。こうした現象は

プロテスタンティズムのエートスである「私たちはすべてのキリスト者に対して、で

きるかぎり多くの利益を獲得するとともに、できるかぎり節約するよう戒めねばなら

ない」186という隣人愛の実践を基礎とした禁欲と節約の教義によって変えられ、神が

認めた利潤の追求とその成果としての富が蓄積されるという結果をもたらしたのであ

る。ところで、禁欲と節約という言葉は通常、感性的欲望を悪の源泉、またはそれ自

体を悪と考え、そうした欲望を抑制することから、無駄や浪費をすることなく、徳に

進み、魂の平安を得ようとする道徳的かつ宗教的な意味を持っていると言える 187。そ

れゆえ、禁欲と節約には、一般的に極めて消極的かつ非行動的な態度を取らせること

になるとも考えられている。しかしながら、プロテスタンティズムの倫理で強調され

た禁欲と節約の精神は、そうした消極的かつ非行動的な態度とは大きく相違した積極

的かつ行動的な禁欲と節約の思考と行動の態度を押し進めるエートスであった。すな

わち、隣人愛の実践という目的の達成に向かって、自己の精神的・肉体的なエネルギ

ーのすべてを集中的に注ぎ込むことに全力を尽くす。逆に、目的の達成やそれに無関

係な事については、禁欲の態度を守り、自己の精神的、肉体的なエネルギーをそうし

た方向には使わないで、もっぱら目的の達成のために集中的に放出するのである。そ

                            

186 マックス・ウェーバー著（中山元訳）『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精

神』pp.475-476. この言葉の後に「しかしその結果はどうなるのかというと、富が蓄

積されるということなのだ」と続いている。そして、「私が懸念しているのは、富が増

大すると、その分だけ宗教の実質が減少してしまうことである」とその後の現実を予測

しているのである。 

187 大塚久雄著『大塚久雄著作集、第八巻：近代化の人間的基礎』p.125-126. 

  フランクリンの言葉を言い換えれば次のようになるとしている。「勤労」と「節

約」、この二つの大事な教えを真面目に実行し、時間を惜しんで労働にはげむがよ

い。そのような倫理の実践は、当然に、結果として貨幣利得をもたらすほかないだろ

う。だから、利潤は勤労と節約を実行した証明に他ならず、したがってそうした勤労

に基づく利潤の追求もそれ自体倫理的な行為と考えられねばならない。 
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の意味において、孤島でのロビンソン・クルーソーの行動様式でもある「ロビンソン

的人間類型」の特性は、経済社会の中でそうした禁欲と節約を実践するという合理的

な思考と行動の萌芽をもたらすものであったと言える。言い換えれば、修道院などに

見られる「世俗外」的性格を持つのではなく、日常生活という「世俗内」での禁欲と

節約に変化することによる価値観を持つことになったのである。このことが、禁欲的

プロテスタンティズムの倫理として「資本主義の精神」を構成する重要な要因であ

り、かつ近代資本主義の形成に大きく関連することになるのである。 

こうした禁欲と節約というエートスが経済社会にもたらした影響について、ウェー

バーは「禁欲という手段で節約を強制しながら、資本が形成されるのである。利潤と

して残された資金を消費目的で支出することが妨げられるならば、それは投下資本と

して生産的に利用されねばならなかった」188と指摘している。まさに、禁欲的プロテ

スタンティズムによる経済社会での禁欲と節約に対する価値観の変容は重要な「資本

主義の精神」の構成要因として、近代資本主義経済体制の形成と発展を導いたと考え

ることができる。 

 

4. 職業倫理と職業義務に対する価値観の変化 

プロテスタンティズムの倫理が「資本主義の精神」として、特に経営者層の価値観

に与えた影響を指摘してきたのであるが、資本主義経済体制の生産組織は本来経営者

と労働者によって構成されている。それゆえ、「資本主義の精神」の担い手には資本

家だけでなく、労働者も含まれると言うように、労働者層に浸透するのも当然であっ

た。こうした労働者層の価値観に関する変容としては（1）職業倫理に対する価値観の

変化：天職概念の浸透により労働意欲が引き立てられること、（2）職業義務に対する

価値観の変化：天職概念の定着により社会的分業が促進されること、をあげることが

できる 189。 

                            

188 マックス・ウェーバー著（中山元訳）『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精

神』pp.465-466. 

189 大塚久雄著『社会科学における人間』pp.148-149. 
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プロテスタンティズムの倫理が労働者層にもたらした価値観の変化として、最も重

要なのは職業に対する宗教的な意味での倫理的認識の変容であった。いわゆる職業は

神から与えられた使命であり、それは天職であるという概念の浸透である。その背景

には禁欲的プロテスタンティズムのエートスにより、従来の「労働は各人の生活と社

会の全体を維持するために必要な自然の目的に基づいていたものであるが、働かなく

ても財産だけで生活できる人には適用されない」という中世の職業観から、「財産を

もつ人も、働かずに食べてはならない」と言う宗教的意義と世俗的意味が一体化した

職業観へと発展したことである 190。すなわち、すべての人間は、差別なく神から与え

られた世俗での職業を自己の天職として一つの職業につき、有効な隣人愛の実践のた

めに働くことが使命であると考えられたのである。こうした労働を天職とする考え

は、経済的な秩序を神の摂理として解釈し、神の栄光をあげることこそが神による救

いを得る選びの予定に入ることになるとの認識から、労働への刺激と意欲をよりいっ

そう引き立てることになったとも言えるのである。 

こうした禁欲的プロテスタンティズムの倫理のもとで、神から与えられた天職とし

ての職業倫理に対する価値観は、世俗においてその職業義務を果たすといった、すな

わち積極的に労働を遂行するといった価値観も求められることになる。言い換えれば

「労働する能力のある者が乞食をするのは、怠惰の罪を犯すだけでなく、使徒の言葉

                            

  「職業（ベルーフ）という語は、職業義務という思想を歴史的に体現している大

切な語なのです。この語には二様の意味がある。その一つは宗教的な意味で、神の召

命、あるいは神から与えられた使命、そういう意味です。もう一つは世俗的な意味

で、大工、鍛冶屋、織布工、その他なんであれ、世俗的な職業を指します。この語に

は、自分が従事しているこの世俗の職業は神から与えられた使命であり、自分の転職

である。そこでは宗教的意味と世俗的意味が微妙な形で一体化している。職業（ベル

ーフ）はそもそもそういう特徴のあるごであった。」 

190 マックス・ウェーバー著（中山元訳）『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精

神』p.413. トマス・アキィナスは「働きたくない者は、食べてはならない」という言

葉に注釈を加えている。労働は各人の生活と社会の全体を維持するために必要な自然の

目的に基づいたものであると。それ故、この目的が存在しない場合には、この言葉はも

はや妥当しないことになる。この言葉があてはまるのは人類に対してであり、個人に対

してではない。 
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に照らしてみても、隣人愛に反するとされた」191、さらには「労働を天から与えられ

た職業と考え、自分が救われていることを確信するため最善の手段であるものを考え

る」192ことなどが求められたのである。それゆえ、最もふさわしい世俗的職業を自ら

積極的に選び取り、必死になってその職業に専心する。その営みに専心できるなら

ば、そのこと自体は自己が神に選ばれている証拠になると言うのである。こうした労

働者の職業倫理や職業義務に対する価値観の変化が労働への義務と意欲という心理的

な原動力を労働者たちに与えることから、労働生産力をいかにして引き上げるかとい

う今日の資本主義的経営にとっても避けて通れない労働問題と生産性の向上に関し

て、大きな役割を果たしたと言うことができるのである。 

職業に対する労働者の価値観の変化は、多分に禁欲的プロテスタンティズムの宗教

的倫理を基礎に、「資本主義の精神」として近代資本主義の形成に大きく関連したこ

とは指摘したところである。加えて、禁欲的プロテスタンティズムの倫理による職業

倫理と職業義務への価値観の変化から、経営者と労働者の双方に影響を与えた要素と

して取り上げなければならないものが分業の概念に対する認識と、特に労働者による

分業の概念の受け入れという事実であった 193。というのも、中世以来の経済社会にお

いて、生産活動の中心は熟練職人を中核とする職人組合（ギルド）によって伝統的に

支配かつ管理されてきたことから、生産過程の組織化、分業化、専門化といった合理

化や効率化に対する認識はほとんど問題にならなかったと言える。それゆえ、生産過

程は最初から最後まで一人の熟練的労働者が遂行することは一般的な現象であった。

こうした熟練的職人を中核とした生産共同体の中では、通常労働者が必要な技能や知

                            

191 マックス・ウェーバー著（中山元訳）『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精

神』p.420 

192 マックス・ウェーバー著（中山元訳）『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精

神』p.485 

193 大塚久雄著『大塚久雄著作集、第八巻：近代化の人間的基礎』p.126. 

 フランクリンの言葉から社会的分業が広く認識されることになる。「要するに富裕

に至る道は、君が求めさえすれば、市場へ行く道と同じくらいはっきりとしている。

それは主として勤労と質素、この二つの言葉にかかっている。つまり、時間と貨幣を

浪費せずに、二つともできる限り善用したまえ。勤労と質素がなければ何事もだめで

あり、それがあれば総てがうまくゆくだろう。」 
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識を修得するためには長い時間が必要であり、生産組織の変革は言うに及ばず、現代

的な意味での生産性の向上が制限されるのも当然の結果である。こうした伝統主義か

つ非合理的生産形態は、プロテスタンティズムの倫理による天職概念に内包される

「職業が専門化すると、労働する者の熟練を高めることができるために、労働の生産

性は質的にも量的にも改善される」、さらには「職業が固定しないと、一人の人間の

労働生産性は、不安定な臨時雇いの人の労働の生産性と変わらず、仕事の時間よりも

怠惰に過ごす時間の方が長くなるものだ」194という思考と行動が経営者と労働者双方

に浸透するにしたがって、大きく解消されることになるのである。こうした禁欲的プ

ロテスタンティズムの倫理から生まれた天職の概念の定着は、近代資本主義の形成を

押し進める「資本主義の精神」として個別労働者の生産性の向上をもたらすのみでな

く、社会全体における職業的分業の発展、さらには経営内部における職能的分業化の

進展へと大きな影響を与えることになったということができるのである。 

 

第 4 節「資本主義の精神」の消失と資本主義経済体制の高度化との矛盾の出現 

1.中産的生産者層の文化と「資本主義の精神」の役割 

禁欲的プロテスタンティズムの信徒である経営者と労働者の双方が職業理念を媒体

に、世俗内的禁欲をエートスとして、天職に対して献身をすることになった。その中

でも特に農村社会と結びついた中産的生産者層は、この世俗内的禁欲のエートスに押

し動かされ、隣人愛の実践を生産活動の合理化と能率化に求め励んだと言える。その

結果として、中産的生産者層の中でも、より合理的な生産方法を実行した者ほど、評

価基準としての事後的な利潤は大きくなり、資本の蓄積が進むことになった。こうし

た資本の蓄積が大きい中産的生産者は、次第に金持ちになるという人間的欲が芽生

え、信仰心を失い始めたのである。道徳上、あるいは法律上の形式的な正しささえ守

れば、蓄積された財産をいかに使用するかは各生産者の意思に任されるにつれて、中

産的生産者層の分化が始まったと言える。そして、イギリス産業革命が終了するまで

には、禁欲的プロテスタンティズムの倫理に基礎を置く「資本主義の精神」によって

                            

194 マックス・ウェーバー著（中山元訳）『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精

神』p.417 
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押し進められる近代資本主義の形成に重要な役割を果たした中産的生産者層は姿を消

すことになったと言われる 195。 

こうした「ロビンソン的人間類型」に、禁欲的プロテスタンティズムの倫理が結合

した「資本主義の精神」が近代的資本主義の生成を押し進めたのではあるが、その結

果として出現した資本の蓄積と階級分化は初期段階において、生産活動は農村との結

合による手工業が中心であったことが重要であった。大塚久雄教授が指摘するように

「中産的生産者層」の分化が進むに従って、その生産活動は隣人愛への実践という宗

教的思考に未だ基礎を置いていたことからも、純粋に利潤性を追求するものではなか

ったと言えるのであるが、結果的には生産手段を所有し生産活動を支配する階級と、

自らの労働力を商品として販売するしか生活手段を得られない階級とに分化されるこ

とになった。その意味では、当時の手工業生産様式には、すでに資本による支配と被

支配を基盤とした資本主義的生産様式が内包されて来たと言うことができる。ここか

ら、生産手段を所有する企業経営者が賃金労働者の労働賃金を費用と考え、絶対的余

剰価値（利潤）をより多く獲得しようとする様々な合理化政策が思考されるようにな

るのである 196。 

とはいえ、今日に至る資本主義経済的な経営の成立要件には、資本家と労働者との

労働関係だけでなく、私的利潤を追求する前提としての販売を目的とした大規模でか

つ合理的な商品生産を行うことが必要である。しかしながら、近代資本主義の生成す

る当時では生産技術の貧弱性、市場の限定性、資本調達規模の限度などの要因によっ

て、それまでの伝統的な生産様式を大きく変革し、現代的意味での合理的で能率的な

生産様式を形成するまでには至っていなかったのである 197。そして、「資本主義の精

神」を基礎に調達され、また蓄積された資本は、過去の伝統主義による単純な生産増

強の方法から、より生産性を向上させることから、より多くの利潤の追求を目指す拡

大再生産方式へと進むとはいえ、一方でより多くの廉価な労働力を調達することが必

                            

195 大塚久雄著『大塚久雄著作集、第八巻：近代化の人間的基礎』pp.127-128. 

  大塚久雄著『社会科学における人間』pp.154-155. 

196 堀江保蔵、角山栄著『一般経済史』pp.70-71 

197 長岡新吉、石坂昭雄著『一般経済史』pp.76-77 
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要になるのである。ところが、労働力は一般的商品とは異なり、市場の需要に対応し

て限りなく供給することが不可能であるため、労働力不足に伴う賃金の上昇をもたら

し、資本による利潤の追求と蓄積を制約することになる。こうした賃金労働者の人口

が資本による拡大再生産、すなわち資本の蓄積を制約する現象が、18世紀以降の一連

の技術革新によって解決されることになるのである。この現象がイギリス産業革命で

あり、生産形態の変革と資本主義経済体制の高度化を促進させる大きな出来事であっ

たと言える。 

17 世紀の後半、七つの海を支配したと言われるイギリスは植民地における工業生産

の禁止という政策によって、莫大な工業製品に対する海外市場を作りだしたことは周

知のところである。加えて、国内的には、大塚久雄教授が指摘しているように「資本

主義の精神」の担い手である「中産的生産者層」が農村社会と結合することによっ

て、イギリスにおける農業技術の進歩は急速に進展し、農産物の生産量を大幅に拡大

させ、穀物をはじめとする農産品価格の低下をもたらしたのである。このことは特に

工業労働者を中心とした一般大衆の収入に占める食料費の割合を低下させることか

ら、個人が自由に処分できる可処分所得は次第に上昇し、工業製品、特に毛織物や綿

織物に対する需要を向上させることになった 198。ところが、従来の伝統的な熟練的手

工職人を中心とする生産性の低い手工業では、こうした大規模に拡大する需要に対応

することができなかった。こうした工業製品に対する大量の需要が生産技術の進歩に

刺激を与え、18世紀以降のイギリスにおいて、工業生産の新たな動力源となる蒸気機

関の開発をはじめ、生産の機械化と工場制度の確立をもたらす産業革命の発生を促進

させることになったのである。このイギリス産業革命の中核的役割を果たしたのが

「中産的生産者層」であったことが、その後の資本主義経済体制に重要な影響を与え

たことは非常に興味ある要因と言うことができるのである。 

こうした技術革新によって、労働力の供給不足と労働賃金の高騰から生産規模を制

限せざるを得なかったこれまでの手工業は、全生産過程を構成する生産要素の結合過

程の一部を労働者から機械に移す部分的生産の機械化によって、労働内容と労働能力

の均等化と水平化を図ると同時に、労働者の協業を促進することから、生産性を大幅

                            

198 長岡新吉、石坂昭雄著『一般経済史』pp.123-128 
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に引き上げたのである 199。まさに、資本主義経済体制が成立するための前提とも言え

る「投資率が常に実質的人口成長率を上回る水準まで上昇すること」200が可能とな

り、経済社会における資本による拡大再生産方式が循環できる環境を作り出すことに

大きな影響を与えたのである。こうした一連の技術革新の結果として、経済社会の生

産形態は従来の伝統的な生産力の低い手工業的生産から、分業の概念を取り入れた生

産の機械化というより生産性の高い工場制生産に移行するのである 201。そして、こう

した拡大再生産方式を維持・拡大・継続していくためには、大量の販売と大量の資金

が必要となってくる。その意味においても、イギリス産業革命は、利潤性すなわち

「資本の本源的蓄積」202を基盤とする近代的な資本主義経済体制の成立を加速・確立

させたと言うことができる。そして、伝統主義にとらわれない目的合理性の確立によ

る工業生産力の著しい向上は、当時変容しつつある経営者の価値観、すなわち「プロ

テスタンティズムの倫理と資本主義の精神」の実践に必要な環境を作り出したと考え

られる。 

 

2. 資本主義的拡大再生産と生産組織の制度化過程 

                            

199 長岡新吉、石坂昭雄著『一般経済史』p.123 

200 堀江保蔵、角山栄著『一般経済史』p.116 

201 ミシェル・ボー著（筆宝康之、勝俣誠訳）『資本主義の世界史（増補新版）』 藤原

書店（2015）p.114 

202 「資本の本源的蓄積」とは、資本主義的生産様式成立の歴史的過程で、一方に貨幣

や生産手段が蓄積され、他方に労働力の販売以外に何物の所有しないひとびとが生ず

ることであり、「資本の原始的蓄積」とも言われる。 

 「資本の原始的蓄積」としての産業資本が形づくられる歴史上の条件として次のよ

うなものが指摘される。①一方の極に、資本として投下されるべき貨幣が必要なだけ

集積されていること。②他方の極に、賃金労働者たるべき貧民が必要なだけ存在して

いること。この二つの基礎的条件を結合させる歴史的条件として、①商品生産のうえ

にうちたてられた経済的諸関係が、古い経済外的な性格を持つ諸規制の束縛から自由

になっていること、②各商品生産者、特に産業資本家がその製品のための市場のみな

らず、そこで賃金労働者として雇傭することが可能な貧民たちを見いだし得ること。

（大塚久雄著『大塚久雄著作集、第四巻：資本主義社会の形成Ⅰ』pp.243-245.） 
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経済社会における生産技術の発展は、拡大する需要に対応して商品を大量に生産・

供給することを可能にしてきた。しかしながら、一連の技術革新によって商品を大量

に生産できるようになったことのみで、資本主義的生産様式の成立や資本主義的経営

の出現を十分に説明することになるとは言えないのである。というのも、個別資本を

構成する内部資本の要素である貨幣資本、生産資本、商品資本という各資本の拡大再

生産の循環と、そうした循環を実践する個別資本の外部形態である企業という組織構

造が出現するまでには何らかの制度化の過程が存在する必要があると考えるからであ

る。 

近代的な資本主義経済が形成される以前の手工業的経済の時代においても、貨幣資

本、生産資本、商品資本という個別資本の循環がすでに存在していたと言うことがで

きるのではあるが、生産活動に投入された資本の大部分は賃金と原材料費に対するも

のであり、生産手段に投入される固定資本は僅かな部分しか占めていなかったと言え

る。他方、産業革命期の初期においては、工場設備や生産の機械化工程に投入する固

定資本の割合は以前に比較して大きく上昇することになった。とはいえ、当初の生産

工程での機械化は部分的機械化であり、その生産構造は比較的に単純であり、かつ小

規模であったことから、小資本経営者であっても生産工程に機械を導入し、市場に参

入することが可能であったと言える。こうした状況の中で、多数の経営者が市場に参

入した結果、激しい生産と販売に関する競争が発生したのである。こうした経営者間

競争の出現が、新しい生産技術の発展をもたらしたのみでなく、生産に投入される個

別資本量の拡大をも促進させたのである 203。換言すれば、産業革命後、市場での競争

で生き残るためには、資本の循環過程を単に維持するだけでなく、より多くの資本を

蓄積し、再投入するという次のような拡大再生産の循環が不可欠となったのであ

る 204。 

（1）資本の調達（貨幣資本の蓄積）。 

（2）資本の生産要素への移動（貨幣資本から生産資本への移動）。 

                            

203 藤瀬浩司著『資本主義世界の成立』ミネルヴァ書房（1980）pp.10-11 

204 藤田正一著『現代日本の企業形態』白桃書房（1984）p.54 
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（3）生産要素の結合の結果としての商品生産（生産資本から商品資本への移動）。 

（4）生産された商品の販売（商品資本から貨幣資本への回帰）205。 

（5）大きく回収された剰余価値の処分（一部は内部保留として、より大きな貨幣資本

へ転化、残りは出資者への分配）。 

以上のような貨幣資本、生産資本、商品資本そして新たな貨幣資本の形をとる資本

の循環は、まさに利潤性の原理を基礎とする現代的な資本主義的生産様式を内包して

いたと言える。こうした資本の循環形態と資本を中心とした拡大再生産方式の定着

が、私的所有制度と市場制度のもとで、私的利潤の極大化を目的とする生産活動をス

タートさせるのに決定的な意義を持っていたといえる。なぜならば、資本主義の初期

において、経営で得た利潤を拡大再生産に投入せず、土地の購入に当てる価値観は当

時の経済社会に根強く残っていたことはすでに指摘したところであるが、そうした利

潤性を追求する価値観から新たな価値観に基づく利潤を拡大再生産に投入するように

なることは、「ロビンソン的人間類型」や「資本主義の精神」を基盤としながら、今

日的な意味での資本主義的経営の内容と目的を明確にしたのみでなく、経済社会にお

ける経営理念の変容をも反映したものであったと言える。 

さらに、資本の循環過程からもわかるように、産業革命以前の伝統的な手工業生産

と比較して、工場制度による生産の機械化という生産形態はより多くの資本を調達

し、より多くの商品の生産と販売を行い、そこで得た剰余価値すなわち利潤を得るこ

とから、それを出資者に分配することが必要となる。そこには、資本主義経済体制の

基本とも言える私的所有制度に従って企業への出資者である資本家を保護する必要か

らも、企業経営に対する法的制度の整備が必要となり、会社経営に関する法律が施行

されることになった。具体的には、イギリスでの有限責任会社法が 1855年に、アメリ

カでは株式会社法が 1856年にそれぞれ制定されている 206。さらに会社法（1862年）

                            

205 この場合、生産された商品の中に、前の段階で消費された生産資本を超える価値、

すなわち剰余価値の分だけ、大きく回収される予定である 

206 M・G・ブラックフォード著（三島康雄監訳）『ビッグ・ビシネスの比較経営史：イギ

リス、アメリカおよび日本』同文館出版株式会社（1988）p.33. 
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の制定によって、会社の成立はそれまでの特許主義から準則主義に移行したのであ

る 207。こうして一連の会社に関する法律制度の成立によって、経営の分野では従来の

個人経営に代わって、企業経営が次第に中心的な役割を果たすようになるのであ

る 208。そして、企業形態の法的制度化は（1）経営主体と政府・行政との関係、（2）

経営主体と他の経営との関係を明確化すると共に、経営者が経営活動を遂行する際

に、その権利と義務の基準にもなるものであった。このことは、「資本主義の精神」

に含まれていた宗教的社会性を排除した利潤性の概念を中核とする資本主義的経営の

内容への変化を定着させ、明確化させることに、大きな意義を持ったと言うことがで

きる。 

こうしてイギリス産業革命を契機として近代的な資本主義経済体制が確立した後に

は、生産と消費に関する相互関係が変化することから、経済を遂行する手段としての

経営の内容そのものも大きく変化することになったと言える。これまで考察してきた

資本主義経済体制の発展過程とその特徴によれば、資本主義的経営の理念と目的は、

自由な市場経済と私的所有制度を基礎としながら、経営者に内在する禁欲的プロテス

タンティズムによる「資本主義の精神」という宗教的道徳観（社会性）を中核に生産

組織を運営し、隣人愛の実践に代表される社会性の実現度合いを判断する基準として

の利潤の極大化を図ることであったと理解することができるのである。ところが、こ

うした資本主義的経営の成果を評価する際に、その基準となる利潤の量はもはや世俗

内的禁欲という精神に支えられた「資本主義の精神」によって押し進められるもので

はなく、経営主体と市場との関係から生まれる量的かつ絶対的な利潤性そのものが目

的とされる尺度として重視されるようになったのである。こうして、封建経済社会の

崩壊と資本主義経済社会の生成に伴い、経営活動は宗教的情熱を失い、世俗的禁欲主

義から離れるとともに利潤そのものが経営の自己目的である精神へと移行することに

なった。それはブレンターノが主張する「資本主義精神」であり、利潤性の追求その

ものが経営の目的とされる利潤性の原理が形成されるのである。その結果として経済

                            

ここで注意すべきなのは、工業化の以前の時代にも株式会社が存在していたが、その

いずれも勅許株式会社、言い換えれば特許会社である。 

207 堀江保蔵、角山栄著『一般経済史』p.64 

208 林善義著『一般経済史序説』pp.101-102 
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社会の構造そのものもかつての共同体社会の概念から利益体社会の概念に移行すると

いう経営主体と経済社会との相互関係に変化をもたらせ、経営者は最善の合理性や能

率性を追求することから生産性を拡大させるのである 209。 

 

3. アメリカ企業における利潤の追求と生産技術の発展 

「資本主義の精神」に押し動かされた中産的生産者層を中核としたイギリス産業革

命によって、近代的な資本主義生産体制が確立した後、伝統主義にとらわれない目的

合理性あるいは形式的合理性を追求する経済活動、特に企業経営が拡大することにな

った。ところが、イギリスにおける資本主義経済体制は歴史的、経済的、社会的要因

により、最終的に植民地であったアメリカほどには高度に資本主義は発展しなかった

と言える。一方、当時の植民地であり、独立時まで生産することを禁止されていた工

業後進国であったアメリカはイギリスとは大きく相違した経済的・社会的・文化的環

境のもとで、農村社会を中心とした巨大な消費市場、それもヨーロッパ社会では経験

しなかった急激な人口増加による単一市場を基盤に、いわゆる大量生産・大量消費体

制を確立させたのである。このアメリカで生成する大量生産・大量消費体制は、ヨー

ロッパ経済社会に見られてきた形態、例えば共同体的経済社会のような形態を一変さ

せたのみでなく、資本主義経済体制のさらなる内容変化として、利益体的経済社会を

基盤に産業資本主義経済体制への発展をも意味することになるのである。そして、こ

れを契機に、企業経営の中心をなす経営者の理念と目的も「資本主義の精神」という

エートスから宗教的要素が消失するとともに、「資本主義精神」が強調する資本家に

よる純粋に利潤性を追求する手段そのものが目的化するという新たな変化を見せてき

たのである。 

このように近代資本主義経済体制はイギリスで基盤を築いたと言われながらも、そ

の発展はアメリカで顕著に見ることになったことは周知の事実である。アメリカに見

られる資本主義経済体制の最大の特徴は産業革命後の「生産と消費の分離」からさら

に発展し、「大量生産・大量販売」の時代に進んだことである。 

                            

209 上林貞治郎、栗田真造、井上忠勝、笹川儀三郎著『経営史の研究』pp.73-74 
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すなわち、イギリスにおける資本主義生産体制は中産的生産者層が主導したよう

に、小資本主義の段階であり、生産の質と量においてその後に出現するアメリカでの

資本主義生産体制との間には、大きなギャップが存在していた。大塚教授によれば、

イギリスの資本主義生産体制が引き続き高度な資本主義に発展しなかった要因とし

て、イギリス経済社会における次のような歴史的かつ経済的要因が存在することを指

摘している 210。 

（1）各社会階層が持つ価値観の差異により、消費者の需要は多岐にわたり、商品の高

級化、多様化、特殊化などに量的・質的な特性が見られること。 

（2）イギリスでの伝統的かつ歴史的要因により、企業家の行動動機と自己実現の目標

は上流社会へ進出する志向が強く、経営のさらなる拡大による市場シェアの取得

や生産量への関心は比較的に弱いこと。 

（3）イギリスの市場において、製品販売の多くは代理店制度を経由して行われること

から、生産者は消費者の需要の変化をしっかり把握できないこと。 

（4）イギリスにおける工業労働力が比較的に豊富であったことから、経営者は全面的

な生産の機械化による生産性の向上を行う刺激や動機が弱いこと。 

これに対して、移民を主体とするアメリカ経済社会の環境条件はイギリスと異な

り、その相違点が生産における大規模な生産の機械化を促進したとされる。大塚教授

はアメリカの経済的・社会的環境の特殊な要因を次のように指摘している 211。 

（1）初期のアメリカ経済社会においては、農村社会の増大する人口が吸収されること

により、慢性的に不熟練労働力が不足したことから、生産過程における不熟練労

働力の需要を補填するため、生産の機械化が促進された。 

（2）アメリカ経済社会が農村経済を中心に発達したことから、ヨーロッパでのような

封建社会の生活様式を尊重する伝統主義の考えは比較的に希薄であったことか

ら、消費者の商品に対する需要は従来の社会階層や身分に拘らず、安価で実用的

                            

210 大塚久雄著『西洋経済史』p.269 

211 大塚久雄著『西洋経済史』pp.272-273 
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な大衆商品を求めていた。こうした商品への需要特性は、機械化による大規模生

産に有利であったこと。 

（3）歴史的にも、長期に渡って発展したイギリス経済社会に比べて、アメリカ経済社

会はイギリス植民地政策による生産活動の禁止ということもあり、既存の投資と

設備に制限されることなく、最新の機械化生産方式を一挙に導入することは可能

であり、いわゆる「工業の後進性」が優位に働いたこと。 

（4）イギリスをはじめとする欧州諸国の製品と競争するために、アメリカは生産原価

をさげるためにもより合理的で生産性のある生産工程の分業化と全面的機械化を

行わざるを得ないこと。 

これらの要因を契機に、アメリカは 1790年代から綿業を中心に大規模な機械化と工

場建設が開始されていった 212。その後、1851年にロンドンで第 1回の万国博覧会が開

催されるのであるが、アメリカはその時までにイギリスの一流工場に匹敵できるほど

の生産規模を持っていただけでなく、イギリス製品に比べて、はるかに品質的にも優

れた商品を互換性部品方式という方法を定着させ、生産の機械化を完成させていたの

である 213。これが「アメリカ的生産方式」によるアメリカ産業革命の確立と言われる

ものであり、現代の企業経営に大きな影響を与えることになるのである。 

                            

212 オットー・マイヤー、ロバート・C・ポスト編（小林達也訳）『大量生産の社会

史』東洋経済新報社（1984）pp.63-66. ネイサン・ローゼンバーグ教授は、アメリカ

経済を特徴づけた技術革新に関して次のような指摘をしている。「19世紀のアメリカ

は、まだおもにヨーロッパ技術の借り手であった。技術変化の速度は確かに速かった

が、新技術の大部分はアメリカの発明ではなかった。問題はその速度ではなく、むし

ろ方向と性格の問題である。重要な点は、ある経済の資源賦存状況と需要条件の違い

によって、長い時間かかってどの種の製品特性と要素節約方向をもってどの種類の発

明を開発すれば有利であるかが決められてゆく。発明と採用とを区別する必要があろ

う。」 

213 大塚久雄著『西洋経済史』p.270. 

  博覧会への出品に関する公式趣意書に関しては、”The Great Exhibition of 

1851, Prospectuses of Exhibition”を参照。アメリカ企業の展示品としては、マコ

ーミックお刈り取り機、ホッブスの錠前、コルトの連発銃などの他に、製氷機、トウ

モロコシの皮で作ったマットレス、耐火金庫、牛肉のビスケット、鉄道用の転轍機、
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一方、「大量生産と大量消費」という言葉が並列的かつ一体的に表現されることか

らもわかるように、生産技術の進歩要因のみでは、近代的な産業資本主義を形成した

アメリカの企業制度の生成過程を十分に理解することができないのである。すなわ

ち、生産技術の進歩と併存しながら、その製品市場として形成される消費構造の特徴

が無視できない要因であった。すでに述べてきたように、農村社会と結合した中産的

生産者層が、禁欲的プロテスタンティズムの倫理をエートスとした「資本主義の精

神」に押し動かされ、イギリス産業革命へと進んでいく過程はすでに指摘した。とは

いえ、ヨーロッパに長く根付いてきたカトリックによる教義や伝統主義を根底から覆

すことは困難でありかつ不可能でもあった。宗教革命以来、ヨーロッパ社会に近代的

な資本主義の源流を形成した禁欲的プロテスタンティズムの人々ではあったが、その

中の多くの人々が当時のイギリス植民地であるアメリカに新天地を求めて移住したこ

とはよく知られている。この歴史的事実が、後にアメリカをして、資本主義経済社会

のチャンピオンとして、今日の地位を確立させる源泉でもあった。ところが、禁欲的

プロテスタンティズムの倫理をエートスとした「資本主義の精神」を同じように持っ

ていったのであるが、アメリカに移民したプロテスタントの人々を取り巻く経済的・

社会的・文化的環境には大きな相違が存在していたのである。移民した大半の人口

は、ヨーロッパの封建制度の中で土地を所有しない小作人であり、それに加えて、近

代資本主義の生成過程の中で、その中心的役割を果たした中産的生産者層から分化す

ることから熟練労働者になった人々であったと言える。こうした多くのプロテスタン

トの人々が新大陸アメリカを目指す第一の目的は、夢とも言える自分の土地を手に入

れ、自営農民になることであったことは当然でもあった。それを可能としたのが、ア

メリカに存在した特殊的環境とも言える農業に適した広大な未占有地の存在なのであ

る。アメリカにおける広大な未占有地は、1776年の独立戦争後、アメリカ合衆国政府

によって、1エイカー当たり 1ドルから 2ドルという安い価格で所有権が認められて

                            

船舶機器、電信機器、塩水と真水の両方で使用可能な石鹸、義眼や義足など生活に直

結した実用性本位の製品であった。それゆえ当初は「大草原」と呼ばれたのである。 

 オットー・マイヤー、ロバート・C・ポスト編（小林達也訳）『大量生産の社会史』

p.64. 1851年のロンドン博覧会の時までに、イギリス人が「アメリカ的生産方式」

とことさら名付けた特徴を持つアメリカの商品が存在していた。その特徴は、①専用

機械で生産され、②高度に標準化され、③互換性部品から作られた商品であった。 
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いる 214。ここにヨーロッパ諸国からの移民がこの未占有地の取得を目指して海を渡

り、アメリカの人口は急激に増大することになった。マルサスの『人口論』でも人口

の増大が潜在的需要を増大させ、経済発展の源泉であると指摘するように、自営農民

として広大な農地を所有し食品生産によって成功する事例は、さらに多くの移民に刺

激を与えることから、さらなる急激な人口増加、さらには人口増加率を極端に高くす

ることになった 215。総人口の約 90%以上が農村社会に吸収され、それが工業製品に対

する潜在的な需要を形成したのである。広大な未占有地に基盤を置く人口の急激な増

大は、食料品の需要の増大をもたらすことから、常に食糧生産による供給を需要が上

回る状態が出現したのである。こうした農村社会に発生する利潤が蓄積されることに

よって、農村社会での急激な人口増加による潜在的需要は、現実の需要として生産を

刺激することになったと言える。広大な未占有地、移民による人口の急激な増加、急

増する人口の農村社会への吸収によって、これまでヨーロッパ社会では見ることのな

かった同じ物が大量に必要とされる農村市場（単一市場）が形成されたのである。こ

うしたアメリカ社会における農村市場を構成する特殊な性格は、禁欲的プロテスタン

ティズムの倫理をエートスとする「資本主義の精神」に押し動かされる生産者や労働

                            

214 ハロルド・U・フォークナー著（小原敬武訳）『アメリカ経済史（上）』至誠堂

（1954）pp.230-234. 土地政策は、1785年の土地布告によって第一歩を踏み出し

た。そこでは①政府による土地の矩形測量、②土地の 36分の 1を教育目的のために取

り除くこと、③公有地を低廉な価格で売却するために土地事務所を設置することなど

が規定された。最低価格は、1 エイカー当たり 1.00ドルとした。1796 年の法律では最

低価格を、1エイカー当たり 2.00ドルとし、支払いのために 1年間の信用制度を導入

している。ちなみに、工業労働者の 1800年から 1830 年の平均賃金は 1日 80セント程

度、1840年代および 1850年代で 1ドルから 1ドル 25セントであった。 

215 オットー・マイヤー、ロバート・C・ポスト編『大量生産の社会史』p.66-67. 

 ハロルド・U・フォークナー著『アメリカ経済史（上）』pp.378-384. 

アメリカの人口は、1810年の 7,239,881人から 1840 年の 17,069,453人へと約 2.5

倍に増加している。1860年には 31,443,321人になっているが、人口の半分以上がア

パラチア山脈遺制の農村地帯に住んでいた。すなわちアメリカの人口は 1790年から

1869 年まで年平均、約 3％の割合で成長している。この人口成長率は、ヨーロッパ諸

国に比較して非常に高いものであった。 
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者であった人々でさえ、イギリスにおける中産的生産者層とはさらに異なる生産行動

を取らざるを得なかったのも当然であった。 

「資本主義の精神」を基礎に、農村と工業の結合から生まれる資本主義経済の生成

という形態自体はイギリスとアメリカとの間にそれほどの相違はないのであるが、農

村社会の発展度合とそれに伴う農村社会の需要に関する量と質には大きな相違が存在

していた。アメリカ総人口の約 90%以上を吸収した農村社会の需要は、均一市場とい

う特徴を持った大規模市場として生産活動を刺激させることになった。農村社会に吸

収されず、都市、当時のボストン近郊に住み、工業労働者として生産に従事できる数

は、遂に圧倒的に少ない状況であったと言える。「資本主義の精神」に内在する隣人

愛の実践、職業倫理、職業義務に押し動かされる中産的生産者と熟練労働者は慢性的

に不足した不熟練労働者の問題を解決することによって、生産量を上回る需要をまか

なう方法を見つけ出す必要に迫られていた。ここに、「ロビンソン的人間類型」の持

つ特徴とピューリタンティズムの倫理である「禁欲と節約」によって、ヨーロッパ社

会ではすでにアダム・スミスの『国富論』で主張されたにも関わらず、全く認められ

ず放置された「分業論」が生産活動の中に導入されることになるのである 216。伝統的

な手工的熟練職人による生産工程を根底から変化させる分業論の導入は、一連の生産

工程を細分化して、それぞれの工程を単純化させることから全体的な生産効率を向上

させるだけでなく、工業労働力の慢性的不足を補いながら急速に増大する需要に対応

した生産の機械化をそこに結合させることを可能としたのである。この生産の機械化

はイギリス産業革命で見られた特定の職人的手作業を機械に置換えるのではなく、細

分化された各工程での専用の作業のみを行う単能型専用機械による全行程の機械化を

行なったことに大きな特徴があった。すなわち、今日の流れ作業方式やベルトコンベ

ヤー方式を作り出す元になるとともに、細分化された各行程を作業がスムーズに流れ

                            

216 オットー・マイヤー、ロバート・C・ポスト編『大量生産の社会史』p.66-67. 

  19 世紀のアメリカに置いてアメリカ的生産方式が出現するための重要な需要サイ

ドの要因は農村市場によるある種の日用品の総需要が非常に急速に増大したことであ

る。アダム・スミスは、以前から「分業は市場規模により制限される」としている。

この定理は専用機械の使用にもあてはまり、市場の急速な成長の予想がはっきりする

ことが、非常に有力な誘因なのである。特に、高度に専門的な機械の使用は、需要構

造に関する期待にかかっている。 
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るように計画し、調整するとともに、全体が一つの作業として完結できるように統制

する管理の概念を生み出すことになった。分業の概念と単能型専用機械の導入が結合

したアメリカ的生産方式（アメリカ・システム）の誕生であった。こうした「資本主

義の精神」を内に占めた生産者や労働者によって、急速に増大する農村社会の需要に

対して、伝統主義にとらわれない禁欲的プロテスタンティズムの倫理である隣人愛の

実践が大量生産の新しい生産方式として生み出されたのである。その意味では、イギ

リス社会での農村と中産的生産者層との間に見られた「資本主義の精神」がより強力

で大規模に適合したものであった。それゆえ、今日のように生産活動には純粋に利潤

性の概念が中核を占めていたというよりは、今までと同様に宗教的社会性が依然とし

て存在していたと言える。「大量生産と大量消費」の関係が、「資本主義の精神」に

よって拡大・促進されていくことは、当然の成果としての利潤が発生し、その利潤が

再投入されることによって、生産の拡大再生産が循環することになればなるほど、イ

ギリス産業革命の過程で見られた宗教的要素の消失が発生することになる。アメリカ

の場合、この宗教的社会性から利潤性への転換が、イギリスよりも急速に進展する特

殊な環境にあったことが、資本主義経済体制を新たな段階へと導く原因でもあったと

言える。その後、大規模な農村社会を中心とする市場構造とアメリカ的生産方式であ

る大量生産体制が相互に作用した結果、生産と消費の規模は未曾有のピークに達し、

生産を行う主体である企業が経済活動の重要な役割を果たす産業資本主義経済体制へ

と、新たな段階に進んだのである 217。 

 

4．生産主導型企業経営から販売主導型企業経営への転換 

ところが、アメリカにおけるこのような常に需要が供給を上回る状況での大量生産

と大量消費の特殊性を背景に、生産量が直接利潤につながることから、生産量の増大

させることに重点を置いてきた経営活動にも変容を余儀なくさせる経済状況に直面す

ることになり、経営に占める販売活動の比重が次第に経営を維持する重要な要因とし

て認識させるようになったのである。その原因が、それまでのアメリカ工業生産に対

して常に継続的拡大市場を提供してきた農村経済の飽和的停滞であった。総人口の約

                            

217 大塚久雄著『西洋経済史』p.277-278 
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90%以上を吸収してきた農村社会であったが、その源泉とも言える未占有地が 19世紀

中期ごろには全て分割され消滅したのである。自営農民となる夢を持つヨーロッパか

らの移民は極端に減少することから、アメリカの総人口の増大と人口増加率の高さは

以前ほどには大きくならず、一定化する傾向を示したのである。すなわち、農村経済

の発展による継続的拡大市場は成熟した大規模ながらも飽和市場の特徴を持つことに

なったと言える。 

継続的に拡大する農村市場の発展と結合して、生産量の増大に経営活動の目的を置

いてきた企業経営者にとって、これまでの「資本主義の精神」に従って隣人愛の実践

を禁欲と節約のもとで押し進めてきた生産量の増大は、他の生産企業とは無関係に自

己の生産量を増大させればさせるほど、結果として得る利潤は増大し、その評価基準

が上がる状況であった。すなわち、生産量の増大→利潤の増大→隣人愛の実践を意味

したのである。未占有地の存在する間は、農村社会の拡大が人口の増大と農村経済の

発展によって、常に需要が供給を上回っていたのであるが、農村人口とその経済が飽

和することにより、需要は伸びなくなる一方で、生産技術の革新による供給は一段と

向上する傾向を示したのである。供給が需要を超える逆転現象がアメリカ経済におい

て初めて見られることになった。この逆転現象が顕著に表面化したのが、1861 年に始

まる南北戦争後であり、未占有地の消滅する時期とほぼ同じであったことは興味深い

ところである 218。 

生産量が利潤に直結しなくなることは「資本主義の精神」としての隣人愛の実践の

判断基準としての利潤が不確実となることから、その不確実性を解消する方法はこれ

までの生産量ではなく、販売量を増大させることであるということになる。他の生産

者がどのぐらいの生産量を実際に生産していたなどに無関心でいられた状態から、他

企業の生産量は言うまでもなく、その生産原価や販売先に到るまで、詳細な情報を手

に入れ、他企業よりも先に市場で自己の生産量を販売しなければ売り残るのである。

ここに「企業間競争」の概念が新たに加わることになった。禁欲的プロテスタンティ

ズムの倫理から生まれた隣人愛の実践が結果としての利潤量によって判断されるとす

                            

218 グレン・ポーター、ハロルド・C・リブセイ著（山中豊国・中野安・光沢滋郎訳）

『経営革新と流通支配―生成期マーケティングの研究―』ミネルヴァ書房（1985）

pp.156-161. 
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れば、企業間競争に勝たなければ利潤を得られないことから、利潤を獲得すること自

体が目的となり、そのための生産手段や販売方法が考案されることになるのである。 

まさに「資本主義の精神」における宗教的社会性を代表する隣人愛の実践という生

産目的が、その判断基準として事後的に発生する利潤によって取って代わられること

になったと言える。その転換を顕著に表す経営行動が、生産性を向上させ、付加価値

を高める経営管理の飽くなき追求であり、その付加価値の実現過程である販売活動で

あった。 

アメリカ特有の経済的・社会的・文化的環境を作り上げる広大な未占有地の存在が

消滅することは、人口、市場、生産の領域に大きな影響を与えることになった。特

に、禁欲的プロテスタンティズムの倫理に基づく「資本主義の精神」に支えられ、農

村社会と結合することから隣人愛の実践を遂行してきた生産者にとって経営活動に対

する考え方を転換させるほどの影響があったと言える。農村経済を中核とした継続的

拡大市場の存在は「資本主義の精神」を支えとする生産者にとって生産量をいかに増

大して需要に適合させるかということが隣人愛の実践であった。生産活動に関する分

業と単能型専用機械との結合によるアメリカ的生産方式の創造と確立は、まさに禁欲

と節約という伝統主義にとらわれない目的合理性を追求した結果であり、その成果と

して事後的に獲得される利潤は、拡大再生産方式として再投資されたのである。禁欲

的プロテスタンティズムの倫理に基づく「資本主義の精神」がアメリカ特有の環境条

件のもとで急速に近代的な資本主義経済体制と企業経営の生成を可能にした原因でも

あった。ところが、隣人愛の実践という宗教的社会性を基盤としながら、伝統主義に

とらわれない目的合理性を追求するという「ロビンソン的人間類型」の特徴を顕著に

見せたのは生産領域での思考と行動に止まっていたとも言えるのである。その理由

は、継続的に拡大を続ける農村市場のため常に需要が供給を上回り、生産量が重要な

課題であり、販売はアメリカの国内市場の地理的拡大とともに困難性を潜在化させつ

つあったにもかかわらず、中間商人に依存するという伝統主義のままであった。それ

もヨーロッパ社会で長い歴史を経過することによって確立されてきた伝統的商業組織

そのものを導入していたのである。生産量が利潤を決定するのではなく、販売量が利

潤を決定する市場への転換は企業間競争の概念を認識するだけでなく、「資本主義の
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精神」に押し動かされてきた生産者の経営活動、特に流通・販売活動に変革をもたら

さざるを得なくなったと言える。 

農村経済による継続的拡大市場という需要が供給を常に上回る状況では、企業生産

者は生産活動での合理化と能率化にエネルギーを集中することが生産量の増大ひいて

は結果としての利潤の増大をもたらすことから、宗教的社会性とも言える隣人愛の実

践が実現することになる。それゆえ、販売活動は、従来の伝統的商業組織を持つ中間

商人に依存したのである。それも独占販売権を譲渡した販売委託制度をとっていた。

広大な未占有地に急速に増大する移民による人口を吸収する西進運動が継続している

間は、企業生産者にとって、こうした販売政策は好都合であったと言える 219。しかし

ながら、広大な未占有地が消滅する事態は、農村市場を中核とする国内市場の飽和を

もたらし、供給が市場を超える逆転現象をもたらすことになる。ここに企業間競争の

概念を認識するとともに、「資本主義の精神」を押し進めるためには、これまで目的

合理性を追求してこなかった販売活動に対して、伝統主義を排した新たな販売政策を

取らざるを得なかったとも言うことができる。 

こうしたアメリカにおける特殊な環境条件のもとでの大量生産と大量消費という需

要と供給の逆転現象を背景に、これまで生産を中心としていた経営活動を変容し、経

営に占める販売活動の役割とその重要性に注意を払わざるを得なくなったのである。

こうした経営行動の変容の代表的な事例として、1851 年に創立されたシンガー企業を

あげることができる。シンガーは農村社会での女性労働力に対する労働負担を軽くす

るためにも、アメリカで最初に家庭用の労働節約機械であるミシンの生産を実現した

一方で、当初、販売は先にも指摘した独占販売権を譲渡した委託販売制度を採用して

いた。ところが、独占販売権の譲渡による委託販売制は、次のような欠点を表面化さ

せたのである。 

                            

219 グレン・ポーター、ハロルド・C・リブセイ著（山中豊国・中野安・光沢滋郎訳）

『経営革新と流通支配―生成期マーケティングの研究―』pp.92-99. 

 中間商人への販売依存政策は、生産に必要とする短期資本の調達という意味でも大

きな利点があった。例えば、①長期信用販売に関する危険の保証、②商人振り出しに

よる割引率の低い手形の受領、③商人の裏書きによる手形の保証、④専門手形割引業

の出現、⑤前払い制度の採用、⑥バーター取引の採用などがあげられる。 
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（１） 独占販売権を得た中間商人は、特別ミシンの積極的なセールスマンではないこ

とが判明した。 

（２） 独占販売権による委託販売は、新製品の開発による効果とは直接結びつかない

という問題があった。 

（３） 独占販売権を持つ中間商人は、その地域の代表性を強く主張し、権利の侵害を

嫌うことから、生産者による価格政策などの迅速な実行が困難であった。 

（４） 販売促進のための展示やデモンストレーションなどの革新的な販売政策を実行

することが困難であった。 

このような独占販売権を譲渡した委託販売制度の欠点を認識したシンガー社の販売

政策担当者であった E・クラーク（E. Clark）は「新製品に限らず、製品そのものを

販売する唯一の方法は、会社の販売ルームを通してミシンを展示・販売し、サービス

を提供する支店を開設するか、そうした各種のサービスを引き受けることのできる販

売代理人を通してスピーディな販売をするかである」という結論に達することになっ

た 220。こうしてシンガー社の経営活動は商品の生産工程の合理化と能率化による生産

性の向上に重点を置くのみでなく、1852年にボストンとフィラデルフィアに、1853 年

にはニューヨークに支店を開設している。それも各都市での一等地と言われる場所

に、ショールーム付の豪華な建物を建て、若い女性従業員が実際にミシンを使用する

姿をデモンストレーションによって見せることから、ミシンそのものを「知らしめ

る」だけでなく、その使用価値をも知らしめようとしている。加えて、主要都市に開

設された支店は、そうした伝統にとらわれない販売政策に止まらず、開設地周辺の市

場調査を行い、情報収集を行ったことも革新的なことであったと言える。 

                            

220 中川敬一郎稿「米国における巨大企業の成立とマス・マーケティングの発達」（経

済学論集・東大）第 3巻第 3号 p15-16. 積極的なマーケティングは、一定規模の市

場の存在と同時に、積極・果敢な企業者活動そのものを必要とすると言われる。シン

ガー社にそうした革新的な販売政策をもたらす企業者活動は、それまでのニュー・イ

ングランドの企業者活動とは相違するものであった。J. A.シュンペーターのいう革新

的企業者のエッセンスである“新しいことをする”あるいは“すでにあるものを新し

い方法で行う”という企業者活動を見ることができた。 
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こうしてシンガー社は販売の促進政策にも力を注ぎ、生産と販売が分離されたこれ

までの経営活動の考えと異なる「その製品を直接知らしめ、消費者の手中におくもっ

とも直接的な方法」という販売政策をとったのである 221。これまでの生産中心主義に

よる大量生産の反動として、大量販売の必要性がもたらされることから、市場問題、

言い換えれば販売問題にいっそう注目が集まるのである。そして企業間競争のもとで

の市場拡大の手段としては、シンガー社による革新的な販売政策の実行を指摘するこ

とができるのではあるが、その内容は価格政策と需要の創造であった。ただいかに直

接販売をするとはいえ、価格政策は、独占的な市場の拡大を可能にする一方で、破滅

的な競争をもたらすものであった。それゆえ、市場の拡大は価格競争よりも、経営職

能の合理化・能率化による需要の創造に求められることになったと言える。 

需要の創造による市場の拡大は、単に直営支店の開設や広告、さらにはデモンスト

レーションを実行するだけでは不十分である。そこでまずは主体的な販売の合理化を

追求するために、販売経路の決定とセールスマン管理による体系化を試みている。い

わゆるセールスマンの積極性や経験や話術による人的販売能力に大きく依存したので

あるが、当然ながらそうしたセールスマンの人間性に基づく個別能力を計画的に調整

し、統制することは不可能であった。まさに、セールスマンの個人的人間性に依存す

る販売手法を成行的販売管理と言われるゆえんでもある。 

こうした成行的販売管理にかわって、セールスマンを計画的に調整し統制すること

から、伝統的商業組織には見られなかった革新的な販売要素を体系化させることを主

張したのがナショナル・キャシューレジスタ社（National Cash Register Co.）の

J・H・バターソン（J. H. Patterson）であった。J・H・パターソンがこうした販売要

素の科学化を主張した背景には、1880 年代の新製品であるキャッシュ・レジスターの

生産企業がアメリカに 84社設立され、生産量は急速に増大したにもかかわらず、レジ

スターへの需要は伸びず、企業間競争の激化が存在していた。まさに企業間競争にお

いて販売の差別的優位性を獲得する必要に迫られていたのである。そこで、J・H・パ

ターソンは販売問題に対して計画的に問題を解決するための目標分析を導入すること

                            

221 大塚久雄著『西洋経済史』p.291-292 
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から、試行錯誤や目の子勘定といった従来の成行的販売管理を改善し、目的合理性を

追求する効果的な販売原則を主張したのである 222。 

J・H・パターソンは、販売原則として次のものを指摘している。 

（１） セールスマンに受持地域を割り当て、販売の権限と責任を与えることから売上

げ分担を明確にする。 

（２） セールスマンの個別的な能力に依存するのではなく、販売訓練の正式な方法を

開発し、実施する。 

（３） 販売便覧、販売会議、年次販売協議会を整備・設置するとともに情報を収集・

交換する。 

（４） セールスマンの販売増進を補強する手段として、広報の重要性を認識し、販売

刊行物などによるアウトプットを発行して企業イメージを高める。 

（５） 広告に関する責任者を置き、広告による商品の知らしめ度を積極的に向上させ

る。 

こうした J・H・パターソンの販売原則は、19世紀末に始まる「能率増進運動」を基

礎としたムダの排除を目指す体系的管理と結合することから、大量生産に対するセー

ルスマンの販売能率を科学的・計画的・組織的に促進させる特徴を持っていたと言え

る。その意味では、基本的に未だ生産したものを合理的に販売しようとする生産主導

型の経営における販売管理という領域にあった。しかしながら、需要を上回る生産量

の増大傾向は、それ以上に販売活動の重要性を認識させ、需要創造活動を押し進める

ことを要求したのである。ここに、セールスマンを中心とした人的要素に中心を置く

販売政策から、製品差別化、広告、販売促進などの非人的要素に中心を置く販売政策

へと変化せざるを得なくなるのである 223。 

                            

222 白髭武稿「マーケティングの発生（2）」（経営論集・明治大学）第 16巻第 3・4

号 pp.75-81. 

223 白髭武稿「マーケティングの発生（1）」（経営論集・明治大学）第 16巻第 2号

p.26. 自立的な商人ではなく、製造業者によって系列化された商人を指すデイーラー
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人的販売の要素であれ、非人的販売の要素であれ、個々の要素は歴史的に見れば、

すでに古くから存在していたものであった。そうした既存の販売要素を需要創造の販

売政策として体系的に結合させたのが A・W・ショー（A. W. Shaw）の指摘するマーケ

ティングの機能であったと言える 224。能率増進運動による経営活動におけるムダの排

除は、生産原価の削減とともに生産量の増大をもたらすことから、アメリカ的生産方

式による生産の機械化と合間って、大量生産・大量販売体制を確立させていくことに

なった。ところが一方で、「組織的怠業」というヨーロッパ社会では見られなかった

労働問題を出現させたことは周知のところである。この組織的怠業を解決しようとし

たのが F・W・テイラー（F. W. Taylor）の科学的管理法であった 225。F・W・テイラー

は組織的怠業に対して、①怠業は労働者の権利である、②持てる能力を怠業によって

意識的に発揮しないのは社会的損失である、との相反する２つの考え方を提示するの

であるが、結果的には後者の考え方を取り、科学的管理法を考案することになるので

ある。ここには、禁欲的プロテスタンティズムの倫理を基礎とする「資本主義の精

神」である隣人愛の実践と「禁欲と節約」の考え方が、多分に残存していると言うこ

ともできる。アメリカ的生産方式による生産の機械化の完成、能率増進運動、そして

科学的管理法へと展開される生産主導型の企業経営は、ますます需要を超えた大量生

産体制をもたらし、生産側面よりも販売側面での企業間競争を不可欠とすることにな

った。すなわち、生産主導型の企業経営から販売主導型の企業経営への転換であり、

言い換えれば、それまでの「資本主義の精神」から宗教的社会性の要因が抜け落ち、

利潤性の追求を目的とする「資本主義精神」に支えられた企業経営の特徴を持つこと

になったのである。 

                            

も、1850年のシンガー社の「フランチャイズ・システム」によって採用されている。

広告においては、1704年の J.キャンベルによるボストン・ニューズ・レターの 

224 アーチ・W・ショー著（伊藤康雄・水野裕正訳）『市場配給の若干の問題点』文眞

堂（1985）pp.42-64. 

225 ウインスロー・W・テイラー著（上野陽一訳）『科学的管理法』産業能率短期大学

出版部（1973）pp.245-253. F.W.テイラーは、“initiative and incentive”による

管理は、人から強いられるものではなく、自ら進んで努力し、工夫をする態度から従

来の管理法の中では一番いいものである。しかし、その管理法に勝るのが

“Scientific Management”であるとしている。 



 153 

こうした需要が飽和した状況の中で、生産技術の成熟が大量生産体制を確立させれ

ばさせるほど、「大量生産と大量消費」の関係ではなく、「大量生産と大量販売」と

いう生産と販売が１つに結合された言葉が使用されることになる。こうした時代背景

のもと、企業間競争に優位を得るための現代的マーケティングが考案され、導入され

るのである。 

こうしたマーケティングの手法は、企業間競争に優位性を得るために、消費者に繰

り返し広告と広報を行うことから、商品の効用を広く知らしめ、理解させるとともに

企業イメージを高めることによって「集中的販売効率」を向上させるのみでなく、セ

ールスマンの個人的能力にのみ依存するのではなく、セールスマンが全体として一体

化することにより販売力を向上させることができるような研修を実施し、結果として

企業間競争に打ち勝つことから商品販売量、すなわち利潤をあげようとするものであ

った 226。まさに大塚教授が指摘しているように、「単なる需要の存在は企業利益を意

味しない、むしろ主体的な販売努力のみが市場を意味する」のである 227。 

こうした企業の生産活動と販売活動の変容からもわかるように、当時の経済社会に

おける生産と消費との相互関係には大きな変化が見られ、言い換えれば企業の経営活

動はもはや「禁欲的プロテスタンティズムの倫理に支えられた隣人愛の実践といった

宗教的社会性に基づいて、その需要に応じる生産」ではなく、「企業間競争の中で、

従来は事後的な判断基準であった利潤そのものの獲得を目的に、他者よりも優位で、

創造的な市場を作り出し、利潤の追求を目的とした販売を前提とする生産」に変化し

たのである。「大量生産・大量販売」という一体化された言葉がそれを顕著に表して

いることはすでに指摘したところである。こうした企業活動の目的と手段という相互

関係の変化が、経営の主体を担う経営者の価値観とも相互に関連し、大きな影響力と

                            

226 橋本勲『企業的マーケティング論の成立』「経済論叢」第 101巻（第６号）京都大

学経済学会（1968）p.519 

このような販売員活動の管理を必然化した基本的契機は、第１に、すでに独占段階に

移行しつつあった資本主義の発展形態である恐慌と、それを契機とする市場問題の激化

であり、第２には、独占資本の成立にともなう全国的市場の成立と全国的規模での競争

の激化、特に独占体間の競争対立の激化であった。 

227 大塚久雄著『西洋経済史』pp.293-295 



 154 

して作用することによって、資本主義経済体制の質的変化と発展を促進させていくこ

とになるのである。 

 

第 4 節 「資本主義の精神」の消失と経営者精神の変容 

1．「資本主義の精神」の消失と経済合理性の追求 

アメリカにおける大量生産体制と大量販売体制の生成は、資本主義経済体制の新た

な発展段階を象徴している。こうした資本主義経済体制の発展は「需要と供給」とい

う言葉で表現されるように、大規模な市場と生産技術の進歩がもたらしたと言われる

のであるが、そうした物理的・物質的な経済要因の均衡の背後に経営の主体としての

経営者がいかにそうした経済的変化や経済的機会を把握し、自己の経営環境の変化と

してとらえることから、生産の規模や販売の手法をいかにすべきかを意思決定するこ

とも不可欠の要素である。すなわち、アメリカ経済社会が高度に発展する過程におい

て、資本主義経済体制の中味も変化することになる中で、経営者の意思決定と行動を

支え、押し進める精神、あるいは理念が重要な役割を果たしたと考えられるのであ

る。それゆえにこそ、今日にあっても、資本主義経済体制における企業経営者の経営

理念と目的の関係が常に問題視されることを思えば、経営者の意思決定や行動の基準

となる精神や道徳観の歴史的変化に注目することは大きな意義があるということがで

きる。 

すでに指摘してきたように、禁欲的プロテスタンティズムの精神は、隣人愛の実践

という宗教的社会性の判断基準として事後的に発生するとされる利潤に対する追求を

解放し、近代資本主義経済体制の生成を促進させるのであるが、そこには人間の美徳

への遵守を強調する特性を持っていた。ところが、アメリカ経済社会の成立初期の段

階における経営者の行動は依然としてプロテスタンティズムの精神を基礎とはしてい

たものの、その中味は当初の倫理観と違った部分が見られるようになったことであ

る。この点はベンジャミン・フランクリン（Benjamin. Franklin）の著書『富まんと

する者への指針』（1736年）と『若き職人への助言』（1748 年）に垣間見ることがで

きる。その中で、フランクリンは人間の美徳を守ることの必要性に触れているもの

の、こうした人間の美徳を判断する道徳基準の存在は経済生活の変化の中で、目的か
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ら手段に変化したと考えられるとしている 228。このような経済生活に対する価値観の

変容について、ウェーバーは「フランクリンの道徳的な姿勢はどれも、功利主義的な

方向に向かっている」、そして「フランクリンにしてみれば、必要な以上に美徳を心

掛けることは、非生産的な浪費として咎めるべきことだろう」229と指摘している。 

この意味からして、アメリカの企業経営者が遵守していた道徳観は、アメリカ特有

の経済的・社会的・文化的環境を基礎として資本主義初期の「神にひたすら奉仕する

道徳観」から「経済の合理性を追求する道徳観」に変化していったと考えることがで

きるのである。そして、こうした変化は経営者の経営方針にも見られ、経済社会にお

ける利潤の存在意義は手段から目的に転化することから、すなわち「禁欲と節約によ

る利益の追求」から「利益を追求するための禁欲と節約」へと変容したのである。 

このような利潤に関する手段の目的化という道徳観の変容は、アメリカ特有の生産

制度と巨大市場とが融合することによって、企業経営者の経営哲学に大きな影響を与

えている。こうした変化は、当時の企業経営者の発言からも垣間見ることができるの

である。例えば、アメリカの鉄道会社の社長であったチャールズ・パーキンス

（Charles Perkins）は 1888年に、「偉大な商人たち、偉大な製造業者たち、偉大な

                            

228 Benjamin. Franklin, Works, ed. Sparks, Vol. IIp.87（マックス・ウェーバー著

（中山元訳）『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精神』pp.45-51を参照） 

 大塚久雄著『大塚久雄著作集、第八巻：近代化の人間的基礎』pp.127-128. 

  フランクリンの見解によれば、「外物（貨幣）についての配慮はただ『いつでも脱ぐ

ことのできる薄い外衣』のように、聖徒たちの肩にかかるに止めねばならなかった。そ

れなのに、運命は不幸にもこの外衣を鋼鉄のように堅い外枠と化しめた。禁欲（勤労と

質素）は世俗を改良し、世俗の内部で成果を上げようと試みたが、そのために世俗の外

物（資本）は、かって歴史にその比を見ないほど強くなり、ついには逃れ得ない力を人

間の上に振るうようになった。今日ではこうした禁欲の精神は（永久にか否か誰も知ら

ない）この外枠から抜け出てしまっている」としている。 

229 マックス・ウェーバー著（中山元訳）『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精

神』p.53. この理由として、ヴェーバーは「正直であることは、信用を作り出すため

に有益であるし、時間を正確に守ること、勤勉であること、節約をすることも、信用を

作り出すことに有益だとされている。そうした理由で、これらは美徳であるということ

だ。このことから、正直であるという見せ掛けが同じ効果をもたらすのであれば、この

見せ掛けだけで十分であるということになる。」と述べている。 
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発明家たちは、伝道師たちや慈善家たちよりも、社会に対して果たして貢献してこな

かったのであろうか」、そして「生活必需品や便利品の価格を下げることが、文化的

生活や進歩の最有力の要因であるということは疑いないところではないのか」と問い

かけているのである 230。言い換えれば、経営者による経営活動が経済社会に貢献でき

ているかどうかは、当時の企業の経営活動の果たす社会性を評価するにあたって、依

然として重要な基準とされていたことを示している。しかしながら、経営者を内面か

ら押し進める行動動機やその基準は、もはや宗教に対する信仰心に基づくもののみで

はなく、より個人主義で物質主義に基づく経済合理主義を帯びるようになっていたこ

とは否定できないところである。まさに、これまでの資本主義経済体制の形成を押し

進めてきた「資本主義の精神」の消失と言うことができる。 

こうして企業経営における利潤の追求と蓄積に対する理解の変化に伴い、アメリカ

経営者の生活様態にも大きな変化が起こったのである。当時のアメリカ上流社会で

は、ヨーロッパの上流社会のように貴族の称号あるいは伝統的な家族名を持つことよ

りも、金銭を重視する傾向があったことが指摘される。それのみでなく、当時の経営

者の間に、大邸宅を立て、高価な美術品や私的な鉄道車両を購入すること、そして贅

沢なパーティーを主催することなど、いわゆる「誇示的消費」がブームとなり、その

生活スタイルは資本主義初期の経営者とは異なる大きな変化が見られた 231。すなわ

ち、当時の経営者の価値観には、資本主義初期の経営者が守っていた禁欲的プロテス

                            

230 M・G・ブラックフォード著（三島康雄監訳）『ビッグ・ビジネスの比較経営史―イギ

リス、アメリカおよび日本―』pp.60-61. 

231 M・G・ブラックフォード著（三島康雄監訳）『ビッグ・ビジネスの比較経営史―イギ

リス、アメリカおよび日本―』p.61. 

 大塚久雄著『大塚久雄著作集、第八巻：近代化の人間的基礎』p.141-142. 

 ヴェーバーは、メソジスト派の創始者ジョン・ウエスリィーの言葉を引用している。 

 「私の思うに、富の増加するところでは、宗教の実質はいつも減少した。それ故、自

然のままでは、真の信仰の復活を長い間継続せしめうる方法のあることを、私は知らな

い。なぜにというと、宗教は当然に勤勉と節約とを生む外はなく、この二つは富を生ぜ

しめるより他はない。そして富の増すとともに、傲慢と情欲と現世愛も、あらゆる形で

増大するからである。」 
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タンティズムの「節約と禁欲」という宗教上の精神の存在は薄くなっていったと言う

ことができるのである。 

このようにして、経営者の価値観の変容は経営活動にも、自己実現の面にも大きな

変化をもたらせたのである。すなわち、経営者を動かすのは資本主義初期の「できる

かぎり多くの利益をえて、できるかぎり節約する者は、神の恩寵を増し加えられる

が、天国で宝を積むために、できるかぎり他者に与えねばならない」232という純粋な

宗教の信仰心からくる宗教的社会性の追求ではなく、それに代わる「金儲けは、それ

が合法的に行われるかぎりは、近代的な経済秩序においては、職業における有能さの

現れであり、それがもたらした産物である」233とする私的所有による利潤性の追求こ

そ、この時代の資本主義経済体制の本質を形作る価値観とされるようになったのであ

る。 

 

2．資本主義の高度化による矛盾と新たな経済秩序の生成 

これまで指摘してきた生産技術の発達と生産性の向上、巨大な均質的市場構造の形

成、そして経営者の価値観の変容などの要因が融合した結果、アメリカ経済社会は資

本主義経済制度をより高度な段階へと発展させていくのである。一方で、物質的な豊

かさや生活水準の向上は実現されるのであるが、こうした「アメリカ方式」として発

展する経済社会は当然の帰結として伝統的方法を破壊するという反省や危惧の声が存

在したことも否定できない事実である 234。いわゆる「経済の自由放任と過度の個人主

義が、本来、アメリカ的生活に存在したはずの共同性を棄損しているという危機意

                            

232 マックス・ウェーバー著（中山元訳）『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精

神』p.476 

233 マックス・ウェーバー著（中山元訳）『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精

神』p.55 

234 M・G・ブラックフォード著（三島康雄監訳）『ビッグ・ビジネスの比較経営史―イギ

リス、アメリカおよび日本―』pp.61-62 
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識」235が社会問題として提起されたのである。マルクスが資本主義経済体制の行きつ

く先は、資本家による労働の搾取による飽くなき利潤の追求が貧困と不平等の拡大を

もたらすことは必然であることから、人々が理想とする社会性を実現するために、社

会主義経済体制を主張したのも、まさにこの点が問題の根底にあったと言える。 

こうした資本主義経済社会に内在する利潤性と社会性の潜在的な矛盾に対する批判

を背景にして、資本主義経済の中核を担う企業活動での過度な利潤性の追求に注目が

集中することになった。そこから、特に大企業に対して政府規制が行われ、一連の行

政措置が実行されるようになるのである。こうした政府規制には 2種類存在している

と考えられる。 

第１は、生産と販売に関連した持続的、直接的な政府介入である。すなわち、特定

の商品やサービスに対する供給の義務や責任を課したり、または使用したり、あるい

は購入する最高料金を規制することである。こうした政府規制は、次の第４章で提起

するアメリカ公益企業体制の生成と発展に深く関連している。 

第２は、複数の法律によって、独占資本の経営活動全般を監視し、一定の条件が成

立した場合に警告や訴訟を起こすことから、罰金を課したり、販売そのものあるいは

合弁などを禁じる「反トラスト法」236を制定したりすることである。 

ところで、こうした規制のいずれもが行政と法律に基づき、経営者の思考と行動に

影響を与える政府規制である。その意味では、高度化した資本主義経済社会のもとで

の企業経営に対する規制としての役割と意義は依然として存在するとは言え、企業経

営の基盤である利潤性の追求に対する規制としてはもはや経営の内部に存在するので

はなく、外部から与えられる社会的圧力のようなものであった。言い換えれば、本来

「資本主義の精神」に内在するプロテスタンティズムの倫理に見られた「利益をただ

の判断基準の手段とする宗教的社会性の精神」の後退と、「利益を最終目的とする営

                            

235 富田虎男、鵜月裕典、佐藤円著『アメリカの歴史を知るための 62章（第 2版）』明

石書店（2009年）p.174 

236 金森久雄、荒憲治郎、森口親司編『経済辞典（第５版）』有斐閣（2013）p.1043  

独占や寡占のもたらす弊害を防ぐための法律であり、代表的なものにアメリカのシ

ャーマン法、クレイトン法、連邦取引委員会法などがある。 
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利性の精神」の大きな前進により、かつて企業の内部に存在した「経営の利潤性と社

会性に関する自己規制」による調和は次第に利潤性の精神へと比重を移し、一方の社

会性の精神は外部の「政府の法的規制」に依存するという「資本主義の精神」の精神

的分化とその社会的分担が出現することになったと言うことができる。 

このように、資本主義経済体制が高度資本主義に発展するに従って、経済社会にお

ける生産と消費の拡大や相互関係のみに止まらず、経営者の経営哲学にも変化が見ら

れることになった。そして、これらの要因が相互に作用した結果、経営の目的は次第

に変化し、利潤の追求はもはや経営の手段ではなく、目的とされるようになった。そ

れと同時に、本来経営者に内在していた禁欲的プロテスタンティズムの倫理に基づく

宗教的な道徳観の存在は薄くなっていくことから、経営活動に対する規制は「内的自

己規制」から「外的社会規制」に転化することになるのである。ここに企業が内在化

させてきた利潤性と社会性の分化と社会的分担の構図が明確になってきたとも言うこ

とができる。 

それゆえ、利潤の意味が経営の宗教的社会性を判断する手段から利潤の追求そのも

のを目的とすることに転化することは、利潤の極大化という目的を効率的、経済的に

達成するため、何らかの新しい手段や方法が自然と現れてくることになる。具体的に

は、賃金の引き下げ、市場の独占的地位の取得、マーケティングなどの差別的販売優

位の手段などが生成したのである。一方、経営に対する規制が「内的自己規制」から

「外的社会規制」に転化したことは、こうした企業行動に対する規制を遂行する主体

はもはや経営自体ではなく、外部の経済社会であるということになる。このことか

ら、企業経営者が唯一遵守すべき「内的自己規制」とすれば、それは企業を継続的に

維持・発展させるために利潤を追求しながら法律を遵守し、経済社会との相互関係を

安定的に維持することである。その意味では、高度化した資本主義経済社会における

経営の目的は「社会的規制を最低限遵守し、利潤の極大化を求める」といった利潤性

の追求に置かれていることが理解できることになる。しかしながら、こうした経営の

目的内容の変化は、経営に新たな課題をもたらすことにもなった。すなわち、経済社

会の変化に伴い「資本主義の精神」を支えた宗教的社会性から、資本主義経済社会を

構成する人々の欲求や欲望からわき出る企業に対する社会性へと内容を変化させる

時、「外的社会規制」の内容にも自ずと変化が求められ、これまでのような最低限の
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行政・法律の領域からさらに拡大せざるを得ない時、企業の「利潤の極大化と社会的

規制の最小化」という経営活動との矛盾関係が生じてくることである。 

こうした企業と社会との間の矛盾を解決しながら、資本主義経済社会の高度化を維

持・発展させる方法として導入したのが政府・公共団体による公企業や公益企業の設

立とその役割であった。近代資本主義経済社会における利潤性と社会性の両立をはか

るために、政府をはじめとした公共団体がその社会性の機能的分担を担うという形態

が定着するのである。 
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第 4章 資本主義経済体制における公企業と公益企業の発展と存在意義 

 

第 1 節 資本主義経済社会における公企業経営の特徴と目的 

資本主義経済社会はプロテスタンティズムの倫理に基づく禁欲と節約の宗教的エー

トスによる「資本主義の精神」を契機として高度に発展してきたのであるが、その後

の歴史的経過とともに出現することになった企業を取り巻く社会的・文化的・歴史的

環境の変化により、企業経営の重心は隣人愛の実践という初期の宗教的社会性の追求

から、その判断基準であった利潤そのものの追求を重視するようになった。それゆえ

に、私的利潤の追求に経営活動の重心を移行した私企業が参入しない、あるいは、参

入できない領域が顕著に現れることになる。そうした領域で利潤を生み出すには、大

量の資本や困難が不可欠であり、かつ資本主義経済体制を維持・発展させるには必要

不可欠な領域をそのまま放置することはできない状況が出現することになる。まさに

資本主義経済体制における社会性を遂行する経営体の出現が要求されることになるの

である。こうした背景のもと、一部の国や地域は社会主義経済体制に移り、生産手段

の国有化と経営活動の計画化によって、経済活動に対する全面的な統制を行い、マル

クスが指摘するような全面的で「完全な社会性」を追求しようとすることになる。一

方、アメリカやイギリスをはじめとする資本主義諸国はそうした社会主義経済体制に

移行せず、今日に至ってもマルクスが指摘している「貧困化の法則」による資本家と

労働者の階級対立によって崩壊の道をたどることなく、その存続と発展を続けてき

た 237。その原因としては、経営者の価値観の変容に伴い私企業がこれまでのような社

会性を実践する機能を弱めた一方で、私企業が遂行し得ない社会性は公的所有と公的

経営を基本原則とする公企業と、私的資本によって構成されながら供給の義務や価格

規制を課せられた公益企業が果たすことになるのである。公益企業経営の特徴とそこ

に見られる社会性概念は、第２節で触れることにしている。本節では焦点を前者の公

                            

237 宮川実著『マルクス経済学辞典』青木書店（1965）pp.22-23 

マルクスは資本主義経済社会における経済闘争、政治闘争、イデオロギー闘争という

階級闘争が発生する必然性を指摘しているが、こうした階級闘争は実際に発生しなか

った。 
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企業経営に置き、（1）資本主義経済社会における公企業体制の発展、（2）資本主義

社会における公企業経営の存在意義と経営目的、（3）資本主義経済社会における公企

業体制と公企業経営の矛盾と問題点、を考察することによって、資本主義経済体制に

おいて公企業が果たす意義と役割から、企業経営における社会性と利潤性の相関関係

の特徴を検討することにしたい。 

 

1.イギリスにおける公企業の出現過程と歴史的必然性 

資本主義経済体制を基盤とする公企業とはいえ、その所有形態や経営形態は社会主

義企業に類似するところが存在していることは事実である。しかしながら、公企業の

存在意義と経営目的は、全面的で「完全な社会性」を実現しようとする社会主義企業

とは異なり、資本主義経済体制の発展過程の各段階において常に変化が見られるので

ある。すなわち、公企業は資本主義経済体制の発展に伴って不可避な欠陥と弱点を解

決したり、その補完役として機能することから、特定の時点において一挙に導入され

たのではなく、資本主義経済社会にある国々の経済的・政治的・社会的発展段階に密

接に関連して形成されてきたと言える。それゆえ、資本主義諸国の発展段階における

経済的・政治的・社会的条件には大きな相違が存在することから、公企業の生成や発

展の歴史を一定の基準で統一的に考察するのは極めて困難である。とはいえ、資本主

義経済社会での公企業の発展と役割に関する歴史的考察は、現代企業における社会性

と利潤性との相関と矛盾の問題を模索する上で重要な参考事象であることは否定でき

ない。そこで、資本主義経済体制の代表的な存在であり、かつ公企業制度の起源を先

行したイギリスを対象に、公企業の出現とその歴史的必然性について考察を行うこと

にしたい。 

 

 

 

 

（イギリス経済社会における公企業の起源と発展） 
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資本主義経済体制の先進国であるイギリスは第１次大戦まで、自由放任の経済政策

をとっていたと言われる 238。ところが、アダム・スミスの「見えざる手」に代表され

る自由経済体制による経済社会の発展は、社会全体の公共資源の効率的配分の不均衡

と過度競争がもたらす明らかな不経済が表面化する時、行政の介入が不可避となって

きた。ジョン・スチュアート・ミル（John. Stuart. Mill）が「およそ真に公共的な

重要性を有する事業であって、しかも大規模に営んではじめて利益をあげうるがゆえ

に競争の自由がほとんど許されないものにおいては、社会に対してただこの一つのサ

ービスをなすために数組の高価な設備が並び存するということは、公共資源の配分と

してまことに不経済なことである。このような事業は、ただちにそれを公営事業とす

る方がはるかにいいものである」239と指摘するように、資本主義経済体制と本来相入

れない国家や自治体による公企業を設立・運営する必要性が高まることになるのであ

る。こうしたイギリスにおける公企業体制の生成と発展の歴史的経過は、概略次のよ

うに整理することが出来る。 

 

（i）公的企業経営形態の形成期 

公企業という概念は大まかに公的所有・公的経営と理解することができる 240。その

所有・経営の主体によって、さらに国有官庁企業と地方公営企業に分類することがで

きる。そして、この両者の形態が今日の公企業の二つの原型と言われるのである 241。 

                            

238 金森久雄、荒憲治郎、森口親司編『経済辞典（第５版）』有斐閣（2013）p.586. 

政府は私企業の活動にまったく干渉すべきでないという主張であり、イギリスでは自由

貿易を熱狂的に説いたマンチェスター主義がそれにあたる。 

239 John Stuart Mill, Principles of political Economy with some of their 

applications to social philosophy, 1848 (末永茂喜訳『経済学原理』岩波書店 p.271

を参照) 

240 衣笠達夫稿「公企業の種類と役割」『追手門経済論集』第 42巻（第２号）追手門学

院大学（2007）pp.5-7. 

241 経営経済研究所編集『経営全書』税務経理協会（1961）pp.261-263. 
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国有官庁企業の最も典型的な事例は、長い歴史をもつイギリス郵政省と言われる。

その歴史は 1656年に創立され、1660年に王政復古とともに確立された「一般書簡

局」であるとされる。イギリス郵政省が国営官庁企業形態を取るに至った背景と原因

には、次のような指摘がなされている 242。 

第１に、郵政事業が経済社会に関わる商品・サービスの持つ公共性と社会性であ

る。私企業が通信手段を提供するとすれば、全ての利用者の需要を平等に、かつ安定

的に充足するよりも、私的利潤の追求を優先することが予測され、経済社会に対する

公共性と社会性の機能が十分に果たされない恐れが考えられる。それゆえ、こうした

公共性と社会性を帯びる事業は公的統制を受け、政府の直接管理のもとに置かれるこ

とになるのである。 

第２に、郵政事業は政府の歳入を増加する可能性を持っていたことである。この点

に関しては、イギリス郵政省の事業独占を認める条件として、戦費補充のためにその

利潤の一部を国庫に支払うこととが要求されていることからもわかるのである。言い

換えれば、国営官庁企業である郵政省は経済社会への通信手段の提供、さらには政府

の財源としても位置付けられ、私的企業とは異なる意味合いを持ちながら、その公共

性と社会性を果たしていたのである。 

公企業のもう一つの原型は、地方公営企業であると言われる 243。1875年に、イギリ

スでは公共保険法が可決され、都市の給水義務が明示されるとともに、地方自治体が

水道事業を営んだり、水道企業を買取したりする権限が与えられたのである。水道事

業の公有・公営現象はその後さらに発展し、1903 年にはロンドンの首都水道庁が市の

水道事業を一括統合し、公営化したのである 244。地方公企業のもう一つの事例とし

て、ガス事業をあげることができる。例えば、1838 年にガス企業を所有し、経営を開

始したマンチェスター公社は地方公営企業の最初の事例とされる。こうした地方公営

企業経営の主要目的は地方税軽減のための財源を獲得することであったことから、言

                            

242 遠山嘉博著『現代公企業総論』東洋経済新報社（1987）p.71. 

243 藤田正一著『現代日本の企業形態』白桃書房（1984）pp.212-213. 

244 遠山嘉博著『現代公企業総論』pp.72-73. 
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い換えれば経済社会への公共性や社会性を実現する反面で、利潤性を中心としたこと

が指摘されるのである 245。 

 

（ii）官庁企業体から独立企業体へ発展する時期 

イギリスにおける水道、ガスなどの公共事業は第１次大戦まで、国と自治体によっ

て所有・経営され、行政組織の枠の中に組み込まれている官庁企業として存在してい

た。それゆえ、この時期の公企業は一般の官僚機関や組織と同様な政治と行政による

規制を受けていたのである。しかしながら、こうした公企業形態は 20世紀初頭以降、

大きな変化を見ることになった。従来の公共事業の所有と経営主体は国家と地方の両

方が併存していたが、この時期から地方自治体による公共事業の所有と経営は著しく

衰退し、国有・国営が中心となったのである。地方公営企業が衰退した理由につい

て、W.ソーンヒル（William. Thornhill）は次のように指摘している 246。第１に、当

時の電気や運輸技術の急速な発展を背景に、市営公企業は財政面で追いつくことが困

難になるのである。第２に、生産や配送技術の発展に伴い、公共事業の独占的経営が

優位に立つようになる。それゆえ、電気やガスなどの事業分野において、都市での事

業区域は小さすぎることから、公企業の効率的運営には不利となるのである。 

ここで注意すべきは、イギリス公企業が国有と地方公有という共存形態から、純粋

に国有・国営形態に移行していくとは言え、こうした所有と経営形態の変容は先の郵

政省による事業形態に接近したと言えないのである。というのも、官庁公企業の経営

者である主務大臣は、政策だけでなく、企業の経営・管理の細部まで議会で答弁する

必要があり、しばしば政治的圧力が経営や管理に不効率をもたらす可能性があった。

こうした反省から、公企業の経営は議会の直接統制から脱却し、独立する委員会によ

る運営が開始されることになるのである。すなわち、この時期の公企業の経営原則は

純粋な公共目的という社会性の追求から、公共目的という社会性と合理的・効率的経

                            

245 遠山嘉博稿「イギリス公企業形態の変遷」『公益事業研究』第 25巻（第 1号）公益

事業学会（1973）p.81. 

246 William. Thornhill, The nationalized industries: An introduction, 1968, 

pp.182-183.（遠山嘉博著『現代公企業総論』p.74を参照） 
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営との両立を達成することに変化したと考えることができる。こうした官庁企業から

公共企業体への変化は、公企業を取り巻く経済的、技術的、政治的環境の変化に応

え、公共目的と利潤性の調和を実現せざるを得ないという資本主義経済社会に特有の

傾向であったと言うことができる。 

 

（iii）社会主義体制へ接近した時期 

イギリス労働党は 1918年の規約改正により、国内産業の公有化を党の目的として明

記し、社会主義政党としての地位と性格を明確している。第２次大戦まで、イギリス

労働党は国会の少数派にとどまり、産業の国有化を実施する機会がなかったが、1945

年の選挙で政権を取得した後、産業国有化政策を本格的に開始したのである。こうし

た産業国有化政策の目的は産業全体を一元管理することにより、合理的・効率的な経

営を追求し、経営規模の利点による利益を実現することであった。当時のイギリス労

働党による産業国有化政策と公企業体制の特徴について、遠山教授は次のように指摘

している 247。 

第１に、国内総生産または労働力人口において、公企業が占める割合は 10％程度に

過ぎなかった。すなわち、産業の国有化が行われたとは言え、こうした国有化は全面

的なものではなく、部分的なものにすぎなかったということである。 

第２に、特定の産業分野において全面的な国有化を行い、一産業に一公企業という

公的完全独占体制を取ることである。 

第３に、対象企業に対して完全的な国有化を行うことである。すなわち、国有化の

過程において対象企業の全資本と資産を買い上げることから、企業経営への政府の部

分参加、公私混合企業形態は存在しないことである。 

第４に、この時期の国有化は一挙に行うのではなく、慎重な審議過程を経て決定さ

れ、漸進的に実施されたのである。 

                            

247 遠山嘉博稿「イギリス公企業形態の変遷」pp.112-130。 
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第５に、国有化の過程において、旧所有者への公正かつ完全な補償が行われ、交付

された確定利子付き債券の利子支払いは、新しく設立される公企業の負担義務とされ

たのである。 

第６に、国有化された公企業の経営陣は機能的・能力経験主義的な人材構成をと

り、社会主義経済社会のような民主的・利益代表的構成ではないことから、労働者の

経営参加は否定されたのである。 

第７に、消費者保護のために、消費者の利益代表機関としての消費者協議会の設置

が法律で義務付けられたのである。 

第８に、効率的・合理的運営を追求するために、国有化された企業には過去の官庁

企業形態を取らず、経営専門家によって構成される議会外部の独立委員によって経営

されたのである。 

このように、イギリス労働党が主張する産業国有化政策は、重要産業と企業を一括

して国が規制と管理をすることによって、産業全体の生産と能率の向上を図ったと言

える。こうした産業国有化は社会主義経済体制での国営企業形態とは異なり、資本主

義経済体制の自由市場機構を尊重することから、経済の全面的国有化を排除すること

になる。他方、公企業の経営者層は専門経営者を中心に構成され、社会主義経済体制

のような労働者全体の参加を否定したのである。それゆえ、一見すれば社会主義経済

体制のような企業経営に類似しているのではあるが、この時期の公企業政策の目的

は、資本主義経済体制の維持を前提として、特定産業や企業の全面的国有化によっ

て、公企業本来の公共目的という社会性の追求とその内容を明確にしながら、それを

達成する上で利潤性を追求することが不可欠であると考えたのである。 

 

（iv）公企業の所有と経営形態の多様化を模索する時期 

イギリス労働党による特定産業に対する国の一元的な経営・管理体制は、1950 年代

に大きな問題に直面したのである。こうした特定産業と企業の国有化は、その経営・

管理の面において、規模と独占に関する利点を享受できる一方で、第２章で指摘して

きた社会主義企業と同様に意思決定の過度な集中による非効率、企業内部各レベルの

責任意識の希薄化、経営の硬直化や官僚化という巨大企業に起因する弊害が生じてき
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た 248。すなわち、この時期の公企業は過去の官庁企業から独立した経営活動を行う公

共企業体に移行したことによって、経営の意思決定への行政からの介入や、市場での

厳しい競争から免れる一方で、経営者と労働者の相方に無競争に安住する現状維持と

いう消極的な行動などのデメリットが見られ始めたのである。こうした公企業の非効

率と非能率に対する批判から、公企業の所有・経営形態の多様化を模索せざるを得な

くなるのである。遠山教授によれば、この時期は経済構造の急激な変化を避けること

と、経営しやすい企業規模と競争との両立という反省から、（１）産業の国有化から

企業の国有化へ、（２）一産業一公企業のアプローチから複数の経営単位の創設へ、

（３）私企業と競争する競争的公企業や混合企業形態での政府参加へ、といった変化

が見られるようになった。それゆえ、この時期の公企業は依然として特定の公共目的

という社会性を遂行するために存在するとは言え、その所有・経営形態は「多様化の

模索が開始され、いわば政府とその他の公共団体が私企業に資本参加し、株式所有に

基づく投票権や役員任命の確保によって、内部統制手段の行使を可能にする」249もの

へと移行していくのである。すなわち、特定の産業分野における公的独占と公的経営

によって公共目的という社会性を遂行しようとする公企業の経営は結局、社会主義経

済社会での企業以上に利潤性の問題に迫られることになるのである。 

 

（v）公企業の民営化へと移行する時期 

1979 年に、サッチャー保守党が政権を取得し、従来の行政による自由市場への介入

を一変し、市場原理の復権と小さな政府への回帰を唱え、公企業部門に対し民営化を

開始したのである。この時期の民営化の方針として、（１）持株の民間への売却、

（２）投資計画は先端技術分野・イギリス北西部地域及び中小企業分野に限定する、

などが指摘されている 250。こうした公企業政策の変革からもわかるように、この時期

の公企業の存在と経営には、地域と中小企業振興という目的が置かれる一方で、経済

                            

248 遠山嘉博著『現代公企業総論』p.77. 

249 遠山嘉博著『現代公企業総論』p.78. 

250 遠山嘉博著『現代公企業総論』p.79． 
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市場全体において公的部門が介入する分野が後退し、さらには個別公企業の経営にお

いても、行政が果たす役割がかなり薄くなってきたのである。 

以上のように 19世紀後半から 20世紀にいたる約 100 年の間、イギリス経済社会にお

ける公企業体制の起源・発展・衰退の歴史的過程を概観してきた。私的所有、私的経

営を基本原則とする資本主義経済社会において、公的所有、公的経営の公企業が生成

し、発展した背景には、私企業が遂行しえない公共目的という社会性を機能的に分担

することが存在したと考えることができる。他方、イギリス公企業体制の民営化や衰

退現象からは、公共目的の遂行を目的とする公企業経営に内在する矛盾の存在をうか

がい知ることができた。従って、こうした資本主義経済社会における公企業体制の起

源・発展・衰退の歴史的過程を理解しようとする時、次のような問題意識を明らかに

する必要がある。第１に、資本主義経済社会における私企業経営の限界はどこにあ

り、それは何であったのか。すなわち、資本主義経済社会における公企業の出現現象

は必然的であったのか。第２に、公企業の存在意義は特定の公共目的である社会性を

遂行すると言われるが、こうした公共目的に内包される社会性の具体的内容は何であ

るのか。換言すれば、資本主義経済体制の維持や国家の経済政策という公共性と、一

般大衆の利益という社会性との関連性をどのように考えればいいのか。第３に、公企

業はいかにしてこうした公共性と社会性を達成するのか。そして、公共性や社会性の

実現を前提とする公企業経営の特徴とはどのようなものであるのか。こうした疑問を

前提として、資本主義経済社会における公企業の出現現象とその経済的目的について

さらに考察を行うことにしたい。 

 

2.資本主義経済社会における公企業の経済目的とその必然性 

資本主義経済体制は私的所有制度と自由市場を基盤にすることから、資本主義経済

社会での経済活動は本来、私企業による利潤の追求を中心に行われるのである。とは

いえ、資本主義経済社会における経済的、技術的、政治的環境や経営者の価値観の変

化につれて、初期資本主義を支えた「資本主義の精神」に内在していた宗教的エート

スによる社会性の機能が次第に抜け落ちていったことから、公企業が経済社会に不可

欠な要素である公共性や社会性を分担することはイギリス公企業の事例からも歴史的

事実であった。それゆえ、資本主義経済体制の構造的な欠陥と私的企業経営の限界
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は、公企業の出現を必然的な現象にさせたと考えることができる。その上で、資本主

義経済社会における公企業の出現の背景と特徴について、大国教授は次のように指摘

している 251。 

第１に、資本主義経済社会において、一般大衆の生活に必要不可欠でありながら、

利潤率の低い産業が存在するのである。利潤の追求を基本原則とする資本主義経済体

制のもとで、私的資本が収益率の高い産業分野に流入するのは必然的な現象である。

特に総資本に占める固定資本の割合が高く、利潤率が低い電気、電信、水道、ガスと

いった分野は資本回転率が低いことから、私的資本にとっては好ましい投資先とは考

えられないのである。それゆえ、こうした産業においては公企業によって資本主義経

済体制の欠陥を補い、補完することから、経済社会の安定と維持を図らざるを得ない

ことになるのである。 

第２に、資本主義経済社会において、経済社会に必要不可欠とされながら、その事

業が極めて大規模な設備投資を必要とすることから、私企業の資本調達能力を遥かに

超える郵便、電信、電話、鉄道といった産業分野が存在するのである。こうした産業

分野に対する社会的需要を充足するために、公企業の成立が要求されることになるの

である。しかしながら、私企業と公企業が共存する資本主義経済体制においては、こ

うした産業分野の公企業は一般大衆に大きな公共的便益を提供すると同時に、私的資

本による私企業にも多くの便益を与えることになる。こうした背景に成立する公企業

の最大の意義は、資本主義経済体制の基本的不足を補完するものと言うことができ

る。 

第３に、資本主義経済社会における私企業が自己の利潤を増大させることを目的と

して、公企業の成立を積極的に国家に要求することがある。例えば、戦時中の軍事企

業や恐慌政策としての金融企業がそれである。こうした背景のもと成立した公企業の

経営は一般大衆の公共的な利益を配慮する場合があるとはいえ、私的資本の利益を重

視する傾向があると指摘される。この種の公企業の存在意義は、資本主義経済体制自

                            

251 大島国雄著『公企業の経営学（増補版）』白桃書房（1971）pp.43-45． 
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体の弱体化を防ぎ、体制そのものを維持する体制関連的な機能を持っていると言うこ

とが出来る。 

第４に、資本主義経済社会には景気の循環が存在する。時には企業経営者や労働者

の要求に基づいて衰退する企業・産業の国有化が行われることがある。例えば、私的

資本が低収益の産業から撤退しようとする場合、政府によって国有化されるケースが

それである。こうした国有化は社会主義経済社会のように全面的国有化ではないこと

から、その全ての国有化が労働者や一般大衆の公共性や社会性のために押し進められ

るのではなく、多くの場合は私的資本の利害との関連と妥協して行われるのである。

それゆえ、この種の公企業の存在意義は資本主義経済体制の存続や体質改善を図るこ

とを目的としたものと言うことができる。 

以上のように、資本主義経済体制の特徴や構造的な欠陥が存在することから、本来

私企業を中心とすべき資本主義経済社会に公企業の形成と導入は必然的な現象と言う

ことができる。ところで、資本主義経済体制における公企業は公有・公営を原則とす

るとはいえ、生産手段の国有化と生産活動の計画化を特徴とする社会主義経済体制と

は異なり、公企業体制は経済社会に必要不可欠とする一部特定の産業分野のみに存在

することから、資本主義経済社会の構造的な欠陥と弱点を体制内において改革と補完

を図るものであると言える。こうした資本主義経済での公企業と社会主義企業との間

に存在する相違は、その存在意義や経営目的に根本的な差異をもたらすことになるの

である。そこで、資本主義経済社会における公企業の経営目的とその役割を検討する

ことにしたい。 

 

 

 

（公企業経営における経済的目的） 

公企業体制は資本主義経済体制の構造的な欠陥と弱点に対する補完対策として導入

されてきた。この資本主義経済体制の構造的な欠陥と弱点とは、具体的に指摘すると

すれば、私的利潤の極大化を目的として、労働賃金をできるだけ抑制する、そして経

済社会が本当に需要する商品やサービスよりも、利潤率の高い商品やサービスを優先
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的に生産し、販売することによって、経済社会の中での経済資源が非効率的に配分さ

れ、結果として富および所得の不平等がもたらされ、貧困や階級差別が引き起こされ

ることであった。それゆえ、かつての社会主義経済体制は生産手段の国有化と計画経

済の実施によって、こうした資本主義の構造的な欠陥と弱点を克服しようとしたこと

はよく知られたことである。しかしながら、生産手段の全面的な国有化と経済活動の

全面的な計画化と規制化によって、目的とする完全な社会性を実現することに失敗し

た歴史的経緯はすでに第２章で指摘しているところである。それゆえ、資本主義経済

体制のもとでの公企業は全面的な産業分野ではなく、一部の産業分野でしか存在せ

ず、私企業が参入しない、参入しては困る、あるいは参入できない産業分野におい

て、経済的機能を果たすことになる。こうした公企業の経済的機能について、遠山教

授は次のように指摘している 252。 

第 1は、公企業による外部性 253の内部化の機能である。資本主義経済社会は市場経

済を基盤としているとはいえ、この価格構造の枠に全ての経済活動が含まれるのでは

なく、現実的には外部経済あるいは外部不経済が存在している。すなわち、市場で取

引されていない一部の商品・サービスに関しては、利潤の極大化を目的とする私企業

が望む生産量と社会的要請に基づく理想とされる生産量との間にはギャップが存在す

るのである。そこで、私企業に補助金を提供することによって、その生産活動を社会

的に要請される需要量に一致させるか、私企業が得た利潤に対して社会的費用に見合

う税金を課し、生産活動を抑制させるという解決策が存在する。そして、より直接的

かつ完全的に解決する方法は、こうした経済の外部性をもたらす私企業を公有・公営

化することから、その外部性を内部化する公企業体制を導入することである。すなわ

ち、私企業が本質的な経営目的としがたい私的利潤の領域を超えて社会的利益をもた

らす経済的機能の発揮は、資本主義経済体制における公企業の存在意義と目的の一つ

と言うことができる。 

                            

252 遠山嘉博著『現代公企業総論』pp.50-57． 

253 金森久雄、荒憲治郎、森口親司編『経済辞典（第５版）』有斐閣（2013）p.125． 

ある消費者や生産者の経済活動が他の消費者や生産者に影響を与えること。有利な影

響を受ける場合を外部経済があるといい、不利な影響の場合を外部不経済があるという。 
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第２は、公企業による公共財の最適供給の機能である。資本主義経済体制の市場メ

カニズムのもとでは、私的生産物は最適に供給されるのに対し、国防、鉄道、水道、

電力などの公共財の供給を最適に供給することは困難である。それらの公共財に対す

る経済社会への需要を充足するためには、政府が自らそうした公共財を生産し、供給

せざるを得なくなる。そこで、公企業は私企業の果たせないこれらの機能を達成する

ことに不可欠の存在になると言うことができる。 

第３は、公企業による自然独占の公共化の機能である。特定の産業分野において

は、生産技術や設備投資の制限によって、自然独占が求められるようになる。具体的

には電力、水道、公共運輸などの産業分野に、この現象が顕著になる。この場合、政

府の規制方法には、私的独占を容認し、料金統制や供給義務などの規制を課す方法

と、公有・公営する公企業規制の２つの方法が存在するのである。前者の場合は企業

経営に間接的な影響を及ぼすのに対し、後者は企業に対する直接統制を可能にさせる

という相違がある。 

第４は、公企業による経済基盤形成の機能である。経済発展の初期段階、特に後進

工業国において、公企業は大きな役割を果たしてきた。経済発展の基盤形成を目的と

するインフラ整備や生産財産業の育成における公企業の設立がそれである。資本主義

の先進国イギリスでは、経済発展の基盤をなすガス、水道、電気などの分野は、その

創設が民間資本によってなされたのではあるが、資本主義の後発的諸国においては、

政府の指導のもと経済発展の遅れを公企業によって取り戻そうとする傾向が強いと指

摘されている。 

第５は、公企業による産業再編成の機能である。経済発展が萌芽期から成熟期へ移

行するにつれて、経済発展の基盤形成よりも、規模の経済を実現した生産・経営能率

の向上と国際競争力の強化が重視されることから、企業の集中と合弁が求められるよ

うになる。その場合、自由市場の力のみでは、十分な速さで進展できない場合に、政

府の介入が求められることから、大規模公企業を通して産業再編成による経済的強化

が達成されることになる。 

一方、経済社会において、反独占政策あるいは競争維持政策が求められる場合、公

企業は私的独占による経済的弊害を防止する対策として位置づけられる。直接的に

は、市場への競争的公企業の新規参入によって競争を促進させる。間接的には、国有
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化や公企業による参入の脅威を示すことから、独占企業の独占的行動や企業間独占行

為を阻止する要因として働くことが期待される。 

第６は、公企業による衰退産業の救済の機能である。資本主義経済が萌芽期と成熟

期を経て衰退が始まる段階に直面する時、公企業が経済体制の補強と維持に貢献する

ことになる。こうした公企業の補強的機能と存在目的には、一方では非能率産業や企

業の救済や温存、他方では基幹産業や政治的意義を持つ産業の維持という２つの矛盾

した目的が存在することになる。歴史的には公企業の経済的機能と存在目的として、

急激な経済的変化による社会的混乱の回避と経済体制の補強と維持に貢献してきたこ

とは明らかである。 

第７は、公企業による資本主義経済社会の長期的必要性への配慮の機能である。資

本主義経済体制のもとでは、私企業の行動基準や動機は、自らの経営活動の範囲内に

限られる傾向が見られる。このため、経済社会において、長期的に配慮すべき経済活

動は、公企業によって果たされることになる。具体的には電力産業における原子力運

用の開発や、自由市場の力のみではゴーイング・コンサーン（継続的企業）として維

持し得ない鉄道運輸などがそれである。私的資本と私的経営によって、短期的に利潤

性が見込めず、不採算と考えられる産業分野であっても、長期的視点から見れば、経

済社会の安定と維持の視点から経済的にも、社会的にも要求される場合、公企業に依

存せざるを得ないのである。 

以上のような公企業の経済目的のいずれもが、経済社会の需要を充足するため必要

不可欠のものであると言うことができる。とはいえ、こうした経済目的を実現するた

めの経営活動は、多量の資本投入を必要都市、それを短期的に回収することが極めて

困難なことである。たとえ回収できるとしても、その利潤率は多くの場合に極めて低

いことから、一般の私企業では遂行し得ないことになる。他方、資本主義経済社会の

安定的存続と長期的発展という未来志向型の展望は個別企業経営者の意思決定が配慮

できる範囲をはるかに超えることになる。そこに行政が主導する公企業によってこう

した未来志向型の経済活動を提示するとともに、遂行することは資本主義経済体制を

維持するのに必要かつ不可欠の手段であったし、あり続けると言うことができるので

ある。このことから、公企業と一般私企業の経営目的に大きな差異が存在することは

必然的な現象と言うことができるだけでなく、その相違性が相互に補完し合い、補足
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し合いながら、総合的に経済社会を安定化させ、発展させてきたところに社会主義経

済社会とは異なり、資本主義経済体制が今日まで継続かつ発展してきた原因とも言う

ことができるのである。 

 

（公企業経営における非経済的目的） 

公企業と資本主義経済社会との関連性を考える時、公企業は私企業が参入しえな

い、あるいは参入を望まない商品やサービスを提供することに加え、私企業の独占や

寡占による競争の排除による不経済を防止する役割を果たすことから、経済社会に雇

用の機会を創造し、労働者と消費者の利益を維持、確保することを目的とするもので

あった。一見して、公企業における公共性や社会性の内容は、私企業が遂行しえない

経済機能を補うことに注目が集まるのであるが、実際の公企業経営は、そうした経済

目的とは無関連と言える側面が存在するのである。それが公企業の非経済的目的と言

われるものであり、遠山教授は次のような要因を指摘している 254。 

第１に、特定産業の発達・衰退・消滅が国家の安全、国威の発揚、国民生活の安定

に密接に関連する場合、利潤の追求という経済的目的を経営の基本原則とする私企業

より、国有・国営の公企業の方が、そうした非経済的目的の達成に直接かつ迅速に貢

献できると考えられる。なぜならば、公企業経営は自由市場メカニズムの領域を超え

て、こうした非経済的目的の達成に経営活動の重心を置くことが容易に可能となるか

らである。例えば、軍需産業、航空機産業、鉄道網、航空網、海上交通網の公企業化

はその具体的な事例である。ところが、こうした公企業経営の非経済的目的に占める

国家的・政治的な利益として考える公共性と、一般大衆への利益として考える社会性

との比較割合は、前者が後者よりも重視される傾向になる。 

第２に、世界的な「資源主権」255意識の台頭に伴い、国家的利益に直結する資源産

業を公企業化することによって、国の方針と支配のもとに置こうとする非経済的目的

                            

254 遠山嘉博著『現代公企業総論』pp.61-65． 

255 金森久雄、荒憲治郎、森口親司編『経済辞典（第５版）』p.504． 
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である。こうした資源産業における公企業化や国有化の形態としては、発展途上国型

と先進国型に区分することができる。 

発展途上国の場合は、第 2次世界大戦後に政治的独立を達成した旧植民地の多くが

経済的独立を確固たるものにするためにも、経済主権の確立を目指す動きから始まっ

たと言える。具体的には、1952年に「天然の富及び資源を自由に開発する権利」が国

連において決議され、「発展途上国の発展が普遍的に平和をもたらすこと、また自然

の富と資源に対する主権行使が尊重されるべき」という資源産業に対する発展途上国

に対する恒久的主権が提起されたことにあると言える。そして、1962年に国連におい

て決議された「天然の富と資源に対する主権」は、「国有化、収用又は徴発は公益、

安全、または国家利益の根拠又は理由にもとづかなければならない」と明記してい

る 256。これを背景に、1960年代以降、鉱物産出国や産油国を中心に、資源産業の公

有・公営による公企業化が相次いだのである。こうした途上国の資源産業の公有・公

営の動きは国家公共性の達成のみでなく、富の民族化というナショナリズムに基づく

非経済的目的も含まれていると言われる所以でもある。 

他方、先進国においても同様の資源産業での公有・公営による公企業化が見られ

る。しかしながら、その目的は外国資本の経済的支配や収奪を打ち破り、政治的にも

経済的にも独立を確固たるものにしようとした発展途上国とは異なり、「自国民の利

益」すなわち社会性を確保することに重点がおかれていたと言える。 

第３に、外国資本が特定企業を合併あるいは買収しようとする時、国益や国民の利

益を考え、それを防衛することが必要と考えざるを得ない場合には、該当国がその企

業の公有化をすることによって対抗するのである。すなわち、外資に買収・合併され

る恐れのある重要な企業を公企業化することによって、外国資本の接近を回避するこ

とができることになる。具体的な事例としては、1974 年にイギリス政府は北海油田が

                            

第 2次世界大戦後、植民地から独立した新興諸国のうち、鉱物資源、森林資源、水産

資源等の自然資源に比較的恵まれていた国々が、それらの資源に対する先進国や多国籍

企業による支配を打ち破り、そこに該当国家の主権確立を求めて主張してきたもの。 

256 厚母浩稿「新国際経済秩序（NIEO）について」『広島経済大学経済研究論集』第５巻

（第１号）広島経済大学経済学会（1982）pp.154-156． 
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外国資本の手中に陥ることを恐れ、倒産したバーマ・オイルを買収し、公企業化した

事例をあげることができる。 

第４に、自由、平等、社会的正義、共同体的精神といった経済的目的を超えた社会

的価値に対する追求が資本主義経済本来の企業目的の追求である利潤性と両立しえな

い場合、こうした非経済的目的である社会性を公企業が機能的に分担せざるをえなく

なるのである。例えば企業活動における人種差別や宗教的差別に関して、公企業にそ

うした問題を是正する機能を発揮することが期待される。イギリスにおいては、かつ

てスコットランドやウェールズの民族的同一性を維持するための諸政策と実行が、公

企業を通して遂行されたのである。 

企業は効率的に生産を行い、利潤の追求をするために自然発生的に形成される経営

組織体であることから、その経営目的は経済的領域に大きく関連することは当然であ

る。ところが、公的所有と公的経営を基本原則とする公企業は、一般的に「企業」と

いう言葉で同じ表現をされているとはいえ、一般企業とは異なり、その存在目的や意

義の中味に非経済的領域を存在させていることは事実である。その意味では、公企業

経営における非経済的目的の存在は「経済社会に対する経済的合理性の価値観」を超

えた「人間社会に対する社会性の価値観」が反映されていると言うことができること

にもなる。すなわち、その内容は資本主義経済体制の源流とも言える純粋に経営の目

的を達成するために合理性や効率性を追求する「ロビンソン的人間類型」よりも複雑

である。そして、一方でこうした「人間社会に対する社会性の価値観」は初期資本主

義経済社会におけるプロテスタンティズムの倫理に基づく禁欲と節約という宗教的エ

ートスに類似すると考えることができるのではあるが、公企業の果たす機能的役割と

その内容は多岐にわたり、そうした宗教的エートスの領域を超え、社会的、政治的、

歴史的、民族的な領域を包含したものと言うことができることになる。 

しかしながら、この「人間社会に対する社会性の価値観」の追求という広範囲にわ

たる社会性の原則はしばしば公企業経営に求められる利潤性の原則と相互に矛盾する

のである。こうした矛盾は資本主義経済体制の景気循環に直面する時、いっそう激し

く対立することになる。それゆえ、資本主義経済体制の中において経済的目的と非経

済的目的を同時に追求する経営体として、公企業の存在意義と経営の終局的な目的に

ついて、より詳細な検討をする必要がある。 
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（公企業の経営目的に関する規定） 

公企業の存在意義は、資本主義経済体制における構造的な欠陥と弱点を補完し、私

企業が遂行し得ない経済的・非経済的機能を分担し、補うことにあったことはすでに

指摘してきた。しかしながら、公企業自体がゴーイング・コンサーンの企業体として

存続しなければ、こうした資本主義経済体制の補完役としての機能が遂行できなくな

ることは言うに及ばない。そうした問題点の存在から、私企業と同様に、公企業の経

営目的に関して、営利目的説と公共目的説が提起されることになる。 

営利目的説については、上田貞次郎教授、国弘員人教授の主張に見られる。上田教

授は「公企業は収益経営であるが、公企業は収益のみを目的とするのではなく、多少

は直接に公益のために収益を犠牲とするのである」257と指摘している。国弘教授は公

企業を「増殖を目的として運用される資本体」と捉え、公企業は企業とは言えない

が、独立採算制を経営の基本原則とすることから、その経営における利潤性の追求は

不可避な現象であるとしている 258。 

一方、公共目的を主張する学者としては、竹中龍雄教授と大島教授をあげることが

できる。竹中教授は「資本主義経済における私企業は営利を唯一の指導目的としてい

るが、公企業において営利は問題とならないのみならず、利益の獲得を唯一の目的と

して公共の利益を顧慮しないことは許されない。否、公共利益の充足こそが、その基

本目的をなしている」259と指摘している。そして大島教授は、公共目的という社会性

の内容を明確にしながら、それを公企業経営の主要目的にしなければならないのであ

ると主張している 260。 

以上のように、公企業の存在意義と経営目的には、利潤性の追求と公共目的を達成

という社会性の主張がそれぞれ存在するのである。資本主義経済体制のもとで公企業

                            

257 上田貞次郎著『商工経営』千倉書房（1930）p.284． 

258 国弘員人著『企業形態論』泉文堂（1974）p.6、p.211． 

259 竹中龍雄・北久一著『公企業・公益企業経営論』丸善（1974）p.19． 

260 大島国雄著『公企業の経営学（増補版）』pp.71-72． 
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を独立とした企業体と捉えながら、利潤性を犠牲にして公共目的を達成することは、

国に大きな財政負担をかけることになるから、結果的に見れば公企業の存在自体が無

意味なものになるのである。他方、利潤性を優先し、公共性、社会性を副次的目的と

すれば、公企業という経営組織体に依存しなくても、補助金、税金、公益企業などの

代替方法を採用する方が時にはより効率的に達成しうる場合があると言える。それゆ

え、公企業経営における利潤性と社会性の内容とその相関関係には常に矛盾があり、

その解決策は容易なものではないとされている。そこには、政治的・社会的・経済的

な価値観の変遷を考慮に入れた決断が不可欠とされることになる。 

 

3.資本主義経済体制での公企業の現状と限界 

（公企業への独立採算制の導入） 

公企業は当初は「官庁企業」の形態をとり、その存在意義は公共目的の遂行にあっ

たとはいえ、それが行政機関に組み込まれるに従って、独立した経営体とは言えない

側面があった。それゆえ、公企業が果たしていた経済的機能は「経営」と言うより、

むしろ「行政」に近いものであった。その後、公企業が「官庁企業」から独立した企

業体への発展過程に見られたその最大の特徴は、すでに社会主義経済体制の企業にも

見ることのできた独立採算制の導入をあげることが出来る。 

公企業の経営に独立採算制を導入した背景には、一般的に次の２つの理由があげら

れる 261。まず、公企業を政府行政から独立させることから、組織・管理の面において

公企業経営の合理化と効率化を図ることである。次に、公企業の経営に必要とする資

金を政府から独立させることから、財務の面において公企業と政府双方の財務の健全

化を図ることである。一見して、こうした公企業への独立採算制の導入内容と目的

は、社会主義企業とほぼ同じ意味で理解できるとすれば、その結果も必然的に同じも

のになると考えられることになる。しかしながら、前者と後者が基盤とする経済体制

の相違によって、その意義が違ってくるのである。 

                            

261 竹中龍雄著『公企業経営』ダイヤモンド社（1954）pp.176-178． 



 180 

第１に、資本主義経済社会は、公企業と私企業が共存する混合経済体制であること

から、独立採算制を経営の基本原則とする公企業と私企業との関連性は、社会主義経

済体制のような計画的で統制的な経済社会の中で「完全な社会性」を追求するための

社会的分業関係として捉えることはできないことである。その理由として、社会主義

経済体制は全ての生産手段を公有化することから、たとえ社会主義企業が国の政策に

従い、その経営活動を計画化され、統制化された特定の商品やサービスに重心を置く

場合、その特定化された経営活動によって遂行されない社会性は他の社会主義企業が

遂行することになる。また、社会主義企業が生産統制や価格統制を受けることから、

他の社会主義企業に特定の便益を与える場合、その便益は私有化されず、依然として

社会的に所有されることになる。ところが、公企業と私企業が共存する資本主義経済

社会においては、公企業が特定の公共目的という社会性を達成することによって、全

般的あるいは特定の私企業に利潤という便益を与えることになったとしても、その便

益は通常、私有化されることになるのである。 

第２に、公共目的の遂行と実現を前提とする時、公企業への独立採算制の最も単純

な形は、独占的な統制料金を中心とした収入によって、公企業経営に必要な支出をカ

バーし、余剰利潤のない収支均衡型の経営方式であると理解することができる。しか

しながら、資本主義経済社会には経済変動や景気循環という現象が存在することは必

然的な現実である。公企業がこうした経済の景気変動を克服し、公共目的を遂行し続

けるためには、そうした変化を予測し、そなえるためにもより多くの内部保留を蓄積

せざるを得ないと言える 262。そこで、公企業経営に対して、社会的必要にそなえた余

剰を認める場合、公企業の経営には①支出と収入の内容と現状を吟味すること、②貨

幣価値が安定すること、③公企業の対象産業は発展中の産業でも、衰退中の産業でも

なく、経済社会の安定と維持にも必要な産業であること、そして④その経営活動が効

率的かつ能率的に行われること、などを必要不可欠な前提条件となるのである 263。 

                            

262 竹中龍雄著『公益企業環境論』白桃書房（1978）p.184． 

263 竹中龍雄著『公益企業環境論』pp.186-190． 
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このように、資本主義経済体制を基盤とする公企業での独立採算制とはいえ、社会

主義企業とは根本的な相違が存在することから、その経営における公共目的である社

会性と利潤性の概念も当然のことに違ってくるのである。 

 

（公企業体制と公企業経営の限界） 

資本主義経済社会における公企業は私企業が達成しえない公共目的を補完するため

に出現したことから、その経営が公共目的という社会性の達成に奉仕するのは当然で

ある。しかしながら、1960 年代以降のイギリス経済社会に占める公的部門の領域が大

きく後退したことから、資本主義経済体制の補完役として機能する公企業経営の限界

に関連する議論が表面化するのである。こうした公企業経営の矛盾は公企業の公共目

的である社会性の実現費用をまかなうに必要とする利潤性の内容とそれらの関連性が

変化したことからもたらされたと言える。そうした資本主義経済社会における公企業

体制に内在する矛盾としては、次のようなものを指摘することができる。 

第１は、公共目的に内在する公共性と社会性という言葉には、本来矛盾関係にあ

る。資本主義経済社会において公企業が形成された初期、その公共目的の内容は単純

に歳入の増加と都市住民の生活に必要とする商品やサービスを提供することに過ぎな

かった。ところが、資本主義経済社会の高度な成長と政治環境の変化につれて、公企

業経営に与えられた公共目的の内容は次第に経済的、社会的、政治的領域に関連付け

られ、今日に至っては資本主義経済体制そのものの維持・補完を図る公共性と、一般

大衆の利益を中心とする社会性にまで拡大してきたのである。 

確かに、資本主義経済社会の高度成長期には、経済環境の良好さから公企業の経営

状態もよく、黒字経営が可能であったことから、公共性と社会性を同時に達成するこ

とは比較的に容易であったと言える。しかしながら、経済変動による経済不況の出現

などの経済環境の変化に伴い、公企業の経営が悪化することから、赤字が膨大化する

時代には、公共性と社会性の間には矛盾が生じることになる。なぜならば、資本主義

経済社会には私企業と公企業が混在することから、経済体制の維持を主要目的とする

公共性は多くの場合に、私的資本に便益を与えることによって実現されるからであ

る。こうした状況に対応するために、独立採算制度を経営の基本原則とする公企業が



 182 

私企業により多くの便益を与えるためには、常時、また通常時から経営利潤の拡大を

図る、すなわち利潤性の確保を不可欠とすることになる。こうした状況は、最低廉価

格で商品やサービスを経済社会に提供するという社会性との間に矛盾関係が生じるこ

とになるのである。そして、公企業経営の公共目的に占める公共性の割合が拡大し、

ここに社会性との対立がさらに深刻化することは不可避な現象と言うことができる。 

第２は、公共目的の遂行と実現は、必ずしも経済社会全体の利益を拡大させないの

である。この現象はイギリスの公企業と私企業の経営からうかがい知ることができ

る。1949年と 1958年におけるイギリスの私企業部門と公企業部門の損益と資本形成

の総額は、（表１）のように示されている。1949 年に、イギリス私企業部門は 395百

万ポンドの利益で、111百万ポンドの資産を形成したのに対し、公企業部門は 87百万

ポンドの赤字で 166百万ポンドの資産を損失したのである。この現象は 1958年にさら

に悪化し、私企業部門が 943百万ポンドの利益で 355 百万ポンドの資産を増加させた

のに対し、公企業部門は 206百万の赤字で、544 百万ポンドの資産が減少したのであ

る。 

こうした現象をもたらした原因は、国産製品を生産・販売する私企業に対して補助

がなされ、その分の欠損は公企業が負担したことである。また、私企業部門は国家の

保証のもとで、その蓄積した資本を公企業部門に貸し出し、利潤を得るのに対し、公

企業部門の製品価格は国の政策によって制限されることから、利潤を得ることは困難

なのである 264。すなわち、公企業部門が国の指導のもとで公共性を遂行しようとする

とはいえ、結局その資産が私企業部門へ流出することになるのである。この現象は社

会主義経済体制での国営企業間でも見られた現象であり、独立採算制を経営の前提と

する公企業にとっては大きな負担であり、結果として国が公企業を公的資金によって

援助せざるを得なくなる。まさに、社会主義経済体制であれ、資本主義経済体制であ

れ、公企業の崩壊をもたらす体制無関連的な循環を見ることになる。その意味におい

て、公企業体制の限界とも言えるのである。 

 

                            

264 大島国雄著『公企業の経営学（増補版）』p.117． 
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（表１） イギリス経済の公私両セクター比較（100 万ポンド） 

 私企業部門 公企業部門 

1949 1958 1949 1958 

純 損 益 395 943 -87 -206 

国 内 純 資 産 形 成 339 601 121 357 

資 本 形 成 後 過 不 足 56 342 -208 -563 

振 替 資 本 55 13 42 9 

資産形成または借入れ 111 355 -166 -554 

（出典：A. H. Hanson, Nationalization, 1963）265 

 

本来、資本主義経済体制における公企業は公共目的という社会性を達成するために

存在するものである。ところが、公共目的の内容が経済的・政治的・技術的要因によ

って常に変化し、そして近年その内容に占める公共性の割合が拡大することにより、

公企業の経営活動に矛盾がもたらされ、公企業体制の存在意義が問われることになる

のである。結局、公共目的を達成するための代替手段とその目的達成率の比較が提起

されることになる。そして、公有・公営の公企業が公共目的という社会性を遂行する

という方法の他に、私的資本によって構成される私企業に公的規制を与える方法を加

えることによって、いわゆる社会性を充足させることに次第に注目が集まることにな

る。それが公企業に対する公益企業形態を出現させることになるのである。 

 

第 2 節 資本主義経済社会における公益企業経営の必要性と特徴 

これまで資本主義経済社会の発展と経営者の価値観の変化をもとに、資本主義的企

業経営の特徴と目的を利潤性と社会性の相関関係から考察してきた。初期資本主義的

                            

265 大島国雄著『公企業の経営学（増補版）』pp.118-119． 
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経営活動の萌芽期には、中産的生産者層を中心とした禁欲的プロテスタンティズムの

倫理による宗教的エートスとも言える社会性の考え方が経済社会に浸透することによ

り、隣人愛の実践による結果としての利潤の蓄積である財産や富は罪でないという価

値観が認識され、生産者をして計画的に、また積極的に利潤を追求させるようになっ

たという内的要因が存在したのである。 

確かに資本主義経済体制の成立を促進させた「資本主義の精神」は、宗教的エート

スを基礎としながら私的利潤の追求を解禁したのではあるが、世俗内の禁欲と節約と

いう人間の美徳への遵守を依然として強調していた。この意味からして、「資本主義

の精神」の概念には、単に利潤の追求と蓄積への欲求のみでなく、経営活動に対する

道徳的、宗教的規制に基づく社会性を内包していると考えられる。 

しかしながら、こうした禁欲的プロテスタンティズムの倫理による「資本主義の精

神」は 19世紀以降のアメリカ経済社会の中で形骸化し、従来の宗教的エートスによる

経営者の自己規制は大きく後退することになった。こうした道徳的、内的規制が急速

に後退したことから、これまでの経済社会は言うに及ばず、企業経営においても社会

性と利潤性の均衡に大きく狂いが発生することになった。そうした資本主義経済社会

の発展は、本来の宗教的社会性と利潤性の関係を逆転させ、利潤性が社会性を必然的

に達成するという手段の目的化が見られることになる。結果として経済社会における

物質的豊かさ、技術的な進歩による社会の豊かさは実現されてきたとはいえ、企業に

よる過度な利潤の追求に対する弊害に対して、社会的要請が湧き上がり、国家による

特別な経済政策や法律などの制度を制定することになるのである。 

そこに公的で法律的な外部規制が経営活動に最低限の基準となる社会性を要求する

ものとして出現するのである。こうした外的規制はある特定の時点に成立したわけで

はなく、資本主義経済社会の発展とともに形成してきたと言うことが出来る。また、

その規制の対象と内容によっては、一般の私企業に対する規制と、大衆の利害関係に

関わる特定の私企業に対する規制に分けることが出来る。前者は全ての私企業に関連

する普遍的な社会的義務であるのに対して、後者は前者の基準を上回る供給の義務や

料金の制限などに関連する規制である 266。前者に比較して、後者にかけられる企業の

                            

266 金森久雄、荒憲治郎、森口親司編『経済辞典（第５版）』有斐閣（2013）p.218． 
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経営活動は企業活動の自由に対する統制的制限であると言うことができる。とはい

え、後者に属する私企業は経済社会に必要な商品・サービスを提供し、これまでの宗

教的エートスを残しながら社会性を達成するということから、20世紀初頭のアメリカ

経済社会においてその発展を遂げてきたのである。こうした資本主義経済社会での新

しい現象は従来の経営学で問題とされてきた企業における利潤性と社会性の調和を模

索することに、大きな示唆を与えたと考えられる。そこで、こうした資本主義経済社

会における公的規制と私的資本との結合現象の発展を概観することから、（1）経済社

会における公的規制の出現と形成の背景、（2）公的規制と私的資本との結合過程、

（3）公的規制と私的資本の結合から生まれた公益企業経営の特徴と目的とその問題点

を指摘したい。そうした問題を検討する中で、資本主義経済体制における社会性と利

潤性の相関関係の変遷を見定めるだけでなく、資本主義経済体制の潜在的弱点を分

析・指摘することから、「完全的な社会性」を追求する社会主義経済体制の台頭とそ

の脅威に打ち勝ち、現代の経済社会を席巻することになった原因を明らかにするとと

もに、将来にわたるさらなる問題点をも指摘できればと思うのである。 

 

1. 経済社会における社会的規制の起源−公正価格の出現 

資本主義体制のもとで、経済社会に必要不可欠とされる製品やサービスが独占・寡

占的な地位を持つ私企業に対して公的規制をかけると言う社会性の概念は、アメリカ

にその起源が存在しているとされる。とはいえ、経済社会を規制したり、統制したり

する行動そのものの歴史的起源は人間社会が発展する過程から見れば、その初期の時

期にまでさかのぼることができると言われる。 

人間社会の原始的な状態では、収穫物の分配や外敵侵入の阻止といった共同体的利

害関係が存在するため、紛争の解決や処理に対する管理責任は、通常では共同体社会

全体の利益を考慮すべき一部の人に委任されることになる。この委任された人々は共

同体社会の一般構成員に対して特殊な地位を占め、そして社会の共同的利害関係の立

場から、平等かつ公平な評価を受けるべき社会的職務を実行するための意思決定を遂

                            

自然独占などの要因により、市場メカニズムでパレート最適な資源配分の実現が阻止さ

れている場合に、政府の許認可、法的措置のこと。 
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行するのである。こうした社会的職務を遂行する管理機能の出現現象は、経済社会と

政治との相互関係をもたらせる端緒となるものであった。ところで、こうした時代に

おいて、経済社会の構成員に対する経済的、政治的な管理権限の他者への移譲と言う

現象は原始社会の経済的・社会的環境から独立して成立したのではなく、多くの場合

は宗教の権威に依存していたのである。そのため、経済活動に対する管理者の権限と

行動にみる判断基準は完全に個人の意志によるものでなく、その内容は信仰する宗教

の教義に大きく制約され、影響されるのである。 

石井彰次郎教授によれば、初期資本主義のキリスト教義のもとでは、財産の私的所

有は非難され、財産を共同で所有することが理想的とされていた。それゆえ、人々の

価値観では富の蓄積は原則的に否定されるのみでなく、「貧民の扶養ということは、

慈善の問題ではなくして、拘束的義務」というような社会主義に見られる社会性の理

念が主張されている。こうしたキリスト教の教義に影響を受け、共同体社会の内部構

成員の生計を直接に充足できると考えられた農業や手工業といった職業が、生産物を

売買する商人活動よりも高く評価されるのである。というのも、生産品を売買する

時、売手は買手から手数料をはじめとする生産との無関連な利潤を得ることから、買

手は必然的に不利益を受けると認識されていたからである 267。 

しかしながら、経済活動の主要拠点が荘園制度から都市へ移動するにつれて、各経

済集団間の取引が相互にかつ頻繁に行われるようになる。当然ながらそうした取引の

増大は、経済社会における商業活動の活発化を促進させ、生産活動は従来の自給経済

から、交換経済にその重心を移るようになったのである。そうした中で、経済社会に

おける生産活動の分業化・専門化が進み、都市を生産拠点としていた手工業的小生産

者は自給経済の需要を上回る生産物を生産し、余剰生産となる商品を処理するために

は、販売を目的とする経営を展開せざるを得なくなったのである。こうして生産活動

の目的が変化するにつれて、教会は次第に商業活動の意義を認識するようになるので

はあるが、財産と富の蓄積を否定するキリスト教の教義、特にカトリックの教義は依

                            

267 石井彰次郎著『公益企業の研究（増補版）』白桃書房（1985）pp.2-3． 

政府とか、神学を理解したところの道学者は、事業（business）への同程度の理解を

示さなかったことは真実である。彼らは、『諸君と引取を計画する者は、諸君を欺こ

うと計画している』という広く流布せる諺に満足していた。 
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然として色濃く残していたのである。こうして商業活動の活発化とキリスト教の教義

が影響し合った結果、経済社会において商業活動における一攫千金を夢見る金儲け手

法に対し、「公正価格」という商業活動に対する宗教的社会性のエートスを持った

「資本主義の精神」などに代表される規制が形成されるのである。 

こうした「公正価格」は人間社会において古くから存在していた概念と慣習であ

り、13世紀に宗教法学者であるトーマス・アクィナス（Thomas Aquinas）によって法

制化されたとされている。アクィナスによる『神学大全』のなかで、災害等のために

困窮している人に生産物の販売価格を上げて利益を得ることは不当であると非難され

ている。「公正価格」の精神によれば、取引を行う双方は同じ利益を得なければなら

ないのであり、売手が独占的地位を利用し、買手の「需要力」と「必要性」によって

暴利を得ることは不道徳なこととされる。そして、こうした「公正価格」の形成過程

において、それを決定する基準は需要と供給という市場メカニズムではなく、生産過

程に費やした原材料と労働との費用、すなわち生産原価に大きく関連すべきであると

されている 268。 

したがって、「公正価格」という宗教的かつ社会的規制のもとで、市場における生

産者と消費者は平等な立場に置かれ、たとえ災害などの原因で生産物の需要量が増大

する場合であっても、生産者は価格を引き上げることから、より多くの利潤を獲得す

べきではないとされている。まさに消費者を生産者の独占的・寡占的地位から保護す

る社会性の概念を見ることができるのである。他方、宗教的な教義から発生する「公

正価格」の概念とはいえ、それが存在することから、生産者は私的利潤の最大化を経

営の主要目的とせず、経済社会での職業選択の自由が促進され社会的分業が進む中

で、各生産者は適切と考えられる利潤が与えられ、職業種別とは関係なく労働再生産

に必要な収入を確保することができるのである。この意味からして、政治的・宗教的

要因によって形成される「公正価格」は、共同体社会における経済活動を実践するた

めに、そこでの社会性と利潤性との融合的・調和的関係を実現させる重要な要因であ

ったと考えることができるのである。 

                            

268 仲正昌樹著「思想家ドラッカーを読む：リベラルと保守のあいだで」エヌティティ

出版（2018）pp.29-30． 
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その後、「公正価格」の概念は経済政策としてさらに発展をすることから、初期資

本主義経済社会のさらなる発展と存続を維持するために利用されたのである。ちなみ

に、「公正価格」に関する具体的な事例として、古くはローマ帝国が衰退するまでの

間に、市場において流通していた約 800種類の商品の最高価格が設定されていたこと

が指摘されている。このように経済社会における「公正価格」の規制が普遍的に行わ

れた歴史的事実は、単にキリスト教の教義からくる影響のみでなく、「政治力による

選択」という概念によっても出現したと考えられる。すなわち、その時々の政治情勢

や経済状勢の変化によって、規制される商品と、規制されない商品が分けられるので

ある。石井教授によれば、このような宗教的社会性に端を発する生産物に対する価格

規制はヨーロッパの取引制度に大きな影響を与えるだけでなく、その後の「公益を帯

びた事業」という概念の樹立に大きな役割を果たすことになるのである 269。 

 

2. 初期資本主義経済社会における規制の対象と目的の変化 

（経済社会における慣習法と公共的職業の形成） 

キリスト教の教義を基礎に出現した公正価格による規制は、まずは伝統的な生産者

組織であるギルトを中心に行われていた。しかしながら、封建社会の崩壊に伴い、経

済活動に対する支配は地方の領主から中央政府に集中することになった。これを背景

として、公正価格の規制を行う主体は生産者組織のギルドから、商業活動を管理する

慣習法と法廷に移行するのである 270。 

慣習法は経済社会において古くから存在してきた農業、手工業、小規模取引に見ら

れた慣習と過去の司法判決によって形成されることから、人間の経済生活に対する考

え方や価値観を経験的に反映したものと考えることができる。そのため、慣習法は一

                            

269 石井彰次郎著『公益企業の研究（増補版）』p.4． 

270 ヴィルヘルム・ブラウネーダー稿（屋敷二郎訳）「ヨーロッパの法統一：コモンロ

ーと大陸法」『一橋法学』（2011）第 10巻第 1号 

中世において、ローマ法ないし普通法に依存することなく、慣習法ないし契約を基礎

として、ほとんど全ヨーロッパ的な商法が成立した 
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定であり不変なものではなく、その内容は経験的かつ持続的に充実し、発展する特質

を持っていたと言える。そして慣習法の内容には、経済社会における（1）個人の権

利、（2）個人と経済社会との関連性が含まれているのである。特に後者は特定の職業

と経済社会の相互関係を判断するのに、重要な基準とされることになる 271。そこに

は、社会大衆の利益に関連した特定の職業に従事する人々の権利と義務、そして利用

者との非特定契約の内容に関する規定が含まれていた。すなわち、こうした職業に従

事する人々は、利用者との間に商品・サービスに関する契約をしていない場合であっ

ても、彼らは依然として責任と義務を持っているのである。慣習法のもとでは、「一

般的職業」と異なり、非契約的であれ特定の責任と義務が課される特定の職業は「公

共的職業」とされている。そして慣習法によれば、「公共的職業」を担う人々は、商

品・サービスを必要とする人々に、適切な価格で提供する義務を果たさなければなら

ないと規定されているのである。したがって、「公共的職業」を担う人々と経済社会

との商品・貨幣関係は資本主義経済の基本である市場メカニズムではなく、社会的倫

理と法律によって決定されることになる。さらには、「公共的職業」を遂行する人々

は単に商品・サービスを提供するのみでなく、事業に対する不適切な準備等によるさ

まざまな経営的損失を避けなければならないとされていた。まさに、「公共的職業」

の概念には、すでに今日的な経営問題である企業の利潤性と社会性に対する考え方が

同時存在していたと言うことができるのである。 

こうして慣習法における「一般的職業」と「公共的職業」との区別は、「一般的職

業」に従事する人々が、利用者の需要に対して、商品・サービスを供給するかどうか

は、彼らの選択次第であるのに対して、「公共的職業」に従事する人々はすでに費用

を支払った、あるいは支払いをする利用者に対して、確実かつ迅速にその需要に応え

なければならないという明確な経営上の目的に相違をもたらせることになる。こうし

た職業の分別・分担は一見すれば、経済社会を維持・発展させるには単純で簡単な概

念と思われがちであるが、「一般的職業」と「公共的職業」をいかに区別するのか、

そして両者の義務と責任の関係性はどう相違するかについては、何か問題が発生し、

訴訟が提起された時、常に判決上の大きな問題となったのである。こうした「一般的

                            

271 石井彰次郎著『公益企業の研究（増補版）』p.5． 
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職業」と「公共的職業」に対する経営上の問題点を踏まえて、石井教授は次のような

二つの判決事例をあげ、両者の相違を比較している。 

 

（獣医師に関する事例） 

第１の判決は、1441年のある獣医師に対する訴訟事件である。獣医師は馬を治療し

ようとしたが、無頓着に、そして不注意に薬を与えすぎ、その馬を死なせたとして、

馬の持ち主はその獣医に対して訴訟を提起した。当時の法廷はこの事件を受理し、訴

訟として取り扱ったのである。その理由として、当時のその職業に関する倫理的意義

は次のように理解されていたのである。「一般的職業」のケースにおいて、ある人が

財産を取り扱う権限を他の人に与えた時に、後者との間に何らかの特殊な約束あるい

は契約がない場合には、いかなる法的義務もなかったとされている。他方、「公共的

職業」に従事する者は、適切で熟練に基づいた上でその商品・サービスを提供する法

的義務が十分確立されている。すなわち、「一般的職業」の場合は受理をしてもらう

ための訴訟を提起する必要があるが、「公共的職業」の場合は審判の段階に入る前

に、すでにその職業に課された本来の義務と責任が問われることになるのである 272。 

 

（鍛冶屋や宿屋に関する事例） 

第２の判決は、1450年の訴訟において、「鍜治屋が私の馬に蹄鉄を打つのをことわ

り、あるいは宿屋の主人が、その宿屋で私に饗応を与えるのを拒否するときに、いか

なる行為もなされないにも関わらず、訴訟行為を持つであろうということは、あらゆ

る法廷によって賛成されたということに注目せよ。というのは、拒否ということは、

約束上（in agreement）妥当ではないからである。しかし大工が、一軒家を立てる契

                            

272 石井彰次郎著『公益企業の研究（増補版）』p.14． 
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約をし、そして何もしないところには、いかなる訴訟行為もない。というのは、その

ことは約束上妥当であるからである」273という記述が存在するのである。 

この判決からもわかるように、公共的職業に従事する人々には商品・サービスを申

し込む利用者に奉仕するだけでなく、不熟練あるいは事業への不適当な準備による損

失を回避しながら、仕事をすることを義務付けるという慣習法上の特徴があることを

指摘している。そこから「一般的職業」と「公共的職業」の責任と義務との区別が見

られるのである。このような職業における責任と義務との区別は法律上かなり早い時

期に確立されていたとはいえ、こうした分類方法や事業に対する法的規制が本当に適

切であるかというかに関して、当然この議論や疑問が提起されることになるのであ

る。 

アドラー（E. A. Adler）は 1374年から 1391年までのノーウィッチの領主裁判所の

記録、年鑑、部落文書から、数多くの「一般的職業」を列挙している。慣習法のもと

での全ての事業は「一般的事業」と「公共的事業」に分別されるが、それは慣習法の

誤りである。全ての職業と事業は「公共的」とされるべきであり、それこそが慣習法

のあり方であると反論しているのである。とすれば、慣習法上の「一般的職業」と

「公共的職業」の責任と義務との相違が指摘されているが、アドラーの主張に従うと

すれば、経済社会における公共政策、特別な規制を行う必要性はなくなり、全ての事

業に対して一般的規制を与えればよいと考えることができることにもなるのであ

る 274。 

こうしたアドラーの主張の中にこそ、公益企業体制を成立させる重要な概念が見ら

れるのである。すなわち、人間の生産と消費は当初、共同体社会の内部で完結される

ことから、たとえ生産物を交換する場合であっても、それが一時的なものであって、

定期的ではない取引にすぎなかった。しかしながら、経済社会が発展するにつれて、

生産活動の目的は「使用価値の創造」から「交換価値の創造」へと変化していくこと

                            

273 B. Wyman, The Law of The Public Callings as A Solution of The Trust 

Problem, Harvard Law Review, Vol. XVII, 1904, p.157. （石井彰次郎著『公益企業

の研究（増補版）』pp.14-15を参照） 

274 石井彰次郎著『公益企業の研究（増補版）』p.12． 
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になる。そして、さらに発展した経済社会へと進むに従って、生産活動の専業化と分

業化が高度に行われ、各生産部門が相互に依存し、必要かつ不可欠な関連を持たざる

を得なくなる時、アドラーの「全ての事業は公共的である」という主張の現代的意義

を、改めて認識することになる。すなわち、アドラーの主張は経済環境、技術環境、

そして人間の価値観が変遷する中で、経営活動に対する規制の内容と目的、またそれ

に関連する事業を行う際の利潤性と社会性の概念は常に変化し続けていく必然性を示

唆したものであったと言える。 

 

 

3. 私的資本と公的規制と独占の容認という相互関係の形成 

経済社会が封建制度から近代国家へと発展する過程で、政治権力は中央政府に集中

するようになる。そうした集中化された政権を維持するためには、強力な軍隊と有能

な官僚が不可欠であることから、それを維持する莫大な費用を必要としたのである。

加えて、当時の強国政策を推し進めるために貨幣や貴金属の蓄積を目的とする「重商

主義」の影響を受けたこともあり、国家の公共政策において規制の重要性が次第に高

まり、時として規制という手段が経済政策として取り入れられるようになるのであ

る。 

こうした中央政府の政権を固めようとする当時の政権と、海外貿易によって莫大な

利益を獲得しようとする商人や経営者との間に、ある程度の利害関係が一致したこと

から、両者の結合は必然的な結果でもあった 275。これを背景として、国家の公的規制

を受けながら海外貿易と植民地経営の独占的免許を授与された会社が現れることにな

るのである。こうした植民地を経営基盤とした会社は自らの経営活動をより効果的に

行うことによる利潤の追求が、国家の公共目的の達成に奉仕することになると考える

ことができるのである。まさに、利潤性と社会性の関係が「富の蓄積と公共性の規

則」によって均衡を保ったとも言うことができる。その意味においても、イギリスの

東インド会社が国の規制や特権を受けることによって、世界に飛躍していく歴史的事

                            

275 岡崎次郎著『ゾンバルト―近世資本主義の歴史的基礎』夏目書店（1948）pp.33-35． 
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実を概観することは、そうした公的規制と私的資本とが結合していく過程とその目的

の達成の過程をより理解することができるのである。 

1600 年にロンドンの商人達の請願によって設立されたイギリス東インド会社は、ポ

ルトガル、オランダ、フランスなどのヨーロッパ列強諸国との間で、東インド貿易を

巡って争い競争した結果、18 世紀初頭には最強の商業会社として発展を遂げたのであ

る。そして 18世紀半期以降、イギリス東インド会社は「プラッシーの勝利」276とディ

ワニ（徴税権）を獲得し、広大な海外植民地を領有することとなり、母国イギリスを

遥かに上回る面積の領地をその管理下に置くことになった。しかしながら、こうした

海外における経営活動が進展するとともに、母国イギリス政府による東インド会社に

対する直接的統制が逆に強まることになるのである。イギリス東インド会社はこれま

で、株式総会と取締役会を中心に、企業経営に関する意思決定を行っていたが、1767

年の「配当制限法」、1773 年の「ノース規制法」を経て、1784年の「ピット・インド

法」によって、イギリス政府の強力な規制のもとに置かれることになったのであ

る 277。特に「ピット法」は「貿易独占権を保持する東インド会社をつうじてアジア支

配」を実行するという政府の公共目的を遂行するため、会社の経営活動の構造を「統

制活動」と「商業活動」に区分したのである。そして、前者を政府が設けた管理機関

である「監督局」の管理下に置き、後者の商業活動を遂行する機能にのみに株主総会

の権限を持たせるといったイギリス東インド会社の二重支配体制を生み出したのであ

                            

276 西村孝夫著『イギリス東インド会社史論（改訂版）』啓文社（1960）p.169． 

1757 年 6月 23日にインドのプラッシーにおいて、イギリス東インド会社が率いる軍隊

と、ムガル帝国の地方政府と後援するフランス東インド会社の連合軍との間で行われた

戦争である。 

277 松本睦樹稿「イギリス東インド会社と 19世紀イギリス議会資料：京セラ文庫『英国

議会資料』の創設によせて」『東南アジア研究年報』（第 40 集）長崎大学経済学部東

南アジア研究所（1999）p.19． 

①配当制限法：毎年 40 万ポンドを国庫に納めることを条件に、向こう 2 年間にわたり

会社がインド植民地を領有することが認められた。②ノース規制法：本社取締役会に従

属するベンガル総督とその参事会が置かれること、また後者からの受けた業務報告を前

者はさらに政府に報告することなどが定められ、会社と政府との関係が明確となった。

③ピットのインド法：会社に対する監督官庁としてイギリス政府に監督庁が設けられ、

会社取締役会はその賛同を得てのみインド植民地側に司令できるとされた。 
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る 278。こうした私的企業に対するイギリス政府の規制は一般的に「政府の公共目的を

実現するための特権の授与と認可による企業の屈服」、あるいは「会社が一面で母国

政府の指揮する植民地機関でありながら、他面で与えられた独占的特権を利用して自

らの計算によって経営活動を行う特殊な私企業」であると認識されるのである。その

いずれの見解においても一致していることは、「政府（公共目的）―企業（私的資

本）―特権（独占的地位の容認）」という企業の社会性と利潤性を均衡化させる相互

関係が定着化していたことであった。 

こうした政府と企業と特権の相互関係の確立について、C. F.フィリップス(C. F. 

Phillips)は「商業のラインを独占化せんとの排他的特権の観念は、よりいっそう 16

世紀の間フランスにおいて発達した。国王の免許は、政府により植民地会社

（plantations）や貿易会社に…彼らに独占を授与して…与えられた。免許は、今日、

非規制産業に与えられるフランチャイズに等しかった。ここでは、規制は、政府の諸

目的を遂行するためにこれらの会社に厳格に適用された」279と述べている。また、

M.G.グレーサー(M. G. Glaeser)によれば、こうした排他的地位が与えられた企業は、

国営ではなく、純粋な私的資本によって構成されているにもかかわらず、政府の機能

を現実には代行して遂行することから、こうした私的企業と公的規制との結合した現

象を現代の公共サービス会社（Public service corporation）の起源であるとしてい

る。そして、市場における独占的地位の授与や認可が、私的資本の投下を促進させ、

経営活動が直面する危険を積極的に引き受ける誘引を与えたと指摘している 280。 

こうして私企業に与えられた公的規制の目的は、もはや中世における宗教的教義に

基盤を置く「公正価格」のような消費者を保護するための規制ではなく、国家主義、

重商主義のもとで国家の富を蓄積するための手段されていることに注意しなければな

                            

278 今田秀作稿「産業革命期イギリスのアジア進出と東インド会社の位置（1）イギリス

東インド会社の人的構成とその経営路線」『経済論叢』第 143巻（第 2-3号）京都大学

経済学会（1989）pp.166-169． 

279 C. F. Phillips, Jr., The Economics of Regulation, 1965, p52.（石井彰次郎著

『公益企業の研究（増補版）』p.23を参照） 

280 M. G. Glaeser, Public Utilities in American Capitalism, 1957, p.200.（石井

彰次郎著『公益企業の研究（増補版）』pp.22-23 を参照） 
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らない。それゆえ、政府と私的資本と規制との 3者の相互関係が形成されたとはい

え、現代的意味での利潤性に対する社会性を追求する公益企業体制の確立とは言えな

かったのである。 

 

第 3 節 アメリカ経済社会における公益企業規制の源泉と定着化 

1.アメリカ経済社会における公益企業概念の確立 

18 世紀に禁欲的プロテスタンティズムの倫理を基礎とした「資本主義の精神」に押

し進められたアメリカ社会での資本主義経済体制の急速な形成と発展に関してはすで

に指摘してきた。隣人愛の実践と言う宗教的社会性が第一の目的とした生産活動であ

った一方で、ヨーロッパ経済社会に存在していた私有財產と事業に対す公的規制の概

念も同時にアメリカ経済社会に導入されていたのである。 

例えば、1670年頃、イギリスの裁判所判事であったヘール卿（Sir Matthew. 

Hale）は「公衆の利害関心に関する事業法（the law of businesses affected with a 

public interest）」を発表している。この中でヘール卿は、経済社会における政府、

個人、財産の相互関係を、国王の権利と権力（公的指導と規制）、個人の権利、物の

権利（公的所有、私的所有）という 3つの主要な法律区別として認識している 281。具

体的にはこの論文に収録される「海港論」において、海港とその施設を事例として取

り上げ、経済社会に必要とされ、利用される私的事業の権利と義務に関して、次のよ

うに指摘している。 

ヘール卿によれば、「港町における…施設が一般公衆にサービスするのに唯一の、

そして特約されたもの、もしくは独占的に供給されるものである場合には、一般公衆

の利害関心に影響するものであるがゆえに完全に私的機能たることを停止する」、ま

た「これらが私的所有であり、私企業的運営を行なっている場合であっても、勝手に

自由に使用料を徴収したりすることは許されず、合理的な手続きに従って、施設の適

                            

281 石井彰次郎著『公益企業の研究（増補版）』pp.31-35. 
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切なサービスと維持が可能な使用料の徴収を認められ、これらの義務を怠った場合

は、罰金を課せられる」と述べている 282。 

この「海港論」によって、経済社会における政府、個人、財産 3者の相互関係が明

らかにされるようになり、加えて、その内容は重商主義のもとで追求され国の富の蓄

積を目的とした規制とは明らかに相違し、「公益を帯びた事業」という概念を初めて

提示することから、こうした事業の利用者の利益と権利を強調したのである。すなわ

ち、資本主義経済社会における財産の私的所有は本質的に保証されるべきであること

は否定できないのであるが、それが社会的に利用され、公益を帯びた事業として不可

欠なもととして認められた場合は公的規制を受け、公益のために奉仕しなければなら

ないということである。 

その後、このヘール卿による「公益を帯びた事業」の概念が 19世紀にアメリカの

「マン対イリノイ事件」に対する判決において適用されている。「マン対イリノイ事

件」の背景は、アメリカ中西部の穀物エレベーターを取り扱う業者であるマンとスコ

ットが鉄道に敷設する唯一の穀物エレベーターについて、倉庫料金とエレベーター使

用料金を法外な価格に釣り上げようとしたため、その施設を利用している農民が反対

運動としてのグレンジャー運動を引き起こしたのである。これに対して、イリノイ州

政府は農民側における従来の使用慣習を基礎に、エレベーターの使用料を州法で決定

することによって、農民を納得させたのである。この事件の影響を受けて、1870 年の

イリノイ新州法においては、穀物エレベーターが公共倉庫として指定され、それを州

の規制下に置きながら最高料金が決定されたのである。 

こうしたイリノイ州の法律に対し、穀物エレベーター取扱業者であるマンとスコッ

トは、州による最高料金を超える料金を徴収したため、アメリカ最高裁判所において

イリノイ州政府との争いが始まった。その後、最高裁判所はかつてヨーロッパ経済社

会に存在していたヘール卿の「公益を帯びた事業」の概念を引用し、アメリカにおけ

る「公益事業」に対する考え方とその内容を定着化させることになった。そして、こ

                            

282 P. T. Garfield & W.E Lovejoy, Public Utility Economics, Prentice-Hall, 1964, 

Chapter 1. p.4．（富永健一著『経営と社会』ダイヤモンド社（1971）pp.351-352を参

照） 
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の判決によって「公益企業」の基準となる必需性と独占性の内容が明らかにされたの

である。すなわち、公益事業として認定される要件として、一般利用者にとって高度

な必要性と、その施設を利用する以外、他の選択が存在しないという自然的独占が必

要条件とされたのである。このようにして、公益企業の概念がアメリカ経済社会で確

立されたとされている。このような「公益事業」概念や政府による規制の実施が資本

主義経済社会での私企業に対して必要とされ、現実に実行されることは、従来の「資

本主義の精神」に内在していた宗教的社会性が消滅することを意味したとも言える。

逆に純粋に利潤の追求が主目的化することによって、経営者の注目は利潤性の拡大の

ための手段や方法に向けられ、宗教的社会性の存在意味にとどまらず、利潤性に対す

る社会性の意味や意義は次第に姿を消してゆくことになった証拠でもあった。これが

近代資本主義の確立であり、高度化と言えば、その通りの現象であると言うことがで

きる。 

 

2.アメリカ経済社会における公益企業トラストの発展 

19 世紀から 20世紀初期にかけて、アメリカ経済社会におけるアメリカ的生産方式

と呼ばれる生産技術の進歩と農村市場を中心とした巨大市場の形成を背景に、企業の

経営規模の拡大への資本投入が増加し、資本の集積と集中現象が顕著に見られ、産業

資本主義経済は独占段階に発展したのである。大企業間での合弁と合同の結果、アメ

リカ経済社会にいくつかの巨大産業トラストが現れたのである 283。ところで、（表

3）で示したように、私的資本によって構成された公益産業は、一般の私企業と異なる

供給義務や価格統制という公益企業規制を受けたにもかかわらず、他の産業並みの巨

大トラストに発展しているのである。そうした公益産業分野の中でも、水道事業や鉄

道事業に比較してその発足が相対的に遅れたとはいえ、19世紀末から 20世紀初頭の

数 10 年間の短い間に、急速な発展を遂げた電力産業は巨大トラスト産業となった公益

事業の代表的事例と言うことができる。そこで、アメリカ電力産業の発展過程を初期

から 20 世紀初頭までを歴史的経緯に従って取り上げることから、公的規制のもとでど

のように私的資本や資本市場との結合を行い、そしてその経営の本質的な目的である

                            

283 上林貞次郎著『現代企業発展史論』森山書店（1975）p.21． 
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公共性、言い換えれば宗教的社会性の消滅に代わって公共的社会性という目的内容へ

と変化する過程を概観することにしたい。そこから公的規制と私的資本と独占との関

連性を検討し、アメリカ企業における利潤性と社会性の相関に関する現実とその問題

点を指摘することにしたい。 

 

（表 3） アメリカにおける全トラスト（1904年 1月 1日） 

 獲得または 

支配の企業 

資本（千ドル）

（株式と社債） 

1 
the Greater Industrial Trusts（7社）

（産業トラスト） 
1,528 2,662,752 

2 
the Lesser Industrial Trusts（298 社）

（産業トラスト） 
3,426 4,055,039 

3 

Industrial Trusts in processes of 

reorganization or readjustment（13社）

（産業トラスト） 

334 528,551 

All Industrial Trusts（318社） 5,288 7,246,342 

4 
the Franchise Trust（111社）（公益産業

トラスト） 
1,336 3,735,456 

5 
The great Steam Railroad systems（鉄道

トラスト） 
790 9,017,086 

6 
”Allied Independent” Steam Railroad 

systems（鉄道トラスト） 
250 380,277 

All Franchise and Transportation Trusts 2,376 13,132,819 

All Trust, Industrial, Franchise, 

Transportation, etc 
8,664 20,379,162 
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（出典：J. Moody, The truth about the trust, 1904）284 

 

3.アメリカ電力産業に見る公共性（社会性）と利潤性の相関 

アメリカの電力産業が発足した当初、各電力会社はそれぞれに独立して、相互に関

連を持たない小さな地方会社として存在していたことから、その経営の事業対象は小

さな地方市場を中心としていた。この発展初期のアメリカ電力産業に関して、「小都

市における電気会社は、ふつう、地方の銀行家あるいは実業家の個人所有による企業

としてか、あるいは地方の市街鉄道、地方の工場、その他の産業プラントの付属物と

して始まった。電気事業は、新しく、そしてまた事実、それまでの原動力を水力に大

きく依存してきたアメリカにとって、技術上あるいは管理上のいかなる点においても

存在しないエネルギーであった。電灯の便益は、当初若干の世帯主に販売され、電線

は、彼らに奉仕するために拡張されていた。その拡張に必要な資金は、電気を使用す

る所有者によって支払われる収益からそれを償還するという観念をもって前貸しされ

ていた。事業が成長するにつれて、電力事業はその他の大部分を占める事業とは異な

るものであるということが所有者にとり明らかとなった。その成長は、けして終わら

ないであろう。毎年の総収入の各ドルのため必要な投資は、商売や製造におけるより

も何倍もより大であった」285と指摘されている。 

独立以来、アメリカのエネルギー源は水力に依存していた現状からすれば、こうし

た新技術に伴う巨大な市場機会の出現可能性が電力会社の経営者に認識されるとはい

え、初期の電力産業は生産・配送などのインフラ建設に莫大な資本投入が必要であ

り、利潤による内部蓄積のみでは経営規模をさらに拡大させることは極めて困難であ

ったことから、外部資本を調達せざるを得なかったと言える。しかしながら、当時の

電力産業の状況は、「電灯・電力会社は、その貨幣量は僅少、従事する職員数も僅

少、事業遂行量もまったく微小な小企業としてスタートした。最初、事業の主要な支

持・項目は、州の電灯契約であった。それから仕事が増大していった。ふつうそれら

                            

284 上林貞次郎著『現代企業発展史論』p.21． 

285 石井彰次郎著『公益企業の研究（増補版）』p.103． 
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は、最初は地方的社会における地方の人々により所有され、資本は地方で大部分調達

された。しかし事業は、同じ社会内ですらまったく急速に大規模に発達した。……財

産は、一社会から他の社会にまで広がった。……彼らは（会社は）多額の投資を要求

したが、それは地方では獲得され得ないであろう」286と指摘されているように、電力

会社は急速に拡大する需要に対応する設備投資に見合った多額の資金を地方的社会で

は獲得し得ないことから、全国的な金融市場に頼らざるを得なくなるのである。とは

いえ、当時の電力会社は株式市場や商業銀行から必要とする資金を獲得することがで

きなかった。その背景には（1）電力システムという新たな技術の導入について、その

重要性と将来性が株式市場の一般投資者に広く認識されていなかったこと 287、（2）

初期の電力事業のインフラ建設へ投入された莫大な資本に対する収益は他の製造業に

比較して、非常に低かったこと 288が原因として指摘される。それゆえ、電力会社の営

業活動と将来性は金融市場において多額の資本を調達するに足るだけの信頼を得てい

なかったのである。株式市場や金融機関からの信用という点では、他の生産企業も同

様に低いものであったことを思えば、当然のことであった。新技術といえども、こう

した資金不足の現象は電力産業が公益企業として市場における独占的地位を政府に容

認された後にも改善されなかったことから、電力会社は当時の金融市場以外の方法を

選択することから多額の資金調達をせざるを得なくなかったのである。 

こうした背景のもと、電力会社はその給電設備を購入、更新する際に、自らの株式

やその他の証券を支払代金として、電気設備・機械の製造業者に支払う取引方式を提

案したのである。電気設備・機械の製造業者は拡大する需要に対する電力会社の経営

の安定化は自己の事業にとっても有利であるという観点から、販売代金として支払わ

れる電力会社の株式を保有することにしたのである。両者の利害が一致したことか

                            

286 N・S・Buchanan, The Origin and Development of the Public Utility Holding 

Company, The Journal of Political Economy, Vol. XLIV, 1936, p.33（石井彰次郎

著『公益企業の研究（増補版）』pp.103-106 を参照） 

287 石井彰次郎著『公益企業の研究（増補版）』p.104． 

288 上田健作稿「1920年代の公益事業持株会社と子会社支配の構造（2）：電力事業独

占エバスコ企業集団の事例」『経済論叢』第 144巻（第 1号）京都大学経済学会

（1989）pp.66-67． 
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ら、関連する電気設備・機械の製造企業が資金を出して、電力会社の株式と証券を保

有する持株会社が設立されることになるのである 289。こうして設立される持株会社が

複数の電力会社の株式や証券を保有し、財務的側面から経営を支配することは、その

持株度合いが進むことによって電力という公益産業分野においてさえ、他産業に見ら

れると同様な企業の吸収や合弁に対する大規模化現象をもたらす要因となったと考え

ることができる。 

こうした持株会社による複数の電力会社の株式や証券を保有することは 19世紀の後

期に始まったとされる。本来、ある会社が他の会社の証券を保有することは原則禁止

されていたが、1888年にはニュージャージー州において合法化されるようになり、そ

して他の地域においても次第に合法化されるようになった。当時の電力会社が持株会

社を通じて資本調達をする方策について、石井教授は次のようにその特徴を指摘して

いる 290。 

第１に、持株式会社方策の採用は、投資家と消費者の両方にとって信頼と信用とい

う点において有益であった。この時期に、持株会社を悪用して電力産業から利益を得

る事例が一部存在したとはいえ、それは例外的なケースにすぎなかったとされてい

た。 

第２に、持株会社は電気設備・機械の製造業者によって公益企業として販売される

サービス・財貨における適正な利潤を促進するために樹立されたのであり、単に利潤

を追求するために設立されたのではなかった。 

第３に、当時急速に進行していた産業化と都市化に対し、発展初期の公益産業の経

営は断片的、競争的、非能率的であったことから、新しい経済状況の変化に対して社

会性を発揮するには不適切であった。こうした中で、公益企業は持株会社を通じて生

産設備に必要とする資本を調達できるようになるのみでなく、そこから財務や経営に

                            

289 金森久雄、荒憲治郎、森口親司編『経済辞典』p.1232． 

持株会社は一般的に「事業活動を営むことを目的とするのではなく、他の複数の会社の

株式を所有することによって、それらを財務的な側面から支配することを目的とする会

社」とされている。 

290 石井彰次郎著『公益企業の研究（増補版）』pp.116-117． 
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関する専門的忠告を受けるとともに、生産や設備の重複による非能率を改善すること

で、経営の合理化を達成したのである。 

こうした持株式会社を通じて外部から資本調達を行なった結果、電力会社をはじめ

とする公益企業は大きな成長を遂げ、1910 年までに都市規模のインフラ建設が完成さ

れるとともに、都市内の独占的地位を取得したのである。そして 1910 年以降、州、あ

るいは州を超える規模でのインフラの建設と配電線路の接続に伴い、公益企業はより

進んだ産業規模の独占的地位を取得したのである 291。他方、こうした公益企業の発展

によって、投資家は安定的な収益を得ることができ、消費者は合理的料金でサービス

を享受することができるようになった。まさにこの時期の公益企業の経営は近代資本

主義経済体制の中で、企業の存続と発展という利潤性と経済社会に必要なサービスを

提供する社会性を調和させたということができる。しかしながら、こうした電力会社

の経営における利潤性と社会性との調和関係は、1920 年を境として一変したのであ

る。 

1920 年代のアメリカは「拡大の 20年代」また「狂乱の 20年代」と言われるほど、

企業の吸収・合併活動が促進された時であった。この時期、持株式会社による公益企

業の吸収・合併活動に関して、アメリカ各州に公益産業分野に対する公的規制を主導

する規制委員会が設けられたにも関わらず、その監視の役割、公的規制を主導する役

割は機能しなかったのである。その背景には、巨大企業になることが「規模の経済」

の利点を得ることによって経済的により効率的であり、ひいては社会的に有益である

という認識が経済社会に浸透していたことを指摘することができる。当時のアメリカ

経済社会における企業の吸収・合併動向と公益企業規制委員会との関係について、石

井教授は「前世紀以来の独占への政府規制拡大の努力に対しても、当時の政治的風潮

は、非友好的であり、規制プログラムの維持に対し敵対的ですらあり、規制委員会の

活力を回復させるようなことは少しもなされず、委員会は十分に機能できなかったの

であった」292と指摘している。 

                            

291 M. G. Glaeser, Public Utilities in American Capitalism, 1957, p.180．（石

井彰次郎著『公益企業の研究（増補版）』p.101を参照） 

292 石井彰次郎著『公益企業の研究（増補版）』p.118． 
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公益企業は公益性の追求を第１の目的とするという企業経営の特性上、一般の製造

企業に比べて追加すべき新しい資本を内部から調達することが困難であることはすで

に指摘したところである。ところが、1920 年代以降のアメリカ企業の合併動向の中

で、企業規模の巨大化に対するエネルギー需要の急増が現実の経済問題となる時、電

力産業の公共的意義と将来性が社会的に認識されるとともに、電力会社がそのために

必要とする資本を外部から調達することをさらに容易にさせたのである。このことは

電力会社がこれ以降において多額の証券を発行して外部資本を調達した現実からもう

かがい知ることが出来る。例えば、1928年から 1937年にかけて、公益企業の全資本

に占める自己資本の割合は 23.6%であり、固定設備投資において自己資金でカバーす

る割合はわずか 20%に過ぎないと指摘されている 293。この時期の一特徴としては、電

力会社が外部から調達した資本に占める持株会社による割合の増大傾向が見られたの

であるが、その理由は持株会社の株式と債券が投資家と銀行家の間で安定的で、将来

性のある優良な投資先として評価された結果であった。 

しかしながら、それまで電力会社と投資家との間の架け橋として電力産業の成長に

大きな役割を果たしてきた持株会社方式は、ここから変質し始めたのである。第１

に、持株会社は、子会社である電力会社の株式の引き受けと購入のみならず、自身の

会社の株式・証券を経済社会に発行することによって資金調達を行い、それを電力会

社の資本需要に対して融資してきたのである。こうした証券発行と融資の循環過程に

おいて、資本インフレと過大資本化が見られたのである。第２に、持株会社はできる

だけ少量の資本投資によって、子会社である公益企業を支配しようとする現象が見ら

れたことである。すなわち、この時期になって持株会社の組織構造はピラミッド型に

よる階層支配の方法が多く採用されるようになり、過半数をわずかに超えた、あるい

は過半数以下であっても議決権付株式を所有することによって、子会社に対する支配

権を行使しうるという最低量の投下資本で、より多くの会社を支配する状態が顕著に

見られたのである 294。 

                            

293 吉富勝著『アメリカの大恐慌』日本評論社（1965）p.146． 

294 石井彰次郎著『公益企業の研究（増補版）』pp.126-127． 
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この時期におけるこうした公益企業の合弁と持株会社の設立について、ベイン（J. 

S. Bain）は「一般に公益事業企業の合弁速度が政府当局によって規制されるという理

由のために、この分野の合弁は、反トラスト法の執行者からは、ほとんど注意を受け

なかった」と指摘している 295。というのも、アメリカ各州の規制委員会は、料金・会

計・サービスおよび公益企業の証券発行に関する監督権を持っていたのであるが、持

株会社の運営に対する直接的規制権を持たなかったのである。こうした中で、1920年

代以降に公益企業が持株会社を通じて資本の調達を行い、合弁関係を維持することに

よって表面化する特徴として、次のようなことを指摘することができるのである。 

第１に、持株会社を通じて外部資本を調達する方法は、本来個別・独立していた各

電力会社を結合し、大企業に発展することを可能にさせることになった。こうした電

力会社の大企業化現象は生産活動や経営活動の合理化や能率化を図るというよりは、

株式の操作を目的としていたことである。すなわち、持株式会社による資本の調達方

法は、能率的な公共性を最大限に追求する経営を目指す公益企業経営の原則を目的と

したものではなく、非経済的で不合理ともいえる金融的な目的を持った統合を奨励し

たことであった 296。 

第２に、持株会社を通じて外部資本を調達する際に、株式発行数の水増し、資本イ

ンフレーションといった融資に関する金融的な操作が発生したことである。こうした

現象は多くの株式投資家に損害を与えるのみでなく、公共性の原則に反する高料金と

低サービスによる消費者侵害を容易にしたことである 297。 

                            

295 J・S・Bain, Industrial Organization, 1968（宮沢健一訳『産業組織論（上）』

p.230 を参照） 

296 石井彰次郎著『公益企業の研究（増補版）』p.135． 

297 M・Mound, Suits Alleging Mismanagement of Subsidiaries by Holding Co. or 

Parent Co.” （石井彰次郎著『公益企業の研究（増補版）』p.143 を参照） 

持株会社は、その子会社の投資家の犠牲において、支配する経営を富ます一方策として

利用されるということがしばしば言われる。その結果、持株会者の利害が、その子会社

の投資家の利害に反する局面が生じ、この利害の衝突にかんしては、親会社から賠償を

獲得せんとの子会社の少数株主の企図に関連する法的訴訟からうかがい知ることがで

きる。 
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第３に、持株会社を通じて外部資本を調達する時、電力会社の経営活動を実際に支

配していた持株会社は電力会社の株式発行に加えて自らの株式をも金融市場に発行す

ることから、全体的な財務構造を複雑化させ、結果として情報開示をすることなく会

計の秘密を助長することを容易にしたことである 298。 

第４に、電力会社の経営を実際に支配していた持株会社は、公共性を提供すべきサ

ービスへの不当な賦課をして利潤を追求することから、消費大衆に不当な負担をかけ

ることを可能にさせた 299。 

このように、電力産業は持株会社を通じて必要とする資本を調達し、その発展を遂

げたのであるが、こうした外部金融資本と密接に融合した結果、その経営の重点は本

来の良質な公共的サービスを提供することから、利益を生み出す株式の操作へと移行

し、投資家や消費者にマイナス的影響をもたらすことになったのである。 

こうした公益企業持株式会社の不健全な財務構造は、1929年のウォール街の株式大

暴落に端を発する大恐慌によって大きな打撃を受け、利子支払の不履行に直面するこ

とから、財務整理の必要を余儀なくしている。その結果、かつての社債保有者は 100

ドルに対して 8.34ドルのみが支払われ、その他の株式などの証券保有者は返金として

は何も受理し得なかったのである 300。当時のアメリカ連邦取引委員会の検査官は、こ

うした公益企業持株会社の崩壊について、「市場は…早晩崩壊するであろう…とくに

既存の持株会社や事業会社の資産の支配的利害関係人への過度の価格の支払とか、不

健全な会計実践を用いた財政政策における誤った経営は、崩壊の主要原因であったこ

とは明らかであった」301と指摘している。その結果、公益産業持株会社に対する国家

                            

298 石井彰次郎著『公益企業の研究（増補版）』p.136． 

299 石井彰次郎著『公益企業の研究（増補版）』p.141． 

公正価値に基づく公正報酬という場合…公益企業委員会は、社外発行証券への利子・

配当を維持し得ないような料率を課すのを嫌う傾向にあった。…委員会のみならず、

種々の州立法部も、インフレ化した資本発行への利子・配当維持のため必要な料率の

支持における投資家の圧力にときおり屈する。 

300 石井彰次郎著『公益企業の研究（増補版）』p.152． 

301 Utility Corporation, Sen. Doc 92, 70th Cong., 1st sess., LIX, p.253．（石井

彰次郎著『公益企業の研究（増補版）』pp.152-153を参照） 
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規制への世論が醸成され、「特殊反トラスト法」（special antitrust act）が成立さ

れるのである。その目的と精神は「州際商業に、あるいは州際商業に直接影響を与え

たり、負担を与える活動に、直接・間接に関連して出現する問題に対処し、弊害を除

去すること、そしてそのような政策遂行のため公益企業持株会社組織の簡素化や、そ

のような組織の適切な機能にとって有害な資産をそれから排除することを強制し、公

益企業持株会社の排除を実行可能なかぎり準備すること」302と述べている。 

こうしてアメリカ経済社会における公益産業の出現、発展、崩壊そして政府のより

厳しい規制を受けるようになった歴史的な事実から、公益企業概念と公的規制の内容

との関連性は不変なものではなく、経済社会の発展につれて変化してきたことをうか

がい知ることができる。すなわち、資本主義経済体制において、公益企業は私的資本

によって構成される以上、公益性の追求という社会性の概念を目的としたものではあ

ったが、一方では私的利潤の極大化は必然的な現象でもあった。こうした私的利潤に

対する追求が公益性の限度を超える時、資本主義経済社会の発展とその存続を害する

ことを防ぐため、公的規制が行われ、その内容も経済社会の発展に応じて変化し続け

ることになる。しかしながら、こうした公的規制は行政と法律によって実現される以

上、「法律の諸原則は、判事を拘束し、曖昧な法令を解釈し、またいかなる明白なル

ールも適用されえないような状況に対処することに利用される」303と述べられている

ように、時によってその有効性が問われるのである。そこに、本来の公益企業概念の

消滅現象に対して新しい制度の創造が資本主義経済社会における利潤性と社会性の相

関問題を考える上で、大きな問題として提起されることになるのである。 

 

3．資本主義経済社会における公益企業概念の消滅 

経済社会における中世の公正価格、ギルドによる価格規制、重商主義時代の国王免

許による独占会社など、慣習法のもとでの公共的職業の発展過程を概観してきた。こ

れらの公的規制は、いずれも各時代の社会的要請に基づき出現し、そして消滅してき

                            

302 石井彰次郎著『公益企業の研究（増補版）』p.154． 

303 石井彰次郎著『公益企業の研究（増補版）』p.78． 
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たと考えることが出来る。そしてこれらの先駆的形態に共通する特徴は、ある種の公

共目的とされるものを遂行するために、その時々の経済社会における私的事業と私的

資本に規制を加えるという事実であった。1877年の「マン対イリノイ事件」の判決に

より確立された現代的な公益企業体制も、こうした社会的要請に応えるために形成さ

れた制度と言うことができるのである。こうした公益企業の歴史的な発展過程からも

理解できるように、公的規制の存在そのものがアメリカにおける公益産業がその発展

初期において、資本主義経済社会に必要かつ不可欠な商品・サービスを、利潤性を主

目的とすることなく、経済社会のために提供するという社会性を果たせた原因であっ

た。とはいえ、資本主義経済体制の急速な発展に伴う経済環境の変化は、公的規制の

効果と弱点を次第に顕著に表面化させることになった。そして公益企業体制のもとで

の公益企業に関する経営の問題点は指摘したところである。 

言うまでもなく、公益事業の概念は立法と行政の手続きを経て特定私的企業の責任

と義務を規定し、それによって資本主義経済体制に存在する構造的な欠陥と不足を補

完することから、資本主義経済体制そのものの維持・発展を目的とした制度である。

すなわち、資本主義経済体制における利潤性と社会性に対する社会的分担であった。

それゆえ、公益企業の経営は公的規制を受けながらも、それは社会主義経済体制にお

ける計画経済とは異なり、資本主義経済体制の基本的理念である自由経済を基盤とし

なければならないのである。そこに、本来は経済社会の安定と維持・発展に奉仕すべ

き公益企業の概念がしばしば悪用され、消費者のためではなく、資本家の利益に奉仕

するという現象をもたらすのである。こうした「公益企業概念の転倒」という現象に

ついて、石井教授は次のように指摘している。 

第１は、特定の産業分野に関連した公益企業規制が、それに類似する産業分野にま

で拡大解釈されていく現象である。現代資本主義経済社会は自由経済を基盤とするこ

とから、各企業は自由市場のもとで完全競争を行い、そうした市場競争が行われた結

果、競争に勝利した少数の大企業による独占・寡占形態が形成されるようになる。こ

うした大企業による独占・寡占形態がもたらした弊害によって、経済社会における日

常生活や経済活動に必要とされる財貨・サービスの供給、すなわちその価格、品質、

取引条件などに対する広範な社会的不満が生まれることから、世論を背景とした政治

力による公的規制が導入されるようになる。そして、こうした公的規制のもとで、私
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的企業が与えられた規制に従い、適正な価格で商品やサービスを安定的にまた継続的

に提供する場合において、その独占・寡占の地位が是認されることになるのである。

こうした状況が形成されることによって、市場への新規参入は制限され、大規模化し

た企業は新規参入企業による「直接競争」を免れるとはいえ、それに代わってポータ

ーの競争戦略論で示されている「５要因モデル」にも見ることができる他産業による

代替商品・サービスによる「間接競争」に直面することになるのはよく知られたとこ

ろでもある 304。一方で、「特定の私的企業の独占・寡占により経済社会に不利益をも

たらすことを防ぐために規制を与える」という公益企業体制を支える本来の公益性の

精神に従えば、他産業や他企業による代替商品・サービスが成熟するということは経

済社会に不利益をもたらす要因がなくなることから、公的規制は解除されるべきであ

る。しかしながら、現実にはそれまでの公的規制は解除されず、その適用領域が新規

に創出された代替商品・サービスの分野にまで拡大する事例がしばしば存在するので

ある。例えば、20世紀前半のアメリカ運輸業界において、市場の独占的な地位を獲得

した鉄道会社は、その役割の公益性から公的規制が与えられることから公益企業とし

てその独占的な経営が認められている。その後、バス、陸上運送、水上運送、航空な

どの運輸産業がそれぞれ発達したにもかかわらず、鉄道に対する規制は解除されず、

こうした新たな運輸産業分野にまで規制が拡大しているのである。 

第２は、特定の産業分野において、すでに公益企業としてその独占的・寡占的経営

が認められている私企業が、公企業によるそうした市場への参入を拒否し、抵抗しよ

うとする現象である。すなわち、公的規制のもとで、安定的な経営を維持できた私企

業にとって、公企業の参入は需給バランスを崩して市場競争をもたらし、かつてのよ

                            

304 柴田悟一・中橋邦蔵編著『経営管理の理論と実践』東京経済情報出版（1997）

pp.148-153. 産業組織論の研究成果から、経営戦略の研究に新しい領域を切り開いた

のが M.ポーター（Michael E. Porter）であると言われる。ポーターによれば、産業

ないし業界の利益率は、①業界内の既存企業間の競争の激しさ、②新規参入の脅威、

③代替品の脅威、④買い手の交渉力、⑤売り手の交渉力、という 5つの要因が生み出

す競争圧力によって決まるとしている。これをポーターの「5要因モデル」あるいは

「競争圧力論」と呼ばれるものである。 

より詳しくは、Michael E. Porter , Competitive Strategy, (1980). 

（土岐伸・中辻萬治・服部輝夫訳『競争の戦略』ダイヤモンド社（1982）を参照。） 
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うな保護された安定的な経営を脅かすことになる。それゆえ、私企業は公益企業の概

念に訴え、より公益性と社会性を経営目的とする公企業の参入と発展を妨害しようと

することになる。 

第３は、市場における独占的・寡占的経営に対して政府の容認を求めるため、これ

まで規制を受けていない私企業が公益企業の地位を獲得しようとする現象である。言

い換えれば、公益企業に対する規制は、独占的経営の権利のみでなく、時には免税な

どの税制の優遇、土地収用権などの特権を含むことから、私的資本による事業の利益

追求を達成するため、「さまざまな分野での生産者が…まったく熱心に自己の産業に

対し公益企業の資格を獲得すべく努めた」という状況が見られたのである。 

公益企業体制は立法と行政に基づき社会性を追求する概念であることから、法律に

基づく規制の硬直性は、企業の経営活動を本来の目的にそって、柔軟かつ完全に統制

することは次第に不可能になってくる。それゆえ、経済環境が変化する中で、公益企

業に対する新たな社会的要請が行われる場合、従来の公益企業概念では、そうした新

たに直面する社会的要請を迅速に達成できなくなるのである。 

以上のように、経済環境が変化するにつれて、公益企業に対する社会的要請は、特

定の商品・サービスの提供を求めるのみならず、他の分野までさらに要求を拡大して

いくことになる。このような新たな社会的要請に対して、従来の公益性の概念は「あ

る経済的および法律的仮定でなされるべきである社会的目標、そしてこれらの抽象的

なものを具体化すべく考察され、それらに社会的統制を目的とするために、機能的生

命を与える行政的・法的手続き」であるとされている。すなわち、従来の公益企業体

制は、行政と法律の手段によって、私的利益と公的利益の調和が可能であるという仮

説を基礎に形成された体制なのである。しかしながら、経済環境と技術環境が変化す

る中で、公益企業体制は社会的要請に応えられなくなるだけでなく、資本家による利

潤の確保を保証するものになりかねないという問題点が指摘されることになる 305。し

たがって、こうした公益企業体制が悪用される現象を解決するためには、従来の公益

企業概念を超える「新しい制度」の必要性が生じてくる。 

                            

305 縄田栄次郎著『公益企業政策研究』啓文社（1966）p.165. 
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そこで、グレイ（M. G. Gray）はアメリカの航空業を取り上げ、公益企業規制政策

に制度的競争要因の導入を基礎とする「新しい制度」を次のように指摘している 306。 

第１に、資本主義経済社会において、大企業の私的独占とその合法化は必然的な現

象であるとはいえ、公的規制のもとにおいても競争の可能性は十分存在する。それゆ

え、すでに合法化された私的独占による弊害を競争の原理によって避けることは論理

的に可能である。 

第２に、公的規制のもとで、競争を可能にさせるためには、従来の公益事業全体を

対象とする規制の内容に関する再調整が必要不可欠である。すなわち、公衆の利益に

関わる商品・サービスの領域に対して公的規制を維持すべきであるが、その他特定の

産業分野においては、規制の内容を再吟味し、従来の全面的な独占を是認する代わり

に、時間的・地理的に、またサービスの内容に対して、部分的な規制緩和を行い、個

人企業、協同組合、公企業などの組織形態による競争を導入することである。 

こうしたグレイの提言は 20世紀前半の資本主義経済社会を基礎に考案したものであ

ったが、当時の公益企業を取り巻く経済環境と技術環境の制限から、こうした競争の

原理を導入した解決策はほとんど理解されず、導入されなかったのが現実であった。

グレイは自らの著書においても「高度に発達した航空輸送事業においては、競争は妥

当な役割を持つ。それがどのような役割であるかは、現在のところ、よくわからな

い」307と述べている。さらにグレイの提言は（1）公益企業概念が私的利潤の追求のた

めに悪用されること、（2）公益企業に対する社会的要請が拡大していくこと、などの

問題点に対して、私的資本に対する外部からの適切な公的規制を与えることが考える

ことができるとしている。 

しかしながら、こうした私企業に対する外部から公的規制を与える方策の有効性

は、高度に発展した現代資本主義経済社会における有効性としては疑問視されてい

る。何故ならば、石井教授が指摘しているように、「一般的に民主的社会では、立法

部や法廷を通じて人々の経済的相互関係を統べる原則の意味を明らかにするというゲ

                            

306 縄田栄次郎著『公益企業政策研究』p.183. 

307 縄田栄次郎著『公益企業政策研究』p.183. 
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ームのルールが樹立されており、諸制度は、これらのルールの施行のために設けられ

ている。そしてたまたま、この制度に反対する利害者集団は、その制度を利用し、そ

れに適応しつつ自己の目的を達成しようとする巧妙で効果的なアプローチを行う。す

なわち、ルールに沿って行為するようにみせかけながら、同時にルールが禁止してい

る目的を達成するのである」308ということである。 

こうした外部からの規制の効果が問われることは、経済社会における企業の形態分

化や機能としての社会的分担と役割に限界をもたらしていることからも、かつて資本

主義初期に企業家に内在していた「資本主義の精神」に基づく内的・道徳的自己規制

の重要性が再度思い起こされることになる。言い換えれば、高度に発展した資本主義

経済社会のなかで、法律や社会の要請などの外的規制や制度の改革のみによるのでは

なく、企業経営者自身がどのような経営理念や哲学を持ち、経営の目的をいかに定め

て、経営活動を推し進めていくのか、そして、その経営活動の中でいかにして利潤性

と社会性という本来は矛盾した相関関係を考えるのかという古くて新しい経営問題を

問い直す必要があるということである。 

 

第４節 日本電力産業における社会性と利潤性に関する問題意識―事例研究― 

1. 日本の公益企業経営の特徴 

現代公益企業の概念はこれまで指摘してきたように、1880年代以降のアメリカに見

られた一連の経済的、社会的、行政的要因によって限定的な領域で形成されたのであ

る。そして、その後は電気、水道、電信などの公益分野の普及に伴い、アメリカにお

ける公益企業に関する研究は盛んになっていた。竹中龍雄教授はそうしたアメリカに

おける公益企業の現状とその研究成果を基礎に、日本の公益企業問題について考察を

行なっている。その概略を指摘するとすれば、以下の通りである。 

第１に、資本主義経済下での公益産業は私企業を中心に発展してきたが、その経営

は一般の私企業と大きく異なり、公共的視点からの規制を受けながら保護されるとい

                            

308 石井彰次郎著『公益企業の研究（増補版）』p.102. 
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う独特の特質を有している。そうした公益企業経営の特徴として、つぎのような特徴

が指摘されている 309。 

① 固定資本が大きい（特に有形固定資本）。 

② 運転資本が少ないため、流動資産の比率が低い。 

③ 投下資本に対する総営業収益の比率が低い。 

④ 収益が比較的安定である。 

⑤ 規制を受けているため、経営の自由に対する制約を受ける。 

第２に、資本主義経済社会の進化の中で、公共化の進んでいる私企業と公益企業が

本来的に内在化する「社会性」について考察を行い、私企業ないし公益企業と社会と

の関係を明らかにしている。すなわち、資本主義経済の発展過程にしたがって、以下

のような出現現象を取り上げることから、公益企業の存在が私企業の公共化現象を促

進させる上で重要な役割を占めていると指摘している 310。 

① 大規模企業・巨大企業の発達。 

② 独占企業の発達。 

③ 私企業が供給するサービス・生産物が公共性を帯びるようになる。 

④ 公共的性格を帯びる私的企業が公共規制を受けるようになる。 

すなわち、竹中教授の見解によれば、公益企業に対する規制は私企業の公共化現象

に対する社会的要請に応える代替的な制度であり、社会的分担化であるとしているの

である。 

第 3に、公益企業政策とその経営の目的は、経済社会の利益にあると指摘してい

る。すなわち公益企業は社会そのものに深く関わり、その多くは一般大衆にサービス

を提供する社会性の原理を基盤とした事業であると同時に、資本主義経済社会におけ

                            

309 竹中龍雄著『公益企業の経営』日本経済新聞社（1959）pp.125-128. 

310 竹中龍雄著『公益企業の経営』pp.177-182. 
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る私的企業を補完する重要産業もしくは基礎産業なのである。このため、公益企業の

目的は単に大衆の需要に応えるだけでなく、計画された経済政策や産業政策などの側

面と深く関連を持っているのである。それゆえ、公益企業の存在意義と目的について

議論する際に、その重点は広義の社会性という意味において利用することから得る価

値を享受する大衆の利益を尊重することにあることに注意しなければならないことを

指摘している 311。 

第 4に、初めて公益企業経営における公共性（社会性）と営利性（利潤性）との調

和方法に論及している。従来、公共性と営利性とは相容れない概念として取り扱われ

る傾向が強いのであるが、この傾向は私的資本による公益企業の場合も同様であった

と言える。これに対して、竹中教授は両者の調和は可能であると主張している。それ

を実現するために、まずは公共性と営利性について論理的分析を行い、次いでそれぞ

れの内容を限定した上で、事業者による組織的体制の整備と合理的な公益企業政策が

必要であると主張することから、企業経営者と行政の役割を調和させる必要性を強調

している 312。 

 

2. 公益企業の代表的存在である電力産業の発展過程 

竹中教授は日本の公益企業を中心に公益企業に関する経営研究を行ったのである

が、その研究の中心とした内容は公益企業に共通する要素と現象の分析を行い一般的

な特徴を明確にし、指摘することであった。それゆえ、特に公益企業の中核とも位置

づけられる個別企業、例えば電力産業の発展過程などを取り上げ、それを詳細に分析

する事例研究には至らなかったと言える。そうした基礎的理論研究の一方で、日本に

おいて 10電力企業体制が確立されて以降、電力産業の発展と経営を中心に歴史的な個

別企業研究を行った研究者としては橘川武郎教授や中瀬哲史教授の名前をあげること

ができる。その中で初めて経営活動における企業性と公共性との問題を取り上げたの

は橘川教授であったと言える。橘川教授は、公益企業である日本電力産業の発展を 7

                            

311 竹中龍雄著『公益企業の経営』pp.30-33. 

312 竹中龍雄著『公益企業の経営』pp.37-40. 
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段階に時代区分し、1883年から発足した電力産業を実証的に分析している。そして、

電力産業発展の各段階において経営活動に対して中心的な役割として作用した要素を

抽出することから企業性と社会性の関係に見られる変遷を解明している 313。その研究

成果は以下のように整理し、指摘することができる。 

第１に、日本電力産業の発展過程を産業史としてとらえ、その特徴を時代特性に従

って①「民有民営の多数電力会社と公営電気事業が部分的に併存した時代（1883〜

1938 年）」、②「国有民営の日本発送電と９配電会社により構成される電力国家管理

の時代（1939〜1950年）」、③「民有民営・発送配電一貫経営・地域独占の９電力会

社が主たる存在であり、公営電気や特殊法人が部分的に併存する９電力体制時代

（1951 年以降）」に区分している。 

この発展区分を基礎に、橘川教授はさらに他企業との間における競争の有無と発展

過程の特質によって、①「電力業の創始と電灯会社の時代（1883〜1906年）、②「水

力開発と競争の時代（1907〜1931年）」、③「自主統制の時代（1932〜1938 年）」、

④「電力国家管理の時代（1939〜1950）」、⑤「９電力体制の発足と定着（1951〜

1973 年）」、⑥「９電力体制の変質（1974〜1994 年）」、⑦「電力自由化の時代

（1995〜2000年）」に分類し、日本電力産業の発展過程における「電力産業の自律

性」の推移を解明するとともにその過程で中核的に作用したと考えられるそれぞれの

時代における要素の抽出とその変遷を指摘している。 

第 2に、日本の電力産業はその発展過程において民営企業が中心的な役割を果たし

てきたとされる。この状況下で、私的資本で構成される電力会社は当然利潤を追求す

ることが求められるのであるが、それと同時に政府の規制を受け、社会性が求められ

てきた。こうした「企業性と公益性を両立させた電力業経営」という矛盾的な問題意

識に対して、橘川教授は社会性の内容と構成を「社会の需要に低廉で安定的な電気供

給」に求め、それを社会性として定義づけている 314。 

                            

313 橘川武郎著『日本電力産業発展のダイナミズム』名古屋大学出版会（2004）を参

照。 

314 橘川武郎著『日本電力産業発展のダイナミズム』pp.4-7. 
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第３に、電力各社の企業経営における企業性と社会性の関連的変化を「電力産業の

自律性」を意味するものとし、この変化をもたらす原動力を電力という産業と企業に

潜在的に内在せざるを得ない要因に求めている。具体的には「日本の電力産業は、ス

タート時点から、民間主導型体制をとってきた。つまり、企業としての企業性と公益

性を両立させる経営の自律性が、当初から、強く求められていたのである」、「電力

経営者は私的独占の強化のみを志向したわけではなく、電力業の公益性を自覚し、公

的規制を受けて入れて、豊富で低廉な電気供給という社会的要請に対応しうる形で行

動した」などの記述に見ることができるのである 315。 

こうした公益企業に関する研究には、「公益企業の起源と発展」、「公益企業の特

徴とあり方」、さらに「公益企業経営における利潤性と社会性との問題」などをその

研究内容として見ることができるのである。そして、公益企業の中核をなす個別産業

としての電力産業の経営における利潤性と社会性の調和関係を解明する視点に重点を

置く研究も存在しているのである。しかしながら、特に「利潤性と社会性の共存や共

生」に関しての議論と分析は、いまだ十分であると言えないことも事実である。そこ

で、もう少し電力産業の経営における社会性と利潤性に関する視点に着目しながら、

そこでの内容的弱点とその問題点を整理し、指摘することにしたい。 

 

3．電力産業の経営における社会性と利潤性に関する問題点 

（企業経営における社会性の発生とその意義の変遷に関する問題） 

橘川教授は日本電力産業の発展史を 7つの時期に分け、各発展段階での企業性と公

益性について分析しているところはすでに指摘したところである。すなわち、橘川教

授の研究では電力会社はその発足した時点から、常に社会性を持った公益企業として

存在するという前提で分析が行われている。 

ところが、一方、竹中教授の研究によれば、公益企業はその発生とともに直ちに公

益企業として認められたのではなく、それは一定の発展段階を経過したのち、初めて

                            

315 橘川武郎著『日本電力産業発展のダイナミズム』pp.543-549. 
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公益企業として認められたものとしている 316。さらに竹中教授は、私企業から公益企

業へと社会化する過程においては、「サービスの公共化」、「サービスの利用大衆の

市民生活にとっての不可欠性」、「供給における独占などの特徴が現れる」といった

公共性の原理を構成するのに必要な要因を指摘しているのである 317。 

ところで、日本の電気事業の発展史を振り返れば、日本で最初に電灯がついたのは

1878 年であり、一般市民が初めて電灯を見たのは 1882 年であるとされる 318。これに

対して、日本初の電力会社である東京電灯は 1883年に設立されたが、創業初期には松

方デフレの影響と電灯事業に対する不安によって、創業資本の調達は難航したのであ

る。こうした電力業界の萌芽期においては、公益企業としての役割を果たすだけでな

く、創業資本の調達が困難であったことからも、利潤の確保は企業の存続にとって死

活問題であったと言える。そのことは、橘川教授が「未知の電力業への投資を尻込み

する各地の有力者たちに対し、電気の利便性と安全性、電力業の将来性を説得して回

り、電力会社への出資を実現させた」と記述していることからも知ることができるの

である 319。まさに、アメリカ企業の萌芽期における産業資本の未蓄積という環境の中

で、ボストンに住む商業資本家に対して事業への投資を説得して回った初期アメリカ

企業家達の資本調達に類似するものであった。 

そうした状況の中で、橘川教授は、電力業の萌芽期においては社会性に関連した各

種の課題を達成できなかったことが指摘されるのである。実際に電気の普及していな

かった時期に電力会社に求められる社会性という問題意識そのものが、資本の調達や

利潤の獲得に対する意識に比較して薄かったと考えられるのである。すなわち、発足

したばかりの初期の産業に対して、その企業が果たすべき利潤性への注目に対して、

次第に注目を集めることになった社会性の中味やその意義と実行性を検証する基準の

                            

316 竹中龍雄著『公益企業の経営』p.32. 

317 竹中龍雄著『公益企業環境論』白桃書房（1978）p.265. 

318 電気事業連合会データ http://www.fepc.or.jp/enterprise/rekishi/meiji/（2017

年３月 20日現在） 

319 橘川武郎著『日本電力産業発展のダイナミズム』pp.543-544. 

http://www.fepc.or.jp/enterprise/rekishi/meiji/
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確定など、橘川教授の研究分析では見落とされた電気産業における社会化の要求や促

進される進展過程をさらに詳細に分析・整理する必要があると言うことができる。 

 

（社会性の内容と利潤性との相互関係に関する問題） 

橘川教授は日本電力産業の発展過程を 7つの時期に分け、各段階での社会性の意味

するものを分析し、結論として戦争中の企業活動に対する国家管理の時代と 1970 年代

の石油危機への対応期以外、電力産業の社会性とは、一貫して「低廉で安定的な電気

供給が実現すること」であると指摘している。しかしながら、そうした結論の内容で

ある「社会性＝低廉で安定的な電気供給」という見解には、その社会性の対象、言い

換えれば低廉で安定な電気供給を受ける主体が明確にされていないと言える。また私

企業としての特徴を持っていた電力産業として当然に追求せざるを得ない利潤性との

関連も不明確であり、改めて再考の余地が残ることになる。 

例えば、日本における過去の電力価格の推移を見ると、（表 4）が示すように「家

庭・商店用」の電灯料金と「業務・工場用」の電力料金の間に大きな格差が存在して

いる。そして各年度の電力価格の決定は経済政策や物価変動などの要因で変動したと

されるのであるが、全体として「家庭・商店用」電灯料金は比較的に高額であり、

「業務・工場用」電力料金は低額である。この現象は料金システムの構成が相違して

いたと言うことだけでなく、政府の経済政策などによる影響が強く反映されていると

言える。すなわち、電力価格を決定する構成要因は、経済社会の様々な側面、すなわ

ち需給バランス、政府の政策方針、経済変動、社会情勢などによって影響される要因

から構成されていることがわかるのである。 

この点は竹中教授も指摘されているところである。すなわち、公益企業は国家的公

共性の面で基幹産業として重要な役割と意義を持っているところに存立の意義があ

る。そして、その経営の中心となる視点は経済・産業政策という国家的公共性にとど

まらず、「利用大衆の要望するサービスをできるだけ安価に提供する」ことにあると

している 320。つまり公益企業である電力会社は、経済社会の需要を安定的に充足する

                            

320 竹中龍雄著『公益企業の経営』p.30. 
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だけでなく、一般市民の利益を尊重することが必要であり、そこに公益企業としての

役割と意義の重点を置かなければならないということになる。 

このため、電力産業の社会性を論じるためには、企業の外側に存在する経済社会、

つまり外部環境を構成する各要素を同一平面かつ同列に置くのではなく、私企業自体

がステイクホルダーとしてますますその存在と影響を量・質の両面から無視できなく

なり、利潤性との関連においても大きな経営問題となってきた現状と同様に、電力会

社においても社会、すなわち外部環境との依存関係を意識した上で、社会性の内容を

再吟味し、利潤性を軽視した社会性を超えた新たな社会性とは何かを改めて考察する

必要があることになる。 

 

（表 4） 日本電力価格の推移 

年 

電力価格 

年 

電力価格 

総合単価 

（円/kWh） 
電灯 電力 

総合単価 

（円/kWh） 
電灯 電力 

1926 - - - 1971 6.52 11.80 5.10 

1927 - - - 1972 6.57 11.76 5.16 

1928 - - - 1973 6.76 11.82 5.37 

1929 - - - 1974 10.62 11.89 9.37 

1930 - - - 1975 11.61 15.65 10.33 

1931 - - - 1976 13.20 17.71 11.84 

1932 - - - 1977 14.51 19.18 13.06 

1933 0.05 0.11 0.03 1978 14.02 17.64 12.53 

1934 0.04 0.10 0.03 1979 14.69 19.40 13.21 
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1935 0.04 0.11 0.03 1980 22.49 27.54 20.87 

1936 0.04 0.11 0.03 1981 23.14 28.26 21.46 

1937 0.04 0.11 0.03 1982 23.44 28.42 21.79 

1938 0.04 0.11 0.03 1983 23.53 28.65 21.78 

1939 0.04 0.11 0.03 1984 23.53 28.77 21.75 

1940 - - - 1985 23.74 28.89 21.94 

1941 - - - 1986 21.93 26.87 20.17 

1942 0.04 - - 1987 20.61 25.80 18.72 

1943 0.04 - - 1988 19.75 25.24 18.72 

1944 0.04 - - 1989 19.81 25.53 17.72 

1945 0.07 - - 1990 19.86 25.64 17.72 

1946 0.13 - - 1991 20.03 25.70 17.85 

1947 0.56 - - 1992 20.28 25.76 18.14 

1948 1.68 - - 1993 20.27 25.61 18.13 

1949 2.33 - - 1994 19.98 25.50 17.71 

1950 3.00 - - 1995 19.83 25.29 17.51 

1951 3.59 7.30 2.66 1996 19.37 24.88 17.05 

1952 4.70 9.69 3.50 1997 20.00 25.66 17.64 

1953 4.83 10.07 3.64 1998 19.08 24.50 16.74 

1954 4.88 10.25 3.65 1999 18.66 24.21 16.24 

1955 5.22 10.99 4.02 2000 18.65 24.23 16.22 

1956 5.14 11.03 3.99 2001 18.61 23.93 16.23 
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1957 5.21 11.33 4.07 2002 17.56 22.93 15.11 

1958 5.33 11.49 4.14 2003 17.20 22.57 14.77 

1959 5.29 11.56 4.14 2004 16.91 22.28 14.44 

1960 5.31 11.60 4.16 2005 16.62 21.83 14.19 

1961 5.55 11.85 4.37 2006 16.63 21.76 14.30 

1962 5.90 11.95 4.59 2007 16.70 21.82 14.34 

1963 6.00 12.05 4.64 2008 18.22 22.98 15.98 

1964 6.06 12.06 4.68 2009 16.82 21.57 14.46 

1965 6.25 12.09 4.82 2010 16.70 22.39 14.33 

1966 6.26 12.08 4.83 2011 17.67 22.32 15.33 

1967 6.24 12.03 4.84 2012 18.84 23.45 16.51 

1968 6.29 12.00 4.90 2013 20.79 25.55 18.40 

1969 6.29 11.91 4.92 2014    

1970 6.35 11.85 4.98 2015    

（出典：日本エネルギー経済研究所データに基づき作成）321 

 

（社会性の概念のさらなる拡大と変化に関する問題） 

竹中教授と橘川教授の研究においては、共に公益企業の社会的責任及び社会性を説

明するのに、「利用大衆の利益」と「安価で良質のサービスを提供する」と言った言

葉で定義されていることはすでに指摘したところである。とはいえ、電力産業の実態

                            

321 日本エネグギー経済研究所計量分析ユニット編『EDMC エネルギー・経済統計要

覧』省エネルギーセンター（2015）pp.290-291. 
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とその変遷を見れば、その意味する内容や対象とする分野は経済社会の発展に伴い多

様化が進んでいると言える。 

2017 年現在、電力 10社が掲げる企業行動に関する綱領は（表 5）が示すように、10

社とも安全かつ質の良いサービスについて言及している。また、その対象とする分野

は過去の公益企業研究ではほとんど論じられていない環境問題、地域社会の発展、企

業倫理、労使問題にまで拡大している。さらに、その中でも特に注目に値するものと

しては、利潤性（中部電力、北海道電力）や取引先との関係（沖縄電力、北海道電

力）を指摘し、強調する企業が出現しているということである。 

このため、従来の「利用大衆の利益」と「低廉で安定的な電気供給」という社会性

の基準だけでは、公益企業と経済社会の関係を説明するには不十分であり、利潤性や

利害関係性を加味した上での社会性そのものの内容と対象を改めて考察し、定義する

必要が求められていると言える。 

 

（表 5） 10電のホームページが掲げる企業行動綱領 

東京電力 

1. 人間の尊重 

2. 企業倫理の徹底 

3. 透明な事業活動の推進 

4. 商品・サービスの品質・安全確保 

5. 環境問題への積極的な取り組み 

6. 地域社会の発展への貢献 

7. 明るく元気な職場づくり 

関西電力 

1. お客様に選ばれる商品・サービスの安全かつ安定なお届け 

2. よりよき環境の創造を目指した積極的な取り組み 

3. 地域社会の発展に向けた積極的な貢献 
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4. 人権の尊重とダイバーシティを生かした良好な職場環境の構築 

5. 透明性の高い開かれた事業活動 

6. コンプライアンスの徹底 

中部電力 

1. 安心・便利・安価なエネルギーサービスをはじめ、お客さまの

ニーズに応える価値あるサービスをお届けします 

2. 効率経営と効果的投資により、収益の維持・拡大を図ります 

3. 地域社会と協調し、地域の持続的発展に貢献します 

4. 事業のパートナーとして対等な立場で公正な取引を行います 

5. 個人を尊重し、明るく働きがいのある職場づくりに努めます 

中国電力 

1. 安全の確保 

2. 人権の尊重 

3. コンプライアンスの推進 

4. お客さま本位の徹底 

5. 環境問題への積極的な取り組み 

6. 地域社会発展への貢献 

7. 社会とのコミュニケーションの充実 

8. 活力ある企業風土づくり 

北陸電力 

1. 低廉で良質な商品・サービスの提供 

2. 人権の尊重と良好な職場環境の確保 

3. 地域社会の共生 

4. 透明な事業活動の推進 

5. 公正な取引の推進 
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6. コンプライアンスの徹底 

7. 安全文化の構築 

8. 環境保全への積極的な取り組み 

東北電力 

1. 安全確保を最優先にエネルギーの安定供給 

2. 企業倫理・法令遵守の徹底 

3. 地域との協調と地域社会への貢献 

4. 環境への配慮 

5. 透明な事業活動の推進 

6. 個人の尊重と風通しのいい活力ある企業風土づくり 

7. 経営トップ、管理職の対応 

四国電力 

1. 電力の安定供給の遂行 

2. コンプライアンスの推進 

3. 環境保全活動の推進 

4. 開かれた経営の実践 

5. お客さま志向の徹底 

6. 従業員活力の維持・向上 

7. 地域共生活動の推進 

九州電力 

1. お客さま満足の創造：お客さまのニーズや課題にお応えする価

値ある商品・サービスを提供します。 

2. 安心・安全の追求：設備の安全対策や作業者の安全確保を徹底

し、安全・安心を最優先した事業活動を行います。 
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3. 環境にやさしい企業活動：持続可能な社会の構築に貢献し続け

ていくために、九州電力グループ一体となって環境活動に取り

組んでいます。 

4. 誠実で公正な事業運営：従業員一人ひとりが高いコンプライア

ンス意識をもち、誠実で公正な事業運営を行います。 

5. 社会との真摯なコミュニケーション：情報を迅速に公開すると

ともに、皆さまとのコミュニケーション活動を積極的に推進し

ます。 

6. 地域・社会との共生 

7. 人権尊重・働きがいいのある職場づくり 

北海道電力 

1. お客さまに満足していただく事を第一に、電気を中核とする商

品・サービスを提供します 

2. 地域のみな様からお寄せいただく期待と信頼に誠実にお答えし

ます 

3. 株主・投資家の皆様からの期待に誠実にお答えします 

4. 従業員のために安全で働きがいのある職場を作ります 

5. 取引先とは対等かつ相互信頼に基づいたパートナーとして透明

かつ公正な取引を行います 

6. 地球や地域の環境に関わる課題に積極的に取り組みながら事業

活動を行います 

7. コンプライアンスをあらゆる場面で徹底します 

沖縄電力 

1. 安全を最優先に、良質な電気を安定的に供給するた

めの取り組みや必要な対策を講じます。お客さまの

ニーズにあったサービスを提供し、お客さまの満足

度向上に努めます 
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2. 地域社会の発展なくして当社の発展なしとの認識の

下、コーポレートスローガンである「地域ととも

に、地域のために」を経営の中心に据え、様々な社

会貢献活動を積極的に展開します 

3. 地球環境に対し責任ある企業として、地域環境保

全、地球温暖化対策、循環型社会形成などに向けた

施策を積極的に行います 

4. 取引先の皆さまと相互信頼関係を構築し、透明かつ

公正な取引を行います 

5. 効率的な企業経営を実践し、持続的成長を目指すと

ともに、適時適切な情報開示に努めます 

6. 従業員の安全と心身の健康を確保し、意欲と夢をも

って働くことができる快適な職場環境づくりに努め

ます 

（出典：電力各社ホームページに基づき作成）322 

 

今日、資本主義経済社会における企業の目的が利潤性の追求を基本的理念とするこ

とは否定できない一方で、資本主義経済社会の発展と高度化の中で、企業は社会性を

果たすべきであるとの要請が日増しに強くなってきている。逆に公益企業では社会性

                            

322 （東京電力）http://www.tepco.co.jp/about/corporateinfo/group_philosophy/pd

f/kensyou.pdf（関西電力）http://www.kepco.co.jp/sustainability/csr/principle/

service.html（中部電力）https://www.chuden.co.jp/corporate/csr/csr_sengen/ind

ex.html?cid=ul_me（中国電力）http://www.energia.co.jp/corp/active/csr/group/g

roup1.html（北陸電力）http://www.rikuden.co.jp/csr/torikumi.html（東北電力）h

ttp://www.tohoku-epco.co.jp/csrreport/pdf/now2016_shosai_all.pdf（四国電力）h

ttp://www.yonden.co.jp/corporate/csr/subject/index.html（九州電力）http://ww

w.kyuden.co.jp/csr_index.html（北海道電力）http://www.hepco.co.jp/corporate/c

sr/compliance/compliance.html（沖縄電力）http://www.okiden.co.jp/corporate/cs

rreport/（2017年 3月 20日現在） 

http://www.tepco.co.jp/about/corporateinfo/group_philosophy/pdf/kensyou.pdf
http://www.tepco.co.jp/about/corporateinfo/group_philosophy/pdf/kensyou.pdf
http://www.kepco.co.jp/sustainability/csr/principle/service.html
http://www.kepco.co.jp/sustainability/csr/principle/service.html
https://www.chuden.co.jp/corporate/csr/csr_sengen/index.html?cid=ul_me
https://www.chuden.co.jp/corporate/csr/csr_sengen/index.html?cid=ul_me
http://www.energia.co.jp/corp/active/csr/group/group1.html
http://www.energia.co.jp/corp/active/csr/group/group1.html
http://www.rikuden.co.jp/csr/torikumi.html
http://www.tohoku-epco.co.jp/csrreport/pdf/now2016_shosai_all.pdf
http://www.tohoku-epco.co.jp/csrreport/pdf/now2016_shosai_all.pdf
http://www.yonden.co.jp/corporate/csr/subject/index.html
http://www.yonden.co.jp/corporate/csr/subject/index.html
http://www.kyuden.co.jp/csr_index.html
http://www.kyuden.co.jp/csr_index.html
http://www.hepco.co.jp/corporate/csr/compliance/compliance.html
http://www.hepco.co.jp/corporate/csr/compliance/compliance.html
http://www.okiden.co.jp/corporate/csrreport/
http://www.okiden.co.jp/corporate/csrreport/
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の追求だけに満足せず、利潤性をも追求する必要が強調されてきていると言える。す

なわち、社会性、利潤性と言う言葉は同じでも、内包する意味やその相関関係は相違

しているのであるが、特に今日注目されているのが社会性という言葉であることは言

うまでもないことである。そして企業の社会性の内容はそれを取り巻く環境によって

相違するとともに変化していることである。電力産業の場合も、その社会性の内容は

過去的には社会の需要の充足と経済政策の一環に関連した基本的なものから、今日で

は地球環境の問題や人類とか民族といった社会・文化環境の問題、さらには労使関係

に至る人的な内容にまで多様的に拡大している。当然のことに、公益企業としての日

本電力産業の経営における社会性と利潤性のあり方、また両者の相互関係に対しても

これまでとは異なる視点から改めて考察することが必要とされているのである。 
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第 5章 結語にかえて 

 

第 1 節 資本主義経済社会における社会性と利潤性の歴史的相関関係 

本論文では、社会主義と資本主義との両経済体制における企業経営の目的と特徴を歴

史的な視点に立ちかえって比較経営史的に考察することから、利潤性と社会性の相関関

係とその変遷を検討してきた。そうした考察から、資本主義経済社会の生成と発展過程

の経緯とともに、その内部に存在する社会性と利潤性の歴史的相関とその特徴が多少な

りとも理解できたと思われる。 

特に、資本主義という表現には、近代に独自な産業企業、すなわち形式的に自由な賃

金労働者による労働の合理的組織を意味するとともに、そうしたおびただしい数の産業

企業（個別産業企業）が順調に成長する過程で適合的な関係を構築した社会構造を意味

すると言われている 323。それゆえ、この資本主義経済社会の発展には、当初企業経営に

おける利潤性にではなく、社会性概念の内容とそれを実行する動機に大きな特徴と変化

を見ることになった。その内容については、（1）キリスト教の教義による生産者（ギ

ルド）と消費者双方の利益を保護する「公正価格」の概念に基づく社会性、（2）「プ

ロテスタンティズムの倫理」による宗教的なエートスに結びついた「資本主義の精神」

に基づき、ひたすら経済社会へ奉仕する禁欲的な経営活動を実行する宗教的社会性、（3）

経済社会に必要な商品とサービスを提供する法的義務と価格規制を基礎とする公共性

に基づく社会性、（4）経済的領域を超え、歴史的、社会的、文化的分野にわたる広い

意味での社会性にまで発展してきたのである。こうした社会性の概念に内包される対象

は初期資本主義経済社会における単純な「人間と人間の共同」から、現代資本主義経済

社会の「人間と組織の相互依存」、さらには「人間と自然社会、経済社会、人間社会の

一体的協成」にまで広がってきたのである。そして、企業経営者がそうした社会性を遂

行する動機は（1）共同体社会のもとで、経済的伝統主義に基づき、経営の内部に存在

する生存的要請に対する能動的動機から、（2）利益体社会のもとで、経営の外部に存

在する社会的要請に対する受動的動機、さらには（3）協成体社会のもとで、経営の内

                            

323 大塚久雄著『大塚久雄著作集、第九巻：社会科学の方法』岩波書店（1971）p.497. 
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外を問わず、全ての要因がそれぞれの存在意義を持ちながら全体を構成する積極的動機

へと移行するのである。 

他方、経済社会において利潤を追求する行動は（1）初期資本主義までの非合理的、

非計画的な商人的行動様式による一攫千金を目指した利潤の追求から、（2）産業資本

主義経済社会のもとでの、目的合理性や形式的合理性を基盤とした計画的な経営活動に

よる利潤の追求、そして（3）高度資本主義経済社会での市場競争に生き残るために、

創造性や革新性による利潤の追求へと変化するのである。 

こうした資本主義経済社会における社会性と利潤性の相関関係の変化に伴い、経営活

動に要請される社会性の領域と対象が拡大される一方で、企業の存続と発展に必要かつ

不可欠な条件としての利潤性の確保が必然的であると認識されることになるのである。

ところが、十分な利潤性の確保をすることが益々困難になってくる現状に直面するので

ある。それゆえ、こうした企業経営における社会性と利潤性の矛盾と調和という問題に

対して様々な試みが行われてきたのである。例えば、資本主義経済社会に内在する潜在

的で構造的な矛盾を指摘することから台頭する社会主義経済体制においては「完全的な

社会性」を実現する手段として利潤性を追求せざるを得ないところから独立採算制の導

入が行われたのである。他方、資本主義経済体制のもとでは、主として私企業による利

潤性の追求が行われる一方で、経済社会の安定と維持を目的に公企業や公益企業による

公共性という名目での社会性の追求がなされ、それぞれがそれぞれの社会性と利潤性の

役割を機能的に分担し補完してきたのである。 

しかしながら、社会主義経済体制が衰退あるいは崩壊した歴史的事実や、資本主義経

済体制における私企業、公企業、公益企業という企業形態による補完的機能分担の限界

によって、いずれの経済体制にあっても社会性と利潤性を同時に達成すべきであるとし

た社会的要請が益々強まることになってきた。しかしながら、特に高度に発展した資本

主義経済体制が直面する厳しい経営環境のもとでは、一定の価値観による基準を持って

社会性と利潤性を調和させることは極めて困難となってきた。まさに、資本主義の社会

主義化、あるいは、社会主義の資本主義化と呼ばれる現象である。こうした社会性と利

潤性の矛盾関係は現代経済社会における企業経営にとって避けて通れない課題になる

ことから、社会性と利潤性の相関を目的と手段の関係として捉え、そのいずれかを中心

とする従来の企業経営やそれを研究対象とする経営学では限界があるといる。それゆえ
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に、これまでとは異なる視点を持った新たな企業経営と経営学の在り方を模索し、構築

するための検討をすることが必要とされることになるのである。 

 

第 2 節 現代資本主義経済社会における新たな企業経営と経営哲学の必要性 

中世の経済社会においては、合理的かつ計画的な経営活動を行う意識がまだ薄く、そ

の時代の経済活動は一攫千金にかける投機的な行動傾向の強い冒険的商人主義の色彩

が濃かったのである。こうした経済的伝統主義を基盤とする中世経済社会を近代資本主

義経済社会へと移行させたのは、地方的な農村社会と結合することによって近代工業都

市の出現と自由に生産活動を行えた中産的生産者層の形成であった。そして、最も重要

な要因は、これら中産的生産者層が過去には存在しなかった「ロビンソン的人間類型」

に分類される特性をもった人間の出現現象であったと言うことであった。こうした経営

活動に対する合理的で計画的な思考と行動様式を持つ「ロビンソン的人間類型」の出現

現象は、経済活動を伝統主義的な非合理性から解放させ、イギリス産業革命の原動力と

なり、資本主義経済体制の発展を促進させる大きな契機となったのである。その後、こ

うした「ロビンソン的人間類型」は、宗教改革後の「プロテスタンティズムの倫理」に

よる宗教的エートスと結合して、合理的で経営的な行動様式に禁欲、節約そしてひたす

ら経済社会に奉仕する新たな価値観が付け加えられ経済社会に拡散することになった。

すなわち、合理的行動様式と宗教的エートスからなる「資本主義の精神」とよばれる経

営哲学が、資本主義経済社会の源流として、その後の高度な経済発展を可能にさせるの

である。 

こうした「ロビンソン的人間類型」と「プロテスタンティズムの倫理」からなる「資

本主義の精神」が登場したのは本来イギリスであったが、その経営哲学が花開くのはア

メリカ社会であった。その原因ともいえる背景は、広大な未占有地の存在と自営農民を

夢見た移民による人口の急速な増大とそこに発生する大規模で均質的な農村市場が形

成されたことであった。こうした背景のもとで出現した企業経営が直面する課題はいか

に社会が必要とする需要に追いつき、応えることができるかということであった。そこ

に「資本主義の精神」の基本である隣人愛の実践という「宗教的社会性」の実行が結果

としての利潤を生み、その利潤を再投資する拡大再生産方式が急速な生産力の増大をも

たらすという経営活動の循環を出現させたのである。この「宗教的社会性」と判断基準
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としての利潤性の相関関係は、最終的には企業間競争という新しい経営問題をもたらす

とともに、「宗教的社会性」の概念、より正確には企業経営からの宗教的要素の脱落に

よる「資本主義の精神」の消滅をもたらすことになった。こうした状況の中で登場した

最も代表的な経営理論が「科学的管理法」であり、課業管理による生産活動の合理化と

計画化を内容とするテイラー・システムであるといえる。テイラー・システムの特徴は

「世俗内禁欲と節約」の考え方を基礎に「組織的怠業」を解決し、合理的で効率的な生

産を実行することであった。それゆえ、何を生産するかという問題よりも、いかに生産

するかという問題を重視するのである。19世紀から 20世紀の初頭にかけて、経済社会

における最も重要な課題は物質的生活水準の向上であったことを思えば、アメリカでの

「大量生産、大量消費」を可能にさせたテイラー・システムは企業経営における利潤性

の概念を明確な経営目的の対象として確立させると同時に、経済社会を物質的に豊かに

するという社会性をも実現したことは否定できない事実であった。 

ところが、こうした生産システムの特徴は、商品の価値を高めるのではなく、生産コ

ストを抑制することによって生産性を向上させることから、次第に利潤の追求そのもの

を目的として使用され、そこでの無駄の排除の対象とされる人間は、人間性が切り捨て

られた事物的な労働的人間とされることになっていった。マルクスが、その後に人間的

疎外や物象化の現象を説明し、資本主義経済の構造的矛盾を指摘する根拠とする自然史

的過程が完成したと言えるのである。それゆえ、こうした生産システムのもとで、所有

と経営の分離に伴う専門的な経営者が経済社会に登場し、企業経営の中心的な役割を果

たすことになったとは言え、彼らは独立し、自律的に意思決定を行う経営主体ではなく、

雇われた賃金労働者である「専門型経営者」として、資本家の利益に奉仕することにな

る 324。こうした企業経営の人間疎外について、栗田教授は「人々がその個性を発揮しえ

ないで、ただ平均化されたいとなみを続ける世界は理想的世界ではない…人間本来の存

                            

324 大塚久雄著『大塚久雄著作集、第八巻：近代化の人間的基礎』pp.130-131. 

 「資本主義呼ばれる経済機構の中では、個々の経済人は鋼鉄のような機構の中には

め込まれ、ただ一環として動くほかない。もはや創造する「精神」ではなく、適応の

ための「禁欲」のみが必要とされ、機構によって外側から強制される。」「もしもこ

の鋼鉄のような機構が何らの変革をも蒙らないままに一大自動機械のような状態にま

で化石化するとき、その内部で生きる「人間」は「精神のない専門人」、「心情のな

い享楽人」という相貌を取るのではないだろうか。」とヴェーバーは指摘している。 
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在価値を無視して、その絶対性をふりかざす金権支配の社会は、本来主体性を生命とす

る人間の手によって、その内部から変革されるべき歴史的運命を担っているものといわ

ねばならない」325と指摘している。 

このように、社会が物質的に豊かになるとともに、人間の欲求は経済的領域をはるか

に超えた際限のない欲望の社会を形成することから、従来の宗教的社会性の概念とは完

全に分離することになった。マルクスが資本主義経済体制の構造的矛盾として批判する

労働の搾取、貧困、不平等による社会主義経済社会の台頭をもたらす原因となったとい

える。そうした社会構造の変化に対して、「ロビンソン的人間類型」に立脚した形式的

合理性をひたすら効率的かつ能率的に追求するこれまでの経営概念や経営学 326では、

そうした新たな社会構造から生み出される社会的要請に応えることは困難となる。ここ

に、「資本主義の精神」や「資本主義精神」に代わる新たな経営哲学と企業家精神を基

礎とした「利潤性と社会性の相関」に関する考え方が提起されざるを得ないのである。 

 

第 3 節 新たな経済社会における企業家精神 

社会主義経済体制であれ、資本主義経済体制であれ、企業の本質的な機能は生産要

素を合理的に結合し、経済社会が必要とする商品とサービスを提供することを内容と

するのである。ところが、企業の成長と経営規模の拡大とともに、経営活動は必ずと

言いていいほど社会性と利潤性の矛盾と調和という問題に直面するのである。この社

会性と利潤性の矛盾と調和の問題は、これまで企業経営者自身の判断によって対応し

てきたというよりは、多くの場合は経済社会の要請や法律の規定のもとで、外部圧力

として企業に要求された一種の職能として遂行されてきたと言える。この場合の企業

経営者の行動は、実際には独立した意思決定機能を持つ主体ではなく、ただ与えられ

                            

325 栗田真造著『経営構造の類型的研究（改定増補版）』森山書店（1961）p.23 

326 三戸公『人間の学としての経営学』産業能率大学出版部（1977）pp.85-86. 

バーナードは従来の経営学における経済人仮説に対して「社会的行為からわれわれが経

済的とよぶ側面を引き出すことは有用であるとしても、アダム・スミスやその後継者た

ちによって有効に構成され、かなり発達した処理論は、特定の社会的過程―そのなかで

の経済的要因はたんなる位置側面にすぎない」と批判している。 
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た目標を合理的に遂行する主体であったと言うことが出来る 327。そうした歴史的背景

の中で、資本主義経済体制とその中心的構成要素である企業は、マルクスが指摘した

分配の不公平とそこから生まれる経済的貧困の問題に留まらず、精神的貧困の問題を

も内包することになるのである。いわゆる現代的な意味での「社会問題」の存在を認

識せざるを得なくなるのである。とはいえ、もし企業の利潤性の追求が本質的に反社

会的な行為であるとすれば、企業の社会的責任に関する議論は言うまでもなく、社会

性の追求の議論は混迷を深めることになる。なぜならば、企業は本質的に利潤を追求

する合目的的な組織体であるという認識を前提として考えれば、企業の存在そのもの

が反社会的な存在であるということになるからである。すなわち、企業は本来的に利

潤性に関連しない社会的責任、さらには社会性を果たしうる存在ではなく、そうした

議論をすること自体無意味なことになるのである。こうした企業の利潤性と社会性の

相関に関する矛盾を解決するためには、現実に存在する企業の持つ反社会的側面をい

かに排除し、企業が本来の意味での社会の構成要素として、また、社会の一員として

容認される存在となりうるかという問題意識に基づく経営活動が実践されることが不

可欠となる。まさに企業の利潤性と社会性の相関への接近には、改めて企業と経営の

主体たる経営者を自主的にそうした実践へと駆り立てる理念と哲学の果たす重要性を

再認識せざるを得ないことに気づかざるを得ないのである。 

 企業の経済的責任という利潤性の追求には、同時に人間と人間の関係を規定し、

また地域社会と企業との関係を規定するなどの社会的関連性の性格を内在化させてき

たにもかかわらず、社会性の追求といえば、むしろ経営活動の外部的側面のみを重視

する可能性があることも否定できないのである。例えば、企業の経済的責任と社会的

責任を分離させ、企業の社会的責任や社会性の追求に対する範囲や数値的規定を外部

的に定め、企業の経営行動を評価しようとする傾向がみられることである。無責任な

                            

327 大塚久雄著『社会科学における人間』p.158. 

  ヴェーバーはこうした企業経営者を「精神のない専門人」と呼んでいる。その特

徴は「それぞれ専門化させた特殊な分野の仕事に専念し、その分野ではこの上もなく

深い知識と経験を持っているが、しかし、自分の仕事が、全体との関わりの中で、さ

らにまた人類の運命にとって、どのような意味を持つのか、といったことには全然知

らないし、また知ろうとする内面的要求も持ち合わせていない、そういう人々のこと

である」としている。 
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企業を発見し、選別する消費者世論に訴える社会的責任投資（SRI）、企業が長期的に

成長するために注目すべき観点として環境（Environment）、社会（Social）、ガバナ

ンス（Governance）の 3つの観点を重視した「ESG投資」や責任投資（Responsible 

Investment）・持続可能な投資（Sustainable Investment）などである。こうした社

会や環境を意識した投資行動が国際責任投資原則（PRI）などを背景に企業の経営戦略

や企業利益や企業価値の向上に繋がると言われる反面、いわゆるテーマ別投資信託と

いう金融資本主義に典型の金融商品であることを考えれば、投資信託自体に損失が出

た場合おいても投資家は当然の負担として喜んでその損失を積極的に受け入れるので

あろうかという疑問が当然に出ることになる。また、企業活動のグローバル化や多角

化・多様化を背景とした国際連合や国際標準化機構（ISO）による企業の社会的責任・

社会化に関する規格化の傾向である。社会的責任に関する国際規格としては、規格番

号 ISO26000として 2010年 11月に発行されている。内容的には、組織統治、人権、労

働慣行、環境、公正な事業慣行、消費者課題、コミュニティ参画と開発など 7つの項

目が指摘されているのではあるが、あくまでもガイダンスとしての規格に留まってい

る。こうした経営の外部社会や世論からの要請、さらには国際機関による規格化によ

る画一化が、必ずしも企業経営の主体としての経営者に直接的で精神的な結びつきを

もたらし、経済的な成果をたらすとは言えない。 

「企業家精神不在の経営」では益々厳しくなる経営環境に直面するとき、こうした

外部的圧力や規格化が啓蒙的な役割を果たすことは否定できないとはいえ、経済社会

への経済的かつ精神的要請に直接応えることは困難である。そこで、シュムペーター

は「経済発展の理論」の中で、労働と土地と並ぶ第３の生産要素として、企業家の役

割を提起したのである 328。ここでの企業家の機能は、資本家である株主の利潤性に対

する欲求と、世論を背景とした行政からの社会性に対する要請を考慮することから、

生産要素の結合を単に数量的計量を基礎に目的合理的に遂行する「労働力」としての

機能にとどまらず、さらにさまざまな価値的要請との意味関連を意識しながら、その

実現の度合いを評価する実質的合理性が求められることになる。そうした多種多様な

価値的要請との意味関連を意識する企業家精神と実質的合理性が、経済社会にある種

                            

328 青沼吉松稿「企業家精神と経営者資本主義」『三田学会雑誌』第 76巻（第 2号）

慶応義塾経済学会（1984）p.89 
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の方向性を指し示すことのできるような影響を与える指導性を発揮するとしている。

まさに経済体制とは無関係な形で社会性と利潤性の意味するものが多様化し、矛盾の

対立が激しくなり、一定の価値観のもとで両者を理解し、調和させることが困難な今

日において、経営の意思決定主体であるべき経営者の役割はますます重要となってく

る。こうした新たな社会構造における経営者の役割は、近代合理主義のもと独走する

資本主義経済社会が「鉄の檻」となった現状をただ単に批判することではない。そう

ではなく、従来の経営行動や価値観に束縛されることなく、企業を取り巻く多様な外

部環境と内部環境を多面的かつ意識的に捉え理解することのできる内面的な企業者精

神を持つことであり、かつ未来を予測した企業経営の方向性を提示し、調整するとい

った経済社会への影響力を発揮することであるということになる。経営学説に沿った

言い方をすれば、資本主義経済体制における市場メカニズムという「見えざる手」に

導かれた経済法則によって企業の利潤性と社会性に関する調和と統合はより有効に社

会の利益を増進させ、達成されるとするアダム・スミス流の考え方から、A.D.チャン

ドラー（Alfred D. Chandler Jr.）が『経営者の役割』に中で指摘するように、アダ

ム・スミスが市場を支配する諸力である「見えざる手」と呼んだものから、現代企業

が市場メカニズムにとって代わり、経済活動の調整と資源の配分を行う機能を「見え

る手」(The Visible Hand)によって市場から引き継ぐことになったのである 329。すな

わち、企業経営を導くものは「見える手」であり、この「見える手」を実践するのが

専門経営者による意思決定であることから、これを経営者資本主義と呼んでいるので

ある。経営活動が「見えざる手」によって経済的に調整されるのではなく、この「見

える手」によって特定の目的に向かって組織され、管理されるとすれば、株主から経

営の権限を委譲された経営の主体である経営者は、自己の経営理念や経営哲学を拠り

所に経営活動をすることになる。こうした資本主義の変遷、経営者による「見える

手」の存在を認識するとき、企業の利潤性と社会性の相関に関する未来像は、相互に

分離した要因として、一方を極端に主張するものでもなく、両者の融合を漠然と主張

するものでもないと言える。その意味では、いまだ歴史的には確定した評価を得てい

るとはいえないまでも、M.ポーターが従来の社会的責任論では、新たな価値創造や社

                            

329 アルフレッド D. チャンドラーJr.（鳥羽忻一郎・小林袈裟治訳）『経営者の時代 

上』東洋経済（1980）p.４． 
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会変革を起こすことはできないとして指摘する「共通価値の創造（CSV）」と呼ぶ概念

は、経営者資本主義における企業の利潤性と社会性の相関の在り方を予見させるもの

であった。さらには、この経営者資本主義を支える新しい経営者の育成を将来的に期

待できる教育に関する方向性が EDS(Education for Sustainable Development)「持続

可能な開発のための教育」として推奨されてきた。そこには持続可能な開発に関する

価値観（人間の尊重、多様性の尊重、非排他性、機会均等、環境の尊重）、体系的な

思考力（問題や現象の背景理解、多面的・総合的なものの見方）、代替案の思考力

（批判力）など、これまでに無い新しい社会に対応できる人間性と価値観を持った人

づくりに目的が置かれている。こうした現代社会における新たな動向は、現時点では

いまだ現象的なものであるとしても、歴史的かつ社会的試練に打ち勝つとき将来にお

ける企業の利潤性と社会性の相関を考える上で大いに期待されるものであると言え

る。あるフランスの哲学者は、何かを変化させるには長い時間と忍耐が不可欠であ

る。特に人と金とで構成された経済至上主義からの脱皮には高い精神力に支えられた

「哲学」を持つことが最も必要であるとの言葉が思い出される。 

このような新しい資本主義体制への移行、新しい社会構造への変遷、新しい市場価

値の変化などの経済的外部要因を多面的に理解するための内部的精神基盤となる理念

や哲学を拠り所に、絶えずより良い未来を歴史的かつ論理的に予測する努力を怠らな

い企業家精神の喚起と確立が何よりも必要といえる。それによって、物資的貧困と精

神的貧困のない新しい社会と文化を構成要素とする「豊かな社会」の構築をもたらす

ことが、資本主義経済体制における社会性と利潤性の相関関係に潜在化して来た矛盾

を解消し、共生の可能性を実現する必要不可欠な条件と言うことができる。 
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